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2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2 /年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2 /年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 

項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

サーバー 
設備の使用 

CO2 

【主要排出活動】 
ベースラインのサーバー設備の使用に伴う電力の使用に

よる排出量 

プロジェクト

実施後 
排出量 

サーバー 
設備の使用 

CO2 

【主要排出活動】 
プロジェクト実施後のサーバー設備の使用に伴う電力の

使用による排出量 

  
 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

tyelectricitPJPJ CEFELEM ,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

ELPJ プロジェクト実施後のサーバー設備における電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
 

4．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の稼働時間と等しい時間を、プロジェ

クト実施後のサーバー設備ではなく、ベースラインのサーバー設備を稼働する場合に想定される CO2排
出量とする。 

PJBL TT  （式 3） 
記号 定義 単位 

TBL ベースラインのサーバー設備の稼働時間 h/年 

TPJ プロジェクト実施後のサーバー設備の稼働時間 h/年 
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５．ベースライン排出量の算定 

t,yelectricitBLBLBL CEFBUTEM  （式 4） 

before

before
BL T

ELBU  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

TBL ベースラインのサーバー設備の稼働時間 h/年 

BUBL ベースラインのサーバー設備の電力使用原単位 kWh/h 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

ELbefore プロジェクト実施前のサーバー設備における電力使用量 kWh/年 

Tbefore プロジェクト実施前のサーバー設備の稼働時間 h/年 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施前のサーバー設備における電力使用量（ELbefore）及びプロジェクト実施前の

サーバー設備の稼働時間（Tbefore）は、プロジェクト実施前の実績値を用いる。 
 

 

６．モニタリング方法 

ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

TPJ プロジェクト実施

後のサーバー設備

における稼働時間

（h/年） 

・稼働記録をもとに算定 対象期間で累計 ※1 

ELPJ プロジェクト実施

後のサーバー設備

における電力使用

量（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

 

対象期間で累計  
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Tbefore プロジェクト実施

前のサーバー設備

の稼働時間（h/年） 

・稼働記録をもとに算定 【要求頻度】 

原則、プロジェクト開始直近の 1

年間以上の実績を累計 

※1 

※2 

ELbefore プロジェクト実施

前のサーバー設備

における電力使用

量（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

 

【要求頻度】 

原則、プロジェクト開始直近の 1

年間以上の実績を累計 

 

※2 

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係

数（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo ･ (1-f (t)) + 

Ca(t)･f (t) 

ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロジ

ェクト開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源CO2排

出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基

づき、CEFelectricity,t として全電源

CO2排出係数を利用することができ

る 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※3 

 
＜※1＞ 

 プロジェクト実施前後のサーバー設備における稼働時間（TPJ及び Tbefore）は、原則、プロジェ

クト実施前後で統一された条件で計測されたものであることが必要である。ただし、保守的な

値となる場合はこの限りではない。 
＜※2＞ 

 ベースラインのサーバー設備の電力使用原単位に使用する、プロジェクト実施前のサーバー設

備における稼働時間（Tbefore）及びプロジェクト実施前のサーバー設備における電力使用量

（ELbefore）は、原則としてプロジェクト実施前 1年間の累積値を把握することが必要である。
ただし、電力使用原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデータ等によって合

理的に示せる場合には、より短い期間の累積値データにより把握してもよい。 
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 サーバー設備の更新に伴い統合化を行う場合には、Tbeforeはプロジェクト実施前に使用していた

サーバー設備のいずれかが稼働していた時間とすること（例：サーバーAが 8時～13時（5h）、
サーバーBが 12時～17時（5h）の間稼働していた場合、Tbefore＝9h）。また、ELbeforeは全ての

サーバーの電力使用量の合計値とすること。 
＜※3＞ 

 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 

 
 

７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすこ
とを示す資料 

・プロジェクト実施後のサーバー設備の設備概要が分かる資料（仕様書等） 

・プロジェクト実施前のサーバー設備の設備概要や使用年数等が分かる資料（仕様書等 

・プロジェクト実施前のサーバーの運用記録及びプロジェクト実施後のサーバーの運用

予定が分かる資料 

適用条件2を満たすこ
とを示す資料 

・プロジェクト実施前1年間の電力使用量及び稼働時間 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施前後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を
以下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
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方法論番号 EN-S-032 Ver.1.0 
方法論名称 節水型水まわり住宅設備の導入 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、節水型の水まわり住宅設備の導入し、上水道及び下水道又は浄化槽におけるエネ

ルギー使用量を削減する排出削減活動を対象とするものである。 
 
 

１．適用条件 

本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：ベースラインの水まわり住宅設備よりも節水型の水まわり住宅設備を導入すること。 
 条件 2：プロジェクト実施前後の水まわり住宅設備は、上水道により給水されており、下水道又
は浄化槽へ排水されていること。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
節水型水まわり住宅設備とは、更新の場合は便器、シャワー又は浴槽、新設の場合は便器又はシ

ャワーとする。節水型水まわり住宅設備の単位使用回数当たりの水量又は単位使用時間当たりの流

量が、製品規格（JIS）又は業界標準による算定方法において、ベースラインの水まわり住宅設備
よりも低減していることが求められる。 
 
ベースラインの水まわり住宅設備はそれぞれ以下を想定する。 
（1）水まわり住宅設備を更新するプロジェクトの場合 
ベースラインの水まわり設備は、プロジェクト実施前の水まわり設備である。 
ただし、便器又はシャワーを更新する場合であっても、以下のいずれかに該当する場合には、便

器又はシャワーを新設するプロジェクトとしなければならない。また、浴槽を更新するプロジェク

トであっても以下のいずれかに該当する場合には、条件 1を満たさないこととする。 
①更新前の設備の効率等の仕様が取得できない場合 
②故障又は老朽化等により更新前の設備を継続利用できない場合 
③更新後の設備の使用水流量以外の能力特性（例：温水洗浄便座、脱臭機能、ジャグジー機能又

は 24時間風呂等）が更新前の設備で実現し得ない場合 
 
（2）水まわり設備を新設するプロジェクトの場合 
ベースラインの水まわり設備は、標準的な水まわり設備である。 
標準的な水まわり設備は原則として、以下のように設定するが、プロジェクトにより導入される

設備が代替し得る設備に係る一般的な状況（設備の普及状況及び設備投資の経済性）及び当該プロ

ジェクト固有の状況を踏まえた合理的な説明ができる場合はこの限りではない。 
①設備群の特定 
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便器及びシャワーのみを対象とする。節水以外の機能（例：温水便座又は脱臭機能等）が加わっ

た場合には、当該追加された機能を持つ便器及びシャワーを設定しなければならない。 
②設備・設備効率の特定 
◆便器 
便器の標準的な設備効率として、1回当たりの洗浄水量を設定する。 
大便器の洗浄水量については 6L/回とし、小便器の洗浄水量については 6L/回の大便器の場合に
おいて一般的に設定される 5L/回を置く。 
◆シャワー 
シャワーの標準的な設備効率として、社団法人日本バルブ工業会の定める方法により測定した

最適流量（一番使いやすいと感じる流量）を設定する。 
最適流量については 8.5L/分と置く。 

 
条件 2： 
浄化槽を算定対象の設備とする場合、ポンプ等の動力設備を備えた設備に限ることとする。 

 
 

2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 
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＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

上水道及び

下水道又は

浄化槽の 
使用 

CO2 
【主要排出活動】 
ベースラインの水まわり住宅設備における水利用に伴う

電力又は化石燃料の使用による排出量 

給湯設備の

使用※ 
CO2 

【主要排出活動】 
給湯設備の使用に伴う電力又は化石燃料の使用による排

出量 

プロジェクト

実施後排出量 

上水道及び

下水道又は

浄化槽の 
使用 

CO2 
【主要排出活動】 
プロジェクト実施後の水まわり住宅設備における水利用

に伴う電力又は化石燃料の使用による排出量 

給湯設備の

使用※ 
CO2 

【主要排出活動】 
給湯設備の使用に伴う電力又は化石燃料の使用による排

出量 
 

 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

HPJWPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,W 上水道及び下水道又は浄化槽の使用によるプロジェクト実施後

排出量 

tCO2/年 

EMPJ,H 給湯設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
a) 上水道及び下水道又は浄化槽の使用によるプロジェクト実施後排出量 

waterPJWPJ CEFWCEM 　,  （式 3） 

　　 PJPJ BUWC   （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,W 上水道及び下水道又は浄化槽の使用によるプロジェクト

実施後排出量 

tCO2/年 

WCPJ プロジェクト実施後の水まわり住宅設備における水使用

量 

L/年 

CEFwater 水の CO2排出係数 tCO2/L 
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BUPJ プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の水使用原単位 L/回、L/分 等 

 プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の使用回数等 回/年、分/年 等 

 
＜補足説明＞ 

 水の CO2排出係数（CEFwater）は、水の単位体積当たりの上水道及び下水道又は浄化槽におけ

るエネルギー使用に伴う CO2排出量である。 
 流量計等を用いて、プロジェクト実施後の水まわり住宅設備における水使用量（WCPJ）を計測

できる場合は、直接計測したWCPJを用いることができる。 
 
b) 給湯設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 

 給湯設備の使用による排出量については、ベースライン及びプロジェクト実施後のいずれも算

定対象とするか、いずれも算定対象外とするかのどちらかとすること。 
 

b-1) プロジェクト実施後の給湯用生成熱量の算定 

3
,,, 10　　　　 heatheatheatPJheatPJheatPJ CTWCQ  （式 5） 

heatPJheatPJ BUWC 　,  （式 6） 

記号 定義 単位 

QPJ,heat プロジェクト実施後の給湯用生成熱量 GJ/年 

WCPJ,heat 給湯設備で加熱されたプロジェクト実施後の水使用量 m3/年 

TPJ,heat プロジェクト実施後の給湯設備で加熱された水の加熱前

後の温度差 

K 

Cheat 水の比熱 MJ/(t・K) 

heat 水の密度 t/m3 

BUPJ プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の水使用原単位 L/回、L/分 等 

heat プロジェクト実施後の給湯設備で加熱された水を使用し

た水まわり住宅設備の使用回数等 

回/年、分/年 等 

 
＜補足説明＞ 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の給湯用生成熱量（QPJ,heat）を計測できる場合は、直接

計測したQPJ,heatを用いることができる。 
 

b-2) プロジェクト実施後の給湯用エネルギー使用による排出量の算定 
 b-2-1) 給湯設備が電力で稼動する場合 

tyelectricit
heat

heatPJHPJ CEFQEM ,3,, 106.3
1100

ε
   （式 7） 
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記号 定義 単位 

EMPJ,H 給湯設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

QPJ,heat プロジェクト実施後の給湯用生成熱量 GJ/年 

heat 給湯設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
b-2-2) 給湯設備が燃料で稼動する場合 

fuelPJ
heat

heatPJHPJ CEFQEM ,,,
100
ε

 （式 8） 

記号 定義 単位 

EMPJ,H 給湯設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

QPJ,heat プロジェクト実施後の給湯用生成熱量 GJ/年 

heat 給湯設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFPJ,fuel 給湯設備で使用する燃料の単位発熱量当たりの CO2排出

係数 

tCO2/GJ 

 
 

4．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の使用回数等を、

ベースラインの水まわり住宅設備で実施する場合に想定される、上水道及び下水道又は浄化槽、並びに

給湯器で使用されるエネルギー起源の CO2排出量とする。 

 （式 9） 

記号 定義 単位 

 ベースラインの水まわり住宅設備の使用回数等 回/年、分/年、等 

 プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の使用回数等 回/年、分/年、等 

 

 

５．ベースライン排出量の算定 

HBLWBLBL EMEMEM ,,  （式 10） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

EMBL,W 上水道及び下水道又は浄化槽の使用によるベースライン

排出量 

tCO2/年 

EMBL,H 給湯設備の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 
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a) 上水道及び下水道又は浄化槽の使用によるベースライン排出量 

waterBLWBL CEFWCEM 　,  （式 11） 

BLBL BUWC  （式 12） 

before

before
BL

WCBU 　  （式 13） 

記号 定義 単位 

EMBL,W 上水道及び下水道又は浄化槽の使用によるベースライン

排出量 

tCO2/年 

WCBL ベースラインの水回り住宅設備における水使用量 L/年 

CEF water 水の CO2排出係数 tCO2/L 

BUBL ベースラインの水まわり住宅設備の水使用原単位 L/回、L/分、等 

 ベースラインの水まわり住宅設備の使用回数等 回/年、分/年、等 

WCbefore プロジェクト実施前の水回り住宅設備における水使用量 L/年 

before プロジェクト実施前の水回り住宅設備における水使用回

数等 

回/年、分/年 等 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施前の水回り住宅における水使用量（WCbefore）及び水使用回数（ before）は、

プロジェクト実施前の実績値を用いる。 
 流量計等を用いて、プロジェクト実施後の水回り住宅設備における水使用（WCPJ）を実測して

いる場合、ベースラインの水回り住宅設備における水使用量（WCBL）は下記の式により算定し

てもよい。 

PJ

BL
PJBL BU

BUWCWC  （式 14） 

 
b) 給湯設備の使用によるベースライン排出量 

 給湯設備の使用による排出量については、ベースライン及びプロジェクト実施後のいずれも算

定対象とするか、いずれも算定対象外とするかのどちらかとすること。 
 

b-1) ベースラインの給湯用の生成熱量の算定 

PJ

BL
heatPJheatBL BU

BUQQ ,,  （式 15） 

記号 定義 単位 



 

7 

方法論 EN-S-032(ver.1.0)  節水型水まわり住宅設備の導入 

QBL,heat ベースラインの給湯用生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat プロジェクト実施後の給湯用生成熱量 GJ/年 

BUBL プロジェクト実施前の水まわり住宅設備の水使用原単位 

※新設の場合はベースラインとして想定する標準的な水

まわり住宅設備の水使用原単位 

L/回、L/分、等 

BUPJ プロジェクト実施後の水まわり住宅設備の水使用原単位 L/回、L/分、等 

 
 b-2) ベースラインの給湯用エネルギー使用による排出量の算定 
 b-2-1) 給湯設備が電力で稼働する場合 

tyelectricit
heat

heatBLHBL CEFQEM ,3,, 106.3
1100

ε
   （式 16） 

記号 定義 単位 

EMBL,H 給湯設備の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 

QBL,heat ベースラインの給湯用生成熱量 GJ/年 

heat 給湯設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
 b-2-2) 給湯設備が燃料で稼働する場合 

fuelPJ
heat

heatBLHBL CEFQEM ,,,
100
ε

 （式 17） 

記号 定義 単位 

EMBL,H 給湯設備の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 

QBL,heat ベースラインの給湯用生成熱量 GJ/年 

heat 給湯設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFPJ,fuel 給湯設備で使用する燃料の単位発熱量当たりの CO2排出

係数 

tCO2/GJ 

 

 

６．モニタリング方法 

ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 

1) 活動量のモニタリング 
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モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

WCPJ プロジェクト実施後

の水回り住宅設備に

おける水使用量（L/

年） 

・流量計等による計測 対象期間で累計 ※1 

 プロジェクト実施後

の水まわり住宅設備

の使用回数等（回 /

年、分/年 等） 

・計測（使用回数、使用時間） 対象期間で累計 ※1 

※3 

WCPJ,heat 給湯設備で加熱され

たプロジェクト実施

後の水使用量（㎥/

年） 

・流量計による計測 対象期間で累計  

heat プロジェクト実施後

に給湯設備で加熱さ

れた水を使用した水

まわり住宅設備の使

用回数等（回/年、分

/年 等） 

・計測（使用回数、使用時間） 対象期間で累計  

WCbefore プロジェクト実施前

水回り住宅設備にお

けるの水使用量（L/

年） 

・流量計による計測 【要求事項】 

原則として、プロジェクト開始直

近の 1年間以上の実績を累計 

※1 

※2 

αbefore,t プロジェクト実施前

の水まわり住宅設備

の使用回数等（回 /

年、分/年 等） 

・計測（使用回数、使用時間） 【要求事項】 

原則として、プロジェクト開始直

近の 1年間以上の実績を累計 

※1 

※2  

※3 

QPJ,heat プロジェクト実施後

給湯用熱量（GJ/年） 

・熱量計による計測 対象期間で累計  

 

2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

CEFwater 水の二酸化炭素排

出係数（tCO2/L） 

・論文、報告書等の公表値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※4 
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BUPJ プロジェクト実施

後の水まわり住宅

設備の水使用原単

位（L/回、L/分 等） 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用 

－  

TPJ, heat プロジェクト実施

後に給湯設備で加

熱された水の加熱

前後の温度差（K） 

・計量器（温度計等）で計測 連続計測（1時間 1回以上）  

Cheat 水の比熱（MJ/(t・

K)） 

・文献値を利用 －  

heat 水の密度（t/m3） ・文献値を利用 －  

BUBL プロジェクト実施

前の水まわり住宅

設備の水使用原単

位（L/回、L/分 等） 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用（新設プロジェクト

については、条件 1 で求めた標準的

な設備の効率値を使用） 

－  

heat 給湯設備のエネル

ギー消費効率（%） 

・使用化石燃料量及び発生熱量を実測

し、JISに基づき熱交換効率を計算 

【要求頻度】 

年 1回以上 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用 

― 

CEFPJ, fuel 給湯用燃料の単位

発熱量当たりの

CO2 排 出 係 数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガス（13A

以外）を使用する場合には、供給会

社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係

数（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･f 

(t) 
ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロジェ

クト開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源CO2排出

係数 

f (t) : 移行関数 

0 [0≦t<1年] 

f (t) = 0.5 [1年≦t<2.5年] 

1 [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※5 
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づき、CEFelectricity,t として全電源

CO2排出係数を利用することができ

る 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 

 
＜※1＞ 

 プロジェクト実施前後の水まわり住宅設備における水使用量（WCbefore 及び WCPJ）、及び、プ

ロジェクト実施前後の水まわり住宅設備の使用回数等（αbefore）及び（β）は、原則、プロジェ

クト実施前後で統一された条件で計測されたものであることが必要である。ただし、保守的な

値となる場合はこの限りではない。 
 ベースラインの水まわり住宅設備における水使用原単位（BUBL）をプロジェクト実施前水回り

住宅設備における水使用量（WCbefore）及びプロジェクト実施前の水まわり住宅設備の使用回数

等（ before）から、実測をもとに設定する場合、原則として 1年間の累積値を把握すること。た
だし、水使用原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデータ等により合理的に

示せる場合にはこの限りではなく、1年未満の期間の累積値により把握してもよい。また、原則、
プロジェクト実施前後で統一された測定条件で実測することが必要である。 

＜※2＞ 
 ベースラインの水まわり住宅設備における水使用原単位（BUBL）に使用する、プロジェクト実

施前の水まわり住宅設備における水使用量（WCbefore）及びプロジェクト実施前の水まわり住宅

設備の使用回数等（αbefore）は、原則としてプロジェクト実施前１年間の累積値を把握するこ

とが必要である。ただし、水使用原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデー

タ等によって合理的に示せる場合には、より短い期間の累積値データにより把握してもよい。 
＜※3＞ 

 便器に係る大便と小便の使用比率については、『トイレ使用行為の実態に関する研究－住宅にお

ける便器洗浄水由来の CO2排出量予測－」、廣瀬ら、平成 23年度空気・衛生工学会』の値を用
いて、使用パターンを按分することもできる。 

＜※4＞ 
 最新の公表値を利用。当面、上水道の係数は、社団法人日本水道協会「水道統計」記載の電力

消費量及び燃料消費量並びに給水量（有効水量）を基に算定した市町村等毎の値を利用する。

また、下水道の係数は、同様に社団法人日本下水道協会「下水道統計」記載の値を基に算定し

た市町村等毎の値を利用する。なお、浄化槽の係数については、当該設備に接続されている浄

化槽の処理水量及びエネルギー消費量を計測器等で把握できる場合に利用することができる。 

＜※5＞ 
 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 
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７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 

・プロジェクト実施後の節水型水まわり住宅設備の設備概要が分かる資料（仕様書等） 

・更新プロジェクトの場合は、プロジェクト実施前の水まわり住宅設備の設備概要や使

用年数等が分かる資料（仕様書等） 

・新設プロジェクトの場合は、条件1に従って選定したベースラインの水まわり住宅設

備の設備概要が分かる資料（仕様書等） 

適用条件2を満たすことを

示す資料 

・プロジェクト実施地の上水道、下水道の配管が確認できる資料 

・水道配管図、排水系統図等 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
  
 



 

12 
 

方法論 EN-S-032(ver.1.0) 節水型水まわり住宅設備の導入 

附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施前後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を
以下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
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方法論 EN-S-033 (ver.1.0)  外部データセンターへのサーバー設備移設による空調設備の効率化 

方法論番号 EN-S-033 Ver.1.0 
方法論名称 外部データセンターへのサーバー設備移設による空調設備の効率化 

 
＜方法論の対象＞ 
 本方法論は、プロジェクト実施前に自ら冷却していたサーバー設備を、効率的な空調設備のある外

部データセンターへ移設することにより、空調の電力又は化石燃料等の使用量を削減する排出削減

活動を対象とするものである。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件を満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：プロジェクト実施前に自ら冷却していたサーバー設備を、外部データセンターへ移設す
ることにより、空調を効率化すること。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
サーバー設備の所有権はプロジェクト実施前後で同一である必要がある。 
なお、自ら冷却していたサーバー設備を外部データセンターへ移設する場合であっても、以下の

いずれかの条件に該当する場合には、条件 1を満たさないこととする。 
①移設前にサーバー設備を冷却していた空調設備の効率等の仕様が取得できない場合 
②故障若しくは老朽化等により移設前にサーバー設備を冷却していた空調設備を継続利用できな

い場合又は継続利用できても導入から法定耐用年数の 2倍を超えている場合 
③サーバー設備が移設前後で同一ではない場合※1 
④移設後のサーバー設備の出力当たりの空調設備の出力が移設前に対して 1.5倍を超える場合 
※1：増設により容量が増加する場合は認められない。ただし、運用保守の範囲でサーバーの一
部を交換した場合や、移設前のブレードサーバーの最大搭載容量の範囲でブレードを追加す

る場合は除く。 
 
 

2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2 /年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2 /年 
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＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

空調設備の

使用 
CO2 

【主要排出活動】 
プロジェクト実施前の空調設備の使用に伴う化石燃料又

は電力の使用による排出量 

プロジェクト

実施後排出量 

空調設備の

使用 
CO2 

【主要排出活動】 
プロジェクト実施後の空調設備の使用に伴う化石燃料又

は電力の使用による排出量 

サーバーの

運搬 
CO2 

【付随的な排出活動】 
サーバーの外部データセンターへの運搬に伴う化石燃料

の使用による排出量 
 

 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

 
＜主要排出活動＞ 
a)空調設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
a-1) プロジェクト実施後の空調設備におけるエネルギー使用量から排出量を算定する場合 
a-1-1) プロジェクト実施後の空調設備が電力で稼働する場合 

tyelectricitPJMPJ CEFELEM ,,  （式 3） 

totalserverPJ

serverPJ
totalPJPJ EL

EL
ELEL

,,

,
,  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

ELPJ プロジェクト実施後の空調設備における電力使用量 kWh/年 

ELPJ,total プロジェクト実施後の空調設備における総電力使用量 kWh/年 

ELPJ, server プロジェクト実施後のプロジェクト実施者の保有するサ

ーバー設備における電力使用量 

kWh/年 

ELPJ ,server,total プロジェクト実施後の空調設備によって冷却される全て kWh/年 
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のサーバー設備の電力使用量 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の空調設備における電力使用量（ELPJ）は、プロジェクト実施後の空調設

備における総電力使用量（ELPJ,total）に、プロジェクト実施後の空調設備によって冷却される全

てのサーバー設備の電力使用量にプロジェクト者保有サーバー設備の電力使用量の占める割合

（ELPJ ,server÷ELPJ ,server,,total）を乗じて算定してもよい。 
 
a-1-2) プロジェクト実施後の空調設備が燃料で稼働する場合 

fuelPJfuelPJfuelPJMPJ CEFHVFEM ,,,, 　  （式 5） 

totalserverPJ

serverPJ
totalfuelPJfuelPJ EL

ELFF
,,

,
,,, 　  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

FPJ,fuel プロジェクト実施後の空調設備における燃料使用量 t/年,kL/

年,Nm3/年等 

HVPJ,fuel プロジェクト実施後の空調設備で使用する燃料の単位発

熱量 

GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3 等 

F PJ,fuel,total プロジェクト実施後の空調設備における総燃料使用量 t/年,kL/年,Nm3/年

等 

ELPJ,server プロジェクト実施後のプロジェクト実施者の保有するサ

ーバー設備における電力使用量 

kWh/年 

ELPJ,server,total プロジェクト実施後の空調設備によって冷却される全て

のサーバー設備における電力使用量 

kWh/年 

CEFPJ,fuel CO2 排出係数プロジェクト実施後の空調設備で使用する

燃料の単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の空調設備における燃料使用量（FPJ,fuel）は、プロジェクト実施後の空調

設備における総燃料使用量（FPJ, fuel, total）に、プロジェクト実施後の空調設備によって冷却さ

れる全てのサーバー設備の電力使用量にプロジェクト者保有サーバー設備の電力使用量の占め

る割合（ELPJ ,server÷ELPJ ,server,,total）を乗じて算定してもよい。 
 
a-2) プロジェクト実施後の空調設備における使用熱量から排出量を算定する場合 
a-2-1) プロジェクト実施後の空調設備が電力で稼働する場合 
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tyelectricit
PJ

heatPJMPJ CEFQEM ,3,,
100

106.3
1
ε

 （式 7） 

totalserverPJ

serverPJ
totalheatPJheatPJ EL

EL
QQ

,,

,
,,,  （式 8） 

3
,,,, 10　　　　 heatheatheatPJheatPJtotalheatPJ CTFLQ  （式 9） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

QPJ,heat プロジェクト実施後の空調設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,total プロジェクト実施後の空調設備による総生成熱量 GJ/年 

ELPJ,server プロジェクト実施後のプロジェクト実施者の保有するサ

ーバー設備における電力使用量 

kWh/年 

ELPJ,server,total プロジェクト実施後の空調設備によって冷却される全て

のサーバー設備における電力使用量 

kWh/年 

FLPJ ,heat プロジェクト実施後の空調設備で加熱又は冷却された空

気の容量 

m3/年 

TPJ, heat プロジェクト実施後の空調設備で加熱又は冷却された空

気の熱利用前後の温度差 

K 

Cheat 空気の比熱 MJ/(t・K) 

heat 空気の密度 t/m3 

PJ プロジェクト実施後の空調設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
＜補足説明＞ 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の空調設備による総生成熱量（QPJ,heat,total）を計測できる

場合は、直接計測したQPJ,heat,totalを用いることができる。 
 
a-2-2) プロジェクト実施後の空調設備が燃料で稼働する場合 

fuelPJ
PJ

heatPJMPJ CEFQEM ,,,
100
ε

 （式 10） 

totalserverPJ

serverPJ
totalheatPJheatPJ EL

EL
QQ

,,

,
,,,  （式 11） 

3
,,,, 10　　　　 heatheatheatPJheatPJtotalheatPJ CTFLQ  （式 12） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 
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QPJ, heat プロジェクト実施後の空調設備による生成熱量 GJ/年 

Q PJ,heat,total プロジェクト実施後の空調設備による総生成熱量 GJ/年 

ELPJ ,server プロジェクト実施後のプロジェクト実施者の保有するサ

ーバー設備における電力使用量 

kWh/年 

ELPJ ,server,,total プロジェクト実施後の空調設備によって冷却される全て

のサーバー設備における電力使用量 

kWh/年 

FLPJ, heat プロジェクト実施後の空調設備で加熱又は冷却された空

気の容量 

m3/年 

TPJ, heat プロジェクト実施後の空調設備で加熱又は冷却された空

気の熱利用前後の温度差 

K 

Cheat 空気の比熱 MJ/(t・K) 

heat 空気の密度 t/m3 

PJ プロジェクト実施後の空調設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEF PJ, fuel プロジェクト実施後の空調設備で使用する燃料の単位発

熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
＜補足説明＞ 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の空調設備による総生成熱量（QPJ,heat,total）を計測できる

場合は、直接計測した値を用いることができる。 
 複数の種類の燃料を使用する場合には、種類ごとの燃料の使用量と単位発熱量から、プロジェ

クト実施後の空調設備による総生成熱量（QPJ,heat,total）を算定する。 
 
＜付随的な排出活動＞ 
b) サーバーの運搬によるプロジェクト実施後排出量 

 付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度を算定し、影

響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。なお、サーバーの移転に伴う運搬は 1 回限りの
排出であるため、影響度は総排出削減見込み量に対して評価する。算定対象とする場合には 1
回目の検証時に当該排出量を含めること。 
 
                            （式 13） 
 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に、影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗

じることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 

サーバーの運搬によるプロジェクト実施後排出量 
影響度＝ 

総排出削減見込み量 
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＜付随的な排出活動の算定例＞ 
b) サーバーの運搬によるプロジェクト実施後排出量 

trasnportfuelPJtransportfuelPJtransportfuelPJSPJ CEFHVFEM ,,,,,,,  （式 14） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

FPJ,fuel,transport プロジェクト実施後のサーバーの運搬における化石燃料

の使用量 

kl/年 

HVPJ,fuel,transport プロジェクト実施後のサーバーの運搬に使用した化石燃

料の単位発熱量 

GJ/kl 

CEFPJ,fuel,transport プロジェクト実施後のサーバーの運搬に使用した化石燃

料の CO2排出係数 

tCO2/GJ 

＜運搬車両からの排出量算定について＞ 
 プロジェクト実施後の付随的な排出量（EMPJ,S）の算定に当たっては、燃費法又はトンキロ法を使

用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細については「モニタリング・算定規程」の別冊を参照

すること。 
 運搬に係る貨物車両の最大積載量が不明な場合は、当該貨物車両の最大積載量を 2,000kg としても
よい。 

 
 

4．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の空調設備による生成熱量を、プロジェ

クト実施後の空調設備ではなく、ベースラインの空調設備から得る場合に想定されるCO2排出量とする。 
1) プロジェクト実施後の空調設備が電力で稼働する場合 

3
,, 106.3

100
PJ

PJheatPJheatBL ELQQ  （式 15） 

記号 定義 単位 

QBL,heat ベースラインの空調設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat プロジェクト実施後の空調設備による生成熱量 GJ/年 

ELPJ プロジェクト実施後の空調設備における電力使用量 kWh/年 

PJ プロジェクト実施後の空調設備のエネルギー消費効率 ％ 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の空調設備による生成熱量からプロジェクト実施後排出量を算定した場合

は、計算過程で求めたプロジェクト実施後の空調設備による生成熱量（QPJ,heat）を用いることが

できる。 
 
2) プロジェクト実施後の空調設備が燃料で稼動する場合 
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100,,,,
PJ

fuelPJfuelPJheatPJheatBL HVFQQ  （式 16） 

記号 定義 単位 

QBL,heat ベースラインの空調設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat プロジェクト実施後の空調設備による生成熱量 GJ/年 

FPJ,fuel プロジェクト実施後の空調設備における燃料使用量 t,kL,Nm3等 

HVPJ,fuel プロジェクト実施後の空調設備で使用する燃料の単位発

熱量 

GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

PJ プロジェクト実施後の空調設備のエネルギー消費効率 ％ 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の空調設備による生成熱量からプロジェクト実施後排出量を算定した場合

は、計算過程で求めたプロジェクト実施後の空調設備による生成熱量（QPJ,heat）を用いることが

できる。 
 プロジェクト実施後の空調設備における燃料使用量（FPJ,fuel）は、プロジェクト実施後の空調

設備における総燃料使用量（FPJ,fuel, total）に、プロジェクト者保有サーバー設備の電力使用量が、

プロジェクト実施後の空調設備によって冷却される全てのサーバー設備の電力使用量に占める

割合（ELPJ ,server÷ELPJ ,server,,total）を乗じて算定する。（エラー! 参照元が見つかりません。 参
照） 

 

 

５．ベースライン排出量の算定 

1) ベースラインの空調設備におけるエネルギー使用量から算定する場合 
1-1) ベースラインの空調設備が電力で稼働する場合 

tyelectricit
BL

heatBLBL CEFQEM ,3, 106.3
1100

 （式 17） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

QBL,heat ベースラインの空調設備による生成熱量 GJ/年 

BL ベースラインの空調設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施前後の空調設備が電力で稼働する場合、式 15と式 17を合わせて、以下の計
算式で計算してもよい。 
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tyelectricit
BL

PJ
PJBL CEFELEM ,  （式 18） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

ELPJ プロジェクト実施後の空調設備における電力使用量 kWh/年 

BL ベースラインの空調設備のエネルギー消費効率 % 

PJ プロジェクト実施後の空調設備のエネルギー消費効率 % 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
 

 
1-2) ベースラインの空調設備が燃料で稼働する場合 

fuelBL
BL

heatBLBL CEFQEM ,,
100

 （式 19） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

QBL,heat ベースラインの空調設備による生成熱量 GJ/年 

BL ベースラインの空調設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFBL,fuel ベースラインで使用する化石燃料の単位発熱量当たりの

CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施前後の空調設備が燃料で稼働する場合、式 16と式 19を合わせて、以下の計
算式で計算してもよい。 

fuelBL
BL

PJ
fuelPJfuelPJBL CEFHVFEM ,,,  （式 20） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

FPJ,fuel プロジェクト実施後の空調設備における燃料使用量 t,kL,Nm3等 

HVPJ,fuel プロジェクト実施後の空調設備で使用する燃料の単位発

熱量 

GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等 

BL ベースラインの空調設備のエネルギー消費効率 % 

PJ プロジェクト実施後の空調設備のエネルギー消費効率 % 

CEFBL,fuel ベースラインで使用する化石燃料の単位発熱量当たりの

CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 複数の種類の燃料を使用する場合には、種類ごとの生成熱量と単位発熱量当たりの CO2排出係
数から、ベースライン排出量を算定する。 
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６．モニタリング方法 

ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

ELPJ,total プロジェクト実施後

の空調設備における

総電力使用量（kWh/

年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

対象期間で累計  

ELPJ, server プロジェクト実施後

のプロジェクト実施

者の保有するサーバ

ー設備における電力

使用量（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

対象期間で累計  

ELPJ ,server,total プロジェクト実施後

の空調設備によって

冷却される全てのサ

ーバー設備における

電力使用量（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

対象期間で累計  

FPJ, fuel プロジェクト実施後

の空調設備における

燃料使用量（t/年,kL/

年,Nm3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

対象期間で累計  

F PJ,fuel, total プロジェクト実施後

の空調設備における

総 燃 料使 用量 （ t/

年,kL/年,Nm3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

対象期間で累計  

QPJ,heat プロジェクト実施後

の空調設備における

生成熱量（GJ/年） 

・熱量計による計測 対象期間で累計  
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Q PJ,heat, total プロジェクト実施後

の空調設備による総

生成熱量（GJ/年） 

・熱量計による計測 対象期間で累計  

FPJ,heat プロジェクト実施後

の空調設備で加熱又

は冷却された空気の

使用量（m3/年） 

・流量計による計測 対象期間で累計  

FPJ,fuel,transport プロジェクト実施後

のサーバーの運搬に

おける燃料使用量（kl/

年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

対象期間で累計  

・燃料計による計測 

 
2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

CEFelectricity,t 電力の CO2 排出

係数（tCO2/kWh/

年） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo ･ (1-f (t)) + 

Ca(t)･f (t) 

ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（事業

開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t 年に対応する全電源 CO2

排出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基

づき、CEFelectricity,t として全電源

CO2 排出係数を利用することがで

きる 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを

使用 

※1 

HVPJ,fuel プロジェクト実施

後の空調設備で使

用する燃料の単位

発 熱 量 （ GJ/t, 

GJ/kL, GJ/Nm3

等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを

使用 

※2 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

CEFPJ,fuel プロジェクト実施 ・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 ※2 
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後の空調設備で使

用する燃料の単位

発熱量当たりの

CO2 排 出 係 数

（tCO2/GJ） 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

検証申請時に最新のものを

使用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

TPJ,heat プロジェクト実施

後の空調設備で加

熱又は冷却された

空気の熱利用前後

の温度差（K） 

・温度計による計測 【要求頻度】 

定期計測（1時間 1回以上。

ただし、1 日の代表温度を計

測する場合は 1日 1回以上） 

 

・管理温度（プロジェクト者が季節別、

時間別に管理・運営している温度）

をもとに算定 

【要求頻度】 

管理・運用単位ごと 

※3 

CPJ,heat 空気の比熱（MJ/

（t・K）） 

・文献値を利用 ―  

PJ,heat 空気の密度（t/m3） ・文献値を利用 ―  

PJ プロジェクト実施

後の空調設備のエ

ネルギー消費効率

（%） 

・化石燃料使用量及び生成熱量を実測

し、JISに基づき熱交換効率を計算 

【要求頻度】 

年 1回以上 

※4 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用 

― 

HVPJ,fuel,transport プロジェクト実施

後のサーバーの運

搬に使用する燃料

の 単 位 発 熱 量

（GJ/kl） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを

使用 

※2 

CEFPJ,fuel,transport プロジェクト実施

後のサーバーの運

搬に使用する燃料

の CO2 排出係数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを

使用 

 

BL ベースラインの空

調設備のエネルギ

ー消費効率（%） 

・化石燃料使用量及び生成熱量を実測

し、JISに基づき熱交換効率を計算 

プロジェクト実施前に 1回以

上 

※4 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用 

― 

CEFBL,fuel ベースラインの空

調設備で使用する

燃料の単位発熱量

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを

使用 
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当たりの CO2 排

出係数（tCO2/GJ） 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 

 
＜※1＞ 

 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 

＜※2＞ 
 排出量の算定に用いる燃料の単位発熱量は、高位発熱量（総発熱量）か低位発熱量（真発熱量）

のいずれかに統一することが必要である。また、プロジェクト実施前後で統一するため、低位発

熱量（真発熱量）のデフォルト値を使用する場合は、「モニタリング・算定規程」に定める換算係

数を用いて低位発熱量（真発熱量）を求めること。 
＜※3＞ 

 プロジェクト実施後の空調設備で加熱又は冷却された空気の熱利用前後の温度差（ TPJ,heat）を

管理温度及び圧力をもとに算定する場合、当該管理温度又は圧力の変化に応じてモニタリング

が行われることを証明する必要がある。 
＜※4＞ 

 プロジェクト実施前後の設備のエネルギー消費効率を計測する場合、原則として、プロジェク

ト実施前後で統一された測定条件で計測することが必要である。 
 燃料の予熱等（C重油の加熱又は LNGの気化等）のためにエネルギーを使用する場合には、そ
のエネルギー使用量を考慮した効率とすること。 

 

 

７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすこ
とを示す資料 

・プロジェクト実施後の外部データセンターにおける空調設備概要が分かる資料（仕様

書等） 

・プロジェクト実施前の既存設備における空調設備の設備概要や使用年数等が分かる資

料（仕様書等） 

・移設前後のサーバー設備が同一であることが分かる資料 

・移設前後のサーバー設備の出力あたりの空調設備の出力が分かる資料 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
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1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施前後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を
以下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
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方法論番号 EN-S-034 Ver.1.0 
方法論名称 エコドライブ支援機能を有するカーナビゲーションシステムの導入及び利用 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、車両にエコドライブ支援機能を有するカーナビゲーションシステムを導入するこ

とにより、当該車両の化石燃料の使用量を削減する排出削減活動を対象とするものである。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：車両にエコドライブ支援機能を有するカーナビゲーションシステムを導入し、利用する
こと。 

 条件 2：プロジェクト実施前のエコドライブ支援システムの利用者と非利用者から得た燃費につ
いて、プロジェクト実施前の 1年間のデータが把握可能であること。 

  

＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
本方法論では、運転手にエコドライブ（渋滞回避、最適ルート及び効率等運転）を働きかける機

能を有するカーナビゲーションシステムを導入し、当該システムを利用する車両を対象とする。 
 
条件 2： 
本方法論ではエコドライブ支援システム導入前後の燃費改善率をプロジェクト実施後のデータに

基づき排出削減量を算定するため、エコドライブ支援システムの利用者と非利用者から得たプロジ

ェクト実施前の最低 1年間の燃費データが必要となる。 
 
 

２．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2 /年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2 /年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライ 車両の使用 CO2 【主要排出活動】 
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ン排出量 車両の使用に伴う化石燃料の使用による排出量 

プロジェク

ト実施後排

出量 

車両の使用 CO2 
【主要排出活動】 
車両の使用に伴う化石燃料の使用による排出量 

エコドライブ支

援システムにお

けるデータ集計

※ 

CO2 
【付随的な排出活動】 
エコドライブ支援システムにおけるデータ集計に伴う

電力の使用による排出量 

※エコドライブ支援システムにおける集計用に新たにサーバ等を導入した場合のみ計上する。既存の機器を活

用する場合は、算定対象外としてよい。 
 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

 
＜主要排出活動＞ 
a) 車両の使用によるプロジェクト実施後排出量 
本方法論では、原則として、燃料法を使用しなければならない。 
ただし、エネルギー消費効率に 0.8を乗じる場合は、燃費法を使用することができる。 
 

1) 燃料法を用いて算定する場合 

i
ifuelPJifuelPJifuelPJMPJ CEFHVFEM )( ,,,,,,,   （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

FPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象車両 iにおける燃料使用量 kL/年 

HVPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象車両 i で使用する燃料の単位発熱

量 

GJ/kL 

CEFPJ fuel,i プロジェクト実施後の対象車両 i で使用する燃料の単位発熱

量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
2) 燃費法を用いて算定する場合 
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i
ifuelPJifuelPJ

ifuelPJ
iPJMPJ CEFHVDEM )1( ,,,,

,,
,,   （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

DPJ,i プロジェクト実施後の対象車両 iの移動距離 km/年 

PJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象車両 iのエネルギー消費効率 km/kL 

HVPJ ,fuel,i プロジェクト実施後の対象車両 i で使用する燃料の単位発熱

量 

GJ/kL 

CEFPJ fuel,i プロジェクト実施後の対象車両 i で使用する燃料の単位発熱

量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
＜付随的な排出活動＞ 
b) エコドライブ支援システムにおけるデータ集計によるプロジェクト実施後排出量 

 付随的な排出活動については、妥当確認時に排出削減見込み量に対する影響度を算定し、影響

度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5%以上の場合：排出量の算定を行う。 
②影響度が 1%以上 5%未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1%未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 
b) エコドライブ支援システムにおけるデータ集計によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricitPJSPJ CEFELEM ,,  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

ELPJ エコドライブ支援システムにおけるデータ集計による電力

使用量 

kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 本方法論では本システムを導入することによって追加したサーバ等のハードウェアに関する排出量

のみを算定することとし、データ処理等に用いる PC 及び端末については、プロジェクト排出に算
入しなくてもよい。 

 情報通信機器等による電力使用量については、データ処理量などにより情報通信機器全体の電力使

用量から、当該サービス分を按分してもよい。 
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４．ベースライン排出量の考え方 

  本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクトの対象となる車両で、プロジェクト実施後と
同じ走行距離を、エコドライブ支援システムを活用することなく運転する場合に想定される CO2排出量
とする。 
 

 

５．ベースライン排出量の算定 

i
fuel,iBLifuelBLifuelBLBL CEFHVFEM )( ,,,,,  （式 6） 

)100/1(,,,, αifuelPJifuelBL FF  （式 7） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

FBL ,fuel,i べースラインの対象車両 iにおける燃料使用量 kL/年 

HVBL ,fuel,i ベースラインの対象車両 iで使用する燃料の単位発熱量 GJ/kL 

CEF BL ,fuel,i ベースラインの対象車両 iで使用される燃料の単位発熱量当た

りの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

F PJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象車両 iにおける燃料使用量 kL/年 

 エコドライブ支援システムの導入による燃費改善率 % 

 
＜αの設定について＞ 
本方法論では、プロジェクト実施前の実績データからあらかじめ算出した燃費改善率αを定めなけれ

ばならない。αは、車種、排気量、燃料タイプ、走行エリア、年式又はシステム利用頻度等で区分けし、

統計的に妥当な値（有意水準 10%を採用）を設定しなければならない。統計的に妥当な値が設定できな
い区分けの車両は本方法論の対象とはならない。 
また、季節による影響を排除するため、プロジェクト開始日の直近 1 年の期間を設定し、期間内にお
けるエコドライブ支援システムの利用者と非利用者から得たデータを元に、導入前・後の平均値を求め

て燃費改善率を算出しなければならない。 
 
＜α設定における統計手法（例）＞ 
αの設定における統計処理の事例として、以下のような手法がある。 
(1) サービス利用判定 
・カーナビゲーションシステムの利用履歴からエコドライブ支援システムの利用/非利用者 2つのデータ
セットを作成 

(2) 地域、排気量クラス別の設定 
・(1)のデータセットを燃費差が生じると想定される要因（車種、排気量、燃料タイプ、走行エリア、年
式又はシステム利用頻度等）で分類 
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(3) 統計処理による燃費差の有意性の検定 
・(2)で設定された区分ごとに、エコドライブ支援システム利用者、非利用者の平均燃費の分布から有意
差を確認（正規確率プロット→F検定→t検定） 
① 正規確率プロット：データの分布が正規分布しているかどうかを判断 
② F検定：データが等分散かどうかを判断 
③ t検定：エコドライブ支援システム利用者、非利用者のそれぞれの平均燃費の有意差を判断 
・上記①から③のいずれかで有意水準（10%未満）にないと評価された場合には、(2)に戻り、設定され
たデータセットの中から特異値を排除する、あるいは分類方法を変更するなどの方法が必要となる。 

(4) 平均燃費差の算出 
・(3)で有意水準にあることが示された場合、エコドライブ支援システム利用者、非利用者の総走行距離/
総燃料使用量から、それぞれの平均燃費を算出 
・それぞれの平均燃費から改善率αを算出 
 

 

６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

FPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象

車両 i における燃料使用量

（kL/年） 

・車載の燃料消費量計測機器で計測 対象期間で累計  

DPJ,i プロジェクト実施後の対象

車両 iの移動距離（km/年） 

・走行距離メーターによる計測 対象期間で累計  

ELPJ エコドライブ支援システム

におけるデータ集計による

電力使用量(kWh/年) 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間を

もとに算定 

対象期間で累計  

 

2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVPJ ,fuel,i プロジェクト実施後の対象

車両 i で使用する燃料の単

位発熱量（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 
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CEFPJ fuel,i プロジェクト実施後の対象

車両 i で使用する燃料の

CO2排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

PJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象

車両 i のエネルギー消費効

率（km/kL） 

・車載器等を用いて計測 

 

【要求頻度】 

1年間に 1回以上 

 

・デフォルト値を利用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

※1 

CEFelectricity,t 電 力 の CO2 排 出 係 数

（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用* 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･f (t) 

ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（事業開始日

以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源 CO2排出係

数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基づき、

CEFelectricity,tとして全電源 CO2排出係数

を利用することができる 

【要求頻度】 

検証申請時において

最新のものを使用 

※2 

HVBL ,fuel,i ベースラインの対象車両 i

で使用する燃料の単位発熱

量（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

CEFBL fuel,i ベースラインの対象車両 i

で使用する燃料の単位発熱

量当たりの CO2 排出係数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

 エコドライブ支援システム

の導入による燃費改善率

（%） 

・過去 1 年分のエコドライブ支援システム

の利用者と非利用者の平均燃費データよ

り算定 

プロジェクト登録前

に設定 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリングに係る要求事項」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 

 
＜※1＞ 
 プロジェクト実施後の対象車両 iのエネルギー消費効率（ PJ,fuel,i）のデフォルト値は、モニタリング・
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算定規程の別表：各種係数に定める数値に 0.8を乗じること。 
＜※2＞ 
 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めること。 
 

 

７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 

・プロジェクト実施後のエコドライブ支援システムのサービス概要が分かる資料（パン

フレット、システム概要書等） 

・プロジェクト参加車両リスト 
適用条件2を満たすことを

示す資料 

・エコドライブ支援システムの導入による燃費改善率（α）の設定に用いられた根拠資

料 

－エコドライブ支援システム利用者及び非利用者のプロジェクト実施前1年分の燃費

データ 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を以
下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
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方法論番号 EN-S-035 Ver.1.0 
方法論名称 海上コンテナの陸上輸送の効率化 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、輸入荷主は空コンテナを港へ返却し、輸出荷主は空コンテナを港から調達すると

いう通常の輸送を転換し、輸入荷主と輸出荷主との間でコンテナのマッチングを行い、輸入荷

物を下ろした後港に戻らずに同じコンテナに輸出荷物を積載することによって、空コンテナの

国内トラック輸送量を減らすことで化石燃料の使用量を削減する排出削減活動を対象とするも

のである。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：異なる事業者間においてコンテナのマッチングを新たに行うこと。プロジェクトの対象
とする船会社及び輸出入港を、プロジェクト申請時に特定すること。 

 条件 2：排出削減量の算定に必要な項目をモニタリングするためのマッチング実施計画が整備さ
れていること。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
プロジェクトの対象を明確化する必要性から、船会社と輸出・輸入に使用する港をあらかじめ特

定する必要がある。本方法論における算定式はコンテナの動きに着目したものとなっているため、

輸入港から輸送される時点でマッチングされたコンテナを特定する必要があるが、コンテナは基本

的に船会社の所有物であるため船会社を特定すればマッチングされるコンテナの特定が可能であ

る。また、本プロジェクトはある程度地理的にまとまった地域を対象として実施されることを想定

する。対象となる船会社のみ特定することを条件とした場合、船会社の数がプロジェクト上限数と

なる。これを排除するため、対象地域を限定する目的で輸出入港を特定することとする。ただし、

複数の輸出入港を対象とし、広域に実施することを妨げないが、対象とする輸出入港を全て含めた

実態のあるマッチング実施計画を整備する必要がある（計画については条件 2参照）。 
 
なお、プロジェクト登録後に対象とする船会社及び輸出入港を追加する場合は、改めて妥当性確

認機関による再妥当性確認を経て、プロジェクト再登録申請を行わなければならない。 
 
※本方法論において「マッチング」とは、コンテナが輸入港から陸上輸送される時点で、輸入荷主

と輸出荷主との間でコンテナの共有が予定されることを指す。一度マッチングされれば、コンテ

ナは輸送途中の破損等の事情により結果として輸出荷主へ受け渡されなくとも、別の代替空コン

テナが受け渡されることになる。本方法論において「マッチングされたコンテナ」というとき、

輸送途中で破損等の事情で当初マッチングされたコンテナに代替されたコンテナも含む。これは
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輸送途中のコンテナ代替も含めて、プロジェクト実施に伴い発生する排出量を全て算定する必要

があるためである。 
 
条件 2： 
マッチングされるコンテナとその輸送経路は直前まで不明であるため、確実に本プロジェクト

が実施されることを担保しておく必要がある。このため、下記のような、マッチング及び削減量

算定が実現するために必要な体制が整っていることを確認するため、それらに関するマッチング

実施計画についてモニタリング計画書に詳細に記載することが求められる。 
・ マッチングされたコンテナ 
・ マッチングされたコンテナの輸送経路（荷主、内陸拠点等を含む経路） 
・ マッチングされたコンテナ輸送を担当する輸送事業者 
・ マッチング前に輸入コンテナを返却する予定であった港 
・ マッチング前に輸出コンテナを調達する予定であった港 

 
 
 

2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

トラックの

使用 
CO2 

【主要排出活動】 
マッチングされなかった場合の空コンテナ輸送時に、ト

ラックの使用に伴い、化石燃料が使用されることによる

排出量 

プロジェクト

実施後排出量 
トラックの

使用 
CO2 

【主要排出活動】 
マッチングされた場合の空コンテナ輸送時に、トラック

の使用に伴い、化石燃料が使用されることによる排出量 
※ 輸入港から輸入荷主までの経路と、輸出荷主から輸出港までの経路における荷物積載状態のコンテ

ナ輸送はベースラインとプロジェクト実施後で共通の排出活動であるため、算定対象としない。 
図 1はベースラインの輸送形態である。ベースライン排出量はコンテナがマッチングされなかった
場合に、輸入荷主と予定されていた空コンテナの返却港間、及び予定されていた空コンテナの調達

港と輸出荷主間を、空コンテナが輸送されたことによる排出量である。 
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図 2及び図 3はプロジェクト実施後の輸送形態の代表例である。マッチングされたコンテナは輸入
荷主から輸出荷主へ、インランドポートを経由し又は直接輸送されて受け渡される。また輸送中の

破損や別の急な需要の発生により結果的に当初のコンテナが受け渡されず、輸出荷主に対して別の

代替空コンテナが受け渡されることもあり得る。プロジェクト実施後排出量は、このような代替空

コンテナの輸送も含めマッチングされたコンテナが空コンテナとして輸送された全ての経路の排

出量である。 
 
 

 
【図 1】ベースラインにおける輸送形態 

 

 

【図 2】プロジェクト実施後における輸送形態例（インランドポートを経由する場合） 

A社(荷主) 
輸入 

港 x 

インランドポート 

（内陸のコンテナターミナル） 

B社(荷主) 
輸出 

港 y 

積 

空 

積 

空 

空 空 

＜プロジェクト実施後排出量＞ 
輸入・輸出荷主とインランドポート間

の空コンテナの輸送において、トラッ

クの燃料使用によりCO2が排出され
る。 

＜荷物積載コンテナ輸送の排出量＞ 
ベースラインとプロジェクト実施後

で共通の排出活動であり算定対象外

積 

空 

＜プロジェクト実施後排出量＞ 
破損によるコンテナ交換や、他所また

はインランドポートでの需要増等に

よりインランドポートと港の間を空

コンテナが輸送されることがある。 

空 

A社(荷主) 
輸入 

港 x 

B社(荷主) 
輸出） 

港 y 

積 

＜ベースライン排出量＞ 
空コンテナがマッチングされず、輸

入・輸出荷主と港間をそれぞれ直接輸

送されていた場合に、コンテナのトラ

ック輸送によりCO2排出が発生する。 
空 

＜荷物積載コンテナ輸送の排出量＞ 
ベースラインとプロジェクト実施後

で共通の排出活動であり算定対象外

空 積 

積 

空 
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【図 3】プロジェクト実施後における輸送形態例（インランドポートを経由しない場合） 
 
 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

1) 燃費法により算定する場合 

i
iPJPJ EMEM ,  （式 2） 

)1( ,,,,
,,,1

,,, 　　 kfuelPJkfuelPJ
jkfuelPJ

n

j
jiPJiPJ CEFHVDEM  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,i 空コンテナ iの輸送によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

DPJ,i,j プロジェクト実施後の地点 j-1 から j までの空コンテナ i 

の輸送距離 

km 

PJ,fuel,j,k 空コンテナ iを地点 j-1から jまで輸送するトラック kの

エネルギー消費効率 

km/kL 

i コンテナ ID 

※プロジェクト実施後においては、マッチングされたコン

テナに都度個別 IDを採番する。当初のコンテナが輸送

途中に代替空コンテナに差し替わった場合は、代替空コ

- 

A社(荷主) 
輸入 

港 x 

B社(荷主) 
輸出 

港 y 

積 積 
空 空 

空 
＜プロジェクト実施後排出量＞ 
輸入・輸出荷主間の空コンテナの輸送

において、トラックの燃料使用により

CO2が排出される。 

＜荷物積載コンテナ輸送の排出量＞ 
ベースラインとプロジェクト実施後

で共通の排出活動であり算定対象外

積 

空 

＜プロジェクト実施後排出量＞ 
破損によるコンテナ交換により輸出

荷主と港の間を空コンテナが輸送さ

れることがある。 

空 
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ンテナも同じ IDであると見なす。 

j 空コンテナ i の輸送における各地点 ID（0≦j≦n）（輸入

荷主の荷下ろし地点を 0、輸出荷主の荷積み地点を nとす

る）。 

- 

k トラック ID 

※トラック IDはトラック車種 1つにつき 1つとする。 

※コンテナ ID及び各地点 IDにより一意に決まる。 

- 

HV PJ ,fuel,k トラック k で使用する燃料の単位発熱量 GJ/kL 

CEF PJ ,fuel,k トラックk で使用する燃料の単位発熱量当たりのCO2排

出係数 

tCO2/GJ 

 
＜補足説明＞ 

 空コンテナ iを地点 j-1から jまで輸送するトラック kのエネルギー消費効率（ PJ,fuel,j,k）は、

トラック車種（ID）ごとに、実測データ又はデフォルト値を用いて算定する。実測データによ
る算定は以下の算定式により行う。 

kPJ

kfuelPJ
kfuelPJkjfuelPJ D

F

,

,,
,,,,,  （式 4） 

 

 

記号 定義 単位 

PJ,fuel,j,k 空コンテナ i を地点 j-1から jまで輸送するトラック kの

エネルギー消費効率 

km/kL 

FPJ,fuel,k トラック k の空コンテナ輸送時の燃料使用量 kL/年 

DPJ,k トラック k の空コンテナ輸送時の輸送距離 km/年 
 

 
2) トンキロ法により算定する場合 

i
iPJPJ EMEM ,  （式 5） 

)( ,,,,,,,
1

,,,,, 　kfuelPJkfuelPJkjfuelPJ

n

j
jiPJjiPJiPJ CEFHVBUDWEM  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,i 空コンテナ iの輸送によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

WPJ,i,j プロジェクト実施後の各地点間の空コンテナ i及びシャー

シの合計重量 

t 

DPJ,i,j 地点 j-1から jまでの空コンテナ i の輸送距離 km 
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BU PJ,fuel,j,k 空コンテナ i を地点 j-1から jまで輸送するトラック kの

改良トンキロ法エネルギー原単位 

kL/t・km 

i コンテナ ID 

※プロジェクト実施後においては、マッチングされたコン

テナに都度個別 IDを採番する。当初のコンテナが輸送

途中に代替空コンテナに差し替わった場合は、代替空コ

ンテナも同じ IDであると見なす。 

- 

j 空コンテナ i の輸送における各地点 ID（0≦j≦n）（輸入

荷主の荷下ろし地点を 0、輸出荷主の荷積み地点を n と

する）。 

- 

k トラック ID 

※トラック IDはトラック車種 1つにつき 1つとする。 

※コンテナ ID及び各地点 IDにより一意に決まる。 

- 

HV PJ,fuel,k トラック k で使用する燃料の単位発熱量 GJ/kL 

CEF PJ,fuel,k トラックk で使用する燃料の単位発熱量当たりのCO2排

出係数 

tCO2/GJ 

 
＜補足説明＞ 

 空コンテナ i を地点 j-1 から j まで輸送するトラック k の改良トンキロ法エネルギー原単位
（BUPJ,fuel,i,k）は、トラックごとに、実測データ又はデフォルト値を用いて算定すること。実測

データを用いて算定する場合、下記の算定式より算定すること。積載率 10%未満の場合は、積
載率 10%の時の値を用いる。標記「ln」は自然対数（eを底とする対数）。 

kfuelPJkjfuelPJ BUBU ,,,,,  （式 7） 

max,,,, ln654.0)100/ln(812.071.2ln kratekkfuelPJ wwBU  （式 8） 

記号 定義 単位 

BU PJ,fuel,j,k 空コンテナ i を地点 j-1から jまで輸送するトラック kの

改良トンキロ法エネルギー原単位 

kL/t・km 

BU PJ,fuel,k 空コンテナを輸送するトラック k の輸送トンキロ当たり

の燃料使用量 

kL/t・km 

wk,rate トラック kの空コンテナ輸送時の積載率 % 

wk,max トラック kの最大積載量 t 
 

 
 

4．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量はコンテナがマッチングされなかった場合に、空コンテナの国

内トラック輸送で消費されるエネルギー起源の CO2排出量である。具体的には、コンテナがマッチング
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されず、輸入荷主と予定されていた空コンテナの返却港間、及び予定されていた空コンテナの調達港と

輸出荷主間を、空コンテナが輸送される場合に想定される CO2排出量である。 
 

 

５．ベースライン排出量の算定 

1) 燃費法により算定する場合 

i
iBLBL EMEM ,　 （式 9） 

)1( ,,,,
,,,1

,,, 　　 kfuelPJkfuelPJ
kjfuelBL

n

j
jiBLiBL CEFHVDEM  （式 10） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

EMBL,i 空コンテナ iの輸送によるベースライン排出量 tCO2/年 

DBL ,i,j 地点 j-1から jまでの空コンテナ i の輸送距離 km 

BL,fuel,j,k 空コンテナ iを地点 j-1から jまで輸送するトラック kの

エネルギー消費効率 

km/kL 

i コンテナ ID 

※プロジェクト実施後においてマッチングされたコンテ

ナ ID一つにつき、ベースラインでは輸入荷主からの返却

用と輸出荷主への貸出用の二つの空コンテナが対応する。 

- 

j 空コンテナ i の輸送における各地点 ID（0≦j≦n）（輸入

荷主の荷下ろし地点を 0、輸出荷主の荷積み地点を nとす

る）。 

ベースラインにおいては一つのコンテナ IDに対して輸入

荷主の返却用と輸出荷主への貸出用の二つの空コンテナ

が対応するため、それぞれに輸送経路が想定される。輸入

荷主が空コンテナを返却する港を n1、輸出荷主が空コン

テナを借りる港を n2とすると、0＜n1＜n2（=n1+1）＜

nとなる。前者の地点 IDを j1、後者の地点 IDを j2と区

別すれば、それぞれ 0≦j1≦n1、n2≦j2≦nとなり、j=j1+j2

である。 

- 

k トラック ID 

※トラック IDはトラック車種 1つにつき 1つとする。 

※コンテナ ID及び各地点 IDにより一意に決まる。 

- 

HV PJ,fuel,k トラック k で使用する燃料の単位発熱量 GJ/kL 

CEF PJ,fuel,k トラックk で使用する燃料の単位発熱量当たりのCO2排

出係数 

tCO2/GJ 
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＜補足説明＞ 

 空コンテナ iを地点 j-1から jまで輸送するトラック kのエネルギー消費効率（ BL,fuel,k,j）は、

ベースラインとプロジェクト実施後で等しい。すなわち、次の式が成り立つ。 

jkfuelPJjkfuelBL ,,,,,,  （式 11） 

 
2) トンキロ法により算定する場合 

i
iBLBL EMEM ,  （式 12） 

)( ,,,,,,,
1

,,,,, 　kfuelPJkfuelPJkjfuelBL

n

j
jiBLjiBLiBL CEFHVBUDWEM  （式 13） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

EMBL,i 空コンテナ iの輸送によるベースライン排出量 tCO2/年 

WBL,i,j ベースラインの各地点間の空コンテナ i 及びシャーシの

合計重量 

t 

DBL ,i,j ベースラインの地点 j-1から jまでの空コンテナ iの輸送

距離 

km 

BU BL,fuel,j,k 空コンテナ iを地点 j-1から jまで輸送するトラック kの

改良トンキロ法エネルギー原単位 

kL/t・km 

i コンテナ ID 

※プロジェクト実施後においてマッチングされたコンテ

ナ ID一つにつき、ベースラインでは輸入荷主の返却用

と輸出荷主への貸出用の二つの空コンテナが対応す

る。 

- 

j 空コンテナ iの輸送における各地点 ID（0≦j≦n）（輸入

荷主の荷下ろし地点を 0、輸出荷主の荷積み地点を n と

する）。 

ベースラインにおいては一つのコンテナ ID に対して輸

入荷主の返却用と輸出荷主への貸出用の二つの空コンテ

ナが対応するため、それぞれに輸送経路が想定される。

輸入荷主が空コンテナを返却する港を n1、輸出荷主が空

コンテナを借りる港を n2とすると、0＜n1＜n2（=n1+1）

＜n となる。前者の地点 ID を j1、後者の地点 ID を j2

と区別すれば、それぞれ 0≦j1≦n1、n2≦j2≦nとなり、

j=j1+j2である。 

- 
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k トラック ID 

※トラック IDはトラック車種 1つにつき 1つとする。 

※コンテナ ID及び各地点 IDにより一意に決まる。 

- 

HV PJ,fuel,k トラック kで使用する燃料の単位発熱量 GJ/kL 

CEF PJ,fuel,k トラック k で使用する燃料の単位発熱量当たりの CO2

排出係数 

tCO2/GJ 

 
＜補足説明＞ 

 空コンテナ i を地点 j-1から jまで輸送するトラック kの改良トンキロ法エネルギー原単位（BU 

BL,fuel,j,k）は、ベースラインとプロジェクト実施後で等しい。すなわち、次の式が成り立つ。 

kjfuelPJkjfuelBL BUBU ,,,,,,  （式 14） 

 

 

６．モニタリング方法 

ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 

1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

DPJ,i,j プロジェクト実施後

の空コンテナ i の地

点 j-1から地点 j間の

輸送距離（km） 

・地図等により輸送計画距離を測定 

・同一区間における他コンテナ輸送時

の輸送距離を使用 

・車両の走行メーターやデジタルタコ

グラフ等で測定 

コンテナ IDi、地点 IDjごと ※1 

DBL ,i,j ベースラインの空コ

ンテナ i の地点 j-1

から地点 j 間の輸送

距離（km） 

・地図等により輸送計画距離を測定 

・同一区間における他コンテナ輸送時

の輸送距離を使用 

・車両の走行メーターやデジタルタコ

グラフ等で測定 

コンテナ IDi、地点 IDjごと ※2 
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DPJ,k トラック kの空コン

テナ輸送時の輸送距

離（km） 

・地図等により輸送距離を測定 

・車両の走行メーターやデジタルタコ

グラフ等で測定 

【要求頻度】 

原則、過去 1 年間のうちで空コ

ンテナを輸送した時の輸送距離

を累計。対応する F PJ,fuel,kが把握

できないデータは除く。 

※3 

 

FPJ,fuel,k トラック k の空コ

ンテナ輸送時の燃料

使用量（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・重量計による計測 

【要求頻度】 

購買ごとに原則、過去 1 年間の

うちで空コンテナを輸送した時

の輸送距離に対応する量を合計。 

 

※3 

 

WPJ,i,j プロジェクト実施後

の各地点間の空コン

テナ i、シャーシの合

計重量（t） 

・重量計による計測 

・コンテナ、シャーシの仕様を利用 

【要求頻度】 

モニタリング期間中に少なくと

も 1回 

 

 

WBL,i,j ベースラインの各地

点間の空コンテナ i、

シャーシの合計重量

（t） 

・重量計による計測 

・コンテナ、シャーシの仕様を利用 

【要求頻度】 

モニタリング期間中に少なくと

も 1回 

 

 

wk,max トラック kの最大積

載量（t） 

・車検証等で把握 【要求頻度】 

モニタリング期間中に少なくと

も 1回 

 

 

2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

PJ,fuel,j,k 空コンテナ i を地点

j-1から jまで輸送す

るトラック kのエネ

ル ギ ー 消 費 効 率

（km/kL） 

・実測 

・デフォルト値を利用（省エネ法にお

ける最大積載量 12,000～16,999kg

の燃費（軽油）：2,620（km/kL）を

適用）。 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のデフォルト値

を使用 

 

BUPJ,fuel,k 空コンテナを輸送す

るトラック kの輸送

トンキロ当たりの燃

料使用量（kL/t・km） 

・デフォルト値を利用（省エネ法にお

ける最大積載量 12,000～16,999kg

の輸送トンキロ当たり燃料使用量

（軽油）） 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※4 

wk,rate トラック kの空コン

テナ輸送時の積載率

（%） 

・最大積載量、実際の積載重量をもと

に算定 

モニタリング期間中に少なくと

も 1回 

 

i コンテナ ID ・マッチング毎に付番して把握 マッチングごとに特定し、モニタ ※5 
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リング期間で累積 

j 空コンテナ i の輸送

における各地点 ID 

・空コンテナｉ輸送時のトラック変更

毎に付番して把握 

マッチングごとに特定し、モニタ

リング期間で累積 

※6 

k トラック ID ・車種毎に付番して把握 マッチングごとに特定し、モニタ

リング期間で累積 

※7 

HV PJ,fuel,k トラック kで使用す

る燃料の単位発熱量 

(GJ/kL) 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※4 

CEF PJ,fuel,k トラック kで使用す

る燃料の単位発熱量

当たりの CO2 排出

係数 (tCO2/GJ) 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリングに係る要求事項」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 

 

＜※1＞ 
 プロジェクト実施後排出量の算定においては、各地点を経由したことを証明するため下記の記

録を残すこと。 
 各地点の到着日時／出発日時、当該地点到着前の地点、目的地、積荷状況（空/積）、使用ト
ラック（ナンバー等）に関する記録 

 港における当該コンテナの輸出入記録 
＜※2＞ 

 ベースライン排出量の算定においては、当該港に返却、又は、当該港から借用予定であったこ

とを証明するため、たとえば下記の記録を使用すること。 
 船会社から輸送事業者への指示書（受渡書等） 
 船会社の保有する記録（返却・搬出計画書等） 

 
＜※3＞ 

 空コンテナ iを地点 j-1から jまで輸送するトラック kのエネルギー消費効率（ PJ,fuel,j,k）を、トラック kの空

コンテナ輸送時の燃料使用量（FPJ,fuel,k）、トラック kの空コンテナ輸送時の輸送距離（DPJ,k）の実測から

算定する場合には、原則として過去 1 年間に空コンテナを輸送した距離の累計値を把握するこ
と。ただし、燃費の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデータ等により合理的に示

せる場合はこの限りではなく、1年未満の期間の累積値により把握してもよい。 
  

＜※4＞ 
 排出量の算定に用いる燃料の単位発熱量は、高位発熱量（総発熱量）か低位発熱量（真発熱量）

のいずれかに統一することが必要である。また、プロジェクト実施前後で統一するため、低位

発熱量（真発熱量）のデフォルト値を使用する場合は、「モニタリング・算定規程」に定める換
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算係数を用いて低位発熱量（真発熱量）を求めること。 
＜※5＞ 

 プロジェクト実施後：マッチングされたコンテナに都度個別 IDを採番する。当初のコンテナが
輸送途中に代替空コンテナに差し替わった場合は、代替空コンテナも同じ IDであると見なす。 

 ベースライン：プロジェクト実施後においてマッチングされたコンテナ ID一つにつき、ベース
ラインでは輸入荷主の返却用と輸出荷主への貸出用の二つの空コンテナが対応する。 

＜※6＞ 
 プロジェクト実施後：輸入荷主の荷下ろし地点を 0、輸出荷主の荷積み地点を nとする。 
 ベースライン：輸入荷主の荷下ろし地点を 0、輸出荷主の荷積み地点を n とする。ベースライ
ンにおいては一つのコンテナ ID に対して輸入荷主の返却用と輸出荷主への貸出用の二つの空
コンテナが対応するため、それぞれに輸送経路が想定される。輸入荷主が空コンテナを返却す

る港を n1、輸出荷主が空コンテナを借りる港を n2とすると、0＜n1＜n2（=n1+1）＜nとなる。
前者の地点 IDを j1、後者の地点 IDを j2と区別すれば、それぞれ 0≦j1≦n1、n2≦j2≦nとな
り、j=j1+j2である。 

＜※7＞ 
 トラック IDはトラック車種 1つにつき 1つとする。 

 

７．付記 

 本方法論においては、輸送事業者だけでなく、船会社又は荷主もプロジェクト実施者になることが

できる。 
 本方法論を適用するプロジェクトのうち、異なる事業者間においてコンテナのマッチングを行うプ

ロジェクトについては、投資回収年数をもって追加性を判断することができない場合、一般慣行障

壁があることを合理的に説明できれば、追加性を有することとする。 
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＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 

・対象とする船会社及び輸出入港関連資料（プロジェクト登録後の追加不可） 

 船会社：会社名、（可能であれば）取扱コンテナ量が分かる資料 

 輸出入港：当該港の位置がわかる資料（地図等） 

適用条件2を満たすことを

示す資料 

・下記データ取得計画書（下記データについて、誰が誰からどのように入手予定である

かを明記したもの） 

 マッチングされたコンテナ（ID等により特定） 

 マッチングされたコンテナの輸送経路（荷主、内陸拠点等を含む経路） 

 マッチングされたコンテナ輸送を担当する輸送事業者 

 マッチング前に輸入コンテナを返却する予定であった港 

 マッチング前に輸出コンテナを調達する予定であった港 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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方法論 EN-S-036(ver.1.0)  下水汚泥脱水機への更新による
汚泥処理プロセスに用いる化石燃料消費削減 

方法論番号 EN-S-036 Ver.1.0 
方法論名称 下水汚泥脱水機の更新による汚泥処理プロセスに用いる化石燃料消費削減 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、効率のよい下水汚泥脱水機への更新により脱水汚泥の含水率を低下させることで、

下水処理プロセスにおける化石燃料の使用量を削減する排出削減活動を対象とするものであ

る。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：ベースラインの下水汚泥脱水機よりも効率のよい下水汚泥脱水機を導入すること。 
 条件 2：プロジェクト実施前後において、化石燃料を使用する下水汚泥処理プロセスの変更を
行わないこと。 

 条件 3：下水汚泥処理量及び濃度並びに電力又は化石燃料使用量について、原則として、プロ
ジェクト実施前の 1年間の累積値が把握可能であること。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
ベースラインの下水汚泥脱水機は、更新前の下水汚泥脱水機とする。 
下水汚泥脱水機の効率向上とは、下水処理量当たりのエネルギー使用量が削減されることであり、

以下に示すエネルギー使用原単位がプロジェクト実施前と比べて小さくなっていることで確認す

る。 

エネルギー使用原単位  
下水処理量

エネルギー使用量
 

下水汚泥脱水機を更新する場合であっても、以下のいずれかに該当する場合には、条件 1を満た
さないこととする。 
①更新前の設備の効率等の仕様が取得できない場合 
②故障若しくは老朽化等により更新前の設備を継続利用できない場合又は継続利用できても導入

から法定耐用年数の 2倍を超えている場合 
③更新後の下水汚泥脱水機の処理能力が更新前の処理能力に対して 1.5倍を超える場合 

 

条件 2： 
プロジェクト実施前の下水汚泥処理プロセスにおいて脱水後の汚泥（脱水汚泥）の乾燥・焼却等

化石燃料を使用する処理を行っておらず、プロジェクトの実施によって新たに化石燃料を使用する

処理を行う場合には本方法論の対象とはしない。（例 1参照） 
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例 1：プロジェクト実施前の処理プロセスで化石燃料の使用がない 
 
 
 
 
 

 
本方法論はプロジェクト実施前の化石燃料使用量に基づいてベースライン排出量の算定を行うも

のであるため、プロジェクト実施前後で化石燃料が使用される処理プロセスに変更がある場合には、

その変更による化石燃料の増減と下水汚泥の低含水率化による化石燃料の削減効果を切り分けて算

定することができない。そのため、プロジェクトの実施前後で化石燃料が使用される処理プロセス

に変更がある場合には本方法論の対象としない。（例 2 参照）なお、過去 1 年以上にわたる下水処
理プロセス上のデータが必要となるため、過去のデータとして使用する期間にわたって下水処理プ

ロセスに変更がないことが求められる。 
 
例 2：プロジェクトの実施前後で処理プロセスに変更がある 

 
 
 
 
 

 
条件 3： 
ベースラインの下水汚泥脱水機及び下水汚泥処理設備のエネルギー使用原単位の算定に使用す

る、プロジェクト実施前の下水汚泥脱水機及び下水汚泥処理設備におけるエネルギー使用量、下水

汚泥処理流量及び下水汚泥濃度については、原則として、プロジェクト実施前の 1年間の累積値の
把握が必要であるが、エネルギー使用原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデー

タ等によって合理的に示せる場合には、より短い期間の累積値データにより把握してもよい。 
本方法論を適用するプロジェクトは当該原単位の季節変動が大きいことが想定され、一部の期間

を認証対象期間から除外すると正確な算定ができないため、複数回の認証を受ける場合には、原則

として、認証期間を途切れることなく設定する必要がある。 
 
 

2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

脱水 

脱水 乾燥・焼却等 プロジェクト

実施後 

プロジェクト

実施前 
本方法論

の対象外 

脱水 

脱水 焼却 

プロジェクト

実施前 

プロジェクト

実施後 

本方法論

の対象外 

乾燥 
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ER 排出削減量 tCO2/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

下水汚泥脱水機

の使用 
CO2 

【主要排出活動】 

ベースラインの下水汚泥脱水機の使用に伴う電力

の使用による排出量 

下水汚泥処理設

備の使用 
CO2 

【主要排出活動】 

脱水汚泥の処理設備における化石燃料の使用に伴

う排出量 

脱水後の 
下水汚泥の移送 

CO2 
【付随的な排出活動】 

脱水汚泥を処理設備まで移送するための電力の使

用に伴う排出量 

プロジェクト

実施後排出量 

下水汚泥脱水機

の使用 
CO2 

【主要排出活動】 

プロジェクト実施後の下水汚泥脱水機の使用に伴

う電力の使用による排出量 

下水汚泥処理設

備の使用 
CO2 

【主要排出活動】 

脱水汚泥の処理設備における化石燃料の使用に伴

う排出量 

脱水後の 
下水汚泥の移送 

CO2 
【付随的な排出活動】 

脱水汚泥を処理設備まで移送するための電力の使

用に伴う排出量 
 

 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

 
＜主要排出活動＞ 

processMPJdehydratorMPJMPJ EMEMEM ,,,,,  （式 3） 
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記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,M,dehydrator 下水汚泥脱水機の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M, process 下水汚泥処理設備の使用によるプロジェクト実施後排出

量 

tCO2/年 

 
a) 下水汚泥脱水機の使用によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricitdehydratorPJdehydratorMPJ CEFELEM ,,,, 　  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M,dehydrator 下水汚泥脱水機の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

ELPJ,dehydrator プロジェクト実施後の下水汚泥脱水機における電力使用

量 

kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
b) 下水汚泥処理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 

processPJprocessPJprocessPJprocessMPJ CEFHVFEM ,,,,, 　  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M,process 下水汚泥処理設備の使用によるプロジェクト実施後排出

量 

tCO2/年 

FPJ,process プロジェクト実施後の下水汚泥処理設備における燃料使

用量 

kL/年等 

HVPJ,process プロジェクト実施後の下水汚泥処理設備で使用する燃料

の単位発熱量 

GJ/kL等 

CEFPJ,process プロジェクト実施後の下水汚泥処理設備で使用する燃料

の単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
＜付随的な排出活動＞ 
c) 脱水後の下水汚泥の移送によるプロジェクト実施後排出量 

 付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度を算定し、影

響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 
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＜付随的な排出活動の算定例＞ 
c) 脱水後の下水汚泥の移送によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricittransportPJSPJ CEFELEM ,,,  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

ELPJ,transport プロジェクト実施後の脱水後の下水汚泥の移送における

電力使用量 

kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
 

 
 

4．ベースライン排出量の考え方 

  本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に処理された下水汚泥を、ベースライ
ンの下水汚泥脱水機を用いて処理する場合の下水処理プロセスで想定される CO2排出量とする。 

 PJBL CC  （式 7） 

 PJBL VV  （式 8） 

記号 定義 単位 

CBL ベースラインの下水汚泥脱水機に投入される平均下水汚泥

濃度 

kg/㎥ 

CPJ プロジェクト実施後の下水汚泥脱水機に投入される平均下

水汚泥濃度 

kg/㎥ 

VBL ベースラインの下水汚泥脱水機に投入される下水汚泥処理

流量 

㎥/年 

VPJ プロジェクト実施後の下水汚泥脱水機に投入される下水汚

泥処理流量 

㎥/年 

 

 

５．ベースライン排出量の算定 

SBLMBLBL EMEMEM ,,  （式 9） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

EM, BL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

EMBLS ベースラインの付随的な排出量 tCO2/年 
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＜主要排出活動＞ 

processMBLdehydratorMBLMBL EMEMEM ,,,,,  （式 10） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

EMBL,M,dehydrator 下水汚泥脱水機の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 

EMBL,M, process 下水汚泥処理設備の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 

 
a) 下水汚泥脱水機の使用によるベースライン排出量 

tyelectricitdehydratorBLPJdehydratorMBL CEFBUVEM ,,,,  （式 11） 

before

dehydratorbefore
dehydratorBL V

ELBU 　,
,  （式 12） 

記号 定義 単位 

EMBL,M,dehydrator 下水汚泥脱水機の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 

VPJ プロジェクト実施後の下水汚泥脱水機に投入される下水

汚泥処理流量 

㎥/年 

BUBL,dehydrator ベースラインの汚泥脱水機における下水汚泥処理流量当

たりの電力使用原単位 

kWh/m3 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

ELbefore,dehydrator プロジェクト実施前の下水汚泥脱水機における電力使用

量 

kWh/年 

Vbefore プロジェクト実施前の下水汚泥脱水機に投入される下水

汚泥処理流量 

㎥/年 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施前の下水汚泥脱水機における電力使用量（ELbefore,dehydrator）及びプロジェク

ト実施前の下水汚泥脱水機に投入される下水汚泥処理流量（Vbefore）は、プロジェクト実施前の

実績値を用いる。 
 プロジェクト実施前後の下水汚泥脱水機における下水汚泥処理流量当たりの電力使用原単位

が、カタログ等で直接把握できる場合は、以下のような方法で下水汚泥脱水機の使用によるベ

ースライン排出量（EMBL,M,dehydrator）を算定してもよい。 

tyelectricit
dehydratorPJ

dehydratorBL
dehydratorMPJdehydratorMBL CEF

BU
BUELEM ,

,

,
,,,, 　  （式 13） 

記号 定義 単位 

EMBL,M,dehydrator 下水汚泥脱水機の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 
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ELPJ,M,dehydrator プロジェクト実施後の下水汚泥脱水機における電力使用

量 

kWh/年 

BUPJ,dehydrator プロジェクト実施後の下水汚泥脱水機における下水汚泥

処理流量当たりの電力使用原単位 

kWh/m3 

BUBL,dehydrator ベースラインの下水汚泥脱水機における下水汚泥処理流

量当たりの電力使用原単位 

kWh/m3 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
 

 
b) 下水汚泥処理設備の使用によるベースライン排出量 

fuelfuelprocessBLBLBLprocessMBL CEFHVBUVCEM 　,,,  （式 14） 

beforebefore

before
processBL VC

F
BU 　

,  （式 15） 

記号 定義 単位 

EMBL,M,process 下水汚泥処理設備の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 

CBL ベースラインの下水脱水機に投入される平均下水汚泥濃

度 

kg/m3 

VBL ベースラインの下水脱水機に投入される下水汚泥処理流

量 

m3/年 

BUBL,process ベースラインの下水汚泥処理設備における単位下水汚泥

固形物当たりの燃料使用原単位 

kL/kg 

HVfuel 下水汚泥処理設備で使用する燃料の単位発熱量 GJ/kL 等 

CEFfuel 下水汚泥処理設備で使用する燃料の単位発熱量当たりの

CO2排出係数 

tCO2/GJ 

Fbefore プロジェクト実施前の下水汚泥処理設備における燃料使

用量 

kL/年 等 

Cbefore プロジェクト実施前の下水汚泥脱水機に投入される平均

下水汚泥濃度 

kg/m3 

Vbefore プロジェクト実施前の下水汚泥脱水機に投入される下水

汚泥処理流量 

m3/年 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施前の下水汚泥処理設備における燃料使用量（Fbefore）、プロジェクト実施前の下

水汚泥脱水機に投入される平均下水汚泥濃度（Cbefore）及びプロジェクト実施前の下水汚泥脱水

機に投入される下水汚泥処理流量（Vbefore）は、プロジェクト実施前の実績値を用いる。 
 
＜付随的な排出活動＞ 
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c) 脱水後の下水汚泥の移送によるベースライン排出量 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 

 プロジェクト実施後排出量の算定において、c)を付随的な排出活動として算定した場合に限り、
ベースライン排出量に計上してもよい。 

 
c) 脱水後の下水汚泥の移送によるベースライン排出量 

tyelectricittransportBLBLBLSBL CEFBUVCEM ,,,  （式 16） 

beforebefore

transportbefore
transportBL VC

EL
BU ,

,  （式 17） 

記号 定義 単位 

EMBL,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

ELbefore,transport プロジェクト実施前の脱水後の下水汚泥の移送ににおけ

る電力使用量 

kWh/年 

CBL ベースラインの下水汚泥脱水機に投入される平均下水汚

泥濃度 

kg/m3 

VBL ベースラインの下水汚泥脱水機に投入される下水汚泥処

理流量 

㎥/年 

BUBL,transport ベースラインの単位下水汚泥固形物当たりの移送におけ

る電力使用原単位 

kWh/kg 

Cbefore プロジェクト実施前の下水汚泥脱水機に投入される平均

下水汚泥濃度 

kg/m3 

Vbefore プロジェクト実施前の下水汚泥脱水機に投入される下水

汚泥処理流量 

m3/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 プロジェクト実施前の単位下水汚泥固形物当たりの移送における電力使用（ELbefore,transport）、プ

ロジェクト実施前の下水汚泥脱水機に投入される平均下水汚泥濃度（Cbefore）及びプロジェクト

実施前の下水汚泥脱水機に投入される下水汚泥処理流量（Vbefore）は、プロジェクト実施前の実

績値を用いる。 
 
 

６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
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1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

ELPJ,M,dehydrator プロジェクト実施後

の下水汚泥脱水機に

おける電力使用量

（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力量計による計測 

対象期間で累計  

ELbefore,dehydrator プロジェクト実施前

の下水汚泥脱水機に

おける電力使用量

（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力量計による計測 

【要求頻度】 

プロジェクト開始直近の 1年

間以上の実績を累計 

※1 

ELPJ,transport プロジェクト実施後

の脱水後の下水汚泥

の移送における電力

使用量（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力量計による計測 

対象期間で累計  

ELbefore,transport プロジェクト実施前

の脱水後の下水汚泥

の移送における電力

使用量（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力量計による計測 

【要求頻度】 

プロジェクト開始直近の 1年

間以上の実績を累計 

※1 

FPJ プロジェクト実施後

の下水汚泥処理設備

における燃料使用量

（kL/年 等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・流量計による計測 

対象期間で累計  

Fbefore プロジェクト実施前

の下水汚泥処理設備

の燃料使用量（kL/

年 等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・流量計による計測 

【要求頻度】 

プロジェクト開始直近の 1年

間以上の実績を累計 

※1 

VPJ プロジェクト実施後

の下水汚泥脱水機に

投入される下水汚泥

処理流量 （m3/年） 

・流量計による把握 【要求頻度】月ごとに累計 ※2 

Vbefore プロジェクト実施前

の下水汚泥脱水機に

投入される下水汚泥

処理流量（m3/年） 

・流量計による把握 【要求頻度】 

プロジェクト開始直近の 1年

間以上の実績を累計 

※1 

※2 

CPJ プロジェクト実施後

の下水汚泥脱水機に

・汚泥濃度計による計測 【要求事項】 

連続計測の場合は、1 時間 1

※2 
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投入される平均下水

汚泥濃度 （kg/m3） 

回 

1 日の代表値を計測する場合

は、1日 1回計測を行い、月

ごとに平均する 

Cbefore プロジェクト実施前

の下水汚泥脱水機に

投入される平均下水

汚泥濃度（kg/m3） 

・汚泥濃度計による計測 【要求事項】 

連続計測の場合は、1 時間 1

回 

1 日の代表値を計測する場合

は、1日 1回計測を行い、月

ごとに平均する 

※1 

※2 

 

2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

BUPJ,dehydrator プロジェクト実施後

の下水汚泥脱水機に

おける下水汚泥処理

流量当たりの電力使

用原単位（kWh/㎥） 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用 

－ 

 

 

BUBL,dehydrator ベースラインの下水

汚泥脱水機における

下水汚泥処理流量当

たりの電力使用原単

位（kWh/㎥） 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用 

－  

HV fuel 下水汚泥処理設備で

使用する燃料の単位

発熱量 （GJ/kL 等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】検証時に最新の

ものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

CEF fuel 下水汚泥処理設備で

使用する燃料の単位

発熱量  当たりの

CO2 排 出 係 数 

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】検証時に最新の

ものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

CEF electricity,t 電力の CO2 排出係

数（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･f 

(t) 
ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロジ

【要求頻度】検証時に最新の

ものを使用 

※3 
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ェクト開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源 CO2排

出係数 

f (t) : 移行関数 

0 [0≦t<1年] 

f (t) = 0.5 [1年≦t<2.5年] 

1 [2.5年≦t] 

・排出削減事者等からの申請に基づ

き、CEFelectricity,tとして全電源 CO2排

出係数を利用することができる。 

* 化石燃料の単位発熱量や排出係数は、供給会社からの提供値、又は、実測により把握することもできる。この場合、「モ

ニタリングに係る要求事項」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 

 
＜※1＞ 

 下記については、原則としてプロジェクト実施前１年間の累積値を把握することが必要である。

ただし、各原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデータ等によって合理的に

示せる場合には、より短い期間の累積値データにより把握してもよい。 
 ベースラインの下水汚泥脱水機における下水汚泥処理流量当たりの電力使用原単位に使用

する、プロジェクト実施前の下水汚泥脱水機における電力使用量（ELbefore,dehydrator）、プロ

ジェクト実施前の下水汚泥脱水機に投入される下水汚泥処理流量（Vbefore） 
 ベースラインの下水汚泥処理設備におけるエネルギー使用原単位に使用する、プロジェク

ト実施前の下水汚泥処理設備における燃料使用量（Fbefore）、プロジェクト実施前の下水汚

泥脱水機に投入される下水汚泥処理流量（Vbefore）、プロジェクト実施前の下水汚泥脱水機

に投入される平均下水汚泥濃度（Cbefore） 
 ベースラインの脱水後の下水汚泥の移送の電力使用原単位に使用する、プロジェクト実施

前の脱水後の下水汚泥の移送における電力使用量（ELbefore,transport）、プロジェクト実施前

の下水汚泥脱水機に投入される下水汚泥処理流量（Vbefore）、プロジェクト実施前の下水汚

泥脱水機に投入される平均下水汚泥濃度（Cbefore） 
＜※2 ＞ 

 プロジェクト実施前後の下水汚泥脱水機に投入される下水汚泥処理流量（VPJ及び Vbefore）並び

にプロジェクト実施前後の下水汚泥脱水機に投入される平均下水汚泥濃度（CPJ及びCbefore）は、

プロジェクト実施前後で統一された条件で計測されたものであることが必要である。ただし、

保守的な値となる場合はこの限りではない。 
＜※3＞ 

 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 
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７．付記 

 本方法論を適用するプロジェクトは原単位の季節変動が大きいことが想定され、一部の期間を認証

期間から除外すると正確な算定ができないため、認証期間は、原則、途切れなく設定すること。 
 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 

・プロジェクト実施後の下水汚泥脱水機の設備概要が分かる資料（仕様書等） 

・プロジェクト実施前の下水汚泥脱水機の設備概要や使用年数等が分かる資料（仕様書

等） 

適用条件2を満たすことを

示す資料 

・プロジェクト実施前後において、化石燃料を使用する下水汚泥処理プロセスの変更が

ないことが分かる資料 

－下水汚泥処理プロセスの範囲を示す資料（下水汚泥脱水機や脱水汚泥処理設備の設

置場所図面等） 

－プロジェクト実施前に脱水汚泥処理設備で化石燃料が消費されたことを示す資料

（化石燃料購買伝票、使用量計測記録等 

適用条件3を満たすことを

示す資料 

・プロジェクト実施前1年間のエネルギー使用量及び下水処理量等がわかる資料 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を以
下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
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方法論 EN-S-037 (ver.1.0) 共同配送への変更 

方法論番号 EN-S-037 Ver.1.0 
方法論名称 共同配送への変更   

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、共同配送の実施により、複数の荷主の配送物を集約して効率的に配送することで

配送にかかる化石燃料の使用量を削減する排出削減活動を対象とするものである。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：個別配送から共同配送へ変更すること。 
 条件 2：プロジェクト実施前後ともに配送はトラックによって行われること。 
 条件 3：プロジェクト実施前の配送ルートに含まれる配送先及び荷主が、プロジェクト実施後も
算定範囲にすべて含まれること。 

 条件４：プロジェクト実施前の対象トラックにおける燃料使用量及び各配送先への配送重量に

ついて、プロジェクト実施前の 1年間の累積値が把握可能であること。 
  

＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
共同配送とは、配送先が重複又は近接する複数の荷主の配送物を、共同配送事業者が集約して効

率的に配送することである。 
 
条件 2： 
海上コンテナ輸送によるモーダルシフトなどは対象とせず、プロジェクト実施前後ともにトラッ

クによって配送が行われているプロジェクトを対象とする。 
 
条件 3： 
プロジェクト実施前の配送ルートの一部のみを抽出し、プロジェクト実施後と比較することはで

きない。 
 
条件 4： 
本方法論では共同配送実施前の燃料使用量及び各配送先への配送重量等のデータに基づき排出削

減量を算定するため、プロジェクト実施前の最低 1年間の燃料使用量及び輸送トンキロのデータが
必要となる。 

 
 

２．排出削減量の算定 
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PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2 /年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2 /年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
 

項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライ

ン排出量 トラックの使用 CO2 
【主要排出活動】 
個別配送におけるトラックの使用に伴う化石燃料の使

用による排出量 

プロジェク

ト実施後排

出量 

トラックの使用 CO2 
【主要排出活動】 
共同配送におけるトラックの使用に伴う化石燃料の使

用による排出量 
配送センターの 
使用 CO2 【付随的な排出活動】 

配送センターの使用に伴う電力の使用による排出量 
 

 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

 
＜主要排出活動＞ 
a) トラックの使用によるプロジェクト実施後排出量 
本方法論では、原則として、燃料法を使用しなければならない。 
ただし、エネルギー消費効率に 0.8を乗じる場合は、燃費法を使用することができる。また、同様に改
良トンキロ法エネルギー原単位に 1.2を乗じる場合は、改良トンキロ法を使用することもできる。 
 
1) 燃料法を用いて算定する場合 

i
ifuelPJifuelPJifuelPJMPJ CEFHVFEM )( ,,,,,,,    （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2 /年 

FPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象トラック iにおける燃料使用量 kL/年 
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HVPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象トラック iで使用する燃料の単位

発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象トラック iで使用する化石燃料の

単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
2) 燃費法を用いて算定する場合 

i
ifuelPJifuelPJ

ifuelPJ
iPJMPJ CEFHVDEM )1( ,,,,

,,
,,   （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2 /年 

DPJ,i プロジェクト実施後の対象トラック iの配送距離 km/年 

PJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象トラック iのエネルギー消費効率 km/kL 

HVPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象トラック i で使用する燃料の単位

発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象トラック i で使用する化石燃料の

単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
3) 改良トンキロ法を用いて算定する場合 

i
ifuelPJifuelPJifuelPJiPJiPJMPJ CEFHVBUDCEM )( ,,,,,,,,,  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2 /年 

CPJ,i プロジェクト実施後の対象トラック iの平均配送重量 t 

DPJ,i プロジェクト実施後の対象トラック iの配送距離 km/年 

BUPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象トラック i の改良トンキロ法エネ

ルギー原単位 

kL/t･km 

HVPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象トラック i で使用する燃料の単位

発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象トラック i で使用する燃料の単位

発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
＜補足説明＞ 

 式 5は各輸送区間（トリップ）ごとに算定することもできる。 
 
＜付随的な排出活動＞ 
b) 配送センターの使用によるプロジェクト実施後排出量 

 付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度を算定し、影



 
 

4 

方法論 EN-S-037 (ver.1.0) 共同配送への変更 

響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 
b) 配送センターの使用によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricitcenterPJSPJ CEFELEM ,,,  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

ELPJ,center 配送センターの使用による電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

※配送センターの使用による電力使用量（ELPJ,center）については、荷物滞在時間又は荷物量（個数）等

により配送センター全体の電力使用量から、当該サービス分を按分してもよい。 
 
 

４．ベースライン排出量の考え方 

  本方法論におけるベースラインは、プロジェクト実施後の配送先への配送物を、共同配送することな
く、個別配送する場合に想定される CO2排出量とする。 
 

 

５．ベースライン排出量の算定 

a) 対象車両の使用によるベースライン排出量 
本方法論では、原則として、燃料法を使用しなければならない。 
ただし、エネルギー消費効率に 1.2を乗じる場合は、燃費法を使用することができる。また、同様に改
良トンキロ法エネルギー原単位に 0.8を乗じる場合は、改良トンキロ法を使用することもできる。 

 
1) 燃料法を用いて算定する場合 

i
ifuelbeforeifuelbeforeifuelbeforeBL CEFHVFEM )( ,,,,,,    （式 7） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

Fbefore,fuel,i プロジェクト実施前のトラック iにおける燃料使用量 kL/年 

HVbefore,fuel,i プロジェクト実施前の対象トラック i で使用する燃料の単位 GJ/kL 
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発熱量 

CEFbefore,fuel,i プロジェクト実施前の対象トラック i で使用する燃料の単位

発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 プロジェクト実施後の配送活動量 t･km 

 ベースラインの配送活動量 t･km 

 
2) 燃費法を用いて算定する場合 

i
ifuelbeforeifuelbefore

ifuelbefore
ibeforeMBL CEFHVDEM )1( ,,,,

,,
,,  （式 8） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

Dbefore,i プロジェクト実施前のトラック iの配送距離 km/年 

before,fuel,i プロジェクト実施前の対象トラック iのエネルギー消費効率 km/kL 

HVbefore,fuel,i プロジェクト実施前の対象トラック i で使用する燃料の単位

発熱量 

GJ/kL 

CEFbefore,fuel,i プロジェクト実施前の対象トラック i で使用する燃料の単位

発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 プロジェクト実施後の輸送トンキロ配送活動量 t･km 

 ベースラインの配送活動量 t･km 

 
3) 改良トンキロ法を用いて算定する場合 

i
ifuelbeforeifuelbeforeifuelbeforeibeforeibeforeMBL CEFHVBUDCEM )( ,,,,,,,,,    (式 

9） 
記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

Cbefore,i プロジェクト実施前の対象トラック iの平均配送重量 t/年 

Dbefore,i プロジェクト実施前の対象トラック iの配送距離 km/年 

BUbefore,fuel,i プロジェクト実施前の対象トラック i の改良トンキロ法エネ

ルギー原単位 

kL/t･km 

HVbefore,fuel,i プロジェクト実施前の対象トラック i で使用する燃料の単位

発熱量 

GJ/kL 

CEFbefore,fuel,i プロジェクト実施前の対象トラック i で使用する燃料の単位

発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 プロジェクト実施後の配送活動量 t･km 

 ベースラインの配送活動量 t･km 
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６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

FPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象

トラック iにおける燃料使用

量（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算定 

・給油計量器による計測 

対象期間で累計 ※1 

DPJ,i プロジェクト実施後の対象

トラック iの配送距離（km/

年） 

・走行距離メーターによる計測 対象期間で累計 ※2 

CPJ,i プロジェクト実施後の対象

トラック i の平均配送重量

（t/年） 

・重量計によるで計測 モニタリング期間

中に少なくとも 1

回 

※3 

Fbefore,fuel,i プロジェクト実施前の対象

トラック i の燃料使用量

（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算定 

・給油計量器による計測 

【要求頻度】 

プロジェクト開始

直近の１年間で累

計 

 

Dbefore,i プロジェクト実施前の対象

トラック i の配送距離(km/

年) 

・走行距離メーターによる計測 【要求頻度】 

プロジェクト開始

直近の１年間で累

計 

※2 

Cbefore,i プロジェクト実施前の対象

トラック i の平均配送重量

（t） 

・重量計による計測 モニタリング期間

中に少なくとも 1

回 

※3 

 プロジェクト実施後の配送

活動量（t･km） 

・プロジェクト実施後の各配送先への配送重

量と荷主と配送先とを結んだ最短距離から

算定 

対象期間で累計  

 ベースラインの配送活動量

（t･km） 

・プロジェクト実施前の各配送先への配送重

量と荷主と配送先とを結んだ最短距離から

算定 

【要求頻度】 

プロジェクト開始

直近の１年間で累

計 
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2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象

トラック i で使用する燃料

の単位発熱量（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新

のものを使用 

 

CEFPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象

トラック i で使用する単位

発熱量当たりの化石燃料の

CO2排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新

のものを使用 

 

PJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象

トラック i のエネルギー消

費効率（km/kL） 

・車載器等を用いて計測 【要求頻度】 

1年間に 1回以上 

 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新

のものを使用 

※4 

HVbefore,fuel,i プロジェクト実施前の対象

トラック i で使用する燃料

の単位発熱量（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新

のものを使用 

 

CEFbefore,fuel,

i 

プロジェクト実施前の対象

トラック i で使用する燃料

の単位発熱量当たりのCO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新

のものを使用 

 

before,fuel,i プロジェクト実施前の対象

トラック i のエネルギー消

費効率(km/kL) 

・車載器等を用いて計測 【要求頻度】 

プロジェクト開始

前に 1回 

 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新

のものを使用 

※4 

BUPJ,fuel,i プロジェクト実施後の対象

トラック i の改良トンキロ

法エネルギー原単位（kL/t･

km） 

・デフォルト値を利用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新

のものを使用 

※4 

BUbefore,fuel,i プロジェクト実施前の対象

トラック i の改良トンキロ

法エネルギー原単位（kL/t･

km） 

・デフォルト値を利用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新

のものを使用 

※4 

CEFelectricity,t 電 力 の CO2 排 出 係 数

（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用* 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･f (t) 

【要求頻度】 

検証申請時におい

※5 
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ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（事業開始日以

降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源CO2排出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基づき、

CEFelectricity,tとして全電源CO2排出係数を

利用することができる 

て最新のものを使

用 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 

 

＜※1＞ 
 プロジェクト実施後の対象トラック i における燃料使用量（FPJ,fuel,i）は、プロジェクトの対象

となる配送に使用された分のみをモニタリングする必要がある。 
＜※2＞ 

 プロジェクト実施前後の配送及び集荷ルートに空車区間が含まれる場合は、空車区間について

も実車分と捉えて配送距離（DPJ,i及びDBL,i）に含めなければならない。 
＜※3＞ 

 平均配送重量（CPJ,i及び CBL,i）は、空車区間も含めて算定しなければならない。 
＜※4＞ 

 燃費法又は改良トンキロ法を使用する場合、モニタリング・算定規程の別表に定める数値にそ

れぞれ以下の値を乗じて使用すること。 
プロジェクト実施後の対象トラック iのエネルギー消費効率（ PJ,fuel,i）：0.8 
プロジェクト実施後の対象トラック iの改良トンキロ法エネルギー原単位（BUPJ,fuel,i）：1.2 
プロジェクト実施前の対象トラック iのエネルギー消費効率（ before,fuel,i）：1.2 
プロジェクト実施前の対象トラック iの改良トンキロ法エネルギー原単位（BUbefore,fuel,i）：0.8 

＜※5＞ 
 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 
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７．付記 

 プロジェクト実施後に配送先又は荷主が増加する場合は、プロジェクト実施後の配送活動量に

合わせて、ベースラインの燃料使用量を見直さなければならない。 
 本方法論を適用するプロジェクトについては、投資回収年数をもって追加性を判断することが

できない場合、一般慣行障壁があることを合理的に説明できれば、追加性を有することとする。 
 

＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 
・プロジェクト実施前に個別配送であったことを示す書類（配送記録等） 

・プロジェクト実施後の共同配送計画 

適用条件2を満たすことを

示す資料 
・プロジェクト実施前後で配送はともにトラックで行われていることを示す書類（配車

記録、配送記録等） 

適用条件3を満たすことを

示す資料 
・プロジェクト実施前後に含まれる配送先と荷主に増加がないことを示す書類（プロジ

ェクト実施前の配送記録等、及びプロジェクト実施後の共同配送計画や契約書等） 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を以
下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 



 

方法論（エネルギー分野（再生可能エネルギー分野））（案） 

 

方法論番号 方法論名称 

EN-R-001 バイオマス固形燃料（木質バイオマス）による化石燃料又は系統電力の代替 

EN-R-002 太陽光発電設備の導入 

EN-R-003 再生可能エネルギー熱を利用する熱源設備の導入 

EN-R-004 バイオディーゼル燃料（BDF）・バイオエタノールによる化石燃料又は系統電力の

代替 

EN-R-005 バイオマス固形燃料（下水汚泥由来バイオマス固形燃料）による化石燃料又は系

統電力の代替 

EN-R-006 水力発電設備の導入 

EN-R-007 バイオガス（嫌気性発酵によるメタンガス）による化石燃料又は系統電力の代替 

EN-R-008 風力発電設備の導入 

EN-R-009 バイオオイル（魚油由来バイオマス燃料）による化石燃料又は系統電力の代替 

EN-R-010 再生可能エネルギー熱を利用する発電設備の導入 

 

（資料３－２）別添２ 
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方法論番号 EN-R-001 Ver.1.0 
方法論名称 バイオマス固形燃料（木質バイオマス）による化石燃料又は系統電力の代替 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、ボイラー若しくはストーブ等の熱源設備、自家発電機等の発電設備又はコージェ

ネレーション等（以下「対象設備」という。）において木質バイオマスを原料とするバイオマス

固形燃料（木質ペレット、木質チップ又は薪等）を使用し、それまで使用していた化石燃料又

は系統電力を代替する排出削減活動を対象とするものである。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：バイオマス固形燃料が対象設備で使用される化石燃料を代替する又はバイオマス固形燃
料で発電された電力が系統電力等を代替すること。 

 条件 2：原則として、バイオマス固形燃料を利用する対象設備で生産した熱及び電力の全部又は
一部を、自家消費すること。 

 条件 3：バイオマス固形燃料の原料は、未利用の木質バイオマスであること。また、建築廃材以
外の木質バイオマスについては、伐採に当たって法令に従い適切に手続が行われた木材に由来

するものであること。 
 条件 4：ペレットストーブ等の家庭用暖房に限り、使用される木質バイオマスは、建築廃材では
ないこと。 

 条件 5：化石燃料からバイオマス固形燃料への代替だけでなく、設備の導入を伴う場合は、当該
対象設備に対応する方法論に定める適用条件を満たすこと。ただし、プロジェクト実施前後で

の対象設備の効率向上に関する条件は除く。 
  

＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
バイオマス燃料からバイオマス固形燃料に転換しても CO2 排出削減には寄与しないことから、
プロジェクト実施前に対象設備で化石燃料を使用しているプロジェクトを対象とする。 
なお、化石燃料と他の燃料（バイオマス固形燃料を含む）を混焼している設備において、追加的

に使用されるバイオマス固形燃料が、化石燃料と他の燃料のいずれかを代替したことが特定できる

場合は、本方法論を適用することができる（削減量を算定する際には、代替した化石燃料の応分に

ついてのみ、算定対象とできる。）。 
また、化石燃料等による自家発電設備を有する施設において、バイオマス固形燃料を利用する発

電による発電量が、系統電力の購入電力量又は自家発電量のいずれかを代替したことが特定できる

場合は、本方法論を適用することができる（削減量を算定する際には、代替した電力量の応分につ

いて、バイオマス固形燃料を利用する発電による発電量に各々の排出係数を乗じることとなる。）。 
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条件 2： 
バイオマス固形燃料を利用する熱源設備を導入したプロジェクト実施者が、生産した蒸気、温水

又は熱媒油等の熱を外部に供給する場合には、原則として、自家消費する熱量分についてのみ本方

法論の対象とする※1、※2。 
対象設備が発電設備又はコージェネレーションの場合、代替される電力は原則として、自家消費

分に限ることとし、自ら発電した電力のうち他者に提供した電力については対象とはしない※1、※2。

また、発生させた熱又は電力のうち、有効利用されていない分については対象外とする。 
他者に提供した電力には、廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法

※3（平成 14年法律第 62号）に規定される電気事業による新エネルギー等電気の利用に該当するも
の及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成 23年法律第 108
号）に規定される電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に該当するものを含むものとす

る。 
※1：例えば、複数のプロジェクト実施者で熱源設備又は発電設備を協同で設置し、その協同した
プロジェクト実施者において電力を消費するような場合は、自家消費に含まれる。 

※2：ただし、プロジェクト実施者と電力事業者又は熱の供給を受けた事業者との間で、環境価値は
プロジェクト実施者に帰属することを締約したうえで電力又は熱を提供した場合であって、当

該環境価値の帰属状況が証明できる書面（電気事業者又は熱の供給を受けた事業者とプロジェ

クト実施者との間で締結する契約書の写等）等を提出でき、かつ、環境価値のダブルカウント

の防止措置がとられている場合は、この限りではない。 
※3：廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法は、電気事業者による
再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法附則第 12条の規定により、当分の間、な
おその効力を有するものとされている。 

 
条件 3： 
本方法論の対象とするバイオマス固形燃料の原料は、マテリアル利用又はエネルギー利用されて

いない、未利用の木質バイオマスに限定する。また、合法木材の利用を推進するため、建築廃材以

外の木質バイオマスについては、伐採に当たって法令に従い適切に手続が行われた木材に由来する

ものとする。 
 
条件 4： 
建築廃材については、①建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律により有効利用が推進さ

れていること、②塗料等が付着しているケースがあり取扱いについてより厳格な基準が必要となる

ことから、ペレットストーブ等の家庭用暖房に限り、バイオマス固形燃料の原料が建築廃材ではな

いことを条件とする。 
 
条件 5： 
化石燃料からバイオマス固形燃料への代替だけでなく、設備の更新又は新規導入を行う場合、以

下の方法論に定める追加の適用条件を満たすこと（プロジェクト実施後に対象設備のエネルギー消
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費効率がベースラインと比べて低下しても、化石燃料からバイオマス固形燃料への転換によって、

CO2排出量が削減されることが想定される。したがって、各方法論の適用条件に示されている設備
のエネルギー効率向上に関する条件は満たす必要はない。ただし、設備を更新するプロジェクトの

場合は、更新プロジェクトの要件を満たすことを証明しなければならない。）。 
プロジェクト概要 該当方法論 追加の適用条件 

ボイラーを更新又は新規導入す

るプロジェクト 

EN-S-001ボイラーの導入 ボイラーを更新するプロジェクトであって

も、方法論に定める条件に該当する場合には、

ボイラーを新設するプロジェクトとしなけれ

ばならない。 

工業炉を更新するプロジェクト EN-S-003工業炉の更新 プロジェクト実施前の工業炉におけるエネル

ギー使用量及び生産量等について、原則とし

て、プロジェクト実施前の 1年間の累積値が

把握可能であること。 

空調設備を更新又は新規導入す

るプロジェクト 

EN-S-004空調設備の導入 空調を更新するプロジェクトであっても、方

法論に定める条件に該当する場合には、空調

を新設するプロジェクトとしなければならな

い。 

コ－ジェネレーションを更新又

は新規導入するプロジェクト 

EN-S-007 コージェネレーシ

ョンの導入 

コージェネレーションを更新するプロジェク

トであっても、方法論に定める条件に該当す

る場合には、コージェネレーションを新設す

るプロジェクトとしなければならない。 

バイオマス由来燃料の熱源設備

を有する外部の事業者から供給

される熱に切り替えるプロジェ

クト 

EN-S-009 外部の高効率熱源

設備を有する事業者からの

熱供給への切替え 

－ 

ロールアイロナーを更新するプ

ロジェクト 

EN-S-017 ロールアイロナー

の更新 

熱や蒸気を消費して稼働するアイロナーの更

新であること。 

プロジェクト実施前のアイロナーにおけるエ

ネルギー使用量及び仕事量について、原則と

して、プロジェクト実施前の 1年間の累積値

が把握可能であること。 

自家用発電機を更新又は新規導

入するプロジェクト 

EN-S-025 自家用発電機の更

新※1 

－ 

乾燥設備を更新するプロジェク

ト 

EN-S-026乾燥設備の更新 プロジェクト実施前の乾燥設備におけるエネ

ルギー使用量及び乾燥重量等について、原則

として、プロジェクト実施前の 1年間の累積

値が把握可能であること。 

※1：当該方法論は、更新プロジェクトのみを対象とした方法論であるが、化石燃料からバイオマ
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ス固形燃料への代替を行うプロジェクトについては、新設プロジェクトに対しても適用する

ことができる。 
 
また、これらの設備の導入を伴う場合は、「4．ベースライン排出量の考え方」及び「5．ベース
ライン排出量の算定」における主要排出活動の算定式については附属書 Bを参照すること。ただし、
ベースラインとプロジェクト実施後で対象設備の効率に変化がない場合は、附属書 Bを参照する必
要はない。 

 
 

２．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
 

項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライ

ン排出量 
対象設備の使用 CO2 

【主要排出活動】 
ベースラインの対象設備の使用に伴う化石燃料の使用

による排出量 

プロジェク

ト実施後排

出量 

対象設備の使用 － 
【主要排出活動】 
プロジェクト実施後の対象設備の使用に伴うバイオマ

ス固形燃料の使用による排出量 

バイオマス原料

の運搬 
CO2 

【付随的な排出活動】 
バイオマス原料の採取場所から事前処理場所までの運

搬に伴う化石燃料の使用による排出量 
バイオマス固形

燃料化処理設備

の使用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
バイオマス固形燃料化処理に伴う化石燃料又は電力の

使用による排出量 

バイオマス固形

燃料の運搬 
CO2 

【付随的な排出活動】 
バイオマス固形燃料の製造場所から使用場所までの運

搬に伴う化石燃料の使用による排出量 
対象設備に付帯

する追加設備※

の使用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
対象設備に付帯する追加設備の使用に伴う化石燃料又

は電力の使用による排出量 
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※対象設備に付帯する追加設備には、バイオマス固形燃料をボイラー等に投入するためのコンベア、ホッパー、

送風ファン等が含まれる。 

 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

 
＜主要排出活動＞ 
a) 対象設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 

0,MPJEM  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

 
＜付随的な排出活動＞ 
b) バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 
c) バイオマス固形燃料化処理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
d) バイオマス固形燃料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 
e) 対象設備に付帯する追加設備によるプロジェクト実施後排出量 

 b) から e) の付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度
を算定し、影響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 ただし、複数のモニタリングを省略する付随的な排出活動の影響度の合計を 5％以上にしてはな
らない（影響度の合計が 5％未満となるようにモニタリングを省略する付随的な排出活動を調整
しなければならない）。 

 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 
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auxiliarySPJbiosolidtransportSPJprocessSPJfeedstocktransportSPJSPJ EMEMEMEMEM ,,,,,,,,,,,  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,transport,feedstock バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,process プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料化処理設備による

プロジェクト実施後排出量 

tCO2/年 

EMPJ,S,transport,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス燃料の運搬によるプロジェ

クト実施後排出量 

tCO2/年 

EMPJ,S,auxiliary プロジェクト実施後の追加設備によるプロジェクト実施後排

出量 

tCO2/年 

 
b) バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 

feedstocktransportPJfeedstocktransportPJfeedstocktransportPJfeedstocktransportSPJ CEFHVFEM ,,,,,,,,, （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,transport,feedstock  バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,transport, feedstock プロジェクト実施後のバイオマス原料の運搬における燃料使

用量 

kL/年 

HVPJ,transport,feedstock プロジェクト実施後のバイオマス原料の運搬に使用する燃料

の単位発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ, transport,feedstock プロジェクト実施後のバイオマス原料の運搬に使用する燃料

の単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量（EMPJ,S,transport,feedstock）の算定に当た

っては、燃費法又はトンキロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細については「モ

ニタリング・算定規程」の別冊を参照すること。 
 国内におけるバイオマス原料の貨物車両による運搬において、運搬に係る貨物車両の最大積載

量が不明な場合は、当該貨物車両の最大積載量を 2,000kgとしてもよい。 
 
c) バイオマス固形燃料化処理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
c-1) 化石燃料を使用する場合 

processPJprocessPJ
allPJ

PJ
processPJprocessSPJ CEFHV

PV
PVFEM ,,

,
,,,  （式 6） 

c-2) 電力を使用する場合 

tyelectricit
allPJ

PJ
processPJprocessSPJ CEF

PV
PVELEM ,

,
,,,  （式 7） 
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記号 定義 単位 

EMPJ,S,process バイオマス固形燃料化処理設備の使用におけるプロジェクト

実施後排出量 

tCO2/年 

FPJ,process プロジェクト実施後のすべてのバイオマス固形燃料化処理に

おける燃料使用量 

kL/年、t/年、

m3/年等 

ELPJ,process プロジェクト実施後のすべてのバイオマス固形燃料化処理に

おける電力使用量 

kWh/年 

HVPJ,process プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料化処理に使用する

燃料の単位発熱量 

GJ/kL, GJ/t, 

GJ/ m3等 

CEFPJ,process プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料化処理に使用する

燃料の CO2排出係数 

tCO2/GJ 

PVPJ プロジェクト実施後における当該プロジェクト用に製造され

たバイオマス固形燃料の重量 

t/年 

PVPJ,all プロジェクト実施後における製造されたすべてのバイオマス

固形燃料の重量 

t/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 国内で生産された木質バイオマスについては、バイオマス固形燃料使用量に以下の値を乗じる

ことで、バイオマス固形燃料化処理設備の使用におけるプロジェクト実施後排出量

（EMPJ,S,process）を求めてもよい。 
木質ペレットの場合：0.6tCO2/t 
木質チップ又は薪の場合：0.05tCO2/t 
 

d) バイオマス燃料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 

biosolidtransportPJbiosolidtransportPJbiosolidtransportPJbiosolidtransportSPJ CEFHVFEM ,,,,,,,,,  （式 8） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,transport,biosolid  バイオマス固形燃料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,transport, biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の運搬に使用する

燃料使用量 

kL/年 

HVPJ,transport,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の運搬に使用する

燃料の単位発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ, transport,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の運搬に使用する

燃料の単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオマス固形燃料の運搬によるプロジェクト実施後排出量（EMPJ,S,transport,biosolid）の算定に当

たっては、燃費法又はトンキロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細については

「モニタリング・算定規程」の別冊を参照すること。 
 国内におけるバイオマスの貨物車両による運搬において、運搬に係る貨物車両の最大積載量が

不明な場合は、当該貨物車両の最大積載量を 2,000kgとしてもよい。 
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e) 対象設備に付帯する追加設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
e-1) 化石燃料を使用する場合 

auxiliaryPJauxiliaryPJauxiliaryPJauxiliarySPJ CEFHVFEM ,,,,,  （式 9） 

e-2) 電力を使用する場合 

tyelectricitauxiliaryPJauxiliarySPJ CEFELEM ,,,,  （式 10） 

記号 定義 単位 

EMPJ,auxiliary プロジェクト実施後の追加設備によるプロジェクト実施後

排出量 

tCO2/年 

F PJ,auxiliary プロジェクト実施後の追加設備における燃料使用量 kL/年 

HVPJ, auxiliary プロジェクト実施後の追加設備で使用する燃料の単位発熱

量 

GJ/kL 

CEFPJ, auxiliary プロジェクト実施後の追加設備で使用する燃料の単位発熱

量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

EL PJ,auxiliary, プロジェクト実施後の追加設備における電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
 

 
 

４．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に対象設備に投入される熱量を、バイ

オマス固形燃料ではなく、それまで使用していた化石燃料から得る場合に想定されるCO2排出量とする。
ただし、生成熱量をモニタリングする場合には、プロジェクト実施後の対象設備における生成熱量を、

それまで使用していた化石燃料を使用して得る場合に想定される CO2排出量としてもよい。 
なお、設備の導入を伴う場合のベースライン排出量の考え方は、附属書 Bを参照すること。 

biosolidPJbiosolidPJinputheatPJinputheatBL HVFQQ ,,,,,,  （式 11） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,input ベースラインの対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

QPJ,heat,input プロジェクト実施後の対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

FPJ,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料使用量 t/年 

HVPJ,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の単位発熱量 GJ/t 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の活動であるバイオマス固形燃料の製造並びにバイオマス原料及びバイオ

マス固形燃料の運搬を行う際に、製造したバイオマス固形燃料を使用することは、プロジェク

トとして新たに追加された燃料使用であり排出削減にはつながらないため、ベースライン排出
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量の算定の際には、当該燃料製造又は運搬に使用した分をプロジェクト実施後のバイオマス固

形燃料使用量（FPJ,biosolid）から原則として差し引かなければならない。 
 バイオマス固形燃料からボイラー等で生成された熱量が、全量利用されずに一部廃棄されてい

る場合には、余剰熱量分を対象設備におけるベースライン使用熱量（投入熱量）（QBL,heat,input）

から控除すること。 
 プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の単位発熱量（HVPJ,biosolid）は、湿潤ベースでの単

位発熱量とする。ただし、木質チップについては絶乾ベースで単位発熱量（HV PJ,biosolid,dry）を

測定し、下記の式で算定すること。 

drybiosolidPJbiosolidPJbiosolidPJ  HV） - WCFHV ,,,, %100（  （式 12） 

記号 定義 単位 

WFCPJ,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の含水率 % 

HVPJ,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の単位発熱量 GJ/t 

HVPJ,biosolid,dry プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の絶乾ベース

の単位発熱量 

GJ/t 

 
＜プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）から算定する場合＞ 
1) 温水を製造する場合又は熱媒油を加熱する場合 

3
,,,,,,,, 10heatPJheatPJheatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL CTFLQQ  （式 13） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の使用

量 

m3/年 

TPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱

前後の温度差 

K 

CPJ,heat 温水の比熱 MJ/（t・K） 

PJ,heat 温水の密度 t/m3 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 
2) 蒸気を製造する場合 

6
,,,,,, 10heatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL HFLQQ  （式 14） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 
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FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の使用

量 

kg /年 

HPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱

前後のエンタルピー差 

kJ/kg 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 

 

５．ベースライン排出量の算定 

なお、設備の導入を伴う場合のベースライン排出量の算定は、附属書 Bを参照すること。 

fuelBLinputheatBLBL CEFQEM ,,,     （式 15） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

QBL,heat,input ベースラインの対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当たり

の CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
＜プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）から算定する場合＞ 

fuelBL
BL

outputheatBLMBL CEFQEM ,,,,
100

    （式 16） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備における生成熱量 GJ/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 % 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオマス固形燃料と化石燃料を混焼している場合は、対象設備で実測した総発熱量を、バイ

オマス固形燃料と化石燃料の熱量比によって按分することでベースラインの対象設備による生

成熱量（QBL,heat,output）を求めることができる。 
 
 

 

６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応



 
 

11 

方法論 EN-R-001 (ver.1.0) バイオマス固形燃料（木質バイオマス）による化石燃料又は系統電力の代替 

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリングプランを策定する。モニタリング時には、モニタリングプランに従いモニタリング

すること。 
 
1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

FPJ,transport,feedstock プロジェクト実施後のバ

イオマス原料の運搬にお

ける燃料使用量（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

 

FPJ,process プロジェクト実施後のす

べてのバイオマス燃料化

処理における燃料使用量 

（kL/年, t/年, m3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・重量計による計測 

対象期間で累計 ※1 

ELPJ,process プロジェクト実施後のす

べてのバイオマス燃料化

処理における電力使用量

（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時

間をもとに算定 

対象期間で累計 

 

※1 

PVPJ プロジェクト実施後にお

ける当該プロジェクト用

に製造されたバイオマス

固形燃料の重量（t/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・重量計による計測 

 

対象期間で累計 

 

※1 

PVPJ,all プロジェクト実施後にお

ける製造されたすべての

バイオマス固形燃料の重

量（t/年） 

・重量計による計測 出荷単位ごと ※1 

FPJ,transport,biosolid プロジェクト実施後のバ

イオマス固形燃料の運搬

における燃料使用量（kL/

年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

FPJ,auxiliary プロジェクト実施後の追

加設備における燃料使用

量（kL/年, t/年, m3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・重量計によるで計測 

対象期間で累計  

ELPJ,auxiliary プロジェクト実施後の追

加設備における電力使用

量（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

対象期間で累計 
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FPJ,biosolid プロジェクト実施後の対

象設備におけるバイオマ

ス固形燃料使用量（t/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・計量器（重量計等）で計測 

・薪に限り、販売束数又はラック数か

ら概算 

対象期間で累計 

 

※2 

※3 

※4 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対

象設備による生成熱量

（GJ/年） 

・熱量計による計測 対象期間で累計 

 

 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対

象設備で加熱された温水

又は蒸気の使用量（m3/年、

kg/年） 

・流量計による計測 対象期間で累計 

 

 

 

2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVPJ,transport,feedstock プロジェクト実施後

のバイオマス原料の

運搬に使用する燃料

の単位発熱量（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証時に最新のものを

使用 

 

※1 

※6 

CEFPJ, 

transport,feedstocｋ 

プロジェクト実施後

のバイオマス原料の

運搬に使用する燃料

の単位発熱量当たり

の CO2 排 出 係 数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証時に最新のものを

使用 

 

※6 

HVPJ,process プロジェクト実施後

のすべてのバイオマ

ス燃料化処理に使用

する燃料の単位発熱

量（GJ/kL, GJ/t, GJ/ 

m3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証時に最新のものを

使用 

※1 

※6 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

CEFPJ, process プロジェクト実施後

のバイオマス固形燃

料化処理に使用する

燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証時に最新のものを

使用 

※6 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご
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（tCO2/GJ） 利用 と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

CEFelectricity,t 電力の CO2 排出係数

（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo ･ (1-f (t)) + 

Ca(t)･f (t) 

ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロ

ジェクト開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t 年に対応する全電源 CO2

排出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基

づき、CEFelectricity,tとして全電源 CO2

排出係数を利用することができる 

【要求頻度】 

検証申請時において最

新のものを使用 

※6 

※7 

HVPJ,transportbiosolid プロジェクト実施後

のバイオマス固形燃

料の運搬に使用する

燃料の単位発熱量

（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証時に最新のものを

使用 

 

※1 

※6 

CEFPJ,transport,biosolid プロジェクト実施後

のバイオマス固形燃

料の運搬に使用する

燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証時に最新のものを

使用 

 

※6 

HVPJ,auxiliary プロジェクト実施後

の追加設備で使用す

る燃料の単位発熱量

（ GJ/kL, GJ/t, GJ/ 

m3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証時に最新のものを

使用 

※1 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 
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CEFPJ,auxiliary プロジェクト実施後

の追加設備で使用す

る燃料の単位発熱量

当たりの CO2 排出係

数 

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証時に最新のものを

使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

HVPJ,biosolid プロジェクト実施後

の対象設備で使用す

るバイオマス固形燃

料 の 単 位 発 熱 量

（GJ/t） 

・JIS Z 7302-2等に基づき、バイオマ

ス固形燃料を分析装置又は計量器

（熱量計等）にて測定 

【要求頻度】 

1年に 1回 

※4 

・供給会社による提供値を利用 【要求頻度】 

1年に 1回。ただし、供

給元変更があった場合

には都度計測 

・薪に限り、デフォルト値の使用可 【要求頻度】 

検証申請時において最

新のものを使用 

HVPJ,biosolid,dry プロジェクト実施後

の対象設備で使用す

るバイオマス固形燃

料の絶乾ベースの単

位発熱量（GJ/t） 

・JIS Z 7302-2等に基づき、バイオマ

ス固形燃料を分析装置又は計量器

（熱量計等）にて測定 

【要求頻度】 

1年に 1回 

 

・供給会社による提供値を利用 【要求頻度】 

1年に 1回。ただし、供

給元変更があった場合

には都度計測 

・薪に限り、デフォルト値の使用可 【要求頻度】 

検証申請時において最

新のものを使用 

WFC PJ,biosolid プロジェクト実施後

のバイオマス固形燃

料の含水率（%） 

・燃料供給会社からの提供値 

・計測器（含水率計等）にて計測 

【要求頻度】 

1年に 1回ただし、供給

元が変わった場合はそ

の都度把握 

 

CEFBL,fuel ベースラインの対象

設備で使用する燃料

の単位発熱量当たり

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証時に最新のものを

使用 
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の CO2 排 出 係 数

（tCO2/GJ） 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

BL ベースラインの対象

設備のエネルギー消

費効率（%） 

・使用化石燃料量及び発生熱量を実測

し、JISに基づき効率を計算 

プロジェクト実施前に

1回以上 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用 

－ 

TPJ,heat プロジェクト実施後

の対象設備で加熱さ

れた温水の加熱前後

の温度差（K） 

・温度計による計測 【要求頻度】 

定期計測（1時間 1回以

上。ただし、1日の代表

値を計測する場合、1日

1回以上） 

 

・管理温度（プロジェクト実施者が季

節別、時間別に管理・運営している

温度）をもとに算定 

【要求頻度】 

管理・運用単位ごと 

※8 

HPJ,heat プロジェクト実施後

の対象設備で加熱さ

れた蒸気の加熱前後

のエンタルピー差

（kJ/kg） 

・加熱前後の熱媒の温度、圧力を計測

し、それをもとに飽和蒸気表から算

定 

【要求頻度】 

定期計測（1時間 1回以

上。ただし、1日の代表

値を計測する場合、1日

1回以上） 

 

・管理温度、圧力（プロジェクト実施

者が季節別、時間別に管理・運営し

ている温度、圧力）をもとに算定 

【要求頻度】 

管理・運用単位ごと 

※8 

CPJ,heat 温水の比熱（MJ/（t・

K）） 

・文献値を利用 －  

PJ,heat 温水の密度（t/m3） ・文献値を利用 －  

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 

 
＜※1＞ 

 国内で生産された木質バイオマスについては、バイオマス固形燃料使用量に以下の値を乗じ

ることで、バイオマス固形燃料化処理設備の使用におけるプロジェクト実施後排出量

（EMPJ,S,process）を求めてもよい。 
木質ペレットの場合：0.6tCO2/t 
木質チップ又は薪の場合：0.05tCO2/t 

＜※2＞ 
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 ペレットストーブ又は薪ストーブを導入するプロジェクトの場合は、供給者側の販売量で代替

してよい。 
＜※3＞ 

 薪ストーブを導入するプロジェクトの場合は、購入薪体積と薪容積密度から使用重量を概算し

てもよい概算方法には、下記のような方法がある。 
【束で販売している場合の概算例】 

DCLRF biosolidPJ 6.02
,  （式 17） 

記号 定義 単位 

FPJ, biosolid プロジェクト実施後の対象設備におけるバイオマ

ス固形燃料使用量 

t/年 

 円周率 － 

R 薪の束の半径 m 

L 薪の束の長さ m 

C 薪の束数 束 

0.6 薪同士の隙間を割り引くための係数 － 

D 薪の容積密度 t/m3 

 

【ラック、箱等で販売している場合の概算例】 

DBQLBHBWF biosolidPJ 6.0,  （式 18） 

記号 定義 単位 

FPJ, biosolid プロジェクト実施後の対象設備におけるバイオマ

ス燃料使用量 

t/年 

 円周率 － 

BW ラック又は箱の幅 m 

BH ラック又は箱の高さ m 

L 薪の束の長さ m 

BQ ラック又は箱の個数 個 

0.6 薪同士の隙間を割り引くための係数 － 

D 薪の容積密度 t/m3 

＜※4＞ 
 薪に限り、薪容積密度及び単位発熱量は下記のデフォルト値を採用してよい。 

樹種 容積密度(dry-t/m3) 単位発熱量(GJ/t) 

針葉樹 スギ 0.314 18.4 

 ヒノキ 0.407 19.8 

 アカマツ 0.451 19.3 

 カラマツ 0.404 20.6 
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 モミ 0.423 17.0 

 その他針葉樹 0.287 17.0 

広葉樹 ブナ 0.573 17.0 

 クリ 0.419 18.9 

 クヌギ 0.668 19.5 

 ナラ 0.624 19.6 

 ニレ 0.494 19.9 

 ケヤキ 0.611 16.6 

 カエデ 0.519 18.0 

 その他広葉樹 0.234 16.6 

※容積密度は「京都議定書 3条 3及び４の下での LULUCF活動の補足情報に関する報告書」 

日本国 2009年 4月より。（http://www.env.go.jp/earth/ondanka/mechanism/hosoku/KP-NIR_J-2009.pdf） 

※単位発熱量は下記文献より。 

①「木材工業ハンドブック新版」農林省林業試験場 編 1973年 

②「木材化学」三浦伊八郎、西田屹二 昭和 16年 丸善株式会社発行 

③「木材単価の基礎的研究」里中誠一、北海道大学農学部演習林研究報告 第 22巻 第 2号 1963年 

④「森林バイオマスの熱科学的研究」阿部房子 林業試験場研究報告 第 352号 1988年 
＜※5＞ 
 排出量の算定に用いる燃料の単位発熱量は、高位発熱量（総発熱量）か低位発熱量（真発熱量）の

いずれかに統一することが必要である。また、プロジェクト実施前後で統一するため、低位発熱量

（真発熱量）のデフォルト値を使用する場合は、「モニタリング・算定規程」に定める換算係数を用

いて低位発熱量（真発熱量）を求めること。 
＜※6＞ 
 海外における排出活動を算定する場合は、「モニタリング・算定規程」に定めるデフォルト値を使用

することはできない。 

＜※7＞ 
 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めること。 
＜※8＞ 
 プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱前後の温度差（ TPJ,heat）及びプロジェクト

実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱前後のエンタルピー差（ HPJ,heat）を管理温度、圧力をも

とに算定する場合、当該管理における温度や圧力の変化に応じてモニタリングが行われることを説

明する必要がある。 
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７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 
・ベースラインの対象設備で、化石燃料の使用が説明できる書類（化石燃料調達計画、

契約書、購入伝票等） 

・プロジェクト実施者が系統電力を購入し使用していたことを示す書類（購入伝票等） 

適用条件2を満たすことを

示す資料 

・生産した熱又は電力を自家消費することを示す資料（配管図面、電力系統図等） 

・生産した熱又は電力を外部へ供給している場合には、自家消費分のみをプロジェクト

の対象としていることを示す資料 

適用条件3を満たすことを

示す資料 
・【未利用資源としての林地残材を使用する場合】当該木質バイオマス原料が投棄され

ていたことを示す写真等 

・【その他、未利用資源を使用する場合】未利用証明書 

・【廃棄物由来の未利用資源を使用する場合】プロジェクト開始前に廃棄物処理をして

いたことの証跡（例えば、産業廃棄物管理票等） 

・【国産の木質バイオマスの場合】森林法等に基づく手続が適切に行われたものである

ことを示す供給元からの資料 

・【外国産の木質バイオマスの場合】「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明の

ためのガイドライン」を基づいたものであることを示す供給元からの資料 

適用条件4を満たすことを

示す資料 
・使用される木質バイオマス原料が建築廃材ではないことを示す資料 

適用条件5を満たすことを

示す資料 
・当該対象設備の方法論に定める適用条件と必要な書類一覧を参照 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 

 

 



 
 

19 

方法論 EN-R-001 (ver.1.0) バイオマス固形燃料（木質バイオマス）による化石燃料又は系統電力の代替 

附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を以
下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。
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附属書 B：設備の導入を伴う場合のベースライン排出量の算定について 

対象設備を更新又は新設し、化石燃料又は系統電力からバイオマス固形燃料への代替を行う場合は、

以下のようなベースライン排出量の考え方、算定式を用いてベースライン排出量を算定する。本附属書

において「ベースラインの設備」とは、プロジェクト実施前の設備又は標準的な設備を指す。いずれを

「ベースラインの設備」とするかは、各設備の方法論の条件 1の解説を参照のうえ、決定すること。 
 

1)プロジェクト実施後の対象設備が熱源設備である場合 
1-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の熱源設備による生成熱量を、プロジ

ェクト実施後の熱源設備からではなく、ベースラインの熱源設備から得る場合に想定される CO2排出量
とする。 

100
PJ

,,,,,, biosolidPJbiosolidPJoutputheatPJoutputheatBL HVFQQ  （式 b-1） 

記号 定義 単位 

QBL,heat, output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FPJ,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料使用量 t/年 

HVPJ,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の単位発熱量 GJ/t 

PJ プロジェクト実施後の対象設備のエネルギー消費効率 ％ 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の活動であるバイオマス固形燃料の製造並びにバイオマス原料及びバイオ

マス固形燃料の運搬を行う際に、製造したバイオマス固形燃料を使用することは、プロジェク

トとして新たに追加された燃料使用であり排出削減にはつながらないため、ベースライン排出

量の算定の際には、当該燃料製造又は運搬に使用した分をバイオマス固形燃料使用量

（FPJ,biosolid）から原則として差し引かなければならない。 
 バイオマス固形燃料からボイラー等で生成された熱量が、全量利用されずに一部廃棄されてい

る場合には、余剰熱量分を対象設備におけるベースライン使用熱量（投入熱量）（QBL,heat,input）

から控除すること。 
 プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の単位発熱量HV PJ, biosolidは、湿潤ベースでの単位発

熱量とする。ただし、木質チップについては絶乾ベースで単位発熱量を測定し、下記の式で算

定すること。 

drybiosolidPJbiosolidPJbiosolidPJ  HV） - WCFHV ,,,, %100（  （式 b-2） 

記号 定義 単位 

WFCPJ,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス燃料の含水率 % 

HVPJ,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス燃料の単位発熱量 GJ/t 
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HVPJ,biosolid,dry プロジェクト実施後のバイオマス燃料の絶乾ベースの単

位発熱量 

GJ/t 

 プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）は、以下のように算定してもよ

い。 
 
1) 温水を製造する場合又は熱媒油を加熱する場合 

3
,,,,,,,, 10heatPJheatPJheatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL CTFLQQ  （式 b-3） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の使用

量 

m3/年 

TPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱

前後の温度差 

K 

CPJ,heat 温水の比熱 MJ/（t・K） 

PJ,heat 温水の密度 t/m3 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 
2) 蒸気を製造する場合 

6
,,,,,, 10heatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL HFLQQ  （式 b-4） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の使用

量 

kg /年 

HPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱

前後のエンタルピー差 

kJ/kg 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 
 

1-2) ベースライン排出量の算定 
（ベースラインの対象設備が化石燃料で稼働する場合） 



 
 

22 

方法論 EN-R-001 (ver.1.0) バイオマス固形燃料（木質バイオマス）による化石燃料又は系統電力の代替 

fuelBL
BL

outputheatBLMBL CEFQEM ,,,,
100

 （式 b-5） 

（ベースラインの対象設備が電力で稼働する場合（電気ストーブ等）） 

tyelectricit
BL

outputheatBLMBL CEFQEM ,
3

,,, 6.310100
     （式 b-6） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 % 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 

2) プロジェクト実施後の対象設備が発電設備である場合 
2-1) 発電設備を更新する場合 
2-1-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の発電設備で発電された電力を、プロ

ジェクト実施前の発電設備から得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJBL ELEL  （式 b-7） 

記号 定義 単位 

ELBL ベースラインの発電設備における発電電力量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の発電設備における発電電力量 kWh/年 

 
2-1-2) ベースライン排出量の算定 

fuelBL
BL

BLMBL CEFELEM ,
3

,
100106.3  （式 b-8） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

ELBL ベースラインの発電設備における発電電力量 kWh/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する化石燃料の単位発熱

量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
2-2) 発電設備を新設する場合 
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2-2-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に対象設備により発電された電力を、

系統電力から得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJgridBL ELEL ,  （式 b-9） 

記号 定義 単位 

ELBL,grid ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の発電設備による発電電力量 kWh/年 

 
2-2-2) ベースライン排出量の算定 

tyelectricitgridBLMBL CEFELEM ,,,  （式 b-10） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

ELBL,grid ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
3) プロジェクト実施後の対象設備がコージェネレーションである場合 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後のコージェネレーションによって得ら

れる生成熱量と電力量を、ベースラインの熱源設備及び系統電力等から得る場合に想定される CO2排出
量とし、1)及び 2)の式の両方を使用する。ただし、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量
（QPJ,heat,output）は、（式 b-2）又は（式 b-3）で算定しなければならない。 
 

4) プロジェクト実施後の対象設備が工業炉、乾燥設備又はロールアイロナーである場合 
4-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の生産量等を、プロジェクト実施後の

工業炉、乾燥設備又はロールアイロナーではなく、ベースラインの工業炉、乾燥設備又はロールアイロ

ナーから得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJBL PP  （式 b-11） 
記号 定義 単位 

PBL ベースラインの工業炉等における生産量等 t/年 等 

PPJ プロジェクト実施後の工業炉等における生産量等 t/年 等 

 
4-2) ベースライン排出量の算定 
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fuelBLBLBLMBL CEFBUPEM ,,  （式 b-12） 

before

fuelBLfuelbefore
BL P

HVF
BU ,,

 （式 b-13） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースライン排出量 tCO2/年 

PBL ベースラインの工業炉等における生産量等 t/年 等 

BUBL ベースラインの工業炉等におけるエネルギー使用

原単位 

GJ/t 等 

CEFBL,fuel ベースラインの工業炉等で使用する燃料の単位発

熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

Fbefore,fuel プロジェクト実施前の工業炉等における燃料使用

量 

t/年,kL/年,Nm3/年等 

HVBL,fuel ベースラインの工業炉等で使用する燃料の単位発

熱量 

GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

Pbefore プロジェクト実施前の工業炉等における生産量等 t/年 等 

 

設備の導入を伴う場合に、ベースライン排出量を算定するために追加的に必要となる、モニタリング

項目及びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す（下表に記載のないモニタリング項目については、

６．モニタリング方法の一覧を参照すること。）。 
 

1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

ELPJ プロジェクト実施後

の発電設備による発

電電力量(kWh/年) 

・電力計による計測 対象期間で累計  

ELPJ,grid ベースラインの系統

電力使用量 (kWh/

年) 

・電力会社からの請求書をもとに算定 購買ごと  

PPJ プロジェクト実施後

の工業炉等における

生産量等（t/年 等） 

・生産記録をもとに算定 対象期間で累計 ※1 

Pbefore プロジェクト実施前

の工業炉等における

生産量等（t/年 等） 

・生産記録をもとに算定 【要求頻度】 

原則、プロジェクト開始直近の 1

年間以上の実績を累計 

※1 

※2 
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Fbefore,fuel プロジェクト実施前

の工業炉等における

燃料使用量（t/年,kL/

年,Nm3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

【要求頻度】 

プロジェクト開始直近の 1 年間

以上の実績を累計 

※2 

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

PJ プロジェクト実施後

の対象設備のエネル

ギー消費効率（%） 

・使用化石燃料量及び発生熱量を実測

し、JISに基づき効率を計算 

【要求頻度】 

1年に 1回 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値又は対象設備各方法論の附

属書に記された標準的な機器の効率

値を使用 

－ 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
 
＜※1＞ 

 プロジェクト実施前後の工業炉等における生産量等（Pbefore及び PPJ）は、原則、プロジェクト

実施前後で統一された条件で計測されたものであることが必要である。ただし、保守的な値と

なる場合はこの限りではない。 
 プロジェクト実施前後の工業炉等における生産量等（Pbefore及び PPJ）は、エネルギー使用量と

相関関係を示す指標（例：生産量等）を設定する必要があり、その設定に当たっては、当該指

標がエネルギー使用量に最も影響を与えるものであることを合理的に説明しなければならない。 
 
＜※2＞ 

 プロジェクト実施前の工業炉等のエネルギー使用原単位に使用する、プロジェクト実施前の工

業炉等における生産量等（Pbefore）及びプロジェクト実施前の工業炉等における燃料使用量

（Fbefore,fuel）は原則としてプロジェクト実施前 1 年間の累積値を把握することが必要である。
ただし、エネルギー使用原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデータ等によ

って合理的に示せる場合には、より短い期間の累積値データにより把握してもよい。 
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方法論番号 EN-R-002 Ver.1.0 
方法論名称 太陽光発電設備の導入 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、太陽光発電設備を導入することにより、系統電力等を代替する排出削減活動を対

象とするものである。 
 
 

１．適用条件 

本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：太陽光発電設備を設置すること。 
 条件 2：原則として、太陽光発電設備で発電した電力の全部又は一部を、自家消費すること。 
 条件 3：太陽光発電設備で発電した電力が、系統電力等を代替するものであること。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 2： 
代替される電力は原則として、自家消費分に限ることとし、発電した電力のうち他者に提供し

た電力については対象とはしない※1、※2。他者に提供した電力には、廃止前の電気事業者による

新エネルギー等の利用に関する特別措置法※3（平成 14年法律第 62号）に規定される電気事業者
による新エネルギー等電気の利用に該当するもの及び電気事業者による再生可能エネルギー電気

の調達に関する特別措置法（平成 23 年法律第 108 号）に規定される電気事業者による再生可能
エネルギー電気の調達に該当するものを含むものとする。 
※1：例えば、複数のプロジェクト実施者で発電設備を協同で設置し、その協同したプロジェク
ト実施者において電力を消費するような場合は、自家消費に含まれる。 

※2：ただし、プロジェクト実施者と電力事業者との間で、環境価値はプロジェクト実施者に帰
属することを締約したうえで電力を提供した場合であって、当該環境価値の帰属状況が証明

できる書面（電気事業者とプロジェクト実施者との間で締結する契約書の写等）等を提出で

き、かつ、環境価値のダブルカウントの防止措置がとられている場合は、この限りではない。 
※3：廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法は、電気事業者によ
る再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法附則第 12条の規定により、当分の間、
なおその効力を有するものとされている。 

 
条件 3： 
原則、系統電力の使用を、太陽光発電設備で発電した電力で代替するプロジェクトを対象とす

る。 
ただし、化石燃料等による自家発電設備を有する施設において、太陽光発電による発電量が、

系統電力の購入電力量又は自家発電量のいずれかを代替したことが特定できる場合は、本方法論

を適用することができる。（削減量を算定する際には、代替した電力量の応分について、太陽光発
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電による発電量に各々の排出係数を乗じることとなる。） 
 
 

2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2 /年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2 /年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

系統電力等

の使用 
CO2 

【主要排出活動】 
ベースラインの系統電力等の使用に伴う排出量 

プロジェクト

実施後 
排出量 

太陽光発電

設備の使用 
― 

【主要排出活動】 
プロジェクト実施後の太陽光発電設備の使用に伴う排出

量 

電力制御装

置の使用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
電力制御装置（パワーコンディショナー又は日射計等）

の使用に伴う電力の使用による排出量 
蓄電池の使

用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
蓄電池の充放電の過程における電力のロスに伴う排出量 

 電力制御装置（パワーコンディショナー又は日射計等）における電力使用量又は蓄電池におけ

る充放電ロスを差し引いた発電電力量をモニタリングする場合は、当該補機類の使用に係る排

出量を算定する必要はない。 
 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

 
＜主要排出活動＞ 
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a) 太陽光発電設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 

0,MPJEM  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

 
＜付随的な排出活動＞ 

b) 電力制御装置（パワーコンディショナー又は日射計等）の使用によるプロジェクト実施後排出量 
c) 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 

 b) から c) の付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減量に対する影響度を算定
し、影響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 ただし、複数のモニタリングを省略する付随的な排出活動の影響度の合計を 5％以上にしてはな
らない（影響度の合計が 5％未満となるようにモニタリングを省略する付随的な排出活動を調整
しなければならない）。 

 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 

batterySPJcontrolSPJSPJ EMEMEM ,,,,,  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,control 電力制御装置（パワーコンディショナー又は日射計等）の使用

によるプロジェクト実施後排出量 

tCO2/年 

EMPJ,S,battery 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
b) 電力制御装置（パワーコンディショナー又は日射計等）の使用によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricitcontrolPJcontrolSPJ CEFELEM ,,,,  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,control 電力制御装置（パワーコンディショナー又は日射計等）の

使用によるプロジェクト実施後排出量 

tCO2/年 

ELPJ,control  プロジェクト実施後の電力制御装置（パワーコンディショ

ナー又は日射計等）における電力使用量 

kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
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b) 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricitbatteryPJbatterySPJ CEFELEM ,,,,  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,battery 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

ELPJ,battery プロジェクト実施後の蓄電池おける電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
 

 
 

4．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に自家消費した電力量を、プロジェク

ト実施後の太陽光発電設備からではなく、ベースラインの系統電力等から得る場合に想定される CO2排
出量である。 

pvrpvPJBL ELELELEL  （式 7） 

記号 定義 単位 

ELBL ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の太陽光発電設備による発電電力量

のうち自家消費した電力量 

kWh/年 

ELpv プロジェクト実施後の太陽光発電設備による発電電力量 kWh/年 

ELpvr プロジェクト実施後の太陽光発電設備による発電電力量

のうち他者に提供した電力量 

kWh/年 

 
 

５．ベースライン排出量の算定 

tyelectricitBLBL CEFELEM ,  （式 8） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

ELBL ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
 

６．モニタリング方法 

ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応
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じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

ELPJ プロジェクト実施後

の太陽光発電設備に

よる発電電力量のう

ち自家消費した電力

量（kWh/年） 

・電力計による計測 

 

対象期間で累計  

ELpv プロジェクト実施後

の太陽光発電設備に

よ る 発 電 電 力 量

（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

ELpvr プロジェクト実施後

の太陽光発電設備の

発電電力量のうち他

者に提供した電力量

（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

対象期間で累計  

ELPJ,control プロジェクト実施後

の電力制御装置（パ

ワーコンディショナ

ー又は日射計等）に

おける電力使用量

（kWh/年） 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間をも

とに算定 

対象期間で累計 

 

 

ELPJ,battery プロジェクト実施後

の蓄電池おける電力

使用量（kWh/年） 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間をも

とに算定 

対象期間で累計 

 

 

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

CEFelectricity,

t 

電力の CO2 排出係

数（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･f (t) 

ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロジェクト

開始日以降の経過年） 

【要求頻度】 

検証申請時において最

新のものを使用 

※1 
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Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源 CO2排出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基づき、

CEFelectricity,tとして全電源 CO2排出係数を

利用することができる 

＜※1＞ 
 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 

 
 

７．付記 

 本方法論を家庭部門に適用する場合には、経済的障壁を有する蓋然性が高いため追加性の評価は不

要とする。 
 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすこ
とを示す資料 

・太陽光発電設備の設置状況が分かる設計図面、設置後の写真 

・太陽光発電設備の仕様等 

適用条件2を満たすこ
とを示す資料 

・発電した電力を自家消費することを示す資料（電力系統図等） 

・発電した電力を外部へ供給している場合には、自家消費分のみをプロジェクトの対象

としていることを示す資料 

適用条件3を満たすこ
とを示す資料 

・プロジェクト実施前に系統電力等を使用していたことが確認できる資料（電気事業者

からの購買伝票等） 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施前後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を
以下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
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方法論番号 EN-R-003 Ver.1.0 
方法論名称 再生可能エネルギー熱を利用する熱源設備の導入 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、再生可能エネルギー熱を利用する熱源設備を導入することにより、化石燃料等の

使用量を削減する排出削減活動を対象とするものである。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：再生可能エネルギー熱を利用する熱源設備を設置すること。 
 条件 2：原則として、再生可能エネルギー熱を利用する熱源設備で生産した温熱又は冷熱の全部
又は一部を、自家消費すること。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
再生可能エネルギー熱とは、これまで利用されていなかった温泉熱、地熱、太陽熱又は雪氷熱

を指す。 
ベースラインの熱源設備には、それぞれ以下を想定する。 
（1）熱源設備を更新するプロジェクトの場合 
ベースラインの熱源設備は、更新前の熱源設備である。 
ただし、熱源設備を更新する場合であっても、以下のいずれかに該当する場合には、熱源設備

を新設するプロジェクトとしなければならない。 
①更新前の設備の効率等の仕様が取得できない場合 
②故障若しくは老朽化等により更新前の設備を継続利用できない場合又は継続利用できても導

入から法定耐用年数の 2倍を超えている場合 
 
（2）熱源設備を新設するプロジェクトの場合 
ベースラインの熱源設備は、標準的な熱源設備である。 
標準的な熱源設備は原則として、以下のように設定するが、設備の普及状況及び経済性並びに

プロジェクトの特性等を踏まえた合理的な説明ができる場合はこの限りではない。 
a）蒸気製造・給湯用途 
①設備群の特定 

 産業部門・業務部門については、ボイラーとする。 
 家庭部門については、ガス給湯器（都市ガス又はLPGを使用）とする。 
②設備の特定 

 産業部門・業務部門については、導入した熱源設備と同等の出力の化石燃料を使用する

ボイラーとする。都市ガス（又は LNG）のパイプラインがある場合は、都市ガス（又は
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LNG）とする。都市ガス（又は LNG）のパイプラインがない場合は、LPGとする。 
 家庭部門については、ガス給湯器のうちガスふろがま(給湯付のもの)（※トップランナ

ー基準におけるガス温水機器の種別より）とする。燃料については、産業部門・業務部

門の考え方と同様とする。 
③設備効率の設定 

 産業部門・業務部門については、プロジェクト登録の申請時点で販売されている複数（原

則として、3つ以上）の設備を選定し、その設備のカタログ値の平均を設定する。選定す
る複数設備はシェア等も踏まえて代表的なメーカーの設備から選ぶこと。代表的なメー

カーの設備効率にばらつきが大きい場合には、保守性の観点から平均ではなく効率の高

いものとする。 
 家庭部門については、トップランナー基準（エネルギー消費効率には、販売シェアが大

きい強制循環式・屋外式の値である 80.4%）を活用する。 
b）冷水製造用途 
①設備群の特定 

 産業部門・業務部門については、チリングユニット、ターボ冷凍機（ヒートポンプ）及

び吸収式冷凍機等のうち、プロジェクト実施内容を踏まえ、個々に判断することとする。 
②設備の特定 

 産業部門・業務部門については、プロジェクトにより導入される再生可能エネルギー熱

を利用する熱源設備と同等の出力のチリングユニット、ターボ冷凍機（ヒートポンプ）

及び吸収式冷凍機等とする。都市ガス（又は LNG）のパイプラインがある場合は、都市
ガス（又は LNG）とする。都市ガス（又は LNG）のパイプラインがない場合は、LPG
とする。 

③設備効率の設定 

 産業部門・業務部門については、プロジェクト登録の申請時点で販売されている複数（原

則として、3つ以上）の設備を選定し、その設備のカタログ値の平均を設定する。選定す
る複数設備はシェア等も踏まえて代表的なメーカーの設備から選ぶこと。代表的なメー

カーの設備効率にばらつきが大きい場合には、平均ではなく保守性の観点から効率の高

いものを選ぶこととする。 
c）暖房用途 
①設備群の特定 

 産業部門・業務部門については、個々に判断する。 
 家庭部門についは、石油ストーブとする。 
②設備の特定 

 産業部門・業務部門については、個々に判断する。この際、標準的な機器の想定が合理

的であることを、十分な根拠資料を用いて説明できることが必要である。例えば、燃料

使用が想定される場合は、燃料調達可能性を勘案して通常選択し得る化石燃料を判断し、

排出係数の小さいものとすることが適当である。 
 家庭部門については、プロジェクトによる導入される再生可能エネルギー熱を利用する
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熱源設備と同等の出力のものとする。 
③設備効率の設定 

 産業部門・業務部門については、プロジェクト登録の申請時点で販売されている複数（原

則として、3つ以上）の設備を選定し、その設備のカタログ値の平均を設定する。選定す
る複数設備はシェア等も踏まえて代表的なメーカーの設備から選ぶこと。代表的なメー

カーの設備効率にばらつきが大きい場合には、平均ではなく保守性の観点から効率の高

いものを選ぶこととする。 
 家庭部門については、トップランナー基準（エネルギー消費効率には、販売シェアが大

きい密閉・強制対流式の値である 86.0%）を活用する。 
d）冷房用途 
①設備群の特定 

 産業部門・業務部門については、 
 【セントラル空調の場合】ボイラー、チリングユニット、ターボ冷凍機（ヒートポ

ンプ）及び吸収式冷凍機等、を熱源とする空調システムのうち、プロジェクトの内

容を踏まえ、個々に判断することとする。 

 【個別空調の場合】パッケージエアコン、ガスヒートポンプ等のうち、プロジェク

トの内容を踏まえ、個々に判断することとする。 

 家庭部門については、エアコンとする。 
②設備の特定 

 産業部門・業務部門については、個々に判断する。この際、標準的な機器の想定が合理

的であることを、十分な根拠資料を用いて説明できることが必要である。例えば、燃料

使用が想定される場合は、燃料調達可能性を勘案して通常選択し得る化石燃料を判断し、

排出係数の小さいものとする。 
 家庭部門については、プロジェクトにより導入される再生可能エネルギー熱を利用する

熱源設備の冷暖房能力等を勘案し、同等の機器とする。 
③設備効率の設定 

 産業部門・業務部門については、プロジェクト登録の申請時点で販売されている複数（原

則として、3つ以上）の設備を選定し、その設備のカタログ値の平均を設定する。選定す
る複数設備はシェア等も踏まえて代表的なメーカーの設備から選ぶこと。代表的なメー

カーの設備効率にばらつきが大きい場合には、平均ではなく保守性の観点から効率の高

いものを選ぶこととする。 
 家庭部門については、トップランナー基準を活用する。 

e）融雪用途 
①設備群の特定 

 プロジェクト内容を踏まえ、個々に判断することとする。 
②設備の特定 

 個々に判断する。この際、標準的な機器の想定が合理的であることを、十分な根拠資料

を用いて説明できることが必要である。例えば、燃料使用が想定される場合は、燃料調



 

4 

方法論 EN-R-003(ver.1.0)  再生可能エネルギー熱を利用する熱源設備の導入 

達可能性を勘案して通常選択し得る化石燃料を判断し、排出係数の小さいものとするこ

とが適当である。 
③設備効率の設定 

 プロジェクト登録の申請時点で販売されている複数（原則として、3つ以上）の設備を選
定し、その設備のカタログ値の平均を設定する。選定する複数設備はシェア等も踏まえ

て代表的なメーカーの設備から選ぶこと。代表的なメーカーの設備効率にばらつきが大

きい場合には、平均ではなく保守性の観点から効率の高いものを選ぶこととする。 
 

条件 2： 
熱の直接利用のみならず、熱交換器を介しての間接的な利用も対象となる。ただし、ヒートポ

ンプ等の他の熱源設備の熱源として利用する場合は除く。 
再生可能エネルギー熱を利用する熱源設備を導入したプロジェクト実施者が、生産した温熱又

は冷熱をプロジェクト実施者の外部に供給する場合には、原則として自家消費する熱量分につい

てのみ本方法論の対象とする※1。 
※1：ただし、プロジェクト実施者と熱の供給を受けた事業者との間で、環境価値はプロジェク
ト実施者に帰属することを締約したうえで熱を提供した場合であって、当該環境価値の帰属

状況が証明できる書面（熱の供給を受けた事業者とプロジェクト実施者との間で締結する契

約書の写等）等を提出でき、かつ、環境価値のダブルカウントの防止措置がとられている場

合は、この限りではない。 
 
 

2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2 /年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2 /年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

熱源設備の 
使用 

CO2 
【主要排出活動】 
ベースラインの熱源設備の使用に伴う化石燃料又は電力

の使用による排出量 

プロジェクト

実施後 
排出量 

再生可能エ

ネルギー熱

を利用する

－ 
【主要排出活動】 
プロジェクト実施後の再生可能エネルギー熱を利用する

熱源設備の使用に伴う排出量 
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熱源設備の

使用 

補機類の使

用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
再生可能エネルギー熱を利用するために必要となるポン

プ等の補機類の使用に伴う電力の使用による排出量 

  
 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

 
＜主要排出活動＞ 

a) 再生可能エネルギー熱を利用する熱源設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 

0,MPJEM  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

 
＜付随的な排出活動＞ 

b)補機類の使用によるプロジェクト実施後排出量 
 付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度を算定し、影

響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 

tyelectricitSPJSPJ CEFELEM ,,,  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 
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ELPJ,S 補機類における電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

  
 
 

4．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の使用熱量を、プロジェクト実施後の

再生可能エネルギー熱を利用する熱源設備ではなく、ベースラインの化石燃料又は系統電力等を使用す

る熱源設備から得る場合に想定される CO2排出量である。 

heatPJheatBL QQ ,,  （式 5） 

記号 定義 単位 

QBL,heat ベースラインの熱源設備における使用熱量 GJ/年 

QPJ,heat プロジェクト実施後の熱源設備における使用熱量 GJ/年 

 

1) 熱媒の相転移を伴わない場合 

3
,,,,, 10heatPJheatPJheatPJheatPJPJheat CTFLQ  （式 6） 

記号 定義 単位 

QPJ,heat プロジェクト実施後の熱源設備における使用熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の熱源設備で加熱又は冷却された熱

媒の流量 

m3/年 

TPJ,heat プロジェクト実施後の熱源設備で加熱又は冷却された熱

媒の熱利用前後温度差 

K 

CPJ,heat 熱媒の比熱 MJ/（t・K） 

PJ,heat 熱媒の密度 t/m3 

 
＜補足説明＞ 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の熱源設備における使用熱量（QPJ,heat）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 
2) 熱媒の相転移を伴う場合 

6
,,, 10heatPJheatPJheatPJ HFLQ  （式 7） 

記号 定義 単位 

QPJ,heat プロジェクト実施後の熱源設備における使用熱量 GJ/年 

FLPJ.heat プロジェクト実施後の熱源設備で加熱又は冷却された熱 kg/年 
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媒の流量 

HPJ,heat 加熱又は冷却前後の熱媒のエンタルピー差 kJ/kg 

 
＜補足説明＞ 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の熱源設備における使用熱量（QPJ,heat）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 

 

５．ベースライン排出量の算定 

1) ベースラインの熱源設備が電力で稼動する場合 

tyelectricit
BL

heatBLBL CEFQEM ,3, 106.3
1100

 （式 8） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

QBL,heat ベースラインの熱源設備における使用熱量 GJ/年 

BL ベースライン熱源設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
2) ベースラインの熱源設備が化石燃料で稼動する場合 

fuelBL
BL

heatBLBL CEFQEM ,,
100

 （式 9） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

QBL,heat ベースラインの熱源設備における使用熱量 GJ/年 

BL ベースラインの熱源設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFBL,fuel ベースラインの熱源設備で使用する燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 

＜補足説明＞ 
 複数の種類の燃料を使用する場合には、種類ごとの、ベースラインの熱源設備における使用熱

量（QBL,heat）とベースラインの熱源設備で使用する燃料の単位発熱量当たりの CO2 排出係数
（CEFBL,fuel）から、ベースライン排出量を算定する。 

 
 

６．モニタリング方法 
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ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

QPJ,heat プロジェクト実施

後の熱源設備にお

ける使用熱量（GJ/

年） 

・熱量計による計測 対象期間で累計  

FLPJ,heat プロジェクト実施

後の熱源設備で加

熱又は冷却された

熱媒の流量（m3/年） 

・流量計による計測 対象期間で累計  

ELPJ,S 補機類における電

力使用量（kWh/年） 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時

間を基に算定 

対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

TPJ,heat プロジェクト実施

後の熱源設備で加

熱又は冷却された

熱媒の温度差（K） 

・温度計による計測 【要求頻度】 

定期計測（1時間 1回以上。ただ

し、1日の代表温度を計測する場

合は 1日 1回以上） 

 

・管理温度（プロジェクト実施者が季

節別、時間別に管理・運営している

温度）をもとに算定 

【要求頻度】 

管理・運用単位ごと 

※1 

CPJ,heat 熱媒の比熱（MJ/

（t・K）） 

・計測 年 1回以上  

・カタログ値、文献値を利用 － 

PJ,heat 熱媒の密度（t/m3） ・計測 年 1回以上  

・カタログ値、文献値を利用 － 

HPJ,heat 加熱又は冷却前後

のエンタルピー差

（kJ/kg） 

・加熱又は冷却前後の熱媒の温度、圧

力を計測し、それをもとに飽和蒸気

表から算定 

【要求頻度】 

定期計測（1時間 1回以上。ただ

し、1日の代表値を計測する場合

は 1日 1回以上） 

 

・管理温度、圧力（プロジェクト実施 【要求頻度】 ※1 
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者が季節別、時間別に管理・運営し

ている温度、圧力）をもとに算定 

管理・運用単位ごと 

BL ベースラインの熱

源設備のエネルギ

ー消費効率（%） 

・使用化石燃料量及び発生熱量を実測

し、JIS に基づき熱交換効率を計算

する。 

プロジェクト実施前に 1回 ※2 

※3 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用する。（新設プロジェ

クトについては、条件 1 で求めた標

準的な設備の効率値を使用する。） 

― 

CEFBL,fuel ベースラインの熱

源設備で使用する

燃料の単位発熱量

当たりの CO2排出

係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※2 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係

数（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo ･ (1-f (t)) + 

Ca(t)･f (t) 

ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロジ

ェクト開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源CO2排

出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基

づき、CEFelectricity,t として全電源

CO2排出係数を利用することができ

る 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※4 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 

 

＜※1＞ 
 プロジェクト実施後の熱源設備で加熱又は冷却された熱媒の温度差（ TPJ,heat）及び加熱又は冷

却前後のエンタルピー差（ HPJ,heat）を管理温度、圧力をもとに算定する場合、当該管理におけ

る温度や圧力の変化に応じてモニタリングが行われることを証明する必要がある。 
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＜※2＞ 
 排出量の算定に用いる燃料の単位発熱量は、高位発熱量（総発熱量）か低位発熱量（真発熱量）

のいずれかに統一することが必要である。また、プロジェクト実施前後で統一するため、低位

発熱量（真発熱量）のデフォルト値を使用する場合は、「モニタリング・算定規程」に定める換

算係数を用いて低位発熱量（真発熱量）を求めること。 
 
＜※3＞ 

 家庭部門で冷房用途の設備の場合、下記の値を使用する。 

冷房能力 室内機の寸法タイプ※2 区分名

寸法規定タイプ A 5.8

寸法フリータイプ B 6.6

寸法規定タイプ C 4.9

寸法フリータイプ D 6.0

備考　「室内機の寸法タイプ」とは、室内機の横幅寸法800ミリメートル以下かつ高さ295ミリメートル以下の機種を寸法規
定タイプとし、それ以外を寸法フリータイプとする。

①目標年度が2010年度以降の各年度のもの
【家庭用、冷房能力4kW以下であって直吹き壁掛けのもの】

区分 基準エネルギー
消費効率(APF)

3.2kW以下

3.2kW超
4.0kW以下

 

ユニットの形態 冷房能力 区分名

4.0kW超5.0kW以下 E 5.5

5.0kW超6.3kW以下 F 5.0

6.3kW超28.0kW以下 G 4.5

3.2kW以下 H 5.2

3.2kW超4.0kW以下 I 4.8

4.0kW超28.0kW以下 J 4.3

4.0kW以下 K 5.4

4.0kW超7.1kW以下 L 5.4

7.1kW超28.0kW以下 M 5.4

備考　「マルチタイプのもの」とは、1の室外機に2以上の室内機を接続するものをいう。

マルチタイプのものであって室内機の運転を個別に制
御するもの

直吹き形でその他のもの
（マルチタイプのもののうち室内機の運転を個別に制御
するものを除く）

直吹き形で壁掛け形のもの
（マルチタイプのもののうち室内機の運転を個別に制御
するものを除く）

③目標年度が2010年度以降の各年度(区分E～Gにおいては2010年度以降の各年度)のもの
【家庭用であって②以外のもの】

区分 基準エネルギー
消費効率(APF)

 

出所：資源エネルギー庁 
＜※4＞ 

 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 
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７．付記 

＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすこ
とを示す資料 

・再生可能エネルギー熱を利用する熱源設備の設置状況が分かる設計図面、設置後の写

真 

・再生可能エネルギー熱を利用する熱源設備の仕様等 

・新設プロジェクトの場合は、条件1に従って選定したベースラインとして想定される

熱源設備の概要が分かる資料（仕様書等） 

適用条件2を満たすこ
とを示す資料 

・生産した温水、冷水又は蒸気の熱を自家消費することを示す資料（配管図等） 

・生産した温水、冷水又は蒸気の熱を外部へ供給している場合には、自家消費分のみを

プロジェクトの対象としていることを示す資料 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施前後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を
以下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
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方法論番号 EN-R-004 Ver.1.0 
方法論名称 バイオディーゼル燃料（BDF）・バイオエタノールによる化石燃料又は系統電力の

代替 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、ボイラー等の熱源設備、自家発電等の発電設備、コージェネレーション、車両等

（以下「対象設備」という。）において廃食用油を原料としたバイオディーゼル燃料（以下「BDF」
という。軽油混合燃料を含む。）、有機物資源、資源作物等を原料としたバイオエタノール（以

下「バイオ燃料」と総称する。）バイオ燃料を使用し、それまで使用していた化石燃料又は系統

電力を代替する排出削減活動を対象とするものである。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：バイオ燃料が対象設備で使用される化石燃料を代替する、又はバイオ燃料で発電された
電力が系統電力等を代替すること。 

 条件 2：原則として、バイオ燃料を利用する対象設備で生産した熱及び電力の全部又は一部を、
自家消費すること。 

 条件 3：バイオ燃料の原料は、未利用の有機資源又は資源作物であること。ただし、水管理状態
の変化を伴う水田から生産された稲は除く。 

 条件 4：BDF を使用する場合、精製方式は、メタノールを用いたエステル交換方式又はエステ
ル化方式であること。 

 条件 5：バイオ燃料が、使用される対象車両又は対象設備及び燃料の混合割合に応じて、以下の
基準のいずれかを満たしていること。 
【 1) BDFを対象車両で利用する場合】 

 条件 5-1：軽油との混合比率 5%以下のバイオディーゼル軽油混合燃料を製造・利用する場
合は、BDF を精製・加工する者が、揮発油等の品質の確保等に関する法律（平成 20 年法
律第 48号）（以下「品確法」という。）の特定加工業者として登録されており、精製された
バイオディーゼル軽油混合燃料の品質が同法の強制規格に準拠していること。 

 条件 5-2：軽油と混合しない BDF を精製・利用する場合（精製された BDF を利用する車
両等は、限定かつ一定の管理下に置かれたものであることとし、一般利用する場合は除く。）

は、精製された BDFが、国土交通省が策定する「高濃度バイオディーゼル燃料等の使用に
よる車両不具合等防止のためのガイドライン」にて引用されている「（全国バイオディーゼ

ル燃料利用推進）協議会モニタリング規格」を満たしていること。 
【 2) BDFを対象設備で利用する場合】 

 条件 5-3：「（全国バイオディーゼル燃料利用推進）協議会モニタリング規格」を満たしてい
ること。BDFの性状が協議会モニタリング規格を充足していない場合は、設備メーカーが
当該燃料を対象設備で利用することを許容していること。 
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【 3) バイオエタノールを対象車両で利用する場合】 
 条件 5-4：ガソリンとの混合比率が 3%以下の場合には、バイオエタノールを精製・加工す
る者が、品確法の揮発油特定加工業者として登録されており、燃料の品質が同法の強制規

格に準拠していること。 
 条件 6：バイオ燃料を使用する対象車両は、関連法令等においてバイオ燃料の使用が認められた
ものであること。 

 条件 7：化石燃料からバイオ燃料への代替だけでなく、設備の導入を伴う場合は、当該対象設備
に対応する方法論に定める適用条件を満たすこと。ただし、プロジェクト実施前後での対象設

備の効率向上に関する条件は除く。 
  

＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
バイオマス燃料からバイオ燃料に転換しても CO2 排出削減には寄与しないことから、プロジェ
クト実施前に対象設備で化石燃料を使用している又は系統電力を使用しているプロジェクトを対象

とする。 
なお、化石燃料と他の燃料（バイオ燃料を含む）を混焼している設備において、プロジェクトに

より追加的に使用されるバイオ燃料が、化石燃料と他の燃料のいずれかを代替したことが特定でき

る場合は、本方法論を適用することができる。（削減量を算定する際には、代替した化石燃料の応分

についてにのみ、算定対象とできる。） 
また、化石燃料等による自家発電設備を有する施設において、バイオ燃料を利用する発電による

発電量が、系統電力の購入電力量又は自家発電量のいずれかを代替したことが特定できる場合は、

本方法論を適用することができる。（削減量を算定する際には、代替した電力量の応分について、バ

イオ燃料を利用する発電による発電量に各々の排出係数を乗じることとなる。） 
 
条件 2： 
バイオ燃料を利用する熱源設備を導入したプロジェクト実施者が、生産した蒸気、温水又は熱媒

油等の熱を外部に供給する場合には、原則として、自家消費する熱量分についてのみ本方法論の対

象とする※1、※2。 
対象設備が発電設備又はコージェネレーションの場合、代替される電力は原則として、自家消費

分に限ることとし、自ら発電した電力のうち他者に提供した電力については対象とはしない※1、※2。

また、発生させた熱又は電力のうち、有効利用されていない分については対象外とする。 
他者に提供した電力には、廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法

※3（平成 14年法律第 62号）に規定される電気事業による新エネルギー等電気の利用に該当するも
の及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成 23年法律第 108
号）に規定される電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に該当するものを含むものとす

る。 
※1：例えば、複数のプロジェクト実施者で熱源設備又は発電設備を協同で設置し、その協同した
プロジェクト実施者において電力を消費するような場合は、自家消費に含まれる。 
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※2：ただし、プロジェクト実施者と電力事業者又は熱の供給を受けた事業者との間で、環境価値は
プロジェクト実施者に帰属することを締約したうえで電力又は熱を提供した場合であって、当

該環境価値の帰属状況が証明できる書面（電気事業者又は熱の供給を受けた事業者とプロジェ

クト実施者との間で締結する契約書の写等）等を提出でき、かつ、環境価値のダブルカウント

の防止措置がとられている場合は、この限りではない。 
※3：廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法は、電気事業者による
再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法附則第 12条の規定により、当分の間、な
おその効力を有するものとされている。 

 
条件 3： 
本方法論の対象とするバイオ燃料の原料は、マテリアル利用又はエネルギー利用されていない、

未利用の有機資源、資源作物に限定する。 
また未利用であっても、水管理状態の変化を伴う水田から生産された稲を原料とするバイオエタ

ノールは、本方法論の対象とはならない。 
 
条件 4： 
アルコールを用いたエステル交換方式又はエステル化方式による BDF の製造方式が本方法論の
対象となる。パラフィンを主成分とする BDF を精製する超高圧方式等、エステル化・エステル交
換による脂肪酸メチルエステルを前提としない方式については、対象外とする。 
   
条件 5： 
バイオ燃料の品質は、使用する車両等の安全な走行、設備等の安定的な運転又は耐久年数にも関

わってくる。社会的な悪影響を排除するためには、使用されるバイオ燃料について一定以上の品質

が求められる。 
1) BDFを対象車両で利用する場合 
精製された BDF の品質が、その品質について規定した品確法又は「高濃度バイオディーゼル燃
料等の使用による車両不具合等防止のためのガイドライン」に準拠していることを条件とする。 
詳細は経済産業省及び国土交通省のウェブサイトを参照のこと。 
・石油製品の品質確保のホームページ：http://www.enecho.meti.go.jp/hinnkakuhou/index.html 
・高濃度バイオディーゼル燃料等の使用による車両不具合等防止のためのガイドライン：

http://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha10_hh_000025.html 
 
2) BDFを熱源設備、発電設備、コージェネレーションで利用する場合 

BDF が「（全国バイオディーゼル燃料利用推進）協議会モニタリング規格」を満たしていること
原則とする。詳細は全国バイオディーゼル燃料利用推進協議会のウェブサイトに掲載されている「バ

イオディーゼル燃料の製造・利用に係るガイドライン」を参照のこと。 
（http://www.jora.jp/biodz/index.html） 
ただし、上記規格を満たしていない BDF の性状であっても、設備メーカーが当該性状の燃料を
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対象設備で利用することを許容する場合に限り、使用を認めることとする。また、発動発電機、コ

ージェネレーション等のディーゼルエンジン機器に使用するバイアは、混合比率 5%以下の BDF混
合軽油又は軽油と混合しない BDFを対象とする。 
 
3) バイオエタノールを対象車両で利用する場合 
精製されたバイオエタノールの品質が、その品質について規定した品確法に準拠していることを

条件とする。 
詳細は経済産業省のウェブサイトを参照のこと。 
・石油製品の品質確保のホームページ：http://www.enecho.meti.go.jp/hinnkakuhou/index.html 
 
条件 6： 
関連法令等においてバイオ燃料の使用が認められたものは、以下のとおり。 
①道路運送車両法（平成 23年法律第 74号）に規定される公道を走行する車両 
【BDF】 
混合比率 5%以下の BDF混合軽油、又は軽油と混合しない BDFを対象とする。 
【バイオエタノール】 
混交比率 3%以下のバイオエタノール混合ガソリンを対象とする。 
混合比率が 3%を超え 10%以下の場合には、道路運送車両法に基づき E10対応ガソリン車として
の登録を受けている自動車であること。 
品確法に基づく経済産業大臣の揮発油試験研究計画の認定を受けてガソリンとの混合比率が

10%を超える高濃度利用を行う場合には、道路運送車両法に基づく国土交通大臣の認定を受けてい
る試験自動車であること。 
②公道を走行しない特定特殊自動車 
特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（以下「オフロード法」という。」（平成 17 年法
律第 51 号）に基づき使用を認められた車両。オフロード法の適用対象か否かは、環境省ウェブサ
イト（<http://www.env.go.jp/air/car/tokutei_law.html>［5］型式指定等の状況について）にて確認
すること。 
 
条件 7： 
化石燃料からバイオ燃料への代替だけでなく、設備の更新又は新規導入を行う場合、以下の方法

論に定める追加の適用条件を満たすこと（プロジェクト実施後に対象設備のエネルギー消費効率が

ベースラインと比べて低下しても、化石燃料からバイオ燃料への転換によって、CO2排出量は削減
することが想定される。したがって、各方法論の適用条件に示されている設備のエネルギー効率向

上に関する条件は満たす必要はない。ただし、設備を更新するプロジェクトの場合は、更新プロジ

ェクトの要件を満たすことを証明しなければならない。）。 
プロジェクト概要 該当方法論 追加の適用条件 

ボイラーを更新又は新規導入す

るプロジェクト 

EN-S-001ボイラーの導入 ボイラーを更新するプロジェクトであって

も、方法論に定める条件に該当する場合には、



 
 

5 

方法論 EN-R-004 (ver.1.0) バイオディーゼル燃料（BDF）・バイオエタノールによる化石燃料又は系統電力の代替 

ボイラーを新設するプロジェクトとしなけれ

ばならない。 

工業炉を更新するプロジェクト EN-S-003工業炉の更新 プロジェクト実施前の工業炉におけるエネル

ギー使用量及び生産量等について、原則とし

て、プロジェクト実施前の 1年間の累積値が

把握可能であること。 

空調設備を更新又は新規導入す

るプロジェクト 

EN-S-004空調設備の導入 空調を更新するプロジェクトであっても、方

法論に定める条件に該当する場合には、空調

を新設するプロジェクトとしなければならな

い。 

コ－ジェネレーションを更新又

は新規導入するプロジェクト 

EN-S-007 コージェネレーシ

ョンの導入 

コージェネレーションを更新するプロジェク

トであっても、方法論に定める条件に該当す

る場合には、コージェネレーションを新設す

るプロジェクトとしなければならない。 

バイオマス由来燃料の熱源設備

を有する外部の事業者から供給

される熱に切り替えるプロジェ

クト 

EN-S-009 外部の高効率熱源

設備を有する事業者からの

熱供給への切替え 

－ 

ロールアイロナーを更新するプ

ロジェクト 

EN-S-017 ロールアイロナー

の更新 

熱や蒸気を消費して稼働するアイロナーの更

新であること。 

プロジェクト実施前のアイロナーにおけるエ

ネルギー使用量及び仕事量について、原則と

して、プロジェクト実施前の 1年間の累積値

が把握可能であること。 

自家用発電機を更新又は新規導

入するプロジェクト 

EN-S-025 自家用発電機の更

新※1 

－ 

乾燥設備を更新するプロジェク

ト 

EN-S-026乾燥設備の更新 プロジェクト実施前の乾燥設備におけるエネ

ルギー使用量及び乾燥重量等について、原則

として、プロジェクト実施前の 1年間の累積

値が把握可能であること。 

※1：当該方法論は、更新プロジェクトのみを対象とした方法論であるが、化石燃料からバイオ燃
料への代替を行うプロジェクトについては、新設プロジェクトに対しても適用することがで

きる。 
 
また、これらの設備の導入を伴う場合は、「４．ベースライン排出量の考え方」及び「５．ベース

ライン排出量の算定」における主要排出活動の算定式については附属書 Bを参照すること。ただし、
ベースラインとプロジェクト実施後で対象設備の効率に変化がない場合は、附属書 Bを参照する必
要はない。 
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２．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
 

項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライ

ン排出量 
対象設備の使用 CO2 

【主要排出活動】 
ベースラインの対象設備の使用に伴う化石燃料の使用

による排出量 

プロジェク

ト実施後排

出量 

対象設備の使用 － 
【主要排出活動】 
プロジェクト実施後の対象設備の使用に伴うバイオ燃

料の使用による排出量 

バイオエタノー

ルの原料生産 
CO2 

【付随的な排出活動】 
バイオエタノールの原料生産に伴う化石燃料の使用に

よる排出量 

バイオマス原料

の運搬 
CO2 

【付随的な排出活動】 
バイオマス原料の採取場所から事前処理場所までの運

搬に伴う化石燃料の使用による排出量 

バイオ燃料化処

理設備の使用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
バイオ燃料化処理に伴う化石燃料又は電力の使用によ

る排出量 

メタノールの使

用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
BDF の製造工程で投入されるメタノール由来の排出
量 

バイオ燃料の運

搬 
CO2 

【付随的な排出活動】 
バイオ燃料の製造場所から使用場所までの運搬に伴う

化石燃料の使用による排出量 
 

 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 
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SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

 
＜主要排出活動＞ 
a) 対象設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 

0,MPJEM  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

 
＜付随的な排出活動＞ 
b) バイオエタノールの原料生産によるプロジェクト実施後排出量 
c) バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 
d) バイオ燃料化処理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
e) メタノールの使用によるプロジェクト実施後排出量 
f) バイオ燃料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 

 b) から f) の付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度を
算定し、影響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 ただし、複数のモニタリングを省略する付随的な排出活動の影響度の合計を 5％以上にしてはな
らない（影響度の合計が 5％未満となるようにモニタリングを省略する付随的な排出活動を調整
しなければならない）。 
 

＜付随的な排出活動の算定例＞ 

BFtransportSPJMeOHSPJprocessSPJ

feedstocktransportSPJncultivatiotransportSPJSPJ

EMEMEM
EMEMEM

,,,,,,,

,,,,,,,  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,cultivation バイオエタノールの原料生産によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 
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EMPJ,S,transport,feedstock バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,process バイオ燃料化処理設備よるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,MeOH メタノールの使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,transport,BF バイオ燃料の運搬よるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
b) バイオエタノールの原料生産における排出量 
b-1) 化石燃料を使用する場合 

ncultivatioPJncultivatioPJ
ncultivatioallPJ

ncultivatioPJ
ncultivatioPJncultivatioSPJ CEFHV

PV
PV

FEM ,,
,,

,
,,,  （式 5） 

b-2) 電力を使用する場合 

tyelectricit
ncultivatioallPJ

ncultivatioPJ
ncultivatioPJncultivatioSPJ CEF

PV
PV

ELEM ,
,,

,
,,,  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,cultivation バイオエタノールの原料生産によるよるプロジェクト実

施後排出量 

tCO2/年 

FPJ,cultivation プロジェクト実施後のすべての原料生産における燃料使

用量 

kL/年、t/年、m3/

年等 

ELPJ,cultivation プロジェクト実施後のすべての原料生産における電力使

用量 

kWh/年 

HVPJ,cultivation プロジェクト実施後のバイオエタノールの原料生産に使

用する燃料の単位発熱量 

GJ/kL, GJ/t, GJ/ 

m3等 

CEFPJ,cultivation プロジェクト実施後のバイオエタノールの原料生産に使

用する燃料の単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

PVPJ,cultivation プロジェクト実施後における当該プロジェクト用に生産

されたバイオエタノール原料の量（又は農地面積） 

t/年, m3/年, m2/年 

等 

PVPJ,cultivation,all プロジェクト実施後における生産されたすべての原料の

量（又は農地面積） 

t/年, m3/年, m2/年 

等 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 プロジェクト実施後のバイオエタノールの原料生産に係るエネルギー使用量は、プロジェクト

実施後における当該プロジェクト用に生産されたバイオエタノール原料の量（PVPJ,cultivation）及

びプロジェクト実施後において生産されたすべての原料の量（PVPJ,cultivation,all）より按分して求め

ることができる。その際、当該按分が合理的であることの説明を行うことが必要である。例え

ば、同一の農地で、同一の作物をバイオエタノールの原料用としてその他の用途（食用等）の

ために栽培している場合は、当該農地全体に投入したエネルギー使用量を、バイオエタノール

用とその他用途の作物の重量比、体積比又は農地面積比で按分する。 
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c) バイオマス原料の運搬における排出量 

feedstocktransportPJfeedstocktransportPJfeedstocktransportPJfeedstocktransportSPJ CEFHVFEM ,,,,,,,,, （式 7） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,transport, feedstock バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,transport,feedstock プロジェクト実施後のバイオマス原料の運搬における燃料使

用量 

kL/年 

HVPJ,transport,feedstock プロジェクト実施後のバイオマス原料の運搬に使用する燃料

の単位発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ, transport, feedstock プロジェクト実施後のバイオマス原料の運搬に使用する燃料

の単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量（EMPJ,S,transport,feedstock）の算定に当た

っては、燃費法又はトンキロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細については「モ

ニタリング・算定規程」の別冊を参照すること。 
 国内におけるバイオマス原料の貨物車両による運搬において、運搬に係る貨物車両の最大積載

量が不明な場合は、当該貨物車両の最大積載量を 2,000kgとしてもよい。 
 
d) バイオ燃料化処理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
d-1) 化石燃料を使用する場合 

processPJprocessPJ
allPJ

PJ
processPJprocessSPJ CEFHV

PV
PVFEM ,,

,
,,,   （式 8） 

d-2) 電力を使用する場合 

tyelectricit
allPJ

PJ
processPJprocessSPJ CEF

PV
PVELEM ,

,
,,,  （式 9） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,process バイオ燃料化処理設備の使用におけるプロジェクト実施後排

出量 

tCO2/年 

FPJ,process プロジェクト実施後のすべてのバイオ燃料化処理における燃

料使用量 

kL/年、t/年、

m3/年等 

ELPJ,process プロジェクト実施後のすべてのバイオ燃料化処理における電

力使用量 

kWh/年 

HVPJ,process プロジェクト実施後のバイオ燃料化処理に使用する燃料の単

位発熱量 

GJ/kL, GJ/t, 

GJ/ m3等 

CEFPJ,process プロジェクト実施後のバイオ燃料化処理に使用する燃料の単

位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

PVPJ プロジェクト実施後における当該プロジェクト用に製造され t/年 
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たバイオ燃料の重量 

PVPJ,all プロジェクト実施後における製造されたすべてのバイオ燃料

の重量 

t/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
e) メタノールの使用によるプロジェクト実施後排出量 

12
44

32
12

,,, MeOHPJMeOHSPJ MCEM  （式 10） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,MeOH メタノールの使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

MCPJ,MeOH BDFの製造におけるメタノールの使用量 t/年 

 
f) バイオ燃料の運搬における排出量 

BFtransportPJBFtransportPJBFtransportPJBFtransportSPJ CEFHVFEM ,,,,,,,,,  （式 11） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,transport,BF バイオ燃料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,transport,BF プロジェクト実施後のバイオ燃料の運搬における燃料使用量 kL/年 

HVPJ,transport,BF プロジェクト実施後のバイオ燃料の運搬に使用する燃料の単

位発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ,transport,BF プロジェクト実施後のバイオ燃料の運搬に使用する燃料の単

位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオ燃料の運搬によるプロジェクト実施後排出量（EMPJ,S,transport,BF）の算定に当たっては、

の算定に当たっては、燃費法又はトンキロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細

については「モニタリング・算定規程」の別冊を参照すること。 
 国内におけるバイオマス原料の貨物車両による運搬において、運搬に係る貨物車両の最大積載

量が不明な場合は、当該貨物車両の最大積載量を 2,000kgとしてもよい。 
 
 

４．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に対象設備に投入される熱量を、バイ

オ燃料ではなく、それまで使用していた化石燃料から得る場合に想定されるCO2排出量とする。ただし、
生成熱量をモニタリングする場合には、プロジェクト実施後の対象設備における生成熱量を、それまで

使用していた化石燃料を使用して得る場合に想定される CO2排出量としてもよい。 
なお、設備の導入を伴う場合のベースライン排出量の考え方は、附属書 Bを参照すること。 

BFPJBFPJinputheatPJinputheatBL HVFQQ ,,,,,,  （式 12） 

記号 定義 単位 
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QBL,heat,input ベースラインの対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

QPJ,heat,input  プロジェクト実施後の対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

FPJ,BF プロジェクト実施後の対象設備におけるバイオ燃料使用量 t/年 

HVPJ,BF プロジェクト実施後の対象設備で使用するバイオ燃料の単位

発熱量 

GJ/t 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の活動であるバイオ燃料の製造並びにバイオマス原料及びバイオ燃料の運

搬を行う際に、製造したバイオ燃料を使用することは、プロジェクトとして新たに追加された

燃料使用であり排出削減にはつながらないため、ベースライン排出量の算定の際には、当該燃

料製造又は運搬に使用した分をプロジェクト実施後の対象設備におけるバイオ燃料使用量

（FPJ,BF）から原則として差し引かなければならない。 
 バイオ燃料からボイラー等で生成された熱量が、全量利用されずに一部廃棄されている場合に

は、余剰熱量分を対象設備におけるベースライン使用熱量（投入熱量）（QBL,heat,input）から控除

すること。 
 
＜プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）から算定する場合＞ 
1) 温水を製造する場合又は熱媒油を加熱する場合 

3
,,,,,,,, 10heatPJheatPJheatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL CTFLQQ  （式 13） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の使用

量 

m3/年 

TPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱

前後の温度差 

K 

CPJ,heat 温水の比熱 MJ/（t・K） 

PJ,heat 温水の密度 t/m3 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 
2) 蒸気を製造する場合 

6
,,,,,, 10heatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL HFLQQ  （式 14） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 
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FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の使用

量 

kg /年 

HPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱

前後のエンタルピー差 

kJ/kg 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 

 

５．ベースライン排出量の算定 

なお、設備の導入を伴う場合のベースライン排出量の算定は、附属書 Bを参照すること。 

fuelBLinputheatBLBL CEFQEM ,,,     （式 15） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

QBL,heat,input ベースラインの対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当たり

の CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
＜プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）から算定する場合＞ 

fuelBL
BL

outputheatBLBL CEFQEM ,,,
100

    （式 16） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 % 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する化石燃料の単位発熱

量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオ燃料と化石燃料を混焼している場合は、対象設備で実測した総生成熱量を、バイオ燃料

と化石燃料の熱量比によって按分することでベースラインの対象設備による生成熱量

（QBL,heat,output）を求めることができる。 
 
 

 

６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応
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じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

FPJ,BF プロジェクト実施後

の対象設備における

バイオ燃料使用量（t/

年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

・給油した車両ごとに、計量器（給油計

等）又は納品書で把握 

対象期間で累計  

FPJ,cultivation プロジェクト実施後

のすべての原料生産

における燃料使用量

（kL/年 , t/年 , m3/年

等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

 

ELPJ,cultivation プロジェクト実施後

のすべての原料生産

における電力使用量

（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間

をもとに算定 

対象期間で累計 

 

 

PVPJ,cultivation プロジェクト実施後

における当該プロジ

ェクト用に生産され

たバイオエタノール

原料の量（又は農地面

積）（t/年, m3/年, m2/

年 等） 

・重量計による計測 対象期間で累計  

PVPJ,cultivation,all プロジェクト実施後

における生産された

すべての原料の量（又

は農地面積）（t/年, m3/

年, m2/年 等） 

・重量計による計測 出荷単位ごと  

FPJ,transport,feedstock プロジェクト実施後

のバイオマス原料の

運搬における燃料使

用量（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

 

FPJ,process プロジェクト実施後

のすべてのバイオ燃

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

対象期間で累計  
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料化処理における燃

料使用量（kL/年, t/年, 

m3/年 等） 

・重量計による計測 

PVPJ プロジェクト実施後

における当該プロジ

ェクト用に製造され

たバイオ燃料の重量

（t/年） 

・出荷計量伝票と受入計量伝票で把握 出荷単位ごと  

・重量計による計測 対象期間で累計 

PVPJ,all プロジェクト実施後

における製造された

すべてのバイオ燃料

の重量（t/年） 

・重量計による計測 出荷単位ごと  

ELPJ,process プロジェクト実施後

のすべてのバイオ燃

料化処理における電

力使用量（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間

をもとに算定 

対象期間で累計 

 

 

MCPJ,MeOH BDF の製造における

メタノールの使用量

（t/年） 

・計量器又は定量容器で計測 対象期間で累計  

FPJ,transport,BF プロジェクト実施後

のバイオ燃料の運搬

における燃料使用量

（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

QPJ,heat,output ベースラインの対象

設備による生成熱量

（投入熱量）（GJ/年） 

・熱量計による計測 対象期間で累計 

 

 

FLPJ,heat プロジェクト実施後

の対象設備で加熱さ

れた温水又は蒸気の

使用量（m3/年、kg/年） 

・流量計による計測 対象期間で累計 

 

 

 
2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVPJ, cultivation プロジェクト実施後

のバイオエタノール

の原料生産に使用す

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※1 

※2 
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る燃料の単位発熱量

（GJ/kL, GJ/t, GJ/ 

m3等） 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

CEFPJ, cultivation プロジェクト実施後

のバイオエタノール

の原料生産に使用す

る燃料の単位発熱量

当たりの CO2排出係

数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】検証申請時

に最新のものを使用 

※2 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

HVPJ,transport,feedstock プロジェクト実施後

のバイオマス原料の

運搬に使用する燃料

の 単 位 発 熱 量

（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

※1 

※2 

CEFPJ,transport,feedstock プロジェクト実施後

のバイオマス原料の

運搬に使用する化石

燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

※2 

HVPJ,process プロジェクト実施後

のバイオ燃料化処理

に使用する燃料の単

位発熱量（ GJ/kL, 

GJ/t, GJ/ m3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※1 

※2 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

CEFPJ,process プロジェクト実施後

のバイオ燃料化処理

に使用する化石燃料

の単位発熱量当たり

の CO2 排 出係 数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※2 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご
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と 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数

（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo ･ (1-f (t)) + 

Ca(t)･f (t) 

ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロ

ジェクト開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t 年に対応する全電源 CO2

排出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基

づき、CEFelectricity,t として全電源

CO2 排出係数を利用することがで

きる 

【要求頻度】 

検証申請時において最

新のものを使用 

※2 

※4 

HVPJ, transport,BF プロジェクト実施後

のバイオ燃料の運搬

に使用する燃料の単

位発熱量（GJ/kL,） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

※1 

※2 

CEFPJ,transport,BF プロジェクト実施後

のバイオ燃料の運搬

に使用する燃料の単

位発熱量当たりの

CO2 排 出 係 数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

※2 

 

 

HVPJ,BF プロジェクト実施後

の対象設備で使用す

るバイオ燃料の単位

発熱量（GJ/t） 

・JIS Z 7302-2等に基づき、廃棄物由

来燃料を分析装置又は計量器（熱量

計等）にて測定 

【要求頻度】 

1年に 1回 

 

・供給会社による提供値を利用 【要求頻度】 

1年に 1回。ただし、供

給元変更があった場合

には都度計測 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※3 
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CEFBL,fuel ベースラインの対象

設備で使用する燃料

の単位発熱量当たり

の CO2排出係数 

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

BL ベースラインの対象

設備のエネルギー消

費効率（%） 

・使用化石燃料量及び発生熱量を実測

し、JISに基づき効率を計算 

プロジェクト実施前に

1回 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用 

－ 

TPJ,heat プロジェクト実施後

の対象設備で加熱さ

れた温水の加熱前後

の温度差（K） 

・温度計による計測 【要求頻度】 

定期計測（１時間１回以

上。ただし、１日の代表

値を計測する場合、１日

１回以上） 

※5 

・管理温度（プロジェクト実施者が季

節別、時間別に管理・運営している

温度）をもとに算定 

【要求頻度】 

管理・運用単位ごと 

CPJ,heat 温水の比熱（MJ/（t・

K）） 

・文献値を利用 －  

PJ,heat 温水の密度（t/m3） ・文献値を利用 －  

HPJ,heat プロジェクト実施後

の対象設備で加熱さ

れた蒸気の加熱前後

のエンタルピー差

（kJ/kg） 

・加熱前後の熱媒の温度、圧力を計測

し、それをもとに飽和蒸気表から算

定 

【要求頻度】 

定期計測（１時間１回以

上。ただし、１日の代表

値を計測する場合、１日

１回以上） 

 

・管理温度、圧力（プロジェクト実施

者が季節別、時間別に管理・運営し

ている温度、圧力）をもとに算定 

【要求頻度】 

管理・運用単位ごと 

※5 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 

 

＜※1＞ 
 排出量の算定に用いる燃料の単位発熱量は、高位発熱量（総発熱量）か低位発熱量（真発熱量）の
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いずれかに統一することが必要である。また、プロジェクト実施前後で統一するため、低位発熱量

（真発熱量）のデフォルト値を使用する場合は、「モニタリング・算定規程」に定める換算係数を用

いて低位発熱量（真発熱量）を求めること。 

＜※2＞ 
 海外における排出活動を算定する場合は、「モニタリング・算定規程」に定めるデフォルト値を使用

することはできない。 

＜※3＞ 
 BDFを使用するプロジェクトについては、33MJ/ℓを使用してもよい。 

＜※4＞ 
 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めること。 
＜※5＞ 
 プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱前後の温度差（ TPJ,heat）及びプロジェクト

実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱前後のエンタルピー差（ HPJ,heat）を管理温度、圧力をも

とに算定する場合、当該管理における温度や圧力の変化に応じてモニタリングが行われることを説

明する必要がある。 
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７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 
・ベースラインの対象設備で、化石燃料の使用が説明できる書類（化石燃料調達計画、

契約書、購入伝票等） 

・プロジェクト実施者が系統電力を購入し使用していたことを示す書類（購入伝票等） 

適用条件2を満たすことを

示す資料 

・生産した熱又は電力を自家消費することを示す資料（配管図面、電力系統図等） 

・生産した熱又は電力を外部へ供給している場合には、自家消費分のみをプロジェクト

の対象としていることを示す資料 

適用条件3を満たすことを

示す資料 
・バイオ燃料精製事業者から提供された原料の未利用証明書（使用宣言書） 

適用条件4を満たすことを

示す資料 
・BDFの精製方法を示す資料 

（バイオディーゼル製造設備概要資料等） 

適用条件5を満たすことを

示す資料 

・バイオ燃料の検査成績書（品質規格への適合を示す資料） 

適用条件6を満たすことを

示す資料 

・対象設備において関連法令等に基づき適切にバイオ燃料が使用されることを示す資料 

適用条件7 を満たすこと

を示す資料 

・当該対象設備の方法論に定める適用条件と必要な書類一覧を参照 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を以
下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。
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附属書 B：設備の導入を伴う場合のベースライン排出量の算定について 

対象設備を更新又は新設し、化石燃料又は系統電力からバイオ燃料への代替を行う場合は、以下のよ

うなベースライン排出量の考え方、算定式を用いてベースライン排出量を算定する。本附属書において

「ベースラインの設備」とは、プロジェクト実施前の設備又は標準的な設備を指す。いずれを「ベース

ラインの設備」とするかは、各設備の方法論の条件 1の解説を参照のうえ、決定すること。 
 

1) プロジェクト実施後の対象設備が熱源設備である場合 
1-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の熱源設備による生成熱量を、プロジ

ェクト実施後の熱源設備からではなく、ベースラインの熱源設備から得る場合に想定される CO2排出量
とする。 

100
PJ

,,,,,, BFPJBFPJoutputheatPJoutputheatBL HVFQQ  （式 b-1） 

記号 定義 単位 

QBL,heat, output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FPJ,BF プロジェクト実施後の対象設備におけるバイオ燃料使用

量 

t/年 

HVPJ,BF プロジェクト実施後の対象設備で使用するバイオ燃料の

単位発熱量 

GJ/t 

PJ プロジェクト実施後の対象設備のエネルギー消費効率 ％ 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の活動であるバイオ燃料の製造並びにバイオマス原料及びバイオ燃料の運

搬を行う際に、製造したバイオ燃料を使用することは、プロジェクトとして新たに追加された

燃料使用であり排出削減にはつながらないため、ベースライン排出量の算定の際には、当該燃

料製造又は運搬に使用した分をプロジェクト実施後の対象設備におけるバイオ燃料使用量

（FPJ,BF）から原則として差し引かなければならない。 
 バイオ燃料からボイラー等で生成された熱量が、全量利用されずに一部廃棄されている場合に

は、余剰熱量分を対象設備によるベースライン使用熱量（投入熱量）（QBL,heat,input）から控除す

ること。 
 プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）は、以下のように算定してもよ

い。 
 

1) 温水を製造する場合又は熱媒油を加熱する場合 

3
,,,,,,,, 10heatPJheatPJheatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL CTFLQQ  （式 b-2） 
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記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の使用

量 

m3/年 

TPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱

前後の温度差 

K 

CPJ,heat 温水の比熱 MJ/（t・K） 

PJ,heat 温水の密度 t/m3 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備における生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる

場合は、直接計測した値を用いることができる。 
 
2) 蒸気を製造する場合 

6
,,,,,, 10heatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL HFLQQ  （式 b-3） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の使用

量 

kg /年 

HPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱

前後のエンタルピー差 

kJ/kg 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備における生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる

場合は、直接計測した値を用いることができる。 
 

1-2) ベースライン排出量の算定 

fuelBL
BL

outputheatBLBL CEFQEM ,,,
100

 （式 b-4） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 % 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 

2) プロジェクト実施後の対象設備が発電設備である場合 
2-1) 発電設備を更新する場合 
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2-1-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の発電設備で発電された電力を、プロ

ジェクト実施前の発電設備から得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJBL ELEL  （式 b-5） 

記号 定義 単位 

ELBL ベースラインの発電設備による発電電力量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の発電設備による発電電力量 kWh/年 

 
2-1-2) ベースライン排出量の算定 

fuelBL
BL

BLBL CEFELEM ,
3 100106.3  （式 b-6） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

ELBL ベースラインの発電設備による発電電力量 kWh/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
2-2) 発電設備を新設する場合 
2-2-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に対象設備で発電された電力を、系統

電力から得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJgridBL ELEL ,  （式 b-7） 

記号 定義 単位 

ELBL,grid ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の発電設備による発電電力量 kWh/年 

 
2-2-2) ベースライン排出量の算定 

tyelectricitgridBLBL CEFELEM ,,  （式 b-8） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

ELBL,grid ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
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3) 対象設備がコージェネレーションである場合 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後のコージェネレーションによって得ら

れる生成熱量と電力量を、ベースラインの熱源設備及び系統電力等から得る場合に想定される CO2排出
量とし、1)及び 2)の式の両方を使用する。ただし、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量
（QPJ,heat,output）は、（式 b-2）又は（式 b-3）で算定しなければならない。 
 

4) プロジェクト実施後の対象設備が工業炉、乾燥設備又はロールアイロナーである場合 
4-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の生産量等を、プロジェクト実施後の

工業炉、乾燥設備又はロールアイロナーではなく、ベースラインの工業炉、乾燥設備又はロールアイロ

ナーから得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJBL PP  （式 b-9） 
記号 定義 単位 

PBL ベースラインの工業炉等における生産量等 t/年 等 

PPJ プロジェクト実施後の工業炉等における生産量等 t/年 等 

 
4-2) ベースライン排出量の算定 

fuelBLBLBLMBL CEFBUPEM ,,  （式 b-10） 

before

fuelBLfuelbefore
BL P

HVF
BU ,,

 （式 b-11） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースライン排出量 tCO2/年 

PBL ベースラインの工業炉等における生産量等 t/年 等 

BUBL ベースラインの工業炉等におけるエネルギー使用

原単位 

GJ/t 等 

CEFBL,fuel ベースラインの工業炉等で使用する燃料の単位発

熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

Fbefore,fuel プロジェクト実施前の工業炉等における燃料使用

量 

t/年,kL/年,Nm3/年等 

HVBL,fuel ベースラインの工業炉等で使用する燃料の単位発

熱量 

GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

Pbefore プロジェクト実施前の工業炉等における生産量等 t/年 等 

 

設備の導入を伴う場合に、ベースライン排出量を算定するために追加的に必要となる、モニタリング

項目及びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す（下表に記載のないモニタリング項目については、

６．モニタリング方法の一覧を参照すること。）。 
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1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

ELPJ プロジェクト実施後

の発電設備による発

電電力量(kWh/年) 

・電力計による計測 対象期間で累計  

ELPJ,grid ベースラインの系統

電力使用量 (kWh/

年) 

・電力会社からの請求書をもとに算定 購買ごと  

PPJ プロジェクト実施後

の工業炉等における

生産量等（t/年 等） 

・生産記録をもとに算定 対象期間で累計 ※1 

Pbefore プロジェクト実施前

の工業炉等における

生産量等（t/年 等） 

・生産記録をもとに算定 【要求頻度】 

原則、プロジェクト開始直近の 1

年間以上の実績を累計 

※1 

※2 

Fbefore,fuel プロジェクト実施前

の工業炉における燃

料使用量（t/年 ,kL/

年,Nm3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

【要求頻度】 

プロジェクト開始直近の 1 年間

以上の実績を累計 

※2 

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

PJ プロジェクト実施後

の対象設備のエネル

ギー消費効率（%） 

・使用化石燃料量及び発生熱量を実測

し、JISに基づき効率を計算 

【要求頻度】 

1年に 1回 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値又は対象設備各方法論の附

属書に記された標準的な機器の効率

値を使用 

－ 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
 
＜※1＞ 

 プロジェクト実施前後の工業炉等における生産量等（Pbefore及び PPJ）は、原則、プロジェクト

実施前後で統一された条件で計測されたものであることが必要である。ただし、保守的な値と

なる場合はこの限りではない。 
 プロジェクト実施前後の工業炉等における生産量等（Pbefore及び PPJ）は、エネルギー使用量と

相関関係を示す指標（例：生産量等）を設定する必要があり、その設定に当たっては、当該指

標がエネルギー使用量に最も影響を与えるものであることを合理的に説明しなければならない。 
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＜※2＞ 

 プロジェクト実施前の工業炉等のエネルギー使用原単位に使用する、プロジェクト実施前の工

業炉等における生産量等（Pbefore）及びプロジェクト実施前の工業炉等における燃料使用量

（Fbefore,fuel）は原則としてプロジェクト実施前 1 年間の累積値を把握することが必要である。
ただし、エネルギー使用原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデータ等によ

って合理的に示せる場合には、より短い期間の累積値データにより把握してもよい。 
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方法論番号 EN-R-005 Ver.1.0 
方法論名称 バイオマス固形燃料（下水汚泥由来バイオマス固形燃料）による化石燃料又は系統

電力の代替   

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、ボイラー等の熱源設備、自家発電等の発電設備又はコージェネレーション（以下

「対象設備」という。）において下水汚泥を原料とするバイオマス固形燃料を使用し、それまで

使用していた化石燃料又は系統電力を代替する排出削減活動を対象とするものである。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：バイオマス固形燃料が対象設備で使用される化石燃料を代替する、又はバイオマス固形
燃料で発電された電力の全部又は一部が系統電力等を代替すること。 

 条件 2：原則としてバイオマス固形燃料を利用する対象設備で生産した熱及び電力の全部又は一
部を、自家消費すること。 

 条件 3：バイオマス固形燃料の原料は、未利用の下水汚泥であること。 
 条件 4：バイオマス固形燃料は、炭化固形燃料又は乾燥固形燃料のいずれかであること。 
 条件 5：化石燃料からバイオマス固形燃料への代替だけでなく、設備の導入を伴う場合は、当該
対象設備に対応する方法論に定める適用条件を満たすこと。ただし、プロジェクト実施前後で

の対象設備の効率向上に関する条件は除く。 
  

＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
バイオマス燃料からバイオマス固形燃料に転換しても CO2 排出削減には寄与しないことから、
プロジェクト実施前に対象設備で化石燃料を使用している又は系統電力を使用しているプロジェク

トを対象とする。 
なお、化石燃料と他の燃料（バイオマス固形燃料を含む）を混焼している設備において、プロジ

ェクトにより追加的に使用されるバイオマス固形燃料が、化石燃料と他の燃料のいずれかを代替し

たことが特定できる場合は、本方法論を適用することができる。（削減量を算定する際には、代替し

た化石燃料の応分についてにのみ、算定対象とできる。） 
また、化石燃料等による自家発電設備を有する施設において、バイオマス固形燃料を利用する発

電による発電量が、系統電力の購入電力量又は自家発電量のいずれかを代替したことが特定できる

場合は、本方法論を適用することができる。（削減量を算定する際には、代替した電力量の応分につ

いて、バイオマス固形燃料を利用する発電による発電量に各々の排出係数を乗じることとなる。） 
 
条件 2： 
バイオマス固形燃料を利用する熱源設備を導入したプロジェクト実施者が、生産した蒸気、温水
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又は熱媒油等の熱を外部に供給する場合には、原則として、自家消費する熱量分についてのみ本方

法論の対象とする※1、※2。 
対象設備が発電設備又はコージェネレーションの場合、代替される電力は原則として、自家消費

分に限ることとし、自ら発電した電力のうち他者に提供した電力については対象とはしない※1、※2。

また、発生させた熱又は電力のうち、有効利用されていない分については対象外とする。 
他者に提供した電力には、廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法

※3（平成 14年法律第 62号）に規定される電気事業による新エネルギー等電気の利用に該当するも
の及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成 23年法律第 108
号）に規定される電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に該当するものを含むものとす

る。 
※1：例えば、複数のプロジェクト実施者で熱源設備又は発電設備を協同で設置し、その協同した
プロジェクト実施者において電力を消費するような場合は、自家消費に含まれる。 

※2：ただし、プロジェクト実施者と電力事業者又は熱の供給を受けた事業者との間で、環境価値は
プロジェクト実施者に帰属することを締約したうえで電力又は熱を提供した場合であって、当

該環境価値の帰属状況が証明できる書面（電気事業者又は熱の供給を受けた事業者とプロジェ

クト実施者との間で締結する契約書の写等）等を提出でき、かつ、環境価値のダブルカウント

の防止措置がとられている場合は、この限りではない。 
※3：廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法は、電気事業者による
再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法附則第 12条の規定により、当分の間、な
おその効力を有するものとされている。 

 
条件 3： 
本方法論の対象とするバイオマス固形燃料の原料は、マテリアル利用又はエネルギー利用されて

いない、未利用の下水汚泥に限定する。これには、消化ガスが回収されエネルギー利用されていて

も、それ以降は未利用である下水汚泥も含まれる。 
プロジェクト実施者は、本プロジェクトで原料として利用される下水汚泥が、未利用であること

を証明するため、下水汚泥の供給元（自治体又は下水道局等）から、当該下水汚泥が未利用であっ

たことを示す文書等を入手し、妥当性確認時に提出することが求められる。 
 
条件 4： 
炭化技術としては低温炭化、中温炭化又は高温炭化が、汚泥乾燥技術としては造粒乾燥、油温減

圧乾燥又は改質乾燥が本方法論の対象となる。これらの技術は、燃料としての利用を前提とし、燃

料製品の安全性等が公的機関等において評価されている技術である。 
 
条件 5： 
化石燃料からバイオマス固形燃料への代替だけでなく、設備の更新又は新規導入を行う場合、以

下の方法論に定める追加の適用条件を満たすこと（プロジェクト実施後に対象設備のエネルギー消

費効率がベースラインと比べて低下しても、化石燃料からバイオマス固形燃料への転換によって、
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CO2排出量は削減することが想定される。したがって、各方法論の適用条件に示されている設備の
エネルギー効率向上に関する条件は満たす必要はない。ただし、設備を更新するプロジェクトの場

合は、更新プロジェクトの要件を満たすことを証明しなければならない。）。 
 
プロジェクト概要 該当方法論 追加の適用条件 

ボイラーを更新又は新規導入す

るプロジェクト 

EN-S-001ボイラーの導入 ボイラーを更新するプロジェクトであって

も、方法論に定める条件に該当する場合には、

ボイラーを新設するプロジェクトとしなけれ

ばならない。 

工業炉を更新するプロジェクト EN-S-003工業炉の更新 プロジェクト実施前の工業炉におけるエネル

ギー使用量及び生産量等について、原則とし

て、プロジェクト実施前の 1年間の累積値が

把握可能であること。 

空調設備を更新又は新規導入す

るプロジェクト 

EN-S-004空調設備の導入 空調を更新するプロジェクトであっても、方

法論に定める条件に該当する場合には、空調

を新設するプロジェクトとしなければならな

い。 

コ－ジェネレーションを更新又

は新規導入するプロジェクト 

EN-S-007 コージェネレーシ

ョンの導入 

コージェネレーションを更新するプロジェク

トであっても、方法論に定める条件に該当す

る場合には、コージェネレーションを新設す

るプロジェクトとしなければならない。 

バイオマス由来燃料の熱源設備

を有する外部の事業者から供給

される熱に切り替えるプロジェ

クト 

EN-S-009 外部の高効率熱源

設備を有する事業者からの

熱供給への切替え 

－ 

ロールアイロナーを更新するプ

ロジェクト 

EN-S-017 ロールアイロナー

の更新 

熱や蒸気を消費して稼働するアイロナーの更

新であること。 

プロジェクト実施前のアイロナーにおけるエ

ネルギー使用量及び仕事量について、原則と

して、プロジェクト実施前の 1年間の累積値

が把握可能であること。 

自家用発電機を更新又は新規導

入するプロジェクト 

EN-S-025 自家用発電機の更

新※1 

－ 

乾燥設備を更新するプロジェク

ト 

EN-S-026乾燥設備の更新 プロジェクト実施前の乾燥設備におけるエネ

ルギー使用量及び乾燥重量等について、原則

として、プロジェクト実施前の 1年間の累積

値が把握可能であること。 

※1：当該方法論は、更新プロジェクトのみを対象とした方法論であるが、化石燃料からバイオマ
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方法論 EN-R-005 (ver.1.0) バイオマス固形燃料（下水汚泥由来バイオマス固形燃料）による化石燃料又は系統電力の代替 

ス固形燃料への代替を行うプロジェクトについては、新設プロジェクトに対しても適用する

ことができる。 
 
また、これらの設備の導入を伴う場合は、「４．ベースライン排出量の考え方」及び「５．ベース

ライン排出量の算定」における主要排出活動の算定式については附属書 Bを参照すること。ただし、
ベースラインとプロジェクト実施後で対象設備の効率に変化がない場合は、附属書 Bを参照する必
要はない。 

 
 

２．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2e/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
 

項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライ

ン排出量 

対象設備の使用 CO2 
【主要排出活動】 
ベースラインの対象設備の使用に伴う化石燃料の使用

による排出量 

下水汚泥の埋立

※ 
CH4 

【付随的な排出活動】 
下水汚泥が未利用のまま埋め立てられ、埋立地で発酵

して大気に放出される排出量 

プロジェク

ト実施後排

出量 

対象設備の使用 － 
【主要排出活動】 
プロジェクト実施後の対象設備の使用に伴うバイオマ

ス固形燃料の使用による排出量 

下水汚泥の運搬 CO2 
【付随的な排出活動】 
下水汚泥の採取場所から事前処理場所までの運搬に伴

う化石燃料の使用による排出量 
バイオマス固形

燃料化処理設備

の使用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
バイオマス固形燃料化処理に伴う化石燃料又は電力の

使用による排出量 

バイオマス固形

燃料の運搬 
CO2 

【付随的な排出活動】 
バイオマス固形燃料の製造場所から使用場所までの運

搬に伴う化石燃料の使用による排出量 
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※消化ガスの回収された下水汚泥を原料とするバイオマス固形燃料を使用するプロジェクトの場合、日

本国温室効果ガスインベントリにおいて、消化ガスの回収された下水汚泥の埋立によるメタン発生量

の算定式が明らかにされていないこと、及び、代わりに消化ガスを回収していない下水汚泥の埋立に

よるメタン排出量の算定式を用いて計上すると排出削減量が過大に評価されることから、消化ガス回

収後の下水汚泥の埋立よるメタン発生量は算定できないこととする。 
 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

 
＜主要排出活動＞ 
a) 対象設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 

0,MPJEM  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

 
＜付随的な排出活動＞ 
b) 下水汚泥の運搬によるプロジェクト実施後排出量 
c) バイオマス固形燃料化処理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
d) バイオマス固形燃料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 

 b) から d) の付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度
を算定し、影響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 ただし、複数のモニタリングを省略する付随的な排出活動の影響度の合計を 5％以上にしてはな
らない（影響度の合計が 5％未満となるようにモニタリングを省略する付随的な排出活動を調整
しなければならない）。 

 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 
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biosolidtransportSPJprocessSPJsludgetransportSPJSPJ EMEMEMEM ,,,,,,,,,  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,transport,sludge 下水汚泥の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,process バイオマス固形燃料化処理設備によるプロジェクト実施後排出

量 

tCO2/年 

EMPJ,S,transport,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス燃料の運搬によるプロジェク

ト実施後排出量 

tCO2/年 

 
b) 下水汚泥の運搬によるプロジェクト実施後排出量 

sludgetransportPJsludgetransportPJsludgetransportPJsludgetransportSPJ CEFHVFEM ,,,,,,,,,  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,transport,sludge 下水汚泥の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,transport,sludge プロジェクト実施後の下水汚泥の運搬における燃料使用量 kL/年 

HVPJ,transport,sludge プロジェクト実施後の下水汚泥の運搬に使用する燃料の単位

発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ,transport,sludge プロジェクト実施後の下水汚泥の運搬に使用する燃料の単位

発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 下水汚泥の運搬におけるプロジェクト実施後排出量（EMPJ,S,transport,sludge）の算定に当たっては、燃

費法又はトンキロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細については「モニタリン

グ・算定規程」の別冊を参照すること。 
 国内におけるバイオマス原料の貨物車両による運搬において、運搬に係る貨物車両の最大積載

量が不明な場合は、当該貨物車両の最大積載量を 2,000kgとしてもよい。 
 
c) バイオマス固形燃料化処理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
c-1) 化石燃料を使用する場合 

processPJprocessPJ
allPJ

PJ
processPJprocessSPJ CEFHV

PV
PVFEM ,,

,
,,,  （式 6） 

c-2) 電力を使用する場合 

tyelectricit
allPJ

PJ
processPJprocessSPJ CEF

PV
PVELEM ,

,
,,,  （式 7） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,process バイオマス固形燃料化処理設備の使用によるプロジェクト実

施後排出量 

tCO2/年 
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FPJ,process プロジェクト実施後のすべてのバイオマス固形燃料化処理に

おける燃料使用量 

kL/年、t/年、

m3/年等 

ELPJ,process プロジェクト実施後のすべてのバイオマス固形燃料化処理に

よる電力使用量 

kWh/年 

HVPJ,process プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料化処理に使用する

燃料の単位発熱量 

GJ/kL, GJ/t, 

GJ/ m3等 

CEFPJ,process プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料化処理に使用する

燃料の単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

PVPJ プロジェクト実施後における当該プロジェクト用に製造され

たバイオマス固形燃料の重量 

t/年 

PVPJ,all プロジェクト実施後における製造されたすべてのバイオマス

固形燃料の重量 

t/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
d) バイオマス固形燃料の運搬における排出量 

biosolidtransportPJbiosolidtransportPJbiosolidtransportPJbiosolidtransportSPJ CEFHVFEM ,,,,,,,,,  （式 8） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,transport,biosolid バイオマス固形燃料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,transport,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の運搬における燃

料使用量 

kL/年 

HVPJ, transport,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の運搬に使用する

燃料の単位発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ, transport,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の運搬に使用する

燃料の単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオマス固形燃料の運搬によるプロジェクト実施後排出量（EMPJ,S,transport,biosolid）の算定に当たっ

ては、燃費法又はトンキロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細については「モ

ニタリング・算定規程」の別冊を参照すること。 
 国内におけるバイオマス原料の貨物車両による運搬において、運搬に係る貨物車両の最大積載

量が不明な場合は、当該貨物車両の最大積載量を 2,000kgとしてもよい。 
 
 
 

４．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に対象設備に投入される熱量を、バイ

オマス固形燃料ではなく、それまで使用していた化石燃料から得る場合に想定される二酸化炭素排出量

とする。ただし、生成熱量をモニタリングする場合には、プロジェクト実施後の対象設備における生成

熱量を、それまで使用していた化石燃料を使用して得る場合に想定される CO2排出量としてもよい。 



 
 

8 

方法論 EN-R-005 (ver.1.0) バイオマス固形燃料（下水汚泥由来バイオマス固形燃料）による化石燃料又は系統電力の代替 

なお、設備の導入を伴う場合のベースライン排出量の考え方は、附属書 Bを参照すること。 

biosolidPJbiosolidPJinputheatPJinputheatBL HVFQQ ,,,,,,  （式 9） 

記号 定義 単位 

QBL heat,input ベースラインの対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

QPJheat,input  プロジェクト実施後の対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

FPJ,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料使用量 t/年 

HVPJ,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の単位発熱量 GJ/t 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の活動であるバイオマス固形燃料の製造及び下水汚泥並びにバイオマス固

形燃料の運搬を行う際に、製造したバイオマス固形燃料を使用することは、プロジェクトとし

て新たに追加された燃料使用であり排出削減にはつながらないため、ベースライン排出量の算

定の際には、当該燃料製造又は運搬に使用した分をプロジェクト実施後のバイオマス固形燃料

使用量（FPJ,biosolid）から原則として差し引かなければならない。 
 バイオマス固形燃料からボイラー等で生成された熱量が、全量利用されずに一部廃棄されてい

る場合には、余剰熱量分を対象設備におけるベースライン使用熱量（投入熱量）（QBL,heat,input）

から控除すること。 
 
＜プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）から算定する場合＞ 
1) 温水を製造する場合又は熱媒油を加熱する場合 

3
,,,,,,,, 10heatPJheatPJheatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL CTFLQQ  （式 10） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の使用

量 

m3/年 

TPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱

前後の温度差 

K 

CPJ,heat 温水の比熱 MJ/（t・K） 

PJ,heat 温水の密度 t/m3 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 
2) 蒸気を製造する場合 

6
,,,,,, 10heatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL HFLQQ  （式 11） 
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記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備における生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備におけるの生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の使用

量 

kg /年 

HPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱

前後のエンタルピー差 

kJ/kg 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備における生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる

場合は、直接計測した値を用いることができる。 
 

 

５．ベースライン排出量の算定 

SBLMBLBL EMEMEM ,,   （式 12） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

EMBL,S ベースラインの付随的な排出量 tCO2e/年 

 
＜主要排出活動＞ 
なお、設備の導入を伴う場合のベースラインにおける主要排出活動の排出量の算定方法は、附属書 B
を参照すること。 

 
a) 対象設備の使用によるベースライン排出量 

fuelBLinputheatBLMBL CEFQEM ,,,,     （式 13） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

QBL,heat,input ベースラインの対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当たり

の CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
＜プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）から算定する場合＞ 

fuelBL
BL

outputheatBLMBL CEFQEM ,,,,
100

    （式 14） 

記号 定義 単位 
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EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 % 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する化石燃料の単位発熱

量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオマス固形燃料と化石燃料を混焼している場合は、対象設備で実測した総発熱量を、バイ

オマス固形燃料と化石燃料の熱量比によって按分することでベースラインの対象設備による生

成熱量（QBL,heat,output）を求めることができる。 
 
 

＜付随的な排出活動＞ 
b) 下水汚泥の埋立によるベースライン排出量 

 付随的な排出活動については、排出量の算定を省略してもよい。 
 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 
b) 下水汚泥の埋立によるベースライン排出量 

4,4,, )1( CHsludgeCHysludgeSBL GWPOXEFAEM  （式 15） 

sludgeysludgeysludge DRWA 1,,  （式 16） 

記号 定義 単位 

EMBL,S ベースラインの付随的な排出量 tCO2e/年 

Asludge,y 未焼却で埋め立てられた下水汚泥のうち算定対象年（y）に分

解した量（乾燥ベース） 

t 

EFCH4,sludge 未焼却で埋め立てられた下水汚泥が分解しメタンが発生する

排出係数（乾燥ベース） 

tCH4/t 

OX 埋立処分場の覆土による CH4 酸化率 － 

GWPCH4 メタンガスの地球温暖化係数 tCO2/tCH4 

Wsludge,y-1 算定対象年（y）の前年（y-1）末までに埋立処分場に分解さ

れずに残存すると想定される汚泥のうち、プロジェクトで原

料として用いられた量（乾燥ベース） 

t 

DRsludge 汚泥の年間の分解率 － 

 未焼却で埋め立てられた下水汚泥のうち算定対象年（y）に分解した量（Asludge,y）には、消化ガ

ス回収後にバイオマス固形燃料化された下水汚泥を算定対象として含めてはならない。 
 

＜未焼却で埋め立てられた下水汚泥のうち算定対象年（y）に分解した量について＞ 
 本方法論で対象としている下水汚泥は、プロジェクトの期間内に埋め立てられたであろう下水

汚泥に限定している。したがって、プロジェクトの 1年目（y=1）は、その前年（y-1=1-1=0）
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から埋立処分場に残存している下水汚泥は含まれない。すなわち、本方法論による「未焼却下

水汚泥の埋立から発生するメタン由来のベースライン排出量」は、プロジェクト開始後 2 年以
降から算定することができる。 
（算定例）100t(y=1), 200t(y=2), 100t(y=3)の下水汚泥が対象でプロジェクト開始後 3年間のベ

ースライン排出量算定に用いられる汚泥の量（Asludge,y） 
y=1：Asludge,1 = Wsludge,0 (0t)×DRsludge (0.171) = 0t 
y=2：Asludge,2 = Wsludge,1 (0t +100t)×DRsludge (0.171) = 17.1t 
y=3：Asludge,3 = Wsludge,2 (100t×(1-0.171)+200t=282.9t)×DRsludge (0.171)) = 48.4t 

 

６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成」する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングす

ること。 
 
1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

FPJ,transport,sludge プロジェクト実施後の

下水汚泥の運搬に使用

する燃料使用量（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

 

FPJ,process プロジェクト実施後の

すべてのバイオマス固

形燃料化処理における

燃料使用量（kL/年, t/年, 

m3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

PVPJ プロジェクト実施後に

おける当該プロジェク

ト用に製造されたバイ

オマス固形燃料の重量

（t/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

PVPJ,all プロジェクト実施後に

おける製造されたすべ

てのバイオマス固形燃

料の重量（t/年） 

・重量計による計測 出荷単位ごと  
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方法論 EN-R-005 (ver.1.0) バイオマス固形燃料（下水汚泥由来バイオマス固形燃料）による化石燃料又は系統電力の代替 

ELPJ,process プロジェクト実施後の

すべてのバイオマス固

形燃料化処理における

電力使用量（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間

をもとに算定 

対象期間で累計 

 

 

FPJ,transport,biosolid プロジェクト実施後の

バイオマス固形燃料の

運搬における燃料使用

量（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

FPJ,biosolid プロジェクト実施後の

対象設備におけるバイ

オマス固形燃料使用量

（t/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計 

 

 

QPJ,heat,output ベースラインの対象設

備による生成熱量（投入

熱量）（GJ/年） 

・熱量計による計測 対象期間で累計  

FLPJ,heat プロジェクト実施後の

対象設備で加熱された

温水又は蒸気の使用量

（m3/年、kg/年） 

・流量計による計測 対象期間で累計  

Wsludge,y-1 算定対象年（y）の前年

（y-1）末までに埋立処

分場に分解されずに残

存すると想定される汚

泥のうち、プロジェクト

で原料として用いられ

た量（乾燥ベース） (t/

年) 

・バイオマス固形燃料化された下水汚泥

を基に算定 

対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVPJ,transport,sludge プロジェクト実施後

の下水汚泥の運搬に

使用する燃料の単位

発熱量（GJ/kL,） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

※1 

※2 

CEFPJ,transport,sludge プロジェクト実施後

の下水汚泥の運搬に

使用する燃料の単位

発熱量当たりの CO2

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

※2 
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方法論 EN-R-005 (ver.1.0) バイオマス固形燃料（下水汚泥由来バイオマス固形燃料）による化石燃料又は系統電力の代替 

排出係数（tCO2/GJ） 

HVPJ,process プロジェクト実施後

のバイオマス固形燃

料化処理に使用する

燃料の単位発熱量

（GJ/kL, GJ/t, GJ/ 

m3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※1 

※2 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用

する場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

CEFPJ,process プロジェクト実施後

のバイオマス固形燃

料化処理に使用する

化石燃料の単位発熱

量当たりのCO2排出

係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※2 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用

する場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

CEFelectricity,t 電力のCO2排出係数

（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･

f (t) 
ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロジ

ェクト開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源 CO2排

出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基づ

き、CEFelectricity,tとして全電源 CO2 排

出係数を利用することができる 

【要求頻度】 

検証申請時において最

新のものを使用 

※2 

※6 

HVPJ,transport,biosolid プロジェクト実施後

のバイオマス固形燃

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

※1 

※2 
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方法論 EN-R-005 (ver.1.0) バイオマス固形燃料（下水汚泥由来バイオマス固形燃料）による化石燃料又は系統電力の代替 

料の運搬に使用する

燃料の単位発熱量

（GJ/kL） 

のを使用 

 

CEFPJ,transport,biosolid プロジェクト実施後

のバイオマス固形燃

料の運搬に使用する

化石燃料の単位発熱

量当たりのCO2排出

係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

※2 

HVPJ,biosolid プロジェクト実施後

の対象設備で使用す

るバイオマス固形燃

料 の 単 位 発 熱 量

（GJ/t） 

・JIS Z 7302-2等に基づき、廃棄物由来

燃料を分析装置又は計量器（熱量計

等）にて測定 

【要求頻度】 

1年に 1回 

※2 

・供給会社による提供値を利用 【要求頻度】 

1年に 1回。ただし、供

給元変更があった場合

には都度計測 

CEFBL,fuel ベースラインの対象

設備で使用する燃料

の単位発熱量当たり

の CO2排出係数 

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用

する場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

BL ベースラインの対象

設備のエネルギー消

費効率（%） 

・使用化石燃料量及び発生熱量を実測

し、JISに基づき効率を計算 

プロジェクト実施前に

1回 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカタ

ログ値を使用 

－ 

TPJ,heat プロジェクト実施後

の対象設備で加熱さ

れた温水の加熱前後

の温度差（K） 

・温度計による計測 【要求頻度】 

定期計測（１時間１回以

上。ただし、１日の代表

値を計測する場合、１日

１回以上） 

※7 

・管理温度（プロジェクト実施者が季節

別、時間別に管理・運営している温度）

をもとに算定 

【要求頻度】 

管理・運用単位ごと 

CPJ,heat 温水の比熱（MJ/（t・

K）） 

・文献値を利用 －  
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PJ,heat 温水の密度（t/m3） ・文献値を利用 －  

HPJ,heat プロジェクト実施後

の対象設備で加熱さ

れた蒸気の加熱前後

のエンタルピー差

（kJ/kg） 

・加熱前後の熱媒の温度、圧力を計測し、

それをもとに飽和蒸気表から算定 

【要求頻度】 

定期計測（１時間１回以

上。ただし、１日の代表

値を計測する場合、１日

１回以上） 

 

・管理温度、圧力（プロジェクト実施者

が季節別、時間別に管理・運営してい

る温度、圧力）をもとに算定 

【要求頻度】 

管理・運用単位ごと 

※7 

EFCH4,sludge 未焼却で埋め立てら

れた下水汚泥が分解

しメタンが発生する

排出係数（乾燥ベー

ス）（tCH4/t） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告

書記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※3 

OX 埋立処分場の覆土に

よる CH4 酸化率 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告

書記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※4 

GWPCH4 メタンガスの地球温

暖 化 係 数

（tCO2e/tCH4） 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

DRsludge 汚泥の年間の分解率

（t） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告

書記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※5 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリングに係る要求事項」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 

 

＜※1＞ 
 排出量の算定に用いる燃料の単位発熱量は、高位発熱量（総発熱量）か低位発熱量（真発熱量）の

いずれかに統一することが必要である。また、プロジェクト実施前後で統一するため、低位発熱量

（真発熱量）のデフォルト値を使用する場合は、「モニタリング・算定規程」に定める換算係数を用

いて低位発熱量（真発熱量）を求めること。 

＜※2＞ 
 海外における排出活動を算定する場合は、「モニタリング・算定規程」に定めるデフォルト値を使用

することはできない。 

＜※3＞ 
 「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」では 0.1333と設定。 
＜※4＞ 
 「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」では 0.1と設定。 
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＜※5＞ 
 「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」では 0.171と設定。 
＜※6＞ 

 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 

＜※7＞ 
 プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱前後の温度差（ TPJ,heat）及びプロジェ

クト実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱前後のエンタルピー差（ HPJ,heat）を管理温度、

圧力をもとに算定する場合、当該管理における温度や圧力の変化に応じてモニタリングが行わ

れることを説明する必要がある。 
 

７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 
・ベースラインの対象設備で、化石燃料の使用が説明できる書類（化石燃料調達計画、

契約書、購入伝票等） 

・プロジェクト実施者が系統電力を購入し使用していたことを示す書類（購入伝票等） 

適用条件2を満たすことを

示す資料 

・生産した熱又は電力を自家消費することを示す資料（配管図面、電力系統図等） 

・生産した熱又は電力を外部へ供給している場合には、自家消費分のみをプロジェクト

の対象としていることを示す資料 

適用条件3を満たすことを

示す資料 
・下水汚泥の供給元（自治体、下水道局など）から、当該下水汚泥が未利用であったこ

とを示す文書 

適用条件4を満たすことを

示す資料 
・バイオマス固形燃料化の技術概要が分かるもの（設備のパンフレット等） 

適用条件5を満たすことを

示す資料 
・当該対象設備の方法論に定める適用条件と必要な書類一覧を参照 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 

 

 



 
 

17 

方法論 EN-R-005 (ver.1.0) バイオマス固形燃料（下水汚泥由来バイオマス固形燃料）による化石燃料又は系統電力の代替 

附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を以
下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。
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方法論 EN-R-005 (ver.1.0) バイオマス固形燃料（下水汚泥由来バイオマス固形燃料）による化石燃料又は系統電力の代替 

附属書 B：設備の導入を伴う場合のベースライン排出量の算定について 

対象設備を更新又は新設し、化石燃料又は系統電力からバイオマス固形燃料への代替を行う場合は、

以下のようなベースライン排出量の考え方、算定式を用いてベースライン排出量を算定する。本附属書

において「ベースラインの設備」とは、プロジェクト実施前の設備又は標準的な設備を指す。いずれを

「ベースラインの設備」とするかは、各設備の方法論の条件 1の解説を参照のうえ、決定すること。 
 

1)プロジェクト実施後の対象設備が熱源設備である場合 
1-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の熱源設備による生成熱量を、プロジ

ェクト実施後の熱源設備からではなく、ベースラインの熱源設備から得る場合に想定される CO2排出量
とする。 

100
PJ

,,,,,, biosolidPJbiosolidPJoutputheatPJoutputheatBL HVFQQ  （式 b-1） 

記号 定義 単位 

QBL,heat, output ベースラインの対象設備における生成熱量 GJ/年 

QPJ heat,output プロジェクト実施後の対象設備における生成熱量 GJ/年 

FPJ,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料使用量 t/年 

HVPJ,biosolid プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の単位発熱量 GJ/t 

PJ プロジェクト実施後の対象設備のエネルギー消費効率 ％ 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の活動であるバイオマス固形燃料の製造並びに下水汚泥及びバイオマス固

形燃料の運搬を行う際に、製造したバイオマス固形燃料を使用することは、プロジェクトとし

て新たに追加された燃料使用であり排出削減にはつながらないため、ベースライン排出量の算

定の際には、当該燃料製造又は運搬に使用した分をバイオマス固形燃料使用量（FPJ,biosolid）か

ら原則として差し引かなければならない。 
 バイオマス固形燃料からボイラー等で生成された熱量が、全量利用されずに一部廃棄されてい

る場合には、余剰熱量分を対象設備におけるベースライン使用熱量（投入熱量）（QBL,heat,input）

から控除すること。 
 プロジェクト実施後の対象設備における生成熱量（QPJ,heat,output）は、以下のように算定しても

よい。 
 
1) 温水を製造する場合又は熱媒油を加熱する場合 

3
,,,,,,,, 10heatPJheatPJheatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL CTFLQQ  （式 b-2） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 
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QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の使用

量 

m3/年 

TPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱

前後の温度差 

K 

CPJ,heat 温水の比熱 MJ/（t・K） 

PJ,heat 温水の密度 t/m3 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 
2) 蒸気を製造する場合 

6
,,,,,, 10heatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL HFLQQ  （式 b-3） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の使用

量 

kg 3/年 

HPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱

前後のエンタルピー差 

kJ/kg 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 

1-2) ベースライン排出量の算定 

fuelBL
BL

outputheatBLMBL CEFQEM ,,,,
100

 （式 b-4） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 % 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 

2) プロジェクト実施後の対象設備が発電設備である場合 
2-1) 発電設備を更新する場合 
2-1-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の発電設備で発電された電力を、プロ
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ジェクト実施前の発電設備から得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJBL ELEL  （式 b-5） 

記号 定義 単位 

ELBL ベースラインの発電設備による発電電力量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の発電設備による発電電力量 kWh/年 

 
2-1-2) ベースライン排出量の算定 

fuelBL
BL

BLMBL CEFELEM ,
3

,
100106.3  （式 b-6） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

ELBL ベースラインの発電設備による発電電力量 kWh/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
2-2) 発電設備を新設する場合 
2-2-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に対象設備で発電された電力を、系統

電力から得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJgridBL ELEL ,  （式 b-7） 

記号 定義 単位 

ELBL,grid ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の発電設備による発電電力量 kWh/年 

 
2-2-2) ベースライン排出量の算定 

tyelectricitgridBLMBL CEFELEM ,,,  （式 b-8） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

ELBL,grid ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
3) 対象設備がコージェネレーションである場合 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後のコージェネレーションによって得ら
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れる生成熱量と電力量を、ベースラインの熱源設備及び系統電力等から得る場合に想定される CO2排出
量とし、1)及び 2)の式の両方を使用する。ただし、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量
（QPJ,heat,output）は、（式 b-2）又は（式 b-3）で算定しなければならない。 

 
4) プロジェクト実施後の対象設備が工業炉、乾燥設備又はロールアイロナーである場合 
4-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の生産量等を、プロジェクト実施後の

工業炉、乾燥設備又はロールアイロナーではなく、ベースラインの工業炉、乾燥設備又はロールアイロ

ナーから得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJBL PP  （式 b-9） 
記号 定義 単位 

PBL ベースラインの工業炉等における生産量等 t/年 等 

PPJ プロジェクト実施後の工業炉等における生産量等 t/年 等 

 
4-2) ベースライン排出量の算定 

fuelBLBLBLMBL CEFBUPEM ,,  （式 b-10） 

before

fuelBLfuelbefore
BL P

HVF
BU ,,

 （式 b-11） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースライン排出量 tCO2/年 

PBL ベースラインの工業炉等における生産量等 t/年 等 

BUBL ベースラインの工業炉等におけるエネルギー使用

原単位 

GJ/t 等 

CEFBL,fuel ベースラインの工業炉等で使用する燃料の単位発

熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

Fbefore,fuel プロジェクト実施前の工業炉等における燃料使用

量 

t/年,kL/年,Nm3/年等 

HVBL,fuel ベースラインの工業炉等で使用する燃料の単位発

熱量 

GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

Pbefore プロジェクト実施前の工業炉等における生産量等 t/年 等 
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設備の導入を伴う場合に、ベースライン排出量を算定するために追加的に必要となる、モニタリング

項目及びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す（下表に記載のないモニタリング項目については、

６．モニタリング方法の一覧を参照すること。）。 
 

1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

ELPJ プロジェクト実施後

の発電設備による発

電電力量(kWh/年) 

・電力計による計測 対象期間で累計  

ELPJ,grid ベースラインの系統

電力使用量 (kWh/

年) 

・電力会社からの請求書をもとに算定 購買ごと  

PPJ プロジェクト実施後

の工業炉における生

産量等（t/年 等） 

・生産記録をもとに算定 対象期間で累計 ※1 

Pbefore プロジェクト実施前

の工業炉における生

産量等（t/年 等） 

・生産記録をもとに算定 【要求頻度】 

原則、プロジェクト開始直近の 1

年間以上の実績を累計 

※1 

※2 

Fbefore,fuel プロジェクト実施前

の工業炉等における

燃料使用量（t/年,kL/

年,Nm3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

【要求頻度】 

プロジェクト開始直近の 1 年間

以上の実績を累計 

※2 

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

PJ プロジェクト実施後

の対象設備のエネル

ギー消費効率（%） 

・使用化石燃料量及び発生熱量を実測

し、JISに基づき効率を計算 

【要求頻度】 

1年に 1回 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値又は対象設備各方法論の附

属書に記された標準的な機器の効率

値を使用 

－ 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
 
＜※1＞ 

 プロジェクト実施前後の工業炉等における生産量等（Pbefore及び PPJ）は、原則、プロジェクト

実施前後で統一された条件で計測されたものであることが必要である。ただし、保守的な値と

なる場合はこの限りではない。 
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 プロジェクト実施前後の工業炉等における生産量等（Pbefore及び PPJ）は、エネルギー使用量と

相関関係を示す指標（例：生産量等）を設定する必要があり、その設定に当たっては、当該指

標がエネルギー使用量に最も影響を与えるものであることを合理的に説明しなければならない。 
 
＜※2＞ 

 プロジェクト実施前の工業炉等のエネルギー使用原単位に使用する、プロジェクト実施前の工

業炉等における生産量等（Pbefore）及びプロジェクト実施前の工業炉等における燃料使用量

（Fbefore,fuel）は原則としてプロジェクト実施前 1 年間の累積値を把握することが必要である。
ただし、エネルギー使用原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデータ等によ

って合理的に示せる場合には、より短い期間の累積値データにより把握してもよい。 
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方法論 EN-R-006(ver.1.0)  水力発電設備の導入 

方法論番号 EN-R-006 Ver.1.0 
方法論名称 水力発電設備の導入 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、水力発電設備を導入することにより、系統電力等を代替する排出削減活動を対象

とするものである。 
 
 

１．適用条件 

本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：水力発電設備を設置すること。 
 条件 2：原則として、水力発電設備で発電した電力の全部又は一部を、自家消費すること。 
 条件 3：水力発電設備で発電した電力が、系統電力等を代替するものであること。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 2： 
代替される電力は原則として、自家消費分に限ることとし、発電した電力のうち他者に提供し

た電力については対象とはしない※1、※2。他者に提供した電力には、廃止前の電気事業者による

新エネルギー等の利用に関する特別措置法※3（平成 14年法律第 62号）に規定される電気事業者
による新エネルギー等電気の利用に該当するもの及び電気事業者による再生可能エネルギー電気

の調達に関する特別措置法（平成 23 年法律第 108 号）に規定される電気事業者による再生可能
エネルギー電気の調達に該当するものを含むものとする。 
※1：例えば、複数のプロジェクト実施者で発電設備を協同で設置し、その協同したプロジェク
ト実施者において電力を消費するような場合は、自家消費に含まれる。 

※2：ただし、プロジェクト実施者と電力事業者との間で、環境価値はプロジェクト実施者に帰
属することを締約したうえで電力を提供した場合であって、当該環境価値の帰属状況が証明

できる書面（電気事業者とプロジェクト実施者との間で締結する契約書の写等）等を提出で

き、かつ、環境価値のダブルカウントの防止措置がとられている場合は、この限りではない。 
※3：廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法は、電気事業者によ
る再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法附則第 12条の規定により、当分の間、
なおその効力を有するものとされている。 

 
条件 3： 
原則、系統電力の使用を、水力発電設備で発電した電力で代替するプロジェクトを対象とする。 
ただし、化石燃料等による自家発電設備を有する施設において、水力発電による発電量が、系

統電力の購入電力量又は自家発電量のいずれかを代替したことが特定できる場合は、本方法論を

適用することができる。（削減量を算定する際には、代替した電力量の応分について、水力発電に

よる発電量に各々の排出係数を乗じることとなる。） 
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2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2 /年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2 /年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

系統電力等

の使用 
CO2 

【主要排出活動】 
ベースラインの系統電力等の使用に伴う排出量 

プロジェクト

実施後 
排出量 

水力発電設

備の利用 
― 

【主要排出活動】 
プロジェクト実施後の水力発電設備の使用に伴う排出量 

電力制御装

置の使用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用に伴

う電力の使用による排出量 
蓄電池の使

用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
蓄電池の充放電の過程における電力のロスに伴う排出量 

 電力制御装置（パワーコンディショナー等）における電力使用量又は蓄電池における充放電ロ

スを差し引いた発電電力量をモニタリングする場合は、当該補機類の使用に係る排出量を算定

する必要はない。 
 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

 
＜主要排出活動＞ 

a) 水力発電設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
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0,MPJEM  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

 
＜付随的な排出活動＞ 

b) 電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用によるプロジェクト実施後排出量 
c) 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 

 b) から c) の付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度
を算定し、影響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 ただし、複数のモニタリングを省略する付随的な排出活動の影響度の合計を 5％以上にしてはな
らない（影響度の合計が 5％未満となるようにモニタリングを省略する付随的な排出活動を調整
しなければならない）。 

 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 

batterySPJcontrolSPJSPJ EMEMEM ,,,,,  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,control 電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用によるプロ

ジェクト実施後排出量 

tCO2/年 

EMPJ,S,battery 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
b) 電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricitcontrolPJcontrolSPJ CEFELEM ,,,,  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,control 電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用による

プロジェクト実施後排出量 

tCO2/年 

ELPJ, control  プロジェクト実施後の電力制御装置（パワーコンディショ

ナー等）における電力使用量 

kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
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c) 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricitbatteryPJbatterySPJ CEFELEM ,,,,  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,battery 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

ELPJ, battery プロジェクト実施後の蓄電池おける電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
 

 
 

4．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に自家消費する電力量を、プロジェク

ト実施後の水力発電設備からではなく、ベースラインの系統電力等から得る場合に想定される CO2排出
量である。 

hyrhyPJBL ELELELEL  （式 7） 

記号 定義 単位 

ELBL ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の水力発電設備による発電電力量の

うち自家消費した電力量 

kWh/年 

ELhy プロジェクト実施後の水力発電設備による発電電力量 kWh/年 

ELhyr プロジェクト実施後の水力発電設備の発電電力量のうち

他者に提供した電力量 

kWh/年 

 
 

５．ベースライン排出量の算定 

tyelectricitBLBL CEFELEM ,  （式 8） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

ELBL ベースライン電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
 

６．モニタリング方法 

ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に
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従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

ELPJ プロジェクト実施後

の水力発電設備によ

る発電電力量のうち

自家消費した電力量

（kWh/年） 

・電力計による計測 

 

対象期間で累計  

ELhy プロジェクト実施後

の水力発電設備によ

る発電電力量（kWh/

年） 

・電力計による計測 

 

対象期間で累計  

ELhyr プロジェクト実施後

の水力発電設備の発

電電力量のうち他者

に提供した電力量

（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

 

対象期間で累計  

ELPJ,control プロジェクト実施後

の電力制御装置（パ

ワーコンディショナ

ー等）における電力

使用量（kWh/年） 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間をも

とに算定 

対象期間で累計  

ELPJ,battery プロジェクト実施後

蓄電池における電力

使用量（kWh/年） 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間をも

とに算定 

対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

CFelectricity,t 電力の CO2 排出係

数（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･f (t) 

ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロジェクト

開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源 CO2排出係数 

f (t) : 移行関数 

【要求頻度】 

検証申請時において最

新のものを使用 

※1 



 

6 

方法論 EN-R-006(ver.1.0)  水力発電設備の導入 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基づき、

CEFelectricity,tとして全電源 CO2排出係数を

利用することができる 

＜※1＞ 
 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 

 
 

７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって提出する必要がある資料一覧＞ 
 本方法論に従い作成されたプロジェクト計画 
 署名と押印をした制度利用に伴う誓約書 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすこ
とを示す資料 

・水力発電設備の設置状況が分かる設計図面、設置後の写真 

・水力発電設備の仕様等 

適用条件2を満たすこ
とを示す資料 

・発電した電力を自家消費することを示す資料（電力系統図等） 

・発電した電力を外部へ供給している場合には、自家消費分のみをプロジェクトの対象

としていることを示す資料 

適用条件3を満たすこ
とを示す資料 

・プロジェクト実施前に系統電力等を使用していたことが確認できる資料（電気事業者

からの購買伝票等） 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施前後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を
以下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
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方法論番号 ES-R-007 Ver.1.0 
方法論名称 バイオガス（嫌気性発酵によるメタンガス）による化石燃料又は系統電力の代替  

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、ボイラー等の熱源設備、自家発電等の発電設備、又はコージェネレーション（以

下「対象設備」という。）においてバイオガス（嫌気性発酵によるメタンガス）を使用し、それ

まで使用していた化石燃料又は系統電力を代替する排出削減活動を対象とするものである。 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：バイオガスが対象設備で使用される化石燃料を代替する、又はバイオガスで発電された
電力の全部又は一部が系統電力等を代替すること。 

 条件 2：原則として、バイオガスを利用する対象設備で生産した熱及び電力の全部又は一部を、
自家消費すること。 

 条件 3：バイオガスの原料は、未利用の廃棄物等であること。 
 条件 4：バイオガスの原料は、6か月以上、屋外等密閉されていない場所で保管・貯留されない
こと。 

 条件 5：化石燃料からバイオガスへの代替だけでなく、設備の導入を伴う場合は、当該対象設備
に対応する方法論に定める適用条件を満たすこと。ただし、プロジェクト実施前後での対象設

備の効率向上に関する条件は除く。 
  

＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
バイオマス燃料からバイオガスに転換しても CO2 排出削減には寄与しないことから、プロジェ
クト実施前に対象設備で化石燃料を使用している又は系統電力を使用しているプロジェクトを対象

とする。 
なお、化石燃料と他の燃料（バイオガスを含む）を混焼している設備において、プロジェクトに

より追加的に使用されるバイオガスが、化石燃料と他の燃料のいずれかを代替したことが特定でき

る場合は、本方法論を適用することができる。（削減量を算定する際には、代替した化石燃料の応分

についてにのみ、算定対象とできる。） 
また、化石燃料等による自家発電設備を有する施設において、バイオガスを利用する発電による

発電量が、系統電力の購入電力量又は自家発電量のいずれかを代替したことが特定できる場合は、

本方法論を適用することができる。（削減量を算定する際には、代替した電力量の応分について、バ

イオマスガスを利用する発電による発電量に各々の排出係数を乗じることとなる。） 
 
条件 2： 
バイオガスを利用する熱源設備を導入したプロジェクト実施者が、生産した蒸気、温水又は熱媒

油等の熱を外部に供給する場合には、原則として、自家消費する熱量分についてのみ本方法論の対
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象とする※1、※2。 
対象設備が発電設備又はコージェネレーションの場合、代替される電力は原則として、自家消費

分に限ることとし、自ら発電した電力のうち他者に提供した電力については対象とはしない※1、※2。

また、発生させた熱又は電力のうち、有効利用されていない分については対象外とする。 
他者に提供した電力には、廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法

※3（平成 14年法律第 62号）に規定される電気事業による新エネルギー等電気の利用に該当するも
の及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成 23年法律第 108
号）に規定される電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に該当するものを含むものとす

る。 
※1：例えば、複数のプロジェクト実施者で熱源設備又は発電設備を協同で設置し、その協同した
プロジェクト実施者において電力を消費するような場合は、自家消費に含まれる。 

※2：ただし、プロジェクト実施者と電力事業者又は熱の供給を受けた事業者との間で、環境価値は
プロジェクト実施者に帰属することを締約したうえで電力又は熱を提供した場合であって、当

該環境価値の帰属状況が証明できる書面（電気事業者又は熱の供給を受けた事業者とプロジェ

クト実施者との間で締結する契約書の写等）等を提出でき、かつ、環境価値のダブルカウント

の防止措置がとられている場合は、この限りではない。 
※3：廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法は、電気事業者による
再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法附則第 12条の規定により、当分の間、な
おその効力を有するものとされている。 

 
条件 3： 
本方法論の対象とするバイオガスの原料は、原料及び原料から発生する消化ガス（メタンガス）

が、マテリアル利用又はエネルギー利用されていない、未利用の廃棄物等に限定する。廃棄物等に

は、下記が含まれる。 
① 事業所から排出される食品廃棄物（性状又は需給の観点から飼料化が困難なものであること） 
② 一般家庭から排出される生ごみ等 
③ 下水汚泥 
④ 排水 
⑤ 家畜ふん尿（牛（乳用牛、肉用牛）、豚、鶏（採卵鶏、ブロイラー）によるものであること） 
また、プロジェクトが行われなければ廃棄物処理施設等において熱回収（発電を含む）されてい

た原料を使用する場合、原則として本方法論の対象としない。ただし、プロジェクト実施者におい

て廃棄物等が処理されていたであろう廃棄物処理施設の特定、及び当該施設における熱回収率が調

査・立証できる場合には、本方法論を適用可能とし、その熱回収率にてベースライン排出量を補正

することとする。 
 
条件 4： 
バイオガスの原料となる廃棄物等が 6ヶ月※1以上、屋外等密閉されていない場所で保管又は貯留

される場合に、分解に伴う消化ガス（メタンガス）が発生し大気中に放出される可能性があるため、
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そのような原料は本方法論の対象としては認めない。 
※1：「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012 年 4 月」温室効果ガスインベントリオフィス
（GIO）編では、「8.2.1.管理処分場からの排出」において、生分解性廃棄物が埋め立てられた
時点から分解が起こるまでのタイムラグ（分解遅延時間）として 2006年 IPCCガイドライン
に示されるデフォルト値の 6ヶ月を採用している。 

 
条件 5： 
化石燃料からバイオガスへの代替だけでなく、設備の更新又は新規導入を行う場合、以下の方法

論に定める追加の適用条件を満たすこと（プロジェクト実施後に対象設備のエネルギー消費効率が

ベースラインと比べて低下しても、化石燃料からバイオガスへの転換によって、CO2排出量は削減
することが想定される。したがって、各方法論の適用条件に示されている設備のエネルギー効率向

上に関する条件は満たす必要はない。ただし、設備を更新するプロジェクトの場合は、更新プロジ

ェクトの要件を満たすことを証明しなければならない。）。 
 
プロジェクト概要 該当方法論 追加の適用条件 

ボイラーを更新又は新規導入す

るプロジェクト 

EN-S-001ボイラーの導入 ボイラーを更新するプロジェクトであって

も、方法論に定める条件に該当する場合には、

ボイラーを新設するプロジェクトとしなけれ

ばならない。 

工業炉を更新するプロジェクト EN-S-003工業炉の更新 プロジェクト実施前の工業炉におけるエネル

ギー使用量及び生産量等について、原則とし

て、プロジェクト実施前の 1年間の累積値が

把握可能であること。 

空調設備を更新又は新規導入す

るプロジェクト 

EN-S-004空調設備の導入 空調を更新するプロジェクトであっても、方

法論に定める条件に該当する場合には、空調

を新設するプロジェクトとしなければならな

い。 

コ－ジェネレーションを更新又

は新規導入するプロジェクト 

EN-S-007 コージェネレーシ

ョンの導入 

コージェネレーションを更新するプロジェク

トであっても、方法論に定める条件に該当す

る場合には、コージェネレーションを新設す

るプロジェクトとしなければならない。 

バイオマス由来燃料の熱源設備

を有する外部の事業者から供給

される熱に切り替えるプロジェ

クト 

EN-S-009 外部の高効率熱源

設備を有する事業者からの

熱供給への切替え 

－ 

ロールアイロナーを更新するプ

ロジェクト 

EN-S-017 ロールアイロナー

の更新 

熱や蒸気を消費して稼働するアイロナーの更

新であること。 

プロジェクト実施前のアイロナーにおけるエ
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ネルギー使用量及び仕事量について、原則と

して、プロジェクト実施前の 1年間の累積値

が把握可能であること。 

自家用発電機を更新又は新規導

入するプロジェクト 

EN-S-025 自家用発電機の更

新※1 

－ 

乾燥設備を更新するプロジェク

ト 

EN-S-026乾燥設備の更新 プロジェクト実施前の乾燥設備におけるエネ

ルギー使用量及び乾燥重量等について、原則

として、プロジェクト実施前の 1年間の累積

値が把握可能であること。 

※1：当該方法論は、更新プロジェクトのみを対象とした方法論であるが、化石燃料からバイオガ
スへの代替を行うプロジェクトについては、新設プロジェクトに対しても適用することがで

きる。 
 
また、これらの設備の導入を伴う場合は、「４．ベースライン排出量の考え方」及び「５．ベース

ライン排出量の算定」における主要排出活動の算定式については附属書 Bを参照すること。ただし、
ベースラインとプロジェクト実施後で対象設備の効率に変化がない場合は、附属書 Bを参照する必
要はない。 

 

２．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2e/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
 

項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベース

ライン

排出量 

対象設備の使用 CO2 
【主要排出活動】 
ベースラインの対象設備の使用に伴う化石燃料

の使用による排出量 

原料の

処理 

（下水汚泥を原料

とした場合）下水

汚泥の埋立 
CH4 

【付随的な排出活動】 
下水汚泥が未利用のまま埋め立てられ、埋立地

で発酵して大気に放出される排出量 
（排水を原料とし

た場合） 
排水の処理※1 

CH4 
【付随的な排出活動】 
排水の嫌気性処理により大気に放出される排出

量 
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（家畜ふん尿を原

料とした場合） 
家畜ふん尿の処理 

CH4 
N2O 

【付随的な排出活動】 
家畜ふん尿の処理により大気に放出される排出

量 

プロジ

ェクト

実施後

排出量 

対象設備の使用 － 
【主要排出活動】 
プロジェクト実施後の対象設備の使用に伴うバ

イオガスの使用による排出量 

バイオマス原料の運搬 CO2 
【付随的な排出活動】 
バイオマス原料の採取場所から事前処理場所ま

での運搬に伴う化石燃料の使用による排出量 

バイオガス化処理設備の使

用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
バイオガス化処理に伴う化石燃料又は電力の使

用による排出量 

バイオガスの運搬 CO2 
【付随的な排出活動】 
バイオガスの製造場所から使用場所までの運搬

に伴う化石燃料の使用による排出量 

発酵後

残渣の

処理 

発酵後残渣の事後

処理設備の使用※

2 
CO2 

【付随的な排出活動】 
発酵後残渣（消化液）の浄化処理に伴う化石燃

料及び系統電力の使用による排出量 
（家畜ふん尿を原

料とした場合）家

畜ふん尿の発酵後

残渣の浄化処理※

2 

CH4 
N2O 

【付随的な排出活動】 
家畜ふん尿の発酵後残渣（消化液）の浄化処理

により大気に放出される排出量 

※1：プロジェクト実施前における排水処理が嫌気性排水処理設備で行われており、かつ、メタンガスが大気
中に放出されていた場合のみ考慮してもよい。 

※2：発酵後残渣の事後処理設備の使用及び家畜ふん尿の発酵後残渣の浄化処理に伴う排出については、消化
液を液肥等として有効利用する場合には算出しなくてもよい。有効利用が困難でやむを得ず浄化処理を

行う場合にのみ算出する。 
 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2e/年 
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＜主要排出活動＞ 
a) 対象設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 

0,MPJEM  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

 
＜付随的な排出活動＞ 
b) 下水汚泥の運搬によるプロジェクト実施後排出量 
c) バイオガス化処理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
d) バイオガスの運搬によるプロジェクト実施後排出量 
e) 発酵後残渣の処理によるプロジェクト実施後排出量 

 b) から e) の付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度
を算定し、影響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 ただし、複数のモニタリングを省略する付随的な排出活動の影響度の合計を 5％以上にしてはな
らない（影響度の合計が 5％未満となるようにモニタリングを省略する付随的な排出活動を調整
しなければならない）。 

 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 

treatSPJbiogastransportSPJprocessSPJfeedstocktransportSPJSPJ EMEMEMEMEM ,,,,,,,,,,,  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2e/年 

EMPJ,S,transport,feedstock バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,process プロジェクト実施後のバイオガス化処理設備によるプロジェ

クト実施後排出量 

tCO2/年 

EMPJ,S,transport,biogas プロジェクト実施後のバイオマス燃料の運搬によるプロジェ

クト実施後排出量 

tCO2/年 

EMPJ,S,treat プロジェクト実施後の発酵後残渣の事後処理設備によるプロ

ジェクト実施後排出量 

tCO2e/年 

 
b) バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 
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feedstocktransportPJfeedstocktransportPJfeedstocktransportPJfeedstocktransportPJ CEFHVFEM ,,,,,,,, （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ,transport,feedstock バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,transport, feedstock プロジェクト実施後のバイオマス原料の運搬における燃料使

用量 

kL/年 

HVPJ, transport, feedstock プロジェクト実施後のバイオマス原料の運搬に使用する燃料

の単位発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ, transport, feedstock プロジェクト実施後のバイオマス原料の運搬に使用する燃料

の単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオマス原料の運搬におけるプロジェクト実施後排出量（EMPJ,transport,feedstock）の算定に当た

っては、燃費法又はトンキロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細については「モ

ニタリング・算定規程」の別冊を参照すること。 
 国内におけるバイオマス原料の貨物車両による運搬において、運搬に係る貨物車両の最大積載

量が不明な場合は、当該貨物車両の最大積載量を 2,000kgとしてもよい。 
 

c) バイオガス化処理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
c-1) 化石燃料を使用する場合 

processPJprocessPJ
allPJ

PJ
processPJprocessSPJ CEFHV

PV
PVFEM ,,

,
,,,  （式 6） 

c-2) 電力を使用する場合 

tyelectricit
allPJ

PJ
processPJprocessSPJ CEF

PV
PVELEM ,

,
,,,  （式 7） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,process バイオガス化処理設備の使用によるプロジェクト実施後排出

量 

tCO2/年 

FPJ,process プロジェクト実施後のすべてのバイオガス化処理における燃

料使用量 

kL/年、t/年、

m3/年等 

ELPJ,process プロジェクト実施後のすべてのバイオガス化処理における電

力使用量 

kWh/年 

HVPJ,process プロジェクト実施後のバイオガス化処理に使用する燃料の単

位発熱量 

GJ/kL, GJ/t, 

GJ/ m3等 

CEFPJ,process プロジェクト実施後のバイオガス化処理に使用する化石燃料

の単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

PVPJ プロジェクト実施後における当該プロジェクト用に製造され

たバイオガスの重量 

t/年 
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PVPJ,all プロジェクト実施後における製造されたすべてのバイオガス

の重量 

t/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
d) バイオガスの運搬によるプロジェクト実施後排出量 

biogastransportPJbiogastransportPJbiogastransportPJbiogastransportSPJ CEFHVFEM ,,,,,,,,,  （式 8） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,transport,biogas バイオガスの運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,transport,biogas プロジェクト実施後のバイオガスの運搬における燃料使用量 kL/年 

HVPJ, transport,biogas プロジェクト実施後のバイオガスの運搬に使用する燃料の単

位発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ, transport,biogas プロジェクト実施後のバイオガスの運搬に使用する燃料の単

位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオガスの運搬によるプロジェクト実施後排出量（EMPJ,transport,biogas）の算定に当たっては、

燃費法又はトンキロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細については「モニタリ

ング・算定規程」の別冊を参照すること。 
 国内におけるバイオマス原料の貨物車両による運搬において、運搬に係る貨物車両の最大積載

量が不明な場合は、当該貨物車両の最大積載量を 2,000kgとしてもよい。 
 
e) 発酵後残渣の処理によるプロジェクト実施後排出量 
e-1) 事後処理設備を使用する場合 
e-1-1) 化石燃料を使用する場合 

treatPJtreatPJ
allPJ

PJ
treatPJtreatSPJ CEFHV

PV
PVFEM ,,

,
,,,   （式 9） 

e-1-2) 電力を使用する場合 

tyelectricit
allPJ

PJ
treatPJtreatSPJ CEF

PV
PVELEM ,

,
,,,  （式 10） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,treat 発酵後残渣の事後処理設備によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,treat プロジェクト実施後のすべての発酵後残渣処理における燃料

使用量 

kL/年、t/年、

m3/年等 

ELPJ,treat プロジェクト実施後のすべての発酵後残渣処理における電力

使用量 

kWh/年 

HVPJ,treat プロジェクト実施後の発酵後残渣処理に使用する燃料の単位

発熱量 

GJ/kL, GJ/t, 

GJ/ m3等 
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CEFPJ,treat プロジェクト実施後の発酵後残渣処理に使用する燃料の単位

発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

PVPJ プロジェクト実施後における当該プロジェクト用に製造され

たバイオガスの重量 

t/年 

PVPJ,all プロジェクト実施後における一定期間に製造されたすべての

バイオガスの重量 

t/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
e-2) （家畜ふん尿を原料とした場合）家畜ふん尿の発酵後残渣を浄化処理する場合 
e-2-1) CH4排出量の算定 

4,4,
,

,,,,,,,, CH
k

kCHtreat
allPJ

PJ
kliquidtreatPJkliquidtreatPJtreatSPJ GWPEF

PV
PVOCFLEM  （式 11） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,treat 発酵後残渣の事後処理設備によるプロジェクト実施後排出

量（CH4） 

tCO2e/年 

FLPJ,treat,liquid,k プロジェクト実施後に浄化処理した家畜種 k の発酵後残渣

（消化液）量 

t/年 

OCPJ,treat,liquid,k プロジェクト実施後に浄化処理した家畜種 k の発酵後残渣

（消化液）の有機物含有率 

t有機物/t 

PVPJ プロジェクト実施後における当該プロジェクト用に製造さ

れたバイオガスの重量 

t/年 

PVPJ,all プロジェクト実施後における一定期間に製造されたすべて

のバイオガスの重量 

t/年 

EFtreat,CH4,k 家畜種 k における発酵後残渣（消化液）の浄化処理に伴う

CH4排出係数 

tCH4/t 有 機

物 

GWPCH4 CH4の地球温暖化係数 tCO2e/tCH4 

 
e-2-2) N2O排出量の算定 

ON
k

kONtreatPJkNmanurePJklivestockPJklivestockPJtreatSPJ GWPEFMNDNEM 2,2,,,,,,,,,,, 28
44

 

 （式 12） 
記号 定義 単位 

EMPJ,S,treat 発酵後残渣の事後処理設備によるプロジェクト実施後排出量

（N2O） 

tCO2e/年 

NPJ,livestock,k プロジェクト実施後の家畜種 kの平均飼養頭数 頭/年 

DPJ,livestock,k プロジェクト実施後の家畜種 kの飼養日数 日/年 

MNPJ,manure,N,k 家畜種 kの 1頭 1日当たりの排せつ物中の窒素量 tN/頭・日 
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EFtreat,N2O,k 家畜種 kにおける発酵後残渣（消化液）の浄化処理に伴うN2O

排出係数 

tN2O-N/tN 

44/28 N2O中に含まれる窒素重量から、N2O重量への換算係数 tN2O/tN2O-N 

GWPN2O N2Oの地球温暖化係数 tCO2e/tN2O 
 

 
 

４．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に対象設備に投入される熱量を、バイ

オガスではなく、それまで使用していた化石燃料から得る場合に想定されるCO2排出量とする。ただし、
生成熱量をモニタリングする場合には、プロジェクト実施後の対象設備における生成熱量を、それまで

使用していた化石燃料を使用して得る場合に想定される CO2排出量としてもよい。 
なお、設備の導入を伴う場合のベースライン排出量の考え方は、附属書 Bを参照すること。 

biogasPJbiogasPJinputheatPJinputheatBL HVFQQ ,,,,,,  （式 13） 

記号 定義 単位 

QBL heat,input ベースラインの対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

QPJ heat,input  プロジェクト実施後の対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

FPJ,biogas プロジェクト実施後の対象設備におけるバイオガス使用量 t/年 

HVPJ,biogas プロジェクト実施後の対象設備で使用するバイオガスの単位

発熱量 

GJ/t 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の活動であるバイオガスの製造並びに下水汚泥及びバイオガスの運搬を行

う際に、製造したバイオガスを使用することは、プロジェクトとして新たに追加された燃料使

用であり排出削減にはつながらないため、ベースライン排出量の算定の際には、当該燃料製造

又は運搬に使用した分をプロジェクト実施後のバイオガス使用量（FPJ,biogas）から原則として差

し引かなければならない。 
 バイオガスからボイラー等で生成された熱量が、全量利用されずに一部廃棄されている場合に

は、余剰熱量分を対象設備におけるベースライン使用熱量（投入熱量）（QBL,heat,input）から控除

すること。 
 
＜プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）から算定する場合＞ 
1) 温水を製造する場合又は熱媒油を加熱する場合 

3
,,,,,,,, 10heatPJheatPJheatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL CTFLQQ  （式 14） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 
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FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の使用

量 

m3/年 

TPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱

前後の温度差 

K 

CPJ,heat 温水の比熱 MJ/（t・K） 

PJ,heat 温水の密度 t/m3 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 
2) 蒸気を製造する場合 

6
,,,,,, 10heatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL HFLQQ  （式 15） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備によるの生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の使用

量 

kg /年 

HPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱

前後のエンタルピー差 

kJ/kg 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 

 

５．ベースライン排出量の算定 

SBLMBLBL EMEMEM ,,   （式 16） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e /年 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

EMBL,S ベースラインの付随的な排出量 tCO2e/年 

 
＜主要排出活動＞ 
なお、設備の導入を伴う場合のベースラインにおける主要排出活動の排出量の算定方法は、附属書 B
を参照すること。 

 
a) 対象設備の使用によるベースライン排出量 
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fuelBLinputheatBLMBL CEFQEM ,,,,     （式 17） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

QBL,heat,input ベースラインの対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当たり

の CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
＜プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）から算定する場合＞ 

fuelBL
BL

outputheatBLMBL CEFQEM ,,,,
100

    （式 18） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 % 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオマス固形燃料と化石燃料を混焼している場合は、対象設備で実測した総生成熱量を、バ

イオマス固形燃料と化石燃料の熱量比によって按分することでベースラインの対象設備による

生成熱量（QBL,heat,output）を求めることができる。 
 
 

＜付随的な排出活動＞ 
b) 原料の処理によるベースライン排出量 

 付随的な排出活動については、排出量の算定を省略してもよい。 
 
b) 原料の処理によるベースライン排出量 
b-1) 下水汚泥の埋立によるベースライン排出量 

4,4,, )1( CHsludgeCHysludgeSBL GWPOXEFAEM  （式 19） 

sludgeysludgeysludge DRWA 1,,  （式 20） 

記号 定義 単位 

EMBL,S ベースラインの付随的な排出量 tCO2e/年 

Asludge,y 未焼却で埋め立てられた下水汚泥のうち算定対象年（y）に分

解した量（乾燥ベース） 

t 

EFCH4,sludge 未焼却で埋め立てられた下水汚泥が分解しメタンが発生する tCH4/t 
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排出係数（乾燥ベース） 

OX 埋立処分場の覆土による CH4 酸化率 － 

GWPCH4 メタンガスの地球温暖化係数 tCO2e/tCH4 

Wsludge,y-1 算定対象年（y）の前年（y-1）末までに埋立処分場に分解さ

れずに残存すると想定される汚泥のうち、プロジェクトで原

料として用いられた量（乾燥ベース） 

t 

DRsludge 汚泥の年間の分解率 － 

 未焼却で埋め立てられた下水汚泥のうち算定対象年（y）に分解した量（Asludge,y）には、消化ガ

ス回収後にバイオガス化された下水汚泥を算定対象として含めてはならない。 
 
＜未焼却で埋め立てられた下水汚泥のうち算定対象年（y）に分解した量について＞ 

 本方法論で対象としている下水汚泥は、プロジェクトの期間内に埋め立てられたであろう下水

汚泥に限定している。したがって、プロジェクトの 1年目（y=1）は、その前年（y-1=1-1=0）
から埋立処分場に残存している下水汚泥は含まれない。すなわち、下水汚泥の埋立によるベー

スライン排出量は、プロジェクト開始後 2年以降から算定することができる。 
（算定例）100t(y=1), 200t(y=2), 100t(y=3)の下水汚泥が対象でプロジェクト開始後 3年間のベ

ースライン排出量算定に用いられる汚泥の量（Asludge,y） 
y=1：Asludge,1 = Wsludge,0 (0t)×DRsludge (0.171) = 0t 

y=2：Asludge,2 = Wsludge,1 (0t +100t)×DRsludge (0.171) = 17.1t 
y=3：Asludge,3 = Wsludge,2 (100t×(1-0.171)+200t=282.9t)×DRsludge (0.171)) = 48.4t 

 
b-2) 排水の処理によるベースライン排出量 

4,,, CHbiogasPJbiogasPJSBL GWPMCFEM  （式 21） 

記号 定義 単位 

EMBL,S ベースラインの付随的な排出量 tCO2e/年 

FPJ,biogas プロジェクト実施後の対象設備におけるバイオガス使用量 t/年 

MCPJ,biogas プロジェクト実施後のバイオガス中のメタン配合率 ％ 

GWPCH4 CH4の地球温暖化係数 － 

 
b-3) 家畜ふん尿の処理によるベースライン排出量 
b-3-1) CH4排出量の算定 

4

,
,,4,,,,,,,,,,,,,,

CH

nk
nkCHmanurePJkmanurePJkweightmanurePJnklivestockPJnklivestockPJSBL

GWP

EFOCMNDNEM
 

 （式 22） 
記号 定義 単位 

EMBL,S ベースラインの付随的な排出量 tCO2e/年 
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NPJ,livestock,k,n プロジェクト実施後の家畜種 kの排せつ物管理区分 nにおけ

る平均飼養頭数 

頭/年 

DPJ,livestock,k,n プロジェクト実施後の家畜種 kの排せつ物管理区分 nにおけ

る飼養日数 

日/年 

MNPJ,manure,weight,k 家畜種 kの 1頭 1日当たりの排せつ物量 t/頭・日 

OCPJ,manure,k 家畜種 kの排せつ物中の有機物含有率 t有機物/t 

EFmanure,CH4,k,n 家畜種 kの排せつ物管理区分 nにおける CH4排出係数 tCH4/t有機物 

GWPCH4 CH4の地球温暖化係数 tCO2e/tCH4 

 
b-3-1) N2O排出量の算定 

4
,

,,2,,,,,,,,,,,, 28
44

CH
nk

nkONmanurePJkNmanurePJnklivestockPJnklivestockPJSBL GWPEFMNDNEM  

 （式 23） 
記号 定義 単位 

EMBL,S ベースラインの付随的な排出量 tCO2e/年 

NPJ,livestock,k,n プロジェクト実施後の家畜種 kの排せつ物管理区分 nにおけ

る平均飼養頭数 

頭/年 

DPJ,livestock,k,n プロジェクト実施後の家畜種 kの排せつ物管理区分 nにおけ

る飼養日数 

日/年 

MNPJ,manure,N,k 家畜種 kの 1頭 1日当たりの排せつ物中の窒素量 tN/頭・日 

EFPJ,manure,N2O,k,n 家畜種 kの排せつ物管理区分 nにおける N2O排出係数 tN2O-N/tN 

44/28 N2O中に含まれる窒素重量から、N2O重量への換算係数 tN2O/tN2O-N 

GWPN2O N2Oの地球温暖化係数 tCO2e/tN2O 
 

 

 

６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

FPJ,transport, 

feedstock 

プロジェクト実施後のバイ

オマス原料の運搬における

燃料使用量（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  
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FPJ,process プロジェクト実施後のすべ

てのバイオガス化処理にお

ける燃料使用量 

（kL/年, t/年, m3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

PVPJ プロジェクト実施後におけ

る当該プロジェクト用に製

造されたバイオガスの重量

（t/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

PVPJ,all プロジェクト実施後におけ

る製造されたすべてのバイ

オガスの重量（t/年） 

・重量計による計測 対象期間で累計 

 

 

ELPJ,process プロジェクト実施後のすべ

てのバイオガス化処理にお

ける電力使用量（kWh/年） 

・電力計による計測 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間

をもとに算定 

対象期間で累計 

 

 

FPJ,transport,bio

gas 

プロジェクト実施後のバイ

オガスの運搬における燃料

使用量（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

FPJ,treat プロジェクト実施後のすべ

ての発酵後残渣処理におけ

る燃料使用量 

（kL/年, t/年, m3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

 

ELPJ,treat プロジェクト実施後のすべ

ての発酵後残渣処理におけ

る電力使用量（kWh/年） 

・電力計による計測 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

対象期間で累計 

 

 

FLPJ,treat,liqui

d,k 

プロジェクト実施後に浄化

処理した家畜種 kの発酵後

残渣（消化液）量（t/年） 

・重量計、流量計による計測 対象期間で累計  

NPJ,livestock,k プロジェクト実施後の家畜

種 k の平均飼養頭数（頭 /

年） 

・頭数をカウント 【要求頻度】 

月1回以上 

 

DPJ,livestock,k プロジェクト実施後の家畜

種 kの飼養日数（日/年） 

・日報、生産記録で計測 【要求頻度】 

出荷単位ごと 

 

FPJ,biogas プロジェクト実施後の対象

設備におけるバイオガス使

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

対象期間で累計 

 

 



 
 

16 

方法論 EN-R-007 (ver.1.0) バイオガス（嫌気性発酵によるメタンガス）による化石燃料又は系統電力の代替 

用量（t/年） ・重量計による計測 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象

設備による生成熱量（GJ/

年） 

・熱量計による計測 対象期間で累計  

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象

設備で加熱された温水又は

蒸気の使用量（m3/年、kg/

年） 

・流量計による計測 対象期間で累計  

Wsludge,y-1 算定対象年（y）の前年（y-1）

末までに埋立処分場に分解

されずに残存すると想定さ

れる汚泥のうち、プロジェ

クトで原料として用いられ

た量（乾燥ベース）（t） 

・バイオマス固形燃料化された下水汚泥

を基に算定 

対象期間で累計  

NPJ,livestock,k,n プロジェクト実施後の家畜

種 kの排せつ物管理区分 n

における平均飼養頭数（頭/

年） 

・頭数をカウント 【要求頻度】 

月 1回以上 

 

DPJ,livestock,k,n プロジェクト実施後の家畜

種 kの排せつ物管理区分 n

における飼養日数（日/年） 

・日報、生産記録で計測 【要求頻度】 

出荷単位ごと 

 

 
2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVPJ, 

transport, 

feedstock  

プロジェクト実施後のバイ

オマス原料の運搬に使用す

る 燃 料 の 単 位 発 熱 量

（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

※1 

※2 

CEFPJ, 

transport, 

feedstock 

プロジェクト実施後のバイ

オマス原料の運搬に使用す

る燃料の単位発熱量当たり

の CO2 排 出 係 数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

※2 

HVPJ,process プロジェクト実施後のバイ

オガス化処理に使用する燃

料の単位発熱量（GJ/kL, 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※1 

※2 
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GJ/t, GJ/ m3等） ・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用

する場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

CEFPJ,process プロジェクト実施後のバイ

オガス化処理に使用する燃

料の単位発熱量当たりの

CO2排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※2 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用

する場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

CEFelectricity,t 電 力 の CO2 排 出 係 数

（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･

f (t) 
ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロジ

ェクト開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源 CO2排

出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基づ

き、CEFelectricity,t として全電源 CO2

排出係数を利用することができる 

【要求頻度】 

検証時において最新の

ものを使用 

※2 

※7 

HVPJ, 

transport,biogas 

プロジェクト実施後のバイ

オガスの運搬に使用する燃

料の単位発熱量（GJ/kL,） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※1 

※2 

CEFPJ, 

transport,biogas 

プロジェクト実施後のバイ

オガスの運搬に使用する燃

料の単位発熱量当たりの

CO2排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※2 

 

HVPJ,treat プロジェクト実施後の発酵

後残渣処理に使用する燃料

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

※1 

※2 
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の単位発熱量（GJ/kL, GJ/t, 

GJ/ m3等） 

のを使用 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用

する場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

CEFPJ,treat プロジェクト実施後の発酵

後残渣処理に使用する燃料

の単位発熱量当たりのCO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※2 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用

する場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

OCPJ,treat,liqui

d,k 

プロジェクト実施後に浄化

処理した家畜種 kの発酵後

残渣（消化液）の有機物含

有率（t有機物/t） 

・分析装置又は計量器にて測定 

 

処理単位ごと 

 

 

EFtreat,CH4,k 家畜種 kにおける発酵後残

渣（消化液）の浄化処理に

伴うCH4排出係数（tCH4/t

有機物） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告

書記載のデフォルト値を利用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※3 

MNPJ,manure,

N,k 

家畜種 kの 1頭 1日当たり

の排せつ物中の窒素量（tN/

頭・日） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告

書記載のデフォルト値を利用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※3 

EFtreat,N2O,k 家畜種 kにおける発酵後残

渣（消化液）の浄化処理に

伴う N2O排出係数 

（tN2O-N/tN） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告

書記載のデフォルト値を利用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※3 

GWPN2O N2O の地球温暖化係数

（tCO2e/tN2O) 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

HVPJ,biogas プロジェクト実施後の対象

設備で使用するバイオガス

の単位発熱量（GJ/t） 

・JIS Z 7302-2等に基づき、廃棄物由来

燃料を分析装置又は計量器（熱量計

等）にて測定 

【要求頻度】 

1年に 1回 

 

・供給会社による提供値を利用 【要求頻度】 

1年に 1回。ただし、供

給元変更があった場合
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には都度計測 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で

使用する燃料の単位発熱量

当たりの CO2排出係数 

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用

する場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

BL ベースラインの対象設備の

エネルギー消費効率（%） 

・使用化石燃料量及び発生熱量を実測

し、JISに基づき効率を計算 

【要求頻度】 

プロジェクト実施前に

1回 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカタ

ログ値を使用 

－ 

TPJ,heat プロジェクト実施後の対象

設備で加熱された温水の加

熱前後の温度差（K） 

・温度計による計測 【要求頻度】 

定期計測（1時間 1回以

上。ただし、1日の代表

値を計測する場合は、1

日 1回以上） 

8 

・管理温度（プロジェクト実施者が季節

別、時間別に管理・運営している温度）

をもとに算定 

【要求頻度】 

管理・運用単位ごと 

CPJ,heat 温水の比熱（MJ/（t・K）） ・文献値を利用 －  

PJ,heat 温水の密度（t/m3） ・文献値を利用 －  

HPJ,heat プロジェクト実施後の対象

設備で加熱された蒸気の加

熱前後のエンタルピー差

（kJ/kg） 

・加熱前後の熱媒の温度、圧力を計測し、

それをもとに飽和蒸気表から算定 

【要求頻度】 

定期計測（１時間１回以

上。ただし、１日の代表

値を計測する場合、１日

１回以上） 

 

・管理温度、圧力（プロジェクト実施者

が季節別、時間別に管理・運営してい

る温度、圧力）をもとに算定 

【要求頻度】 

管理・運用単位ごと 

※8 

EFCH4,sludge 未焼却で埋め立てられた下

水汚泥が分解しメタンが発

生する排出係数（乾燥ベー

ス）（tCH4/t） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告

書記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※4 

OX 埋立処分場の覆土による

CH4 酸化率 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告

書記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

※5 
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のを使用 

GWPCH4 メタンガスの地球温暖化係

数（tCO2e/tCH4） 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

DRsludge 汚泥の年間の分解率 ・日本国温室効果ガスインベントリ報告

書記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※6 

OCPJ,manure,k 家畜種 kの排せつ物中の有

機物含有率（t有機物/t） 

・分析装置又は計量器にて測定 

 

処理単位ごと 

 

 

MCPJ,biogas プロジェクト実施後のバイ

オガス中のメタン配合率

（％） 

・分析装置又は計量器にて測定 

 

処理単位ごと 

 

 

EFmanure,CH4,

k,n 

家畜種 kの排せつ物管理区

分 n における CH4 排出係

数（tCH4/t有機物） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告

書記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※3 

EFPJ,manure,N

2O,k,n 

家畜種 kの排せつ物管理区

分 n における N2O 排出係

数（tN2O-N/tN） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告

書記載のデフォルト値を利用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※3 

MNPJ,manure,

weight,k 

家畜種 kの 1頭 1日当たり

の排せつ物量（t/頭・日） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告

書記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※3 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 

＜※1＞ 
 排出量の算定に用いる燃料の単位発熱量は、高位発熱量（総発熱量）か低位発熱量（真発熱量）の

いずれかに統一することが必要である。また、プロジェクト実施前後で統一するため、低位発熱量

（真発熱量）のデフォルト値を使用する場合は、「モニタリング・算定規程」に定める換算係数を用

いて低位発熱量（真発熱量）を求めること。 

＜※2＞ 
 海外における排出活動を算定する場合は、「モニタリング・算定規程」に定めるデフォルト値を使用

することはできない。 

＜※3＞ 
 「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」では以下のとおり設定。 

 
（1）家畜種 kにおける発酵後残渣（消化液）の浄化処理に伴う CH4排出係数（EFtreat,CH4,k） 
家畜種 kの排せつ物管理区分 nにおける CH4排出係数（EFPJ,manure,CH4,k,n） 

処理区分 

（CH4排出係数、g-CH4/g有機物） 

乳用牛 肉用牛 豚 採卵鶏 

ブロイラー 
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12. 貯留 3.90% 3.00% 8.7% － 

13. 天日乾燥 0.20% 0.20% 0.20% 0.20% 

14a. 火力乾燥 0% 0% 0% 0% 

14b. 強制発酵・ふん 0.044% 0.034% 0.080% 0.080% 

14c. 堆積発酵 3.80% 0.13% 0.16% 0.14% 

14d. 焼却 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 

14e. 強制発酵・尿 0.044% 0.034% 0.097% － 

14e. 強制発酵・ふん尿混合 0.044% 0.034% 0.080% － 
14f. 浄化 0.0087% 0.0067% 0.019% － 
14g. メタン発酵・ふん 3.80% 0.13% 0.16% 0.14% 

14g. メタン発酵・ふん尿混合 3.90% 3.0% 8.7% － 

14k. その他・ふん 3.80% 0.4% 0.4% 0.4% 

14k. その他・ふん尿混合 3.90% 3.0% 8.7%  

 
（2）家畜種 kにおける発酵後残渣（消化液）の浄化処理に伴うN2O排出係数（EFtreat,N2O,k） 
家畜種 kの排せつ物管理区分 nにおけるN2O排出係数（EFPJ,manure,N2O,k,n） 

処理区分 

（N2O排出係数、gN2O-N/ｇN） 

乳用牛 肉用牛 豚 採卵鶏 

ブロイラー 

12. 貯留 0.10% 0.10% 0.10% － 

13. 天日乾燥 2.0% 2.0% 2.0% 2.0% 

14a. 火力乾燥 2.0% 2.0% 2.0% 2.0% 

14b. 強制発酵・ふん 0.25% 0.25% 0.16% 0.16% 

14c. 堆積発酵 2.40% 1.60% 2.50% 2.0% 

14d. 焼却 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 

14e. 強制発酵・尿 2.0% 2.0% 2.0% － 

14e. 強制発酵・ふん尿混合 2.0% 0.25% 0.16% － 
14f. 浄化 5.0% 5.0% 5.0% － 
14g. メタン発酵・ふん 2.40% 1.60% 2.50% 2.0% 

14g. メタン発酵・ふん尿混合 0.1% 0.1% 0.1% － 

14k. その他・ふん 2.4% 2.0% 2.5% 2.0% 

14k. その他・ふん尿混合 5.0% 5.0% 5.0% － 

 
（3）家畜種 kの 1頭 1日当たりの排せつ物中の窒素量（MNPJ,manure,N,k） 
家畜種 kの 1頭 1日当たりの排せつ物量（MNPJ,manure,weight,k） 
※モニタリング項目の単位は「t/頭・日」「tN/頭・日」のため留意すること。 
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（4）参考・排せつ物管理区分の解説 

処理区分 排せつ物管理区分の概要 

12. 貯留 貯留槽（スラリーストア等）に貯留する。 

13. 天日乾燥 天日により乾燥し、ふんの取扱性（貯蔵施用、臭気等）を改善する。 

14a. 火力乾燥 火力により乾燥し、ふんの取扱性を改善する。 

14b. 強制発酵・ふん 堆肥化方法の一つ。開閉式または密閉式の強制通気攪拌発酵槽で数日～数週

間発酵させる。 

14c. 堆積発酵 堆肥化方法の一つ。堆肥盤、堆肥舎等に高さ 1.5-2m程度で堆積し、時々切り

返しながら数ヶ月かけて発酵させる。 

14d. 焼却 ふんの容積減少又は廃棄、及びエネルギー利用（鶏ふんボイラー）のため行

う。 

14e. 強制発酵・尿 貯留槽において曝気処理する。 

14e. 強制発酵・ふん尿混合 貯留槽において曝気処理する。 

14f. 浄化 活性汚泥など、好気性微生物によって、汚濁成分を分離する。 

14g. メタン発酵・ふん スラリー状の家畜排せつ物を嫌気的条件下で発酵させる。発生したメタンガ

スはエネルギー利用する。 

14g. メタン発酵・ふん尿混合 スラリー状の家畜排せつ物を嫌気的条件下で発酵させる。発生したメタンガ

スはエネルギー利用する。 

14k. その他・ふん 上記以外の処理を行っている。 

14k. その他・ふん尿混合 上記以外の処理を行っている。 

 
＜※4＞ 
 「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」では 0.1333と設定。 
＜※5＞ 
 「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」では 0.1と設定。 
＜※6＞ 
 「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」では 0.171と設定。 
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＜※7＞ 
 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めること。 
＜※8＞ 

 プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱前後の温度差（ TPJ,heat）及びプロジェ

クト実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱前後のエンタルピー差（ HPJ,heat）を管理温度、

圧力をもとに算定する場合、当該管理における温度や圧力の変化に応じてモニタリングが行わ

れることを説明する必要がある。 
 

７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 
・ベースラインの対象設備で、化石燃料の使用が説明できる書類（化石燃料調達計画、

契約書、購入伝票等） 

・プロジェクト実施者が系統電力を購入し使用していたことを示す書類（購入伝票等） 

適用条件2を満たすことを

示す資料 

・生産した熱又は電力を自家消費することを示す資料（配管図面、電力系統図等） 

・生産した熱又は電力を外部へ供給している場合には、自家消費分のみをプロジェクト

の対象としていることを示す資料 

適用条件3を満たすことを

示す資料 
・バイオガスの原料の供給元から、当該原料が未利用であったことを示す文書 

適用条件5を満たすことを

示す資料 
・当該対象設備の方法論に定める適用条件と必要な書類一覧を参照 

 
＜検証に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件4を満たすことを

示す資料 
・バイオガス化のフロー、技術概要が分かるもの（設備のパンフレット等 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を以
下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電電に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。
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附属書 B：設備の導入を伴う場合のベースライン排出量の算定について 

対象設備を更新又は新設し、化石燃料又は系統電力からバイオガスへの代替を行う場合は、以下のよ

うなベースライン排出量の考え方、算定式を用いてベースライン排出量を算定する。本附属書において

「ベースラインの設備」とは、プロジェクト実施前の設備又は標準的な設備を指す。いずれを「ベース

ラインの設備」とするかは、各設備の方法論の条件 1の解説を参照のうえ、決定すること。 
 

1) プロジェクト実施後の対象設備が熱源設備である場合 
1-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の熱源設備による生成熱量を、プロジ

ェクト実施後の熱源設備からではなく、ベースラインの熱源設備から得る場合に想定される CO2排出量
とする。 

 

100
PJ

,,,,,, biogasPJbiogasPJoutputheatPJoutputheatBL HVFQQ  （式 b-1） 

記号 定義 単位 

QBL,heat, output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FPJ,biogas プロジェクト実施後の対象設備におけるバイオガス使用

量 

t/年 

HVPJ,biogas プロジェクト実施後のバイオガスの単位発熱量 GJ/t 

PJ プロジェクト実施後の対象設備のエネルギー消費効率 ％ 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の活動であるバイオガスの製造並びにバイオマス原料及びバイオガスの運

搬を行う際に、製造したバイオガスを使用することは、プロジェクトとして新たに追加された

燃料使用であり排出削減にはつながらないため、ベースライン排出量の算定の際には、当該燃

料製造又は運搬に使用した分をプロジェクト実施後のバイオガス使用量（FPJ,biogas）から原則と

して差し引かなければならない。 
 バイオマスガスからボイラー等で生成された熱量が、全量利用されずに一部廃棄されている場

合には、余剰熱量分を対象設備におけるベースライン使用熱量（投入熱量）（QBL,heat,input）から

控除すること。 
 プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）は、以下のように算定してもよ

い。 
 

1) 温水を製造する場合又は熱媒油を加熱する場合 

3
,,,,,,,, 10heatPJheatPJheatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL CTFLQQ  （式 b-2） 
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記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の使用

量 

m3/年 

TPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱

前後の温度差 

K 

CPJ,heat 温水の比熱 MJ/（t・K） 

PJ,heat 温水の密度 t/m3 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備における生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる

場合は、直接計測した値を用いることができる。 
 
2) 蒸気を製造する場合 

6
,,,,,, 10heatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL HFLQQ  （式 b-3） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の使用

量 

kg /年 

HPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱

前後のエンタルピー差 

kJ/kg 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備における生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる

場合は、直接計測したを用いることができる。 
 

1-2) ベースライン排出量の算定 

fuelBL
BL

outputheatBLMBL CEFQEM ,,,,
100

 （式 b-4） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 % 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 

2) プロジェクト実施後の対象設備が発電設備である場合 
2-1) 発電設備を更新する場合 
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2-1-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の発電設備で発電された電力を、プロ

ジェクト実施前の発電設備から得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJBL ELEL  （式 b-5） 

記号 定義 単位 

ELBL ベースラインの発電設備による発電電力量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の発電設備による発電電力量 kWh/年 

 
2-1-2) ベースライン排出量の算定 

fuelBL
BL

BLMBL CEFELEM ,
3

,
100106.3  （式 b-6） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

ELBL ベースラインの発電設備による発電電力量 kWh/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
2-2) 発電設備を新設する場合 
2-2-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に対象設備で発電された電力を、系統

電力から得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJgridBL ELEL ,  （式 b-7） 

記号 定義 単位 

ELBL,grid ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の発電設備による発電電力量 kWh/年 

 
2-2-2) ベースライン排出量の算定 

tyelectricitgridBLMBL CEFELEM ,,,  （式 b-8） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

ELBL,grid ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
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3) 対象設備がコージェネレーションである場合 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後のコージェネレーションによって得ら

れる生成熱量と電力量を、ベースラインの熱源設備及び系統電力等から得る場合に想定される CO2排出
量とし、1)及び 2)の式の両方を使用する。ただし、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量
（QPJ,heat,output）は、（式 b-2）又は（式 b-3）で算定しなければならない。 

 
4) プロジェクト実施後の対象設備が工業炉、乾燥設備又はロールアイロナーである場合 
4-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の生産量等を、プロジェクト実施後の

工業炉、乾燥設備又はロールアイロナーではなく、ベースラインの工業炉、乾燥設備又はロールアイロ

ナーから得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJBL PP  （式 b-9） 
記号 定義 単位 

PBL ベースラインの工業炉等における生産量等 t/年 等 

PPJ プロジェクト実施後の工業炉等における生産量等 t/年 等 

 
4-2) ベースライン排出量の算定 

fuelBLBLBLMBL CEFBUPEM ,,  （式 b-10） 

before

fuelBLfuelbefore
BL P

HVF
BU ,,

 （式 b-11） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースライン排出量 tCO2/年 

PBL ベースラインの工業炉等における生産量等 t/年 等 

BUBL ベースラインの工業炉等におけるエネルギー使用

原単位 

GJ/t 等 

CEFBL,fuel ベースラインの工業炉等で使用する燃料の単位発

熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

Fbefore,fuel プロジェクト実施前の工業炉等における燃料使用

量 

t/年,kL/年,Nm3/年等 

HVBL,fuel ベースラインの工業炉等で使用する燃料の単位発

熱量 

GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

Pbefore プロジェクト実施前の工業炉等における生産量等 t/年 等 
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設備の導入を伴う場合に、ベースライン排出量を算定するために追加的に必要となる、モニタリング

項目及びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す（下表に記載のないモニタリング項目については、

６．モニタリング方法の一覧を参照すること。）。 
 

1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

ELPJ プロジェクト実施後

の発電設備による発

電電力量(kWh/年) 

・電力計による計測 対象期間で累計  

ELPJ,grid ベースラインの系統

電力使用量 (kWh/

年) 

・電力会社からの請求書をもとに算定 購買ごと  

PPJ プロジェクト実施後

の工業炉における生

産量等（t/年 等） 

・生産記録をもとに算定 対象期間で累計 ※1 

Pbefore プロジェクト実施前

の工業炉における生

産量等（t/年 等） 

・生産記録をもとに算定 【要求頻度】 

原則、プロジェクト開始直近の 1

年間以上の実績を累計 

※1 

※2 

Fbefore,fuel プロジェクト実施前

の工業炉等における

燃料使用量（t/年,kL/

年,Nm3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

【要求頻度】 

プロジェクト開始直近の 1 年間

以上の実績を累計 

※2 

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

PJ プロジェクト実施後

の対象設備のエネル

ギー消費効率（%） 

・使用化石燃料量及び発生熱量を実測

し、JISに基づき効率を計算 

【要求頻度】 

1年に 1回 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値又は対象設備各方法論の附

属書に記された標準的な機器の効率

値を使用 

－ 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
 
＜※1＞ 

 プロジェクト実施前後の工業炉等における生産量等（Pbefore及び PPJ）は、原則、プロジェクト

実施前後で統一された条件で計測されたものであることが必要である。ただし、保守的な値と

なる場合はこの限りではない。 
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 プロジェクト実施前後の工業炉等における生産量等（Pbefore及び PPJ）は、エネルギー使用量と

相関関係を示す指標（例：生産量等）を設定する必要があり、その設定に当たっては、当該指

標がエネルギー使用量に最も影響を与えるものであることを合理的に説明しなければならない。 
 
＜※2＞ 

 プロジェクト実施前の工業炉等のエネルギー使用原単位に使用する、プロジェクト実施前の工

業炉等における生産量等（Pbefore）及びプロジェクト実施前の工業炉等における燃料使用量

（Fbefore,fuel）は原則としてプロジェクト実施前 1 年間の累積値を把握することが必要である。
ただし、エネルギー使用原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデータ等によ

って合理的に示せる場合には、より短い期間の累積値データにより把握してもよい。 
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方法論番号 EN-R-008 Ver.1.0 
方法論名称 風力発電設備の導入 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、風力発電設備を導入することにより、系統電力等を代替する排出削減活動を対象

とするものである。 
 
 

１．適用条件 

本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：風力発電設備を設置すること。 
 条件 2：原則として、風力発電設備で発電した電力の全部又は一部を、自家消費すること。 
 条件 3：風力発電設備で発電した電力が、系統電力等を代替するものであること。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 2： 
代替される電力は、原則として、自家消費分に限ることとし、発電した電力のうち他者に提供

した電力については対象とはしない※1、※2。他者に提供した電力には、廃止前の電気事業者によ

る新エネルギー等の利用に関する特別措置法※3（平成 14年法律第 62号）に規定される電気事業
者による新エネルギー等電気の利用に該当するもの及び電気事業者による再生可能エネルギー電

気の調達に関する特別措置法（平成 23 年法律第 108 号）に規定される電気事業者による再生可
能エネルギー電気の調達に該当するものを含むものとする。 
※1：例えば、複数のプロジェクト実施者で発電設備を協同で設置し、その協同したプロジェク
ト実施者において電力を消費するような場合は、自家消費に含まれる。 

※2：ただし、プロジェクト実施者と電力事業者との間で、環境価値はプロジェクト実施者に帰
属することを締約したうえで電力を提供した場合であって、当該環境価値の帰属状況が証明

できる書面（電気事業者とプロジェクト実施者との間で締結する契約書の写等）等を提出で

き、かつ、環境価値のダブルカウントの防止措置がとられている場合は、この限りではない。 
※3：廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法は、電気事業者によ
る再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法附則第 12条の規定により、当分の間、
なおその効力を有するものとされている。 

 
条件 3： 
原則、系統電力の使用を、風力発電設備で発電した電力で代替するプロジェクトを対象とする。 
ただし、化石燃料等による自家発電設備を有する施設において、風力発電による発電量が、系

統電力の購入電力量又は自家発電量のいずれかを代替したことが特定できる場合は、本方法論を

適用することができる（削減量を算定する際には、代替した電力量の応分について、風力発電に

よる発電量に各々の排出係数を乗じることとなる。） 
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2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2 /年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2 /年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

系統電力等

の 
使用 

CO2 
【主要排出活動】 
ベースラインの系統電力等の使用に伴う排出量 

プロジェクト

実施後 
排出量 

風力発電設

備の利用 
― 

【主要排出活動】 
プロジェクト実施後の風力発電設備の使用に伴う排出量 

電力制御装

置の使用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用に伴

う電力の使用による排出量 
蓄電池の使

用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
蓄電池の充放電の過程における電力のロスに伴う排出量 

 電力制御装置（パワーコンディショナー等）における電力使用量又は蓄電池における充放電ロ

スを差し引いた発電電力量をモニタリングする場合は、当該補機類の使用に係る排出量を算定

する必要はない。 
 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

 
＜主要排出活動＞ 

a) 風力発電設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
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0,MPJEM  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

 
＜付随的な排出活動＞ 

b) 電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用によるプロジェクト実施後排出量 
c) 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 

 b) から c) の付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度
を算定し、影響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 ただし、複数のモニタリングを省略する付随的な排出活動の影響度の合計を 5％以上にしてはな
らない（影響度の合計が 5％未満となるようにモニタリングを省略する付随的な排出活動を調整
しなければならない）。 

 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 

batterySPJcontrolSPJSPJ EMEMEM ,,,,,  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,control 電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用によるプロ

ジェクト実施後排出量 

tCO2/年 

EMPJ,S,battery 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
b) 電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricitcontrolPJcontrolSPJ CEFELEM ,,,,  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,control 電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用による

プロジェクト実施後排出量 

tCO2/年 

ELPJ, control  プロジェクト実施後の電力制御装置（パワーコンディショ

ナー等）における電力使用量 

kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
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c) 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricitbatteryPJbatterySPJ CEFELEM ,,,,  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,battery 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

ELPJ, battery プロジェクト実施後の蓄電池おける電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
 

 
 

4．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に自家消費する電力量を、プロジェク

ト実施後の風力発電設備からではなく、ベースラインの系統電力等から得る場合に想定される CO2排出
量である。 

wprwpPJBL ELELELEL  （式 7） 

記号 定義 単位 

ELBL ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の風力発電設備による発電電力量の

うち自家消費した電力量 

kWh/年 

ELwp プロジェクト実施後の風力発電設備による発電電力量 kWh/年 

ELwpr プロジェクト実施後の風力発電設備による発電電力量の

うち他者に提供した電力量 

kWh/年 

 
 

５．ベースライン排出量の算定 

tyelectricitBLBL CEFELEM ,  （式 8） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

ELBL ベースライン電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
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６．モニタリング方法 

ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

ELPJ プロジェクト実施後

の風力発電設備によ

る発電電力量のうち

自家消費した電力量

（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

ELwp プロジェクト実施後

の風力発電設備によ

る発電電力量（kWh/

年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

ELwpr プロジェクト実施後

の風力発電設備の発

電電力量のうち他者

に提供した電力量

（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

対象期間で累計  

ELPJ, control プロジェクト実施後

の電力制御装置（パ

ワーコンディショナ

ー等）における電力

使用量（kWh/年） 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間をも

とに算定 

対象期間で累計  

ELPJ, battery プロジェクト実施後

蓄電池における電力

使用量（kWh/年） 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間をも

とに算定 

対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

CFelectricity,t 電力の CO2 排出係

数（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･f (t) 

ここで、 

【要求頻度】 

検証申請時におい

て最新のものを使

※1 
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t : 電力需要変化以降の時間（プロジェクト

開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源 CO2排出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基づき、

CEFelectricity,tとして全電源 CO2排出係数を

利用することができる 

用 

＜※1＞ 
 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 

 
 

７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすこ
とを示す資料 

・風力発電設備の設置状況が分かる設計図面、設置後の写真 

・風力発電設備の仕様等 

適用条件2を満たすこ
とを示す資料 

・発電した電力を自家消費することを示す資料（電力系統図等） 

・発電した電力を外部へ供給している場合には、自家消費分のみをプロジェクトの対象

としていることを示す資料 

適用条件3を満たすこ
とを示す資料 

・プロジェクト実施前に系統電力等を使用していたことが確認できる資料（電気事業者

からの購買伝票等） 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施前後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を
以下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
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方法論番号 EN-R-009 Ver.1.0 
方法論名称 バイオオイル（魚油由来バイオマス燃料）による化石燃料又は系統電力の代替  

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、ボイラー等の熱源設備、自家発電機等の発電設備又はコージェネレーション等（以

下「対象設備」という。）においてバイオオイル（魚油由来バイオマス燃料）を使用し、それま

で使用していた化石燃料又は系統電力を代替する排出削減活動を対象とするものである。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：バイオオイルが対象設備で使用される化石燃料を代替する又はバイオオイルで発電され
た電力の全部又は一部が系統電力等を代替すること。 

 条件 2：原則として、バイオオイルを利用する対象設備で生産した熱及び電力の全部又は一部を、
自家消費すること。 

 条件 3：バイオオイルの原料は、未利用であること。 
 条件 4：化石燃料からバイオオイルへの代替だけでなく、設備の導入を伴う場合は、当該対象設
備に対応する方法論に定める適用条件を満たすこと。ただし、プロジェクト実施前後での対象

設備の効率向上に関する条件は除く。 
  

＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
バイオマス燃料からバイオオイルに転換しても CO2 排出削減には寄与しないことから、プロジ
ェクト実施前に対象設備で化石燃料を使用しているプロジェクトを対象とする。 
なお、化石燃料と他の燃料（バイオオイルを含む）を混焼している設備において、追加的に使用

されるバイオオイルが、化石燃料と他の燃料のいずれかを代替したことが特定できる場合は、本方

法論を適用することができる（削減量を算定する際には、代替した化石燃料の応分についてにのみ、

算定対象とできる。） 
また、化石燃料等による自家発電設備を有する施設において、バイオマス固形燃料を利用する発

電による発電量が、系統電力の購入電力量又は自家発電量のいずれかを代替したことが特定できる

場合は、本方法論を適用することができる。（削減量を算定する際には、代替した電力量の応分につ

いて、バイオオイルを利用する発電による発電量に各々の排出係数を乗じることとなる。） 
 
条件 2： 
バイオオイルを利用する熱源設備を導入したプロジェクト実施者が、生産した蒸気、温水又は熱

媒油等の熱を外部に供給する場合には、原則として、自家消費する熱量分についてのみ本方法論の

対象とする※1、※2。 
対象設備が発電設備又はコージェネレーションの場合、代替される原則として、電力は自家消費
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分に限ることとし、自ら発電した電力のうち他者に提供した電力については対象とはしない※1、※2。

また、発生させた熱又は電力のうち、有効利用されていない分については対象外とする。 
他者に提供した電力には、廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法

※3（平成 14年法律第 62号）に規定される電気事業による新エネルギー等電気の利用に該当するも
の及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成 23年法律第 108
号）に規定される電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に該当するものを含むものとす

る。 
※1：例えば、複数のプロジェクト実施者で熱源設備又は発電設備を協同で設置し、その協同した
プロジェクト実施者において電力を消費するような場合は、自家消費に含まれる。 

※2：ただし、プロジェクト実施者と電力事業者又は熱の供給を受けた事業者との間で、環境価値は
プロジェクト実施者に帰属することを締約したうえで電力又は熱を提供した場合であって、当

該環境価値の帰属状況が証明できる書面（電気事業者又は熱の供給を受けた事業者とプロジェ

クト実施者との間で締結する契約書の写等）等を提出でき、かつ、環境価値のダブルカウント

の防止措置がとられている場合は、この限りではない。 
※3：廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法は、電気事業者による
再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法附則第 12条の規定により、当分の間、な
おその効力を有するものとされている。 

 
条件 3： 
本方法論の対象とする魚油由来バイオマス燃料の原料は、未利用の魚油及び魚油の精製・利用過

程で生じる未利用の副生成物（ダーク油等）に限定する。 
魚油を原料として精製される BDFは、本方法論の対象とはしない。 

 
条件 4： 
化石燃料からバイオオイルへの代替だけでなく、設備の更新又は新規導入を行う場合、以下の方

法論に定める追加の適用条件を満たすこと（プロジェクト実施後に対象設備のエネルギー消費効率

がベースラインと比べて低下しても、化石燃料からバイオオイルへの転換によって、CO2排出量は
削減することが想定される。したがって、各方法論の適用条件に示されている設備のエネルギー効

率向上に関する条件は満たす必要はない。ただし、設備を更新するプロジェクトの場合は、更新プ

ロジェクトの要件を満たすことを証明しなければならない。）。 
プロジェクト概要 該当方法論 追加の適用条件 

ボイラーを更新又は新規導入す

るプロジェクト 

EN-S-001ボイラーの導入 ボイラーを更新するプロジェクトであって

も、方法論に定める条件に該当する場合には、

ボイラーを新設するプロジェクトとしなけれ

ばならない。 

工業炉を更新するプロジェクト EN-S-003工業炉の更新 プロジェクト実施前の工業炉におけるエネル

ギー使用量及び生産量等について、原則とし

て、プロジェクト実施前の 1年間の累積値が
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把握可能であること。 

空調設備を更新又は新規導入す

るプロジェクト 

EN-S-004空調設備の導入 空調を更新するプロジェクトであっても、方

法論に定める条件に該当する場合には、空調

を新設するプロジェクトとしなければならな

い。 

コ－ジェネレーションを更新又

は新規導入するプロジェクト 

EN-S-007 コージェネレーシ

ョンの導入 

コージェネレーションを更新するプロジェク

トであっても、方法論に定める条件に該当す

る場合には、コージェネレーションを新設す

るプロジェクトとしなければならない。 

バイオマス由来燃料の熱源設備

を有する外部の事業者から供給

される熱に切り替えるプロジェ

クト 

EN-S-009 外部の高効率熱源

設備を有する事業者からの

熱供給への切替え 

－ 

ロールアイロナーを更新するプ

ロジェクト 

EN-S-017 ロールアイロナー

の更新 

熱や蒸気を消費して稼働するアイロナーの更

新であること。 

プロジェクト実施前のアイロナーにおけるエ

ネルギー使用量及び仕事量について、原則と

して、プロジェクト実施前の 1年間の累積値

が把握可能であること。 

自家用発電機を更新又は新規導

入するプロジェクト 

EN-S-025 自家用発電機の更

新※1 

－ 

乾燥設備を更新するプロジェク

ト 

EN-S-026乾燥設備の更新 プロジェクト実施前の乾燥設備におけるエネ

ルギー使用量及び乾燥重量等について、原則

として、プロジェクト実施前の 1年間の累積

値が把握可能であること。 

※1：当該方法論は、更新プロジェクトのみを対象とした方法論であるが、化石燃料からバイオオ
イルへの代替を行うプロジェクトについては、新設プロジェクトに対しても適用することが

できる。 
 
また、これらの設備の導入を伴う場合は、「４．ベースライン排出量の考え方」及び「５．ベース

ライン排出量の算定」における主要排出活動の算定式については附属書 Bを参照すること。ただし、
ベースラインとプロジェクト実施後で対象設備の効率に変化がない場合は、附属書 Bを参照する必
要はない。 

 
 

２．排出削減量の算定 
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PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 

項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライ

ン排出量 
対象設備の使用 CO2 

【主要排出活動】 
ベースラインの対象設備の使用に伴う化石燃料の使用

による排出量 

プロジェク

ト実施後排

出量 

対象設備の使用 － 
【主要排出活動】 
プロジェクト実施後の対象設備の使用に伴うバイオオ

イルの使用による排出量 

バイオマス原料

の運搬 
CO2 

【付随的な排出活動】 
バイオマス原料の採取場所から事前処理場所までの運

搬に伴う化石燃料の使用による排出量 

バイオオイル化

処理設備の使用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
バイオオイル化処理に伴う化石燃料又は電力の使用に

よる排出量 

バイオオイルの

運搬 
CO2 

【付随的な排出活動】 
バイオオイルの製造場所から使用場所までの運搬に伴

う化石燃料の使用による排出量 
 

 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

 
＜主要排出活動＞ 
a) 対象設備の使用による排出量 
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0,MPJEM  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

 
＜付随的な排出活動＞ 
b) バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 
c) バイオオイル化処理設備の使用よるプロジェクト実施後排出量 
d) バイオオイルの運搬によるプロジェクト実施後排出量 

 b) から d) の付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度
を算定し、影響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 ただし、複数のモニタリングを省略する付随的な排出活動の影響度の合計を 5％以上にしてはな
らない（影響度の合計が 5％未満となるようにモニタリングを省略する付随的な排出活動を調整
しなければならない）。 

 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 

biooiltransportSPJprocessSPJfeedstocktransportSPJSPJ EMEMEMEM ,,,,,,,,,  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,transport,feedstock バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,process バイオオイル化処理設備によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,transport,biooil バイオオイルの運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
b) バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 

feedstocktransportPJfeedstocktransportPJfeedstocktransportPJfeedstocktransportSPJ CEFHVFEM ,,,,,,,,, （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,transport,feedstock バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,transport, feedstock プロジェクト実施後のバイオマス原料の運搬における燃使用

量 

kL/年 

HVPJ, transport, feedstock プロジェクト実施後のバイオマス原料の運搬に使用する燃料

の単位発熱量 

GJ/kL 
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CEFPJ, transport, feedstock プロジェクト実施後のバイオマス原料の運搬に使用する燃料

の CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量（EMPJ,S,transport,feedstock）の算定に当た

っては、燃費法又はトンキロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細については「モ

ニタリング・算定規程」の別冊を参照すること。 
 国内におけるバイオマス原料の貨物車両による運搬において、運搬に係る貨物車両の最大積載

量が不明な場合は、当該貨物車両の最大積載量を 2,000kgとしてもよい。 
 

c) バイオオイル化処理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
c-1) 化石燃料を使用する場合 

processPJprocessPJ
allPJ

PJ
processPJprocessSPJ CEFHV

PV
PVFEM ,,

,
,,,  （式 6） 

c-2) 電力を使用する場合 

tyelectricit
allPJ

PJ
processPJprocessSPJ CEF

PV
PVELEM ,

,
,,,  （式 7） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,process バイオオイル化処理設備の使用におけるプロジェクト実施後

排出量 

tCO2/年 

FPJ,process プロジェクト実施後のすべてのバイオオイル化処理における

燃料使用量 

kL/年、t/年、

m3/年等 

ELPJ,process プロジェクト実施後のすべてのバイオオイル化処理における

電力使用量 

kWh/年 

HVPJ,process プロジェクト実施後のバイオオイル化処理に使用する燃料の

単位発熱量 

GJ/kL, GJ/t, 

GJ/ m3等 

CEFPJ,process プロジェクト実施後のバイオオイル化処理に使用する燃料の

単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

PVPJ プロジェクト実施後における当該プロジェクト用に製造され

たバイオオイルの重量 

t/年 

PVPJ,all プロジェクト実施後における製造されたすべてのバイオオイ

ルの重量 

t/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
d) バイオオイルの運搬によるプロジェクト実施後排出量 

biooiltransportPJbiooiltransportPJbiooiltransportPJbiooiltransportSPJ CEFHVFEM ,,,,,,,,,    （式 8） 

記号 定義 単位 
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EMPJ,S,transport,biooil  バイオオイルの運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,transport, biooil プロジェクト実施後のバイオオイルの運搬における燃料使用

量 

kL/年 

HVPJ,transport,biooil プロジェクト実施後のバイオオイルの運搬に使用する燃料の

単位発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ, transport,biooil プロジェクト実施後のバイオオイルの運搬に使用する燃料の

単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオオイルの運搬によるプロジェクト実施後排出量（EMPJ,S,transport,biooil）の算定に当たって

は、の算定に当たっては、燃費法又はトンキロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ法の

詳細については「モニタリング・算定規程」の別冊を参照すること。 
 国内におけるバイオマス原料の貨物車両による運搬において、運搬に係る貨物車両の最大積載

量が不明な場合は、当該貨物車両の最大積載量を 2,000kgとしてもよい。 
 
 

４．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に対象設備に投入される熱量を、バイ

オオイルではなく、それまで使用していた化石燃料から得る場合に想定される CO2排出量とする。ただ
し、生成熱量をモニタリングする場合には、プロジェクト実施後の対象設備における生成熱量を、それ

まで使用していた化石燃料を使用して得る場合に想定される CO2排出量としてもよい。 
なお、設備の導入を伴う場合のベースライン排出量の考え方は、附属書 Bを参照すること。 

biooilPJbiooilPJinputheatPJinputheatBL HVFQQ ,,,,,,  （式 9） 

記号 定義 単位 

QBL heat,input ベースラインの対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

QPJ heat,input  プロジェクト実施後の対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

FPJ,biooil プロジェクト実施後の対象設備におけるバイオオイル使用量 t/年 

HVPJ,biooil プロジェクト実施後の対象設備で使用するバイオオイルの単

位発熱量 

GJ/t 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の活動であるバイオオイルの製造並びにバイオマス原料及びバイオオイル

の運搬を行う際に、製造したバイオオイルを使用することは、プロジェクトとして新たに追加

された燃料使用であり排出削減にはつながらないため、ベースライン排出量の算定の際には、

当該燃料製造又は運搬に使用した分をプロジェクト実施後の対象設備におけるバイオオイル使

用量（FPJ,biooil）から原則として差し引かなければならない。 
 バイオオイルからボイラー等で生成された熱量が、全量利用されずに一部廃棄されている場合

には、余剰熱量分を対象設備におけるベースライン使用熱量（投入熱量）（QBL,heat,input）から控

除すること。 
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＜プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）から算定する場合＞ 
1) 温水を製造する場合又は熱媒油を加熱する場合 

3
,,,,,,,, 10heatPJheatPJheatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL CTFLQQ  （式 10） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の使用

量 

m3/年 

TPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱

前後の温度差 

K 

CPJ,heat 温水の比熱 MJ/（t・K） 

PJ,heat 温水の密度 t/m3 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 
2) 蒸気を製造する場合 

6
,,,,,, 10heatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL HFLQQ  （式 11） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の使用

量 

kg /年 

HPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱

前後のエンタルピー差 

kJ/kg 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 

 

５．ベースライン排出量の算定 

 なお、設備の導入を伴う場合のベースライン排出量の算定は、附属書 Bを参照すること。 

fuelBLinputheatBLBL CEFQEM ,,,     （式 12） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 
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QBL,heat,input ベースラインの対象設備における使用熱量（投入熱量） GJ/年 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当たり

の CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
＜プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）から算定する場合＞ 

fuelBL
BL

outputheatBLBL CEFQEM ,,,
100

    （式 13） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 % 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 バイオオイルと化石燃料を混焼している場合は、対象設備で実測した総発熱量を、バイオオイ

ルと化石燃料の熱量比によって按分することでベースラインの対象設備による生成熱量

（QBL,heat,output）を求めることができる。 
 
 

 

６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

FPJ,transport, 

feedstock 

プロジェクト実施後のバイ

オマス原料の運搬における

燃料使用量（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

FPJ,process プロジェクト実施後のすべ

てのバイオオイル化処理に

おける燃料使用量 

（kL/年, t/年, m3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  
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ELPJ,process プロジェクト実施後のすべ

てのバイオオイル化処理に

おける電力使用量（kWh/

年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間

をもとに算定 

対象期間で累計 

 

 

PVPJ プロジェクト実施後におけ

る当該プロジェクト用に製

造されたバイオオイルの重

量（t/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

PVPJ,all プロジェクト実施後におけ

る製造されたすべてのバイ

オオイルの重量（t/年） 

・重量計による計測 出荷単位ごと  

FPJ,transport,bio

oil,fuel 

プロジェクト実施後のバイ

オオイルの運搬における燃

料使用量（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

FPJ,biosolid プロジェクト実施後の対象

設備におけるバイオオイル

使用量（t/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算

定 

・重量計による計測 

対象期間で累計 

 

 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象

設備による生成熱量（GJ/

年） 

・熱量計による計測 対象期間で累計  

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象

設備で加熱された温水又は

蒸気の使用量（m3/年、kg/

年） 

・流量計による計測 対象期間で累計  

 

2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVPJ,transportf

eedstock 

プロジェクト実施後のバイ

オマス原料の運搬に使用す

る 燃 料 の 単 位 発 熱 量

（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

※1 

※2 

CEFPJ, 

transport,feedstoc

k 

プロジェクト実施後のバイ

オマス原料の運搬に使用す

る燃料の単位発熱量当たり

の CO2 排 出 係 数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

※2 

HVPJ,process プロジェクト実施後のすべ ・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 ※1 
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てのバイオオイル化処理に

使用する燃料の単位発熱量

（GJ/kL, GJ/t, GJ/ m3等） 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※2 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用

する場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

CEFPJ, process プロジェクト実施後のバイ

オオイル化処理に使用する

燃料の単位発熱量当たりの

CO2排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※2 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用

する場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

HVPJ,transport

biooil 

プロジェクト実施後のバイ

オオイルの運搬に使用する

燃料の単位発熱量（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

 

※2 

※2 

CEFPJ, 

transport,biooil 

プロジェクト実施後のバイ

オオイルの運搬に使用する

燃料の単位発熱量当たりの

CO2排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のも

のを使用 

※2 

CEFelectricity,t 電 力 の CO2 排 出 係 数

（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･

f (t) 
ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロジ

ェクト開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源 CO2排

出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基づ

き、CEFelectricity,t として全電源 CO2

【要求頻度】 

検証時において最新の

ものを使用 

※2 

※3 
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排出係数を利用することができる 

HVPJ,biosolid プロジェクト実施後の対象

設備で使用するバイオオイ

ルの単位発熱量（GJ/t） 

・JIS Z 7302-2等に基づき、廃棄物由来

燃料を分析装置又は計量器（熱量計

等）にて測定 

【要求頻度】 

1年に 1回 

 

・供給会社による提供値を利用 【要求頻度】 

1年に 1回。ただし、供

給元変更があった場合

には都度計測 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で

使用する燃料の単位発熱量

当たりの CO2 排出係数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 検証申請時に最新のも

のを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用

する場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ご

と 

都市ガス：供給元変更ご

と 

 

BL ベースラインの対象設備の

エネルギー消費効率（%） 

・使用化石燃料量及び発生熱量を実測

し、JISに基づき効率を計算 

プロジェクト実施前に

1回 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカタ

ログ値を使用 

－ 

TPJ,heat プロジェクト実施後の対象

設備で加熱された温水の加

熱前後の温度差（K） 

・温度計による計測 【要求頻度】 

定期計測（1時間 1回以

上。ただし、1日の代表

値を計測する場合、1日

1回以上） 

 

・管理温度（プロジェクト実施者が季節

別、時間別に管理・運営している温度）

をもとに算定 

【要求頻度】 

管理・運用単位ごと 

※4 

HPJ,heat プロジェクト実施後の対象

設備で加熱された蒸気の加

熱前後のエンタルピー差

（kJ/kg） 

・加熱前後の熱媒の温度、圧力を計測し、

それをもとに飽和蒸気表から算定 

【要求頻度】 

定期計測（1時間 1回以

上。ただし、1日の代表

値を計測する場合、1日

1回以上） 

 

・管理温度、圧力（プロジェクト実施者

が季節別、時間別に管理・運営してい

る温度、圧力）をもとに算定 

【要求頻度】 

管理・運用単位ごと 

※4 

CPJ,heat 温水の比熱（MJ/（t・K）） ・文献値を利用 －  

PJ,heat 温水の密度（t/m3） ・文献値を利用 －  

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ
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タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 

 
＜※1＞ 
排出量の算定に用いる燃料の単位発熱量は、高位発熱量（総発熱量）か低位発熱量（真発熱量）の

いずれかに統一することが必要である。また、プロジェクト実施前後で統一するため、低位発熱量

（真発熱量）のデフォルト値を使用する場合は、「モニタリング・算定規程」に定める換算係数を用

いて低位発熱量（真発熱量）を求めること。 
＜※2＞ 
 海外における排出活動を算定する場合は、「モニタリング・算定規程」に定めるデフォルト値を使用

することはできない。 

＜※3＞ 
 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めること。 
＜※4＞ 

 プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱前後の温度差（ TPJ,heat）及びプロジェ

クト実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱前後のエンタルピー差（ HPJ,heat）を管理温度、

圧力をもとに算定する場合、当該管理における温度や圧力の変化に応じてモニタリングが行わ

れることを説明する必要がある。 

 

７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 
・ベースラインの対象設備で、化石燃料の使用が説明できる書類（化石燃料調達計画、

契約書、購入伝票等） 

・プロジェクト実施者が系統電力を購入し使用していたことを示す書類（購入伝票等） 

適用条件2を満たすことを

示す資料 

・生産した熱又は電力を自家消費することを示す資料（配管図面、電力系統図等） 

・生産した熱又は電力を外部へ供給している場合には、自家消費分のみをプロジェクト

の対象としていることを示す資料 

適用条件3を満たすことを

示す資料 
・魚油の未利用証明書（飼料化しうる食品廃棄物に該当する場合は、性状・成分又は地

域における飼料需給等の理由により、飼料化が困難なことを証明できる資料も併せて

提出すること） 

適用条件4を満たすことを

示す資料 
・当該対象設備の方法論に定める適用条件と必要な書類一覧を参照 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を以
下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
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附属書 B：設備の導入を伴う場合のベースライン排出量の算定について 

対象設備を更新又は新設し、化石燃料又は系統電力からバイオオイルへの代替を行う場合は、以下の

ようなベースライン排出量の考え方、算定式を用いてベースライン排出量を算定する。本附属書におい

て「ベースラインの設備」とは、プロジェクト実施前の設備又は標準的な設備を指す。いずれを「ベー

スラインの設備」とするかは、各設備の方法論の条件 1の解説を参照のうえ、決定すること。 
 

1) プロジェクト実施後の対象設備が熱源設備である場合 
1-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の熱源設備による生成熱量を、プロジ

ェクト実施後の熱源設備からではなく、ベースラインの熱源設備から得る場合に想定される CO2排出量
とする。 

100
PJ

,,,,,, biooilPJbiooilPJoutputheatPJoutputheatBL HVFQQ  （式 b-1） 

記号 定義 単位 

QBL,heat, output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ heat,output  プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FPJ,biooil プロジェクト実施後の対象設備におけるバイオオイル使

用量 

t/年 

HVPJ,biooil プロジェクト実施後の対象設備で使用するバイオオイル

の単位発熱量 

GJ/t 

PJ プロジェクト実施後の対象設備のエネルギー消費効率 ％ 

 
＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の活動であるバイオオイルの製造並びにバイオマス原料及びバイオオイル

の運搬を行う際に、製造したバイオオイルを使用することは、プロジェクトとして新たに追加

された燃料使用であり排出削減にはつながらないため、ベースライン排出量の算定の際には、

当該燃料製造又は運搬に使用した分をプロジェクト実施後の対象設備におけるバイオオイル使

用量（FPJ,biooil）から原則として差し引かなければならない。 
 バイオオイルからボイラー等で生成された熱量が、全量利用されずに一部廃棄されている場合

には、余剰熱量分をベースラインの対象設備による生成熱量（QBL,heat,output）から控除すること。 
 プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）は、以下のように算定してもよ

い。 
 
1) 温水を製造する場合又は熱媒油を加熱する場合 

3
,,,,,,,, 10heatPJheatPJheatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL CTFLQQ  （式 b-2） 

記号 定義 単位 
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QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の使用

量 

m3/年 

TPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された温水の加熱

前後の温度差 

K 

CPJ,heat 温水の比熱 MJ/（t・K） 

PJ,heat 温水の密度 t/m3 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 
2) 蒸気を製造する場合 

6
,,,,,, 10heatPJheatPJoutputheatPJoutputheatBL HFLQQ  （式 b-3） 

記号 定義 単位 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

QPJ,heat,output プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量 GJ/年 

FLPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の使用

量 

kg /年 

HPJ,heat プロジェクト実施後の対象設備で加熱された蒸気の加熱

前後のエンタルピー差 

kJ/kg 

 熱量計を用いて、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量（QPJ,heat,output）を計測できる場

合は、直接計測した値を用いることができる。 
 
 

1-2) ベースライン排出量の算定 

fuelBL
BL

outputheatBLBL CEFQEM ,,,
100

 （式 b-4） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

QBL,heat,output ベースラインの対象設備による生成熱量 GJ/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 % 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 

2) プロジェクト実施後の対象設備が発電設備である場合 
2-1) 発電設備を更新する場合 
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2-1-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の発電設備で発電された電力を、プロ

ジェクト実施前の発電設備から得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJBL ELEL  （式 b-5） 

記号 定義 単位 

ELBL ベースラインの発電設備による発電電力量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の発電設備による発電電力量 kWh/年 

 
2-1-2) ベースライン排出量の算定 

fuelBL
BL

BLBL CEFELEM ,
3 100106.3  （式 b-6） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

ELBL ベースラインの発電設備による発電電力量 kWh/年 

BL ベースラインの対象設備のエネルギー消費効率 ％ 

CEFBL,fuel ベースラインの対象設備で使用する燃料の単位発熱量当

たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 
2-2) 発電設備を新設する場合 
2-2-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に対象設備で発電された電力を、系統

電力から得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJgridBL ELEL ,  （式 b-7） 

記号 定義 単位 

ELBL,grid ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の発電設備による発電電力量 kWh/年 

 
2-2-2) ベースライン排出量の算定 

tyelectricitgridBLBL CEFELEM ,,  （式 b-8） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

ELBL,grid ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
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3) プロジェクト実施後の対象設備がコージェネレーションである場合 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後のコージェネレーションによって得ら

れる生成熱量と電力量を、ベースライン熱源設備及び系統電力等から得る場合に想定される CO2排出量
とし、1)及び 2)の式の両方を使用する。ただし、プロジェクト実施後の対象設備による生成熱量
（QPJ,heat,output）は、（式 b-2）又は（式 b-3）で算定しなければならない。 

 
4) プロジェクト実施後の対象設備が工業炉、乾燥設備又はロールアイロナーである場合 
4-1) ベースライン排出量の考え方 
本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の生産量等を、プロジェクト実施後の

工業炉、乾燥設備又はロールアイロナーではなく、ベースラインの工業炉、乾燥設備又はロールアイロ

ナーから得る場合に想定される CO2排出量とする。 

PJBL PP  （式 b-9） 
記号 定義 単位 

PBL ベースラインの工業炉等における生産量等 t/年 等 

PPJ プロジェクト実施後の工業炉等における生産量等 t/年 等 

 
4-2) ベースライン排出量の算定 

fuelBLBLBLMBL CEFBUPEM ,,  （式 b-10） 

before

fuelBLfuelbefore
BL P

HVF
BU ,,

 （式 b-11） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースライン排出量 tCO2/年 

PBL ベースラインの工業炉等における生産量等 t/年 等 

BUBL ベースラインの工業炉等におけるエネルギー使用

原単位 

GJ/t 等 

CEFBL,fuel ベースラインの工業炉等で使用する燃料の単位発

熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

Fbefore,fuel プロジェクト実施前の工業炉等における燃料使用

量 

t/年,kL/年,Nm3/年等 

HVBL,fuel ベースラインの工業炉等で使用する燃料の単位発

熱量 

GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

Pbefore プロジェクト実施前の工業炉等における生産量等 t/年 等 
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設備の導入を伴う場合に、ベースライン排出量を算定するために追加的に必要となる、モニタリング

項目及びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す（下表に記載のないモニタリング項目については、

６．モニタリング方法の一覧を参照すること。）。 
 

1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

ELPJ プロジェクト実施後

の発電設備による発

電電力量(kWh/年) 

・電力計による計測 対象期間で累計  

ELPJ,grid ベースラインの系統

電力使用量 (kWh/

年) 

・電力会社からの請求書をもとに算定 対象期間で累計  

PPJ プロジェクト実施後

の工業炉等における

生産量等（t/年 等） 

・生産記録をもとに算定 対象期間で累計 ※1 

Pbefore プロジェクト実施前

の工業炉における生

産量等（t/年 等） 

・生産記録をもとに算定 【要求頻度】 

原則、プロジェクト開始直近の 1

年間以上の実績を累計 

※1 

※2 

Fbefore,fuel プロジェクト実施前

の工業炉における燃

料使用量（t/年 ,kL/

年,Nm3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

【要求頻度】 

プロジェクト開始直近の 1 年間

以上の実績を累計 

※2 

 
2)係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

PJ プロジェクト実施後

の対象設備のエネル

ギー消費効率（%） 

・使用化石燃料量及び発生熱量を実測

し、JISに基づき効率を計算 

【要求頻度】 

１年に 1回 

 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値又は対象設備各方法論の附

属書に記された標準的な機器の効率

値を使用 

－ 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
 
＜※1＞ 

 プロジェクト実施前後の工業炉等における生産量等（Pbefore及び PPJ）は、原則、プロジェクト

実施前後で統一された条件で計測されたものであることが必要である。ただし、保守的な値と

なる場合はこの限りではない。 
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 プロジェクト実施前後の工業炉等における生産量等（Pbefore及び PPJ）は、エネルギー使用量と

相関関係を示す指標（例：生産量等）を設定する必要があり、その設定に当たっては、当該指

標がエネルギー使用量に最も影響を与えるものであることを合理的に説明しなければならない。 
 
＜※2＞ 

 プロジェクト実施前の工業炉等のエネルギー使用原単位に使用する、プロジェクト実施前の工

業炉等における生産量等（Pbefore）及びプロジェクト実施前の工業炉等における燃料使用量

（Fbefore,fuel）は原則としてプロジェクト実施前 1 年間の累積値を把握することが必要である。
ただし、エネルギー使用原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデータ等によ

って合理的に示せる場合には、より短い期間の累積値データにより把握してもよい。 
 



 

1 

方法論 EN-R-010(ver.1.0)  再生可能エネルギー熱を利用する発電設備の導入 

方法論番号 EN-R-010 Ver.1.0 
方法論名称 再生可能エネルギー熱を利用する発電設備の導入 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、再生可能エネルギー熱を利用する発電設備を導入することにより、系統電力等を

代替する排出削減活動を対象とするものである。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：再生可能エネルギー熱を利用する発電設備を設置すること。 
 条件 2：原則として、再生可能エネルギー熱を利用する発電設備で発電する電力の全部又は一部
を、自家消費すること。 

 条件 3：温室効果を有する作動媒体を用いる発電設備を導入する場合には、その媒体が漏洩しな
いような構造であること。 

 条件 4：再生可能エネルギー熱を利用する発電設備で発電した電力が、系統電力等を代替するも
のであること。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
再生可能エネルギー熱とは、これまで利用されていなかった温泉熱、地熱又は太陽熱を指す。 

 
条件 2： 
代替される電力は、原則として、自家消費分に限ることとし、発電した電力のうち他者に提供

した電力については対象とはしない※1、※2。他者に提供した電力には、廃止前の電気事業者によ

る新エネルギー等の利用に関する特別措置法※2（平成 14年法律第 62号）に規定される電気事業
者による新エネルギー等電気の利用に該当するもの及び電気事業者による再生可能エネルギー電

気の調達に関する特別措置法（平成 23 年法律第 108 号）に規定される電気事業者による再生可
能エネルギー電気の調達に該当するものを含むものとする。 
※1：例えば、複数のプロジェクト実施者で発電設備を協同で設置し、その協同したプロジェク
ト実施者において電力を消費するような場合は、自家消費に含まれる。 
※2：ただし、プロジェクト実施者と電力事業者との間で、環境価値はプロジェクト実施者に帰
属することを締約したうえで電力を提供した場合であって、当該環境価値の帰属状況が証明

できる書面（電気事業者とプロジェクト実施者との間で締結する契約書の写等）等を提出で

き、かつ、環境価値のダブルカウントの防止措置がとられている場合は、この限りではない。 
※3：廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法は、電気事業者によ
る再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法附則第 12条の規定により、当分の間、
なおその効力を有するものとされている。 
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条件 3： 
バイナリー発電設備等の中には、温室効果を有する作動媒体（地球温暖化対策推進法対象の代

替フロン等 3ガス、HFC-245fa）を用いる設備があるが、そのような設備を導入する場合には、
媒体が漏洩しないような構造となっていることが必要である。 

 
条件 4： 
原則、系統電力の使用を、再生可能エネルギー熱を利用する発電設備で発電した電力で代替す

るプロジェクトを対象とする。 
ただし、化石燃料等による自家発電設備を有する施設において、再生可能エネルギー熱を利用

する発電による発電量が、系統電力の購入電力量又は自家発電量のいずれかを代替したことが特

定できる場合は、本方法論を適用することができる。（削減量を算定する際には、代替した電力量

の応分について、再生可能エネルギー熱を利用する発電による発電量に各々の排出係数を乗じる

こととなる。） 
 
 

2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2 /年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2 /年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

系統電力等

の使用 
CO2 

【主要排出活動】 
ベースラインの系統電力等の使用に伴う排出量 

プロジェクト

実施後 
排出量 

再生可能エ

ネルギー熱

を利用する

発電設備の

利用 

－ 
【主要排出活動】 
プロジェクト実施後の再生可能エネルギー熱を利用する

発電設備の使用に伴う排出量 

電力制御装

置の使用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
電力制御装置等(パワーコンディショナー等)の使用に伴
う電力の使用による排出量 

蓄電池の使

用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
蓄電池の充放電の過程における電力のロスに伴う排出量 
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ポンプ等の

補助動力の

使用 
CO2 

【付随的な排出活動】 
再生可能エネルギー熱を利用するために必要となるポン

プ等の補助動力の使用に伴う電力の使用による排出量 

 電力制御装置（パワーコンディショナー等）における電力使用量、蓄電池における充放電ロス

又はポンプ等の補助動力を差し引いた発電電力量をモニタリングする場合は、当該補機類の使

用に係る排出量を算定する必要はない。 
 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

 
＜主要排出活動＞ 

a) 再生可能エネルギー熱を利用する発電設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 

0,MPJEM  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

 
＜付随的な排出活動＞ 

b) 電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用によるプロジェクト実施後排出量 
c) 蓄電池の充放電の使用によるプロジェクト実施後排出量 
d) ポンプ等の補機動力の使用によるプロジェクト実施後排出量 

 b) から d) の付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減量に対する影響度を算定
し、影響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 ただし、複数のモニタリングを省略する付随的な排出活動の影響度の合計を 5％以上にしてはな
らない（影響度の合計が 5％未満となるようにモニタリングを省略する付随的な排出活動を調整
しなければならない）。 
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＜付随的な排出活動の算定例＞ 

auxiliarySPJbatterySPJcontrolSPJSPJ EMEMEMEM ,,,,,,,,  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,control 電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用によるプロ

ジェクト実施後排出量 

tCO2/年 

EMPJ,S,battery 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,S, auxiliary ポンプ等の補機動力の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
b) 電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricitcontrolPJcontrolSPJ CEFELEM ,,,,  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,control 電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用による

プロジェクト実施後排出量 

tCO2/年 

ELPJ, control  プロジェクト実施後の電力制御装置（パワーコンディショ

ナー等）における電力使用量 

kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
c) 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricitbatteryPJauxiliarySPJ CEFELEM ,,,,  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,battery 蓄電池の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

ELPJ, battery プロジェクト実施後の蓄電池おける電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
d) ポンプ類の補機動力の使用によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricitauxiliarPJbatterySPJ CEFELEM ,,,,  （式 7） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S, auxiliary ポンプ等の補機動力の使用によるプロジェクト実施後排

出量 

tCO2/年 

ELPJ, auxiliary プロジェクト実施後のポンプ等の補機動力おける電力使

用量 

kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 
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4．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に自家消費する電力量を、プロジェク

ト実施後の再生可能エネルギー熱を利用する発電設備からではなく、ベースラインの系統電力等から得

る場合に想定される CO2排出量である。 

rerrePJBL ELELELEL  （式 8） 

記号 定義 単位 

ELBL ベースラインの系統電力使用量 kWh/年 

ELPJ プロジェクト実施後の再生可能エネルギー熱を利用する

発電設備による発電電力量のうち自家消費した電力量 

kWh/年 

ELre プロジェクト実施後の再生可能エネルギー熱を利用する

発電設備による発電電力量 

kWh/年 

ELrer プロジェクト実施後の再生可能エネルギー熱を利用する

発電設備による発電電力量のうち他者に提供した電力量 

kWh/年 

 

 

５．ベースライン排出量の算定 

tyelectricitBLBL CEFELEM ,  （式 9） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

ELBL ベースラインの電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
 

６．モニタリング方法 

ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 
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ELPJ プロジェクト実施

後の再生可能エネ

ルギー熱を利用す

る発電設備による

発電電力量のうち

自家消費した電力

量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

ELre プロジェクト実施

後の再生可能エネ

ルギー熱を利用す

る発電設備による

発電電力量（kWh/

年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

ELrer プロジェクト実施

後の再生可能エネ

ルギー熱を利用す

る発電設備による

発電電力量のうち

他者に提供した電

力量（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

対象期間で累計  

ELPJ, control プロジェクト実施

後の電力制御装置

（パワーコンディ

ショナー等）におけ

る電力使用量

（kWh/年） 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間をも

とに算定 

対象期間で累計  

ELPJ, battery プロジェクト実施

後の蓄電池におけ

る電力使用量

（kWh/年） 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間をも

とに算定 

対象期間で累計  

ELPJ, auxiliary プロジェクト実施

後のポンプ等の補

機動力おける電力

使用量（kWh/年） 

・電力計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼働時間をも

とに算定 

対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係 ・デフォルト値を利用 【要求頻度】 ※1 
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数（tCO2/kWh） CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･f (t) 

ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロジェクト

開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源 CO2排出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基づき、

CEFelectricity,tとして全電源 CO2排出係数を

利用することができる 

検証申請時において最

新のものを使用 

 

＜※1＞ 
 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 

 

７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすこ
とを示す資料 

・再生可能エネルギー熱を利用する発電設備の設置状況が分かる設計図面、設置後の写

真 

・再生可能エネルギー熱を利用する発電設備の仕様等 

適用条件2を満たすこ
とを示す資料 

・発電した電力を自家消費することを示す資料（電力系統図等） 

・発電した電力を外部へ供給している場合には、自家消費分のみをプロジェクトの対象

としていることを示す資料 

適用条件3を満たすこ
とを示す資料 

・作動媒体を示す仕様等 

適用条件4を満たすこ
とを示す資料 

・プロジェクト実施前に系統電力等を使用していたことが確認できる資料（電気事業者

からの購買伝票等） 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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方法論 EN-R-010(ver.1.0)  再生可能エネルギー熱を利用する発電設備の導入 

附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施前後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を
以下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 



 

方法論（工業プロセス分野）（案） 

 

方法論番号 方法論名称 

IN-001 マグネシウム溶解鋳造用カバーガスの変更 

IN-002 麻酔用 N2O ガス回収・分解システムの導入 

IN-003 液晶 TFT アレイ工程における SF6 から COF2 への使用ガス代替 

IN-004 温室効果ガス不使用絶縁開閉装置等の導入 

 

（資料３－２）別添３ 
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方法論 IN-001 (ver.1.0) マグネシウム溶解鋳造用カバーガスの変更 
 

方法論番号 IN-001 Ver.1.0 
方法論名称 マグネシウム溶解鋳造用カバーガスの変更 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、プロジェクト実施前に使用していたマグネシウム溶解鋳造用カバーガスを、六フ

ッ化硫黄（SF6）ガスからより温室効果の小さい他のガスへと変更する排出削減活動を対象と
するものである。 

 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：プロジェクト実施前のマグネシウム溶解鋳造用カバーガスを SF6 ガスからより温室効
果の小さい他のガスへ変更すること。 

 条件 2：プロジェクト実施前の SF6 ガスの使用量及びマグネシウム溶解鋳造品の生産量につい
て、原則として、プロジェクト実施前の 1年間の累積値が把握可能であること。 
 
＜適用条件の説明＞ 
条件 2： 

SF6 ガス使用原単位の算定に使用するプロジェクト実施前の SF6 ガス使用量及びマグネシウム
溶解鋳造品の生産量については、原則として、プロジェクト実施前の 1年間の累積値の把握が必要
であるが、SF6ガス使用原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリングデータ等によって
合理的に示せる場合には、より短い期間の累積値データにより把握してもよい。 

 
 

2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2e/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 
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＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

カバーガス

の使用 
SF6 

【主要排出活動】 
ベースライン（プロジェクト実施前）のカバーガスの使

用による排出量 

プロジェクト

実施後排出量 
カバーガス

の使用 

プロジェクト

実施後のカバ

ーガス 

【主要排出活動】 
プロジェクト実施後のカバーガスの使用による排出量 

 

 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

CoverGasPJCoverGasPJPJ GWPAUEM ,, 　  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 

AUPJ,CoverGas プロジェクト実施後の代替カバーガス使用量 t/年 

GWPPJ,CoverGas プロジェクト実施後の代替カバーガスの地球温暖化係数 tCO2e/t 

 
 

4．ベースライン排出量の考え方 

  本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後と同じ量のマグネシウム鋳造品を、カ
バーガスの変更を行わずに SF6ガスを使用して生産する場合に想定される SF6排出量とする。 

PJBL PP  （式 3） 
記号 定義 単位 

PBL ベースラインのマグネシウム溶解鋳造品の生産量 t/年 

PPJ プロジェクト実施後のマグネシウム溶解鋳造品の生産量 t/年 

 

 

５．ベースライン排出量の算定 

66, SFSFBLBLBL GWPBUPEM  （式 4） 

before

CoverGasbefore
SFBL P

AU
BU ,

6,  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 

PBL ベースラインのマグネシウム溶解鋳造品の生産量 t/年 
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BUBL,SF6 単位生産量当たりの SF6ガス使用原単位 tSF6/t 

GWPSF6 SF6の地球温暖化係数 tCO2e/tSF6 

AUbefore,CoverGas プロジェクト実施前の SF6ガス使用量 tSF6/年 

Pbefore プロジェクト実施前のマグネシウム溶解鋳造品の生産量 t/年 

 
 

６．モニタリング方法 

ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 

1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

AUPJ,CoverGas プロジェクト実施

後の代替カバーガ

ス使用量（t/年） 

・カバーガス供給会社からの請求書を

もとに算定 

・流量計による計測 

対象期間で累計 

 

 

PPJ プロジェクト実施

後のマグネシウム

溶解鋳造品の生産

量（t/年） 

・重量計による計測 

・出荷量と期初、期末在庫量から算定 

対象期間で累計  

AUbefore,CoverGas プロジェクト実施

前の SF6ガス使用

量（tSF6/年） 

・カバーガス供給会社からの請求書を

もとに算定 

・流量計による計測 

【要求頻度】 

原則、プロジェクト開始直近の

1年間以上の実績を累計 

※1 

Pbefore プロジェクト実施

前のマグネシウム

溶解鋳造品の生産

量（t/年） 

・重量計による計測 

・出荷量と期初、期末在庫量から算定 

【要求頻度】 

原則、プロジェクト開始直近の

1年間以上の実績を累計 

※1 

 
2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

GWPPJ,CoverGas プロジェクト実施

後の他のカバーガ

スの地球温暖化係

数（tCO2e/t） 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

GWPSF6 SF6の地球温暖化 ・デフォルト値を利用 【要求頻度】  
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係数

（tCO2e/tSF6） 

検証申請時に最新のものを使用 

 
＜※1＞ 

 単位生産量当たりのSF6ガス使用原単位に使用するプロジェクト実施前のSF6ガス使用量（AU 

before,CoverGas）及びプロジェクト実施前のマグネシウム溶解鋳造品の生産量（Pbefore）は原則とし

て、プロジェクト実施前１年間の累積値を把握し、プロジェクト実施前後で統一された測定条

件で実測することが必要である。ただし、AU before,CoverGas及び Pbeforeの値の変動が年間を通じ

て少ないことをサンプリングデータ等によって合理的に示せる場合には、より短い期間の累積

値データにより把握してもよい。 
 

 

７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 

・プロジェクト実施後に使用されるカバーガスを示す資料  

－代替ガスの購入伝票  

－代替ガスを使ったマグネシウム溶解鋳造の実証実験データ、評価結果 等 

適用条件2を満たすことを

示す資料 

・プロジェクト実施前1年間のSF6ガス使用量及びマグネシウム溶解鋳造品の生産量が分

かる資料 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 

 

 



 方法論 IN-002（Ver.1.0）麻酔用N2Oガス回収・分解システムの導入 

方法論番号 IN-002 Ver.1.0 
方法論名称 麻酔用N2Oガス回収・分解システムの導入 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、麻酔用一酸化二窒素（N2O）ガスが使用される医療施設において、プロジェクト
実施前に無処理で大気放出させていたN2Oガスを、麻酔用N2Oガス回収・分解システムを導
入することで大気放出を削減する排出削減活動を対象とするものである。 

 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件を満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：新たに麻酔用N2Oガス回収・分解システムを導入すること。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
本方法論は、医療施設において、プロジェクト実施前は麻酔用 N2O ガスを無処理で大気放出さ
れていたプロジェクトを対象とする。 

 
 

2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2e/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

麻酔用ガス

の使用 
N2O 

【主要排出活動】 
ベースライン（プロジェクト実施前）の麻酔用ガスの使

用による排出量 

プロジェクト

実施後排出量 

麻酔用ガス

の使用 
N2O 

【主要排出活動】 
プロジェクト実施後の麻酔用ガスの使用による排出量 

麻酔用ガス

回収・分解

装置の使用 
CO2 

【主要排出活動】 
麻酔用ガス回収・分解装置の使用に伴う電力の使用によ

る排出量 
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3．プロジェクト実施後排出量の算定 

2,2, COPJONPJPJ EMEMEM  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 

EMPJ,N2O プロジェクト実施後の N2O起源排出量 tCO2e/年 

EMPJ,CO2 プロジェクト実施後の電力起源排出量 tCO2/年 

 
a) 麻酔用ガスの使用によるプロジェクト実施後排出量 

ONONPJONPJONPJ GWPAUEM 22,2,2, )1(　  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,N2O プロジェクト実施後の N2O起源排出量 tCO2e/年 

AUPJ,N2O プロジェクト実施後の N2Oガス使用量 tN2O/年 

PJ,N2O N2Oガス回収・分解システムの分解率 % 

GWPN2O N2Oの地球温暖化係数 tCO2e/tN2O 

 
b) 麻酔用ガス回収・分解装置の使用によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricitPJCOPJ CEFELEM ,2, 　  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,CO2 プロジェクト実施後の電力起源排出量 tCO2/年 

ELPJ プロジェクト実施後の N2Oガス回収・分解装置における

電力使用量 

kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
 

4．ベースライン排出量の考え方 

  本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後のN2Oガスを、麻酔ガスの回収・分解
装置の導入を行わずに、大気放出し続ける場合に想定されるN2O排出量とする。 

ONPJONBL AUAU 2,2,  （式 5） 

記号 定義 単位 

AUPJ,N2O プロジェクト実施後 N2Oガス使用量 tN2O/年 

AUBL,N2O ベースラインの N2Oガス使用量 tN2O/年 
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５．ベースライン排出量の算定 

ONONBLBL GWPAUEM 22, 　  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 

AUBL,N2O ベースラインの N2Oガス使用量 tN2O/年 

GWPN2O N2Oの地球温暖化係数 tCO2e/tN2O 

 

 

６．モニタリング方法 

ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 

1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

AUPJ,N2O プロジェクト実施後

の N2O ガス使用量

（tN2O/年） 

・ガス供給会社からの請求書をもとに

算定 

・流量計による計測 

対象期間で累計  

ELPJ プロジェクト実施後

の N2O ガス回収・

分解装置における電

力使用量（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

PJ, N2O N2O回収・分解シス

テムの分解率（％） 

・メーカーの仕様書等に記載されたカ

タログ値を使用 

―  

GWPN2O N2O の地球温暖化

係数（tCO2e/tN2O) 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使

用 

CEFelectricity,t 電力の CO2 排出係

数（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･f 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使

※1 
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(t) 

ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロジ

ェクト開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源 CO2排

出係数 

f (t) : 移行関数 

0 [0≦t<1年] 

f (t) = 0.5 [1年≦t<2.5年] 

1 [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基

づき、CEFelectricity,tとして全電源 CO2

排出係数を利用することができる 

用 

 
＜※1＞ 

 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 

 
 

７．付記 

 本方法論を適用するプロジェクトは、経済的障壁を有するため追加性の評価は不要とする。 
 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 

・麻酔用ガス回収・分解システムの導入状況を示す資料  

－設備設置図書 等 

－麻酔用ガス回収・分解システムの仕様書等 

・麻酔用ガス回収・分解システムの導入以前の設備状況を示す資料 

－設備設置図書 等 

－N2Oガスの購入伝票 等 
 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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方法論 IN-002（Ver.1.0）麻酔用N2Oガス回収・分解システムの導入 

附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を以
下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
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方法論 IN-003 (ver.1.0) 液晶 TFTアレイ工程における SF6から COF2への使用ガス代替 
 

方法論番号 IN-003 Ver.1.0 
方法論名称 液晶 TFTアレイ工程における SF6から COF2への使用ガス代替 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、液晶 TFTアレイ工程のエッチング加工にてエッチングガスとして用いられる六フ
ッ化硫黄（SF6）を主成分とするガスを、フッ化カルボニル（COF2）を主成分とするガスに
切り替える排出削減活動を対象とするものである。 

 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1： 液晶 TFTアレイ工程においてエッチング加工で使用するガスを、SF6ガスから、COF2
ガスに切り替えること。 

 条件 2：プロジェクト実施後に製造品目やエッチング加工工程等で大幅な変更を行わないこと。 
 条件 3：プロジェクト実施前の SF6 ガス使用量及びエッチング加工工程を経たマザーガラスの
加工枚数について、原則として、プロジェクト実施前の 1年間の累積値が把握可能であること。 

  

＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
プロジェクト実施前には液晶 TFTアレイ工程のエッチング加工で SF6が使われていたこと。 
なお、使用していた SF6 ガスの一部を COF2 ガスに切り替えるプロジェクトにおいて、プロジ
ェクト実施前 1年間の SF6ガス使用量のうちどの部分が代替されたかを特定できる場合は、本方法
論を適用することができる。 
 
条件 2： 
プロジェクト実施前と実施後で製造品目やエッチング加工工程等に大幅な変更があり、使用する

エッチングガスの種類や量が異なる場合、過去実績によるベースラインの算定が困難となるため、

そのような変更が行われた場合は、本方法論の対象とはならない。 
 
条件 3： 

SF6 ガス使用原単位の算定に使用するプロジェクト実施前の SF6 ガス使用量及びエッチング加
工工程を経たマザーガラスの加工枚数については、原則として、プロジェクト実施前の 1年間の累
積値の把握が必要であるが、SF6ガス使用原単位の変動が年間を通じて少ないことをサンプリング
データ等によって合理的に示せる場合には、より短い期間の累積値データにより把握してもよい。 

 
 

２．排出削減量の算定 
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方法論 IN-003 (ver.1.0) 液晶 TFTアレイ工程における SF6から COF2への使用ガス代替 
 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2e/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

エッチング

加工 
SF6 

【主要排出活動】 
ベースライン（プロジェクト実施前）のエッチング加工

に伴う排出量 
プロジェクト

実施後 
排出量 

エッチング

加工 
－ 

【主要排出活動】 
プロジェクト実施後のエッチング加工に伴う排出量 

 

 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

0PJEM  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 

 
 

４．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後と同じ量のマザーガラスを、COF2 ガ
スへの代替を行わずに SF6ガスを使用して加工する場合に想定される SF6排出量とする。 

PLBL MQMQ   （式 3） 

記号 定義 単位 

MQBL ベースラインのエッチング工程におけるマザーガラス加工枚数 枚/年 

MQPJ プロジェクト実施後のエッチング工程におけるマザーガラス加工

枚数 

枚/年 

 

 

５．ベースライン排出量の算定 
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方法論 IN-003 (ver.1.0) 液晶 TFTアレイ工程における SF6から COF2への使用ガス代替 
 

66,11 SFSFBLBLBL GWPBUAERCMQEM  （式 4） 

before

SFbefore
SFBL MQ

GQBU 6,
6,  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 

MQBL ベースラインのエッチング工程におけるマザーガラス加工枚数 枚/年 

RC エッチング工程におけるガスの反応消費率 ％ 

AE 除害装置における除害効率 ％ 

GWPSF6 SF6の地球温暖化係数 tCO2e/tSF6 

BUBL,SF6 ベースラインの単位枚数当たりの SF6ガス使用量原単位 tSF6/枚 

GQbefore,SF6 プロジェクト実施前のエッチング工程における SF6ガス使用量 t/年 

MQbefore プロジェクト実施前のエッチング工程におけるマザーガラス加工枚

数 

枚/年 

 
＜補足説明＞ 
 液晶製造工程における除害装置設置率は 98.4%であるため、プロジェクト実施前の除害装置設置の
有無に関わらず、除害装置が設置されていることをベースラインとする。 
（経済産業省 産業構造審議会 化学・バイオ部会地球温暖化防止対策小委員会（第 26回）配布資料
「分野ごとの行動計画に基づく取り組みの進捗状況（個票・2010年度分）」平成 23年 12月より） 

 

 

６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応じてモ

ニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に従い、

モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングすること。 
 
1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

MQPJ プロジェクト実施後のエッ

チング工程におけるマザー

ガラス加工枚数（枚/年） 

・計測 対象期間で累計  

MQbefore プロジェクト実施前のエッ

チング工程におけるマザー

ガラス加工枚数（枚/年） 

・計測 【要求頻度】 

原則、プロジェクト

開始直近の 1年間以

上の実績を累計 

※1 
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方法論 IN-003 (ver.1.0) 液晶 TFTアレイ工程における SF6から COF2への使用ガス代替 
 

GQbefore,SF6  プロジェクト実施前のエッ

チング工程における SF6 ガ

ス使用量（t/年） 

・ガス供給会社からの請求書をもとに算定 

・計測 

【要求頻度】 

原則、プロジェクト

開始直近の 1年間以

上の実績を累計 

※1 

 
2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

RC エッチング工程におけるガ

スの反応消費率（％） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告書

記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

※2 

AE 除害装置における除害効率

（％） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告書

記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

※2 

GWPSF6 SF6 の地球温暖化係数

（tCO2e/tSF6） 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

 
＜※1＞ 

 SF6ガス使用原単位に使用するプロジェクト実施前のエッチング工程における SF6ガス使用量
（GQbefore,SF6）及びプロジェクト実施前のエッチング工程におけるマザーガラス加工枚数

（MQbefore）は原則として、プロジェクト実施前 1年間の累積値を把握し、プロジェクト実施前
後で統一された測定条件で実測することが必要である。ただし、SF6 ガス使用原単位の値の変
動が年間を通じて少ないことをサンプリングデータ等によって合理的に示せる場合には、より

短い期間の累積値データにより把握してもよい。 
＜※2＞ 

 「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」では 50％と設定。 
＜※3＞ 

 「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」では 90％と設定。 
 

 

７．付記 

 投資回収年数の算定に当たっては、COF2 ガスを利用するために不可欠な保安装置の追加設置費用
を設備投資費用に含めてよい。 
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方法論 IN-003 (ver.1.0) 液晶 TFTアレイ工程における SF6から COF2への使用ガス代替 
 

＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすこ
とを示す資料 

・プロジェクト実施前の承認済み製造条件表等、SF6ガスを使用していたことを示す資

料 

適用条件2を満たすこ
とを示す資料 

・プロジェクト実施前とプロジェクト実施後の承認済み工程図等、製造品目や工程に大

幅な変更がないことを示す資料 
適用条件3を満たすこ
とを示す資料 

・プロジェクト実施前1年間のSF6ガス使用量及びエッチング加工工程を経たマザーガラ

スの加工枚数が分かる資料 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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方法論 IN-004 (ver.1.0)温室効果ガス不使用絶縁開閉装置等の導入 

方法論番号 IN-004 Ver.1.0 
方法論名称 温室効果ガス不使用絶縁開閉装置等の導入 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、温室効果ガス不使用の絶縁開閉装置・遮断器を導入する排出削減活動を対象とす

るものである。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件を満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：温室効果ガス不使用の絶縁開閉装置・遮断器を導入すること。ただし、ベースラインの
絶縁開閉装置・遮断器が温室効果ガス不使用である場合は除く。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
ベースラインの絶縁開閉装置・遮断器はそれぞれ以下を想定する。 
（1）絶縁開閉装置・遮断器を更新するプロジェクトの場合 
ベースラインの絶縁開閉装置・遮断器は、更新前の SF6ガス使用絶縁開閉装置・遮断器である。 
ただし、絶縁開閉装置・遮断器を更新する場合であっても、以下のいずれかに該当する場合には、

絶縁開閉装置・遮断器を新設するプロジェクトとしなければならない。 
① 更新前の設備の仕様が取得できない場合 
② 故障や老朽化等により更新前の設備を継続利用できない場合又は継続利用できても導入から

法定耐用年数の 2倍を超えている場合 
③ 更新後の設備の対応電圧・電流が更新前の設備と異なる場合 

 
（2）絶縁開閉装置・遮断器を新設するプロジェクトの場合 
ベースラインの絶縁開閉装置・遮断器は、標準的な絶縁開閉装置・遮断器である。 
標準的な絶縁開閉装置・遮断器は原則として、以下のように設定するが、プロジェクトにより導

入される設備が代替し得る設備に係る一般的な状況（設備の普及状況及び設備投資の経済性）及

び当該プロジェクト固有の状況を踏まえた合理的な説明ができる場合はこの限りではない。 
①設備群の特定 
絶縁開閉装置・遮断器とする。 

②設備の特定 

新設した絶縁開閉装置・遮断器と同じ電圧・電流に対応する、SF6ガスを使用する絶縁開閉装
置・遮断器とする。 
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方法論 IN-004 (ver.1.0)温室効果ガス不使用絶縁開閉装置等の導入 

2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2e/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 
項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

絶縁開閉装

置・遮断器

の使用時の

漏洩 

SF6 
【主要排出活動】 
絶縁開閉装置・遮断器に充填された SF6ガスの大気中へ
の漏洩による排出量 

性能試験時

の漏洩※ 
SF6 

【付随的な排出活動】 
絶縁開閉装置・遮断器出荷前の性能試験の際に行われる

SF6ガスの充填及び回収において、全量回収できずに
SF6ガスが大気中へ漏洩することによる排出量 

プロジェクト

実施後排出量 

絶縁開閉装

置・遮断器

の使用時の

ガスの漏洩 

－ 
【主要排出活動】 
絶縁開閉装置・遮断器に充填された SF6ガスの大気中へ
の漏洩による排出量 

絶縁開閉装

置・遮断器

の更新時の

漏洩※ 

SF6 

【付随的な排出活動】 
絶縁開閉装置・遮断器の更新時に封入された SF6ガスを
抜き取る際に、SF6ガスが大気中に漏洩することによる
排出量 

※性能試験時の SF6ガスの漏洩は、絶縁開閉装置・遮断器を新設するプロジェクトの場合に、設備更新時
の SF6ガスの漏洩は、絶縁開閉装置・遮断器を更新するプロジェクトの場合に考慮する。 

 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2e/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2e/年 
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方法論 IN-004 (ver.1.0)温室効果ガス不使用絶縁開閉装置等の導入 

 
＜主要排出活動＞ 
a) 絶縁開閉装置・遮断器の使用時の漏洩によるプロジェクト実施後排出量 

0,MPJEM  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2e/年 

 
＜付随的な排出活動＞ 

b) 絶縁開閉装置・遮断器の更新時の漏洩によるプロジェクト実施後排出量 
 付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度を算定し、影

響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じる

ことで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 
 

＜付随的な排出活動の算定例＞ 
b) 絶縁開閉装置・遮断器の更新時の漏洩によるプロジェクト実施後排出量 

6,6,6, SFcollectionSFremainSFSPJ GWPEM 　  （式 4） 

fi

i
collectionSFremainSF PP

P
,6,6 　  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2e/年 

SF6,remain 更新前の絶縁開閉装置・遮断器に封入されている SF6 ガ

ス量 

t/年 

SF6,collection 更新前の絶縁開閉装置・遮断器に封入されている SF6 ガ

スの回収量 

t/年 

GWPSF6 SF6の地球温暖化係数 tCO2e/tSF6 

Pi 更新前の絶縁開閉装置・遮断器の SF6 ガス封入部の回収

前の圧力 

MPa 

Pf 更新前の絶縁開閉装置・遮断器の SF6 ガス封入部の回収

後の圧力 

MPa 
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4．ベースライン排出量の考え方 

  本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の絶縁能力（対応電圧・電流）を、プ
ロジェクト実施後の温室効果ガス不使用の絶縁開閉装置・遮断器ではなく、ベースラインの SF6ガス使
用絶縁開閉装置・遮断器で実現する場合に想定される SF6排出量である。 
＜補足説明＞ 

年数

SF6充填量

既存絶縁装置
使用開始時点

規定装置
内ガス量

before,SF6,max

六フッ化
硫黄充填

六フッ化
硫黄充填

～～～～

X
設備更新時点
～～ ～～

既存絶縁装置
使用開始から
30年経過時点

設備更新時点から既存設備使用開始から30年
経過までの間は、設備更新以前と同じ漏えい率
で六フッ化硫黄が漏えいしていたとみなし、六
フッ化硫黄の漏えい量を算出する。

充填量

～～ ～～

0
初回充填時点
（初回充填量は除く）

この傾きがFLBLとなる。

更新時点での
内容量

SF6,remain

 
図 1 更新の場合のベースラインの考え方 

 

 
図 2 新設の場合のベースライン排出量の考え方 

 

 

 

５．ベースライン排出量の算定 

SBLMBLBL EMEMEM ,, ＋  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 
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EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2e/年 

EMBL,S ベースラインの付随的な排出量 tCO2e/年 

 
＜主要排出活動＞ 
a) 絶縁開閉装置・遮断器の使用時の漏洩によるベースライン排出量 
a-1) 絶縁開閉装置・遮断器を更新する場合 

6, SFBLMBL GWPFLEM  （式 7） 

X
FL remainSFmaxSFbeforefillSFbefore

BL
)( ,6,6,,6, 　＋

 （式 8） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2e/年 

FLBL ベースラインの絶縁開閉装置・遮断器からの SF6 ガス漏

えい量 

t/年 

GWPSF6 SF6の地球温暖化係数 tCO2e/tSF6 

before, SF6,fill 過去 X 年間のプロジェクト実施前の絶縁開閉装置・遮断

器への SF6ガス充填量 

t 

before,SF6,max プロジェクト実施前の絶縁開閉装置・遮断器の SF6 ガス

規定充填量 

t 

SF6,remain 更新前の絶縁開閉装置・遮断器に封入されている SF6量 t 

X SF6 ガス充填記録に基づく初回の充填からの期間（ただ

し、充填記録が残る期間のみ） 

年 

 
＜補足説明＞ 
 SF6ガス充填記録がない場合は、ベースラインの絶縁開閉装置・遮断器からの SF6ガス漏洩量（FLBL）

は、漏洩率のデフォルト値を用いて以下の式より算出するものとする。 

BLmaxSFbeforeBL LRFL ,6,　  （式 9） 

記号 定義 単位 

FLBL ベースラインの絶縁開閉装置・遮断器からの SF6 ガス漏

洩量 

t/年 

before,SF6,max プロジェクト実施前の絶縁開閉装置・遮断器の SF6 ガス

規定充填量 

t 

LRBL ベースラインの絶縁開閉装置・遮断器の SF6ガス漏洩率 %/年 
 

 
a-2) 絶縁開閉装置・遮断器を新設する場合 
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6,6,, SFBLmaxSFBLMBL GWPLREM 　  （式 10） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2e/年 

BL,SF6,max ベースラインの絶縁開閉装置・遮断器の SF6 ガス規定充

填量 

t 

LRBL ベースラインの絶縁開閉装置・遮断器の SF6ガス漏洩率 %/年 

GWPSF6 SF6の地球温暖化係数 tCO2e/tSF6 

 
＜付随的な排出活動＞ 
b) 絶縁開閉装置・遮断器の新設における性能試験時の漏洩によるベースライン排出量 
 付随的な排出源については、排出量の算定を省略してもよい。 
 なお、絶縁開閉装置・遮断器の新設における性能試験時の漏洩によるベースライン排出量は 1 回限
りの排出である。算定対象とする場合には 1回目の検証時に当該排出量を含めること。 

 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 
b) 絶縁開閉装置・遮断器の新設における性能試験時の漏洩によるベースライン排出量 

6,6,, SFtestmaxSFBLSBL GWPLREM 　  （式 11） 

記号 定義 単位 

EMBL,S ベースラインの付随的な排出量 tCO2e/年 

BL,SF6,max ベースラインの絶縁開閉装置・遮断器の SF6 ガス規定充

填量 

t 

LRtest 性能試験時の絶縁開閉装置・遮断器の SF6ガス漏洩率  %/年 

GWPSF6 SF6の地球温暖化係数 tCO2e/tSF6 
 

 
 

６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 
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SF6,collection 更新前の絶縁開閉装

置・遮断器に封入され

ている SF6 ガスの回

収量（t/年） 

・回収記録をもとに算定 SF6回収時  

before,SF6,fill 過去 X 年間のプロジ

ェクト実施前の絶縁

開閉装置・遮断器への

SF6ガス充填量（t） 

・納品書やメンテナンス記録をも

とに算定（充填記録が残る過去

X年間のうち、初回の充填記録

は除く） 

充填ごとに 1回  

before,SF6,max プロジェクト実施前

の絶縁開閉装置・遮断

器の SF6 ガス規定充

填量（t） 

・カタログ値を利用 －  

X SF6 ガス充填記録に

基づく初回の充填か

らの期間（ただし、充

填記録が残る期間の

み）（年） 

・メンテナンス記録をもとに算定 －  

BL,SF6,max ベースラインの絶縁

開閉装置・遮断器の

SF6 ガス規定充填量

（t） 

・プロジェクトで導入する設備と

同じ電圧・電流に対応する設備

のカタログ値を利用 

－  

 
2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Pi 更新前の絶縁開閉装

置・遮断器の SF6 ガ

ス封入部の回収前の

圧力（MPa） 

・圧力計による計測 SF6回収時  

Pf 更新前の絶縁開閉装

置・遮断器の SF6 ガ

ス封入部の回収後の

圧力（MPa） 

・圧力計による計測 SF6回収時  

LRBL ベースラインの絶縁

開閉装置・遮断器の

SF6 ガス漏洩率（％/

年） 

・デフォルト値（0.1%/年）を利

用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※1 

LRtest 性能試験時の絶縁開

閉装置・遮断器の SF6

・デフォルト値（3%）を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※2 
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ガス漏洩率（％/年） 

GWPSF6 SF6 の地球温暖化係

数（tCO2e/tSF6） 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

 
＜※1＞ 

 出典：電気共同研究第 54巻第 3号「電力用 SF6ガス取扱基準」（社団法人電気協同研究会）及
び日本国温室効果ガスインベントリ報告書 

＜※2＞ 
 出典：電気共同研究第 54巻第 3号「電力用 SF6ガス取扱基準」（社団法人電気協同研究会） 

 

 

７．付記 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすことを

示す資料 

・導入する絶縁開閉装置・遮断器の設備概要が分かる資料（仕様書等） 

・更新の場合は、既存の絶縁開閉装置・遮断器の概要や使用年数等が分かる資料（仕様

書等） 

・新設の場合は、条件1に従って選定したベースラインの絶縁開閉装置・遮断器の設備

概要が分かる資料（仕様書等） 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 

 

 



 

方法論（農業分野）（案） 

 

方法論番号 方法論名称 

AL-001 豚への低タンパク配合飼料の給餌 

AL-002 家畜排せつ物管理方法の変更 

AL-003 茶園土壌への硝化抑制剤入り化学肥料の投入 

 

（資料３－２）別添４ 
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方法論番号 AG-001 Ver.1.0 
方法論名称 豚への低タンパク配合飼料の給餌 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、豚の飼養において、通常の慣用飼料に代えて低タンパク配合飼料を給餌すること

により、豚の飼養に伴う排せつ物管理からの N2O 排出量を抑制する排出削減活動を対象とす
るものである。 

 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：プロジェクト実施前には慣用飼料を給餌しており、その給餌量が「日本飼養標準」に基
づく慣行レベル（標準 CP値）に安全率 20%を見込んだ水準（標準 CP値の 1.2倍）を上回らな
いこと。 

 条件 2：プロジェクト実施後には慣用飼料に比べて CP含有率が 1～3%低減された低タンパク配
合飼料を給餌しており、その給餌量が「日本飼養標準」に基づく慣行レベル（標準 CP値）に安
全率 20%を見込んだ水準（標準 CP値の 1.2倍）を上回らないこと。 

 条件 3：プロジェクト実施前後の排せつ物処理方法は温室効果ガスインベントリ報告書で記され
た「貯留、天日乾燥、火力乾燥、強制発酵、堆積発酵、焼却又は浄化」のいずれかであること。 

 条件 4：低タンパク配合飼料を給餌する家畜は、肥育豚であること。 
  

＜適用条件の説明＞ 
条件 1、条件 2： 
本方法論におけるGHG排出削減は飼料に含まれる粗タンパク質（CP）の低減によってもたらさ
れる。また、プロジェクトの実施による GHG 排出削減効果は、プロジェクト実施前の慣用飼料の
CP含有率とプロジェクト実施後の低タンパク配合飼料の CP含有率によって求められる。 
たとえ低タンパク配合飼料に転換しても、給餌量によってはプロジェクト実施前よりもプロジェ

クト実施後の GHG 排出量が増加してしまう可能性がある。したがって、そのような事態を防止す
るため、プロジェクト実施前後の給餌量は「日本飼養標準」に基づく慣行レベルの 1.2 倍を上限値
とする。 
プロジェクト実施前及びプロジェクト実施後の給餌量（CP値）は下記の式を用いて求める。 

CPbefore,feedbefore,CPbefore CRW=W ,  （式 1） 

CPPJ,feedPJ,CPPJ, CRW=W  （式 2） 

記号 定義 単位 

Wbefore,CP プロジェクト実施前の 1日当たりの CP値 t/日 

WPJ,CP プロジェクト実施後の 1日当たりの CP値 t/日 
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Wbefore,feed プロジェクト実施前の 1日当たりの慣用飼料の平均重量 t/日 

WPJ,feed プロジェクト実施後の 1日当たりの低タンパク配合飼料の平均重量 t/日 

CRbefore,CP プロジェクト実施前の慣用飼料の CP含有率 % 

CRPJ,CP プロジェクト実施後の低タンパク配合飼料の CP含有率 % 

 
＜日本飼養標準（豚）に示された慣行レベルの 1日当たり養分要求量＞ 

豚の体重 30～50kg(40kg) 50～70kg(60kg) 70～115kg(92.5kg) 

粗タンパク質（CP）値 288g 349g 399g 

出典：「日本飼養標準・豚(2005年版)」（独）農業・食品産業技術総合研究機構 
 
条件 3：本方法論における排せつ物管理からのN2O排出量の算定方法は、我が国の温室効果ガス
インベントリ報告書の算定方法を採用しているため、排せつ物処理方法は温室効果ガスインベント

リ報告書で記された「貯留、天日乾燥、火力乾燥、強制発酵、堆積発酵、焼却又は浄化」のいずれ

かに該当することが求められる。 
 
条件 4： 
本方論では「肥育豚」を対象とし、「子豚」、「繁殖育成豚」、「妊娠豚」及び「授乳豚」は対象とし

ない。なお、「肥育豚」であることは、「畜産統計」に提供する報告データ等を用いて示すことがで

きる（本プロジェクトのためだけに全頭の体重測定を必要とはしない。）。  
 
 

２．排出削減量の算定 

PJBL EMEM=ER  （式 3） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2e /年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 e/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2 e/年 
 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 

項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライ

ン排出量 
豚の飼養に伴う

排せつ物処理 N2O 
【主要排出活動】 
慣用飼料で飼養した豚の排せつ物を処理する過程での

排出量 
プロジェク

ト実施後排

出量 

豚の飼養に伴う

排せつ物処理 N2O 
【主要排出活動】 
低タンパク配合飼料で飼養した豚の排せつ物を処理す

る過程での排出量 
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3．プロジェクト実施後排出量の算定 

EM PJ =∑
n

(EF N2O , n×MAPJ× N PJ , n× DPJ , n )× 44
28

× GWP N2O  （式 4） 

MAPJ=MABL× (1− RN × 1
100

)  （式 5） 

)CR(CR+=R CPPJ,CPBL,N 7.463.70  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 

n 排せつ物の管理区分 － 

EFN2O,n 排せつ管理区分 nの N2O排出係数 tN2O-N/tN 

MAPJ プロジェクト実施後の低タンパク配合飼料を使用して飼養した場合

の「肥育豚」1頭、1日当たりの排せつ物に含まれる窒素含有量 

tN/頭/日 

NPJ,n プロジェクト実施後の低タンパク配合飼料を使用して飼養した「肥

育豚」の平均飼養頭数 

頭 

DPJ,n プロジェクト実施後の低タンパク配合飼料を使用して「肥育豚」を

飼養した日数 

日 

44/28 N2O中に含まれる窒素重量（tN2O-N）を N2O重量（tN2O）に変

換するための係数 

－ 

GWPN2O N2Oの地球温暖化係数 tCO2/tN2O 

MABL ベースラインの慣用飼料を使用して飼養した場合の「肥育豚」1頭、

1日当たりの排せつ物に含まれる窒素含有量 

tN/頭/日 

RN 排せつ物中の窒素低減率 % 

CRBL,CP ベースラインの慣用飼料の CP含有率 % 

CRPJ,CP プロジェクト実施後の低タンパク配合飼料の CP含有率 % 

 

＜補足説明＞ 
 排せつ物の管理区分（n）は、日本温室効果ガスインベントリ報告書に基づく。各管理区分の概
要については、6．モニタリング方法を参照。 

 
 

４．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の肥育豚を、低タンパク配合飼料では

なく、ベースラインの慣用飼料で飼養する場合に想定されるGHG排出量とする。 
N PJ , n= N BL , n  （式 7） 
DPJ , n= DBL , n  （式 8） 
記号 定義 単位 
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NPJ,n プロジェクト実施後の低タンパク配合飼料を使用して飼養した「肥

育豚」の平均飼養頭数 

頭 

NBL,n ベースラインの慣用飼料を使用して飼養した「肥育豚」の平均飼養

頭数 

頭 

DPJ,n プロジェクト実施後の低タンパク配合飼料を使用して「肥育豚」を

飼養した日数 

日 

DBL,n ベースラインの慣用飼料を使用して「肥育豚」を飼養した日数 日 

 

 

５．ベースライン排出量の算定 

N2O
n

nBL,nBL,BLnN2O,BL GWP)DNMA(EF=EM
28
44  （式 9） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 

n 排せつ物の管理区分 － 

EFN2O,n 排せつ管理区分 nの N2O排出係数 tN2O-N/tN 

MABL ベースラインの慣用飼料を使用して飼養した場合の「肥育豚」1頭、

1日当たりの排せつ物に含まれる窒素含有量 

tN/頭/日 

NBL,n ベースラインの慣用飼料を使用して飼養した「肥育豚」の平均飼養

頭数 

頭 

DBL,n ベースラインの慣用飼料を使用して「肥育豚」を飼養した日数 日 

44/28 N2O中に含まれる窒素重量（tN2O-N）を N2O重量（tN2O）に変

換するための係数 

－ 

GWPN2O N2Oの地球温暖化係数 tCO2/tN2O 
 
 

６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 

1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

NPJ,n プロジェクト実施後の低タ

ンパク配合飼料を使用して

・生産記録、出荷記録で計測 対象期間で累計  



 
 

5 

方法論 AG-001 (ver.1.0)  豚への低タンパク配合飼料の給餌 

飼養した「肥育豚」の平均飼

養頭数（頭） 

DPJ,n プロジェクト実施後の低タ

ンパク配合飼料を使用して

「肥育豚」を飼養した日数

（日） 

・日報、生産記録で計測 出荷単位ごと  

CRPJ,CP 低タンパク配合飼料の CP

含有率（%） 

・飼料供給会社の提供情報 【要求頻度】 

1 年間に１回以上。

ただし、飼料変更が

あった場合には都度

計測 

 

WPJ,feed プロジェクト実施後の 1 日

当たりの低タンパク配合飼

料の平均重量（t） 

・生産記録、カタログ、パッケージ、納品

書で計測 

【要求頻度】1 年間

に 1回以上 

 

CRbefore,CP プロジェクト実施前の慣用

飼料の CP含有率（%） 

・飼料供給会社の提供情報プロジェクト実

施直前の実績値 

プロジェクト実施直

前の実績値 

 

Wbefore,feed プロジェクト実施前の 1 日

当たりの慣用飼料の平均重

量（t） 

・生産記録、カタログ、パッケージ、納品

書で計測 

【要求頻度】 

原則、プロジェクト

開始直近の 1年間以

上の実績を累計 

 

n 排せつ物の管理区分 ・日本国温室効果ガスインベントリ報告書

記載の区分を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

※１ 

 
2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

EFN2O,n 排せつ管理区分 nのN2O排

出係数（tN2O-N/tN） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告書

記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

※2 

MABL ベースラインの慣用飼料を

使用して飼養した場合の「肥

育豚」1頭、1日当たりの排

せつ物に含まれる窒素含有

量（tN/頭/日） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告書

記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

※3 

GWPN2O N2O の地球温暖化係数

（tCO2/tN2O） 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 
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＜※1＞ 

【排せつ管理区分の概要】 

処理区分 排せつ物管理区分の概要 

12. 貯留 貯留槽（スラリーストア等）に貯留する。 

13. 天日乾燥 天日により乾燥し、ふんの取扱性（貯蔵施用、臭気等）を改善する。 

14a. 火力乾燥 火力により乾燥し、ふんの取扱性を改善する。 

14b. 強制発酵・ふん 堆肥化方法の一つ。開閉式または密閉式の強制通気攪拌発酵槽で数日～数週

間発酵させる。 

14c. 堆積発酵 堆肥化方法の一つ。堆肥盤、堆肥舎等に高さ 1.5-2m程度で堆積し、時々切り

返しながら数ヶ月かけて発酵させる。 

14d. 焼却 ふんの容積減少や廃棄、及びエネルギー利用（鶏ふんボイラー）のため行う。 

14e. 強制発酵・尿 貯留槽において曝気処理する。 

14e. 強制発酵・ふん尿混合 貯留槽において曝気処理する。 

14f. 浄化 活性汚泥など、好気性微生物によって、汚濁成分を分離する。 

14g. メタン発酵・ふん スラリー状の家畜排せつ物を嫌気的条件下で発酵させる。発生したメタンガ

スはエネルギー利用する。 

14g. メタン発酵・ふん尿混合 スラリー状の家畜排せつ物を嫌気的条件下で発酵させる。発生したメタンガ

スはエネルギー利用する。 

14k. その他・ふん 上記以外の処理を行っている。 

14k. その他・ふん尿混合 上記以外の処理を行っている。 

出典：「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」（独）国立環境研究所 
＜※2＞ 

 以下の値を使用する。 
【排泄管理区分ｎの豚の排せつ物管理（n）に伴う N2O排出係数（g-N2O-N/gN）】 

処理区分 N2O排出係数 

12. 貯留 0.10% 

13. 天日乾燥 2.0% 

14a. 火力乾燥 2.0% 

14b. 強制発酵・ふん 0.16% 

14c. 堆積発酵 2.5% 

14d. 焼却 0.10% 

14e. 強制発酵・尿 2.0% 

14e. 強制発酵・ふん尿混合 0.16% 

14f. 浄化 5.0% 

14g. メタン発酵・ふん 2.5% 

14g. メタン発酵・ふん尿混合 0.10% 
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14k. その他・ふん 2.5% 

14k. その他・ふん尿混合 5.0% 

出典：「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」（独）国立環境研究所 
＜※3＞ 

 「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」では 34.2×10-6と設定。 
 
 

７．付記 

 本方法論を適用するプロジェクトには、一般慣行障壁を有するため追加性の評価は不要とする。 
 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件 1を満たすこと

を示す資料 

・プロジェクト実施前に使用していた慣用飼料の外袋等CP含有率が分かる資料 

・プロジェクト実施前に使用していた慣用飼料の給餌記録・購買伝票等「日本飼養標準」

に定める慣行レベル（標準CP値）を上回らないことが確認できる資料 

適用条件 2を満たすこと

を示す資料 

・プロジェクトで使用する低タンパク配合飼料の外袋等CP含有率が分かる資料 

適用条件 3を満たすこと

を示す資料 

・生産記録等、プロジェクト実施前後の飼料の種類、給餌量以外の飼養方法全般（ふん

尿処理方法等）が分かる資料（生産記録、写真等） 

適用条件 4を満たすこと

を示す資料 

・施設概要、写真、生産記録等、プロジェクト実施前後の排せつ物管理方法が分かる資

料 

適用条件 5を満たすこと

を示す資料 

・「畜産統計」に提供する報告データがある場合は当該データ 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 

 

 



 方法論 AG-002 (ver.1.0) 家畜排せつ物管理方法の変更 

方法論番号 AG-002 Ver.1.0 
方法論名称 家畜排せつ物管理方法の変更 

 
＜方法論の対象＞ 
 本方法論は、家畜の飼養において、排せつ物の管理方法を変更することにより CH4及び N2O排出
量を抑制する排出削減活動を対象とするものである。 

 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：プロジェクト実施前の家畜排せつ物管理方法から、GHG排出量が少ない家畜排せつ物
管理方法へと変更すること。また、プロジェクト実施前後で、家畜排せつ物の管理方法が日本

国温室効果ガスインベントリ報告書で規定される管理区分に該当すること。 
 条件 2：プロジェクト実施前後で、家畜種を変更しないこと。 
 条件 3：家畜は、日本国温室効果ガスインベントリ報告書で規定される牛（乳用牛又は肉用牛）、
豚又は鶏（採卵鶏又はブロイラー）であること。 

  

＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
日本国温室効果ガスインベントリ報告書で規定された家畜排せつ物の管理区分は、次のとおりで

ある。 
「貯留」、「天日乾燥」、「火力乾燥」、「強制発酵」、「堆積発酵」、「焼却」又は「浄化」 
管理区分毎に CH4及び N2Oの排出係数が設定されており、プロジェクト実施前後でより GHG
排出係数の低い管理方法へと変更することで、GHG排出量が削減される。 
プロジェクト実施者は、プロジェクト実施前の家畜排せつ物管理方法を示すための証跡が求めら

れる。 
排せつ管理区分の概要は以下のとおり。 

処理区分 排せつ物管理区分の概要 

12. 貯留 貯留槽（スラリーストア等）に貯留する。 

13. 天日乾燥 天日により乾燥し、ふんの取扱性（貯蔵施用、臭気等）を改善する。 

14a. 火力乾燥 火力により乾燥し、ふんの取扱性を改善する。 

14b. 強制発酵・ふん 堆肥化方法の一つ。開閉式または密閉式の強制通気攪拌発酵槽で数日～数週

間発酵させる。 

14c. 堆積発酵 堆肥化方法の一つ。堆肥盤、堆肥舎等に高さ 1.5-2m程度で堆積し、時々切り

返しながら数ヶ月かけて発酵させる。 

14d. 焼却 ふんの容積減少や廃棄、及びエネルギー利用（鶏ふんボイラー）のため行う。 

14e. 強制発酵・尿 貯留槽において曝気処理する。 
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14e. 強制発酵・ふん尿混合 貯留槽において曝気処理する。 

14f. 浄化 活性汚泥など、好気性微生物によって、汚濁成分を分離する。 

14g. メタン発酵・ふん スラリー状の家畜排せつ物を嫌気的条件下で発酵させる。発生したメタンガ

スはエネルギー利用する。 

14g. メタン発酵・ふん尿混合 スラリー状の家畜排せつ物を嫌気的条件下で発酵させる。発生したメタンガ

スはエネルギー利用する。 

14k. その他・ふん 上記以外の処理を行っている。 

14k. その他・ふん尿混合 上記以外の処理を行っている。 

出典：「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」（独）国立環境研究所 
 
条件 3： 
日本国温室効果ガスインベントリ報告書で家畜排せつ物の管理に伴う GHG 排出量の算定対象と
なっている家畜を、本方法論の対象としている。 

 
 

２．排出削減量の算定 

PJBL EMEM=ER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2e /年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e /年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e /年 
 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 

項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライ

ン排出量 

家畜の排せつ物

管理 

CH4 【主要排出活動】 
家畜排せつ物を管理する際の排出量 

N2O 【主要排出活動】 
家畜排せつ物を管理する際の排出量 

排せつ物管理設

備の使用 CO2 
【付随的排出活動】 
ベースラインの排せつ物管理設備の使用に伴う化石燃

料又は電力の使用による排出量 

排せつ物の運搬 CO2 【付随的な排出活動】 
の排せつ物運搬に伴う化石燃料の使用による排出量 

プロジェク

ト実施後排

出量 

家畜の排せつ物

管理 

CH4 【主要排出活動】 
家畜排せつ物を管理する際の排出量 

N2O 【主要排出活動】 
家畜排せつ物を管理する際の排出量 

排せつ物管理設

備の使用 CO2 
【付随的な排出活動】 
プロジェクト実施後の排せつ物管理設備の使用に伴う

化石燃料又は電力の使用による排出量 

排せつ物の運搬 CO2 【付随的な排出活動】 
排せつ物の運搬に伴う化石燃料の使用による排出量 
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 「排せつ物管理設備の使用」及び「排せつ物の運搬」に伴う排出量については、ベースラインとプ
ロジェクト実施後で等しい又はプロジェクト実施後の方が小さいことが説明できる場合には、算定

対象外とできる。 

 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJ,MPJ,PJ EM+EM=EM  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2e/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 
 
＜主要排出活動＞ 

N2OMPJ,CH4MPJ,MPJ, EM+EM=EM ,,  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2e/年 

EMPJ,M,CH4 プロジェクト実施後の CH4起源排出量 tCO2e/年 

EMPJ,M,N2O プロジェクト実施後の N2O起源排出量 tCO2e/年 
 
a) 家畜の排せつ物管理によるプロジェクト実施後の CH4起源排出量 

CH4
kn,

kn,CH4,kn,PJ,
kn,

kn,PJ,kn,CH4,CH4M,PJ, GWP)CND
AM

N(EF=EM 310
 （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M,CH4 プロジェクト実施後の CH4起源排出量 tCO2e/年 

n プロジェクト実施後の排せつ物の管理区分 － 

k 家畜の種類 － 

EFCH4,n,k 家畜種 kの排せつ管理区分 nの CH4排出係数 tCH4/t有機物 

NPJ,n,k プロジェクト実施後の排せつ管理区分 n において飼養した家畜種 k

の平均飼養頭数 

頭 

AMn,k 排せつ管理区分 nにおいて飼養した家畜種 kの 1頭、1日当たりの

排せつ物量 

kg/頭/日 

DPJ,n,k プロジェクト実施後の排せつ管理区分 nにおいて家畜種 kを飼養し

た日数 

日/年 

CNn,k 排せつ管理区分 nにおいて飼養した家畜種 kの排せつ物中に含まれ

る有機物含有率 

% 

GWPCH4 CH4の地球温暖化係数 tCO2/tCH4 
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＜補足説明＞ 

 プロジェクト実施後の排せつ物の管理区分（n）及び家畜の種類（k）は、日本温室効果ガスイ
ンベントリ報告書に基づく。各管理区分の概要については、6．モニタリング方法を参照。 

 
b) 家畜の排せつ物管理によるプロジェクト実施後のN2O起源排出量 

N2O
kn,

kn,PJ,
kn,

kn,PJ,kn,N2O,N2OM,PJ, GWP)D
MN

N(EF=EM
28
44

106  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M,N2O プロジェクト実施後の N2O起源排出量 tCO2e/年 

n プロジェクト実施後の排せつ物の管理区分 － 

k 家畜の種類 － 

EFN2O,n,k 家畜種 kの排せつ管理区分 nの N2O排出係数 tN2O-N/tN 

NPJ,n,k プロジェクト実施後の排せつ管理区分 n において飼養した家畜種 k

の平均飼養頭数 

頭 

MNn,k 排せつ管理区分 nにおいて飼養した家畜種 kの 1頭、1日当たりの

排せつ物中の窒素量 

gN/頭/日 

DPJ,n,k プロジェクト実施後の排せつ管理区分 nにおいて家畜種 kを飼養し

た日数 

日/年 

44/28 N2O中に含まれる窒素重量（tN2O-N）を N2O重量（tN2O）に変

換するための係数 

－ 

GWPN2O N2Oの地球温暖化係数 tCO2/tN2O 
 
＜付随的な排出活動＞ 
c) 排せつ物管理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
d) 排せつ物の運搬によるプロジェクト実施後排出量 

 c) から d) の付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減量に対する影響度を算定
し、影響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 ただし、複数のモニタリングを省略する付随的な排出活動の影響度の合計を 5％以上にしてはな
らない（影響度の合計が 5％未満となるようにモニタリングを省略する付随的な排出活動を調整
しなければならない）。 

 
＜付随的な排出源の算定例＞ 
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transportSPJprocessSPJSPJ EMEMEM ,,,,,  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,process 排せつ物管理設備の使用によるプロジェクト実施後

排出量 

tCO2/年 

EMPJ,S,transport 排せつ物の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
c) 排せつ物管理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
c-1) 化石燃料を使用する場合 

processPJprocessPJprocessPJprocessSPJ CEFHVFEM ,,,,,  （式 7） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,process 排せつ物管理設備の使用によるプロジェクト実施後排出

量 

tCO2/年 

FPJ,process,fuel プロジェクト実施後の排せつ物管理設備における燃料使

用量 

kL/年、t/年、m3/

年等 

HVPJ,process,fuel プロジェクト実施後の排せつ物管理設備で使用する燃料

の単位発熱量 

GJ/kL, GJ/t, GJ/ 

m3等 

 
c-2) 電力を使用する場合 

tyelectricitprocessPJprocessSPJ CEFELEM ,,,,      （式 8） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,process 排せつ物管理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

ELPJ,process プロジェクト実施後の排せつ物管理設備における電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
d) 排せつ物の運搬における排出量 

transportPJ,transportPJ,transportPJ,transportPJ, CEFHVF=EM  （式 9） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,transport 排せつ物の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,transport プロジェクト実施後の排せつ物の運搬における燃料使用

量 

kL/年 

HVPJ,transport プロジェクト実施後の排せつ物の運搬に使用する燃料の

単位発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ,transport プロジェクト実施後の排せつ物の運搬に使用する燃料の tCO2/GJ 
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単位発熱量当たりの CO2排出係数 

 排せつ物の運搬によるプロジェクト実施後排出量（EMPJ,S,transport）の算定に当たっては、燃費法又

はトンキロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細については「モニタリング・算定規

程」の別冊を参照すること。 
 
 

４．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の家畜からの排せつ物を、プロジェク

トによって変更された後の管理方法ではなく、ベースラインの管理方法で処理する場合に想定される温

室効果ガス排出量とする。 

m
km,Before,km,Before,

km,Before,km,Before,

n
kn,PJ,kn,PJ,km,BL,km,BL, DN

DN
DN=DN  （式 10） 

記号 定義 単位 

NBL,m,k ベースラインの排せつ管理区分mにおいて飼養した家畜種 kの平均

飼養頭数 

頭 

DBL,m,k ベースラインの排せつ管理区分mにおいて家畜種 kを飼養した日数 日 

NPJ,n,k プロジェクト実施後の排せつ管理区分 n において飼養した家畜種 k

の平均飼養頭数 

頭 

DPJ,n,k プロジェクト実施後の排せつ管理区分 nにおいて家畜種 kを飼養し

た日数 

日 

NBefore,m,k プロジェクト実施前の排せつ管理区分mにおいて飼養した家畜種 k

の平均飼養頭数 

頭 

DBefore,m,k 事業実施前の排せつ管理区分mにおいて家畜種 kを飼養した平均飼

養日数 

日 

 
 

５．ベースライン排出量の算定 

＜主要排出活動＞ 

N2OMBL,CH4MBL,MBL, EM+EM=EM ,,  （式 11） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2e/年 

EMBL,M,CH4 ベースラインの CH4起源排出量 tCO2e/年 

EMBL,M,N2O ベースラインの N2O起源排出量 tCO2e/年 
 
a) 家畜の排せつ物管理によるベースラインの CH4起源排出量 
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CH4
km,

km,km,BL,
km,

km,BL,km,CH4,CH4BL, GWP)CND
AM

N(EF=EM 310
 （式 12） 

記号 定義 単位 

EMBL,CH4 ベースラインの CH4起源排出量 tCO2e/年 

m ベースラインの排せつ物の管理区分 － 

k 家畜の種類 － 

EFCH4,m,k 家畜種 kの排せつ管理区分mにおける CH4排出係数 tCH4/t有機物 

NBL,m,k ベースラインの排せつ管理区分mにおいて飼養した家畜種 kの平均

飼養頭数 

頭 

AMm,k 排せつ管理区分mにおいて飼養した家畜種 kの 1頭、1日当たりの

排せつ物量 

kg/頭/日 

DBL,m,k ベースラインの排せつ管理区分mにおいて家畜種 kを飼養した日数 日/年 

CNm,k 排せつ管理区分mにおいて飼養した家畜種 kの排せつ物中に含まれ

る有機物含有率 

% 

GWPCH4 CH4の地球温暖化係数 tCO2/tCH4 
 
b) 家畜の排せつ物管理によるベースラインのN2O起源排出量 

N2O
km,

km,BL,
km,

km,BL,km,N2O,N2OBL, GWP)D
MN

N(EF=EM
28
44

106  （式 13） 

記号 定義 単位 

EMBL,N2O ベースラインの N2O起源排出量 tCO2e/年 

m ベースラインの排せつ物の管理区分 － 

k 家畜の種類 － 

EFN2O,m,k 家畜種 kの排せつ管理区分mの N2O排出係数 tN2O-N/tN 

NBL,m,k ベースラインの排せつ管理区分mにおいて飼養した家畜種 kの平均

飼養頭数 

頭 

MNm,k 排せつ管理区分mにおいて飼養した家畜種 kの 1頭、1日当たりの

排せつ物中の窒素量 

gN/頭/日 

DBL,m,k ベースラインの排せつ管理区分mにおいて家畜種 kを飼養した日数 日/年 

44/28 N2O中に含まれる窒素重量（tN2O-N）を N2O重量（tN2O）に変

換するための係数 

－ 

GWPN2O N2Oの地球温暖化係数 tCO2/tN2O 
 
＜付随的な排出活動＞ 
c) 排せつ物管理設備の使用によるベースライン排出量 
d) 排せつ物の運搬によるベースライン排出量 

 c) から d) の付随的な排出活動については、排出量の算定を省略してもよい。 
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＜付随的な排出源の算定例＞ 

transportSBLprocessSBLSBL EMEMEM ,,,,,  （式 14） 

記号 定義 単位 

EMBL,S ベースラインの付随的な排出量 tCO2/年 

EMBL,S,process 排せつ物管理設備の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 

EMBL,S,transport 排せつ物の運搬によるベースライン排出量 tCO2/年 

 
c) 排せつ物管理設備の使用によるプロジェクト実施後排出量 
c-1) 化石燃料を使用する場合 

processBLprocessBLprocessBLprocessSBL CEFHVFEM ,,,,,  （式 15） 

記号 定義 単位 

EMBL,S,process 排せつ物管理設備の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 

FBL,process,fuel ベースラインの排せつ物管理設備における燃料使用量 kL/年、t/年、m3/

年等 

HVBL,process,fuel ベースラインの排せつ物管理設備で使用する燃料の単位

発熱量 

GJ/kL, GJ/t, GJ/ 

m3等 

 
c-2) 電力を使用する場合 

tyelectricitprocessBLprocessSBL CEFELEM ,,,,     （式 16） 

記号 定義 単位 

EMBL,S,process 排せつ物管理設備の使用によるベースライン排出量 tCO2/年 

ELBL,process ベースラインの排せつ物管理設備における電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
d) 排せつ物の運搬によるベースライン排出量 

transportBL,transportBL,transportBL,transportSBL, CEFHVF=EM ,  （式 17） 

記号 定義 単位 

EMBL,S,transport 排せつ物の運搬によるベースライン排出量 tCO2/年 

FBL,transport ベースラインの排せつ物の運搬における燃料使用量 kL/年 

HVBL,transport ベースラインの排せつ物の運搬に使用する燃料の単位発

熱量 

GJ/kL 

CEFBL,transport ベースラインの排せつ物の運搬に使用する燃料の単位発

熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 排せつ物の運搬によるベースライン排出量（EMBL,S,transport）の算定に当たっては、燃費法又はトン
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キロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細については「モニタリング・算定規程」の

別冊を参照すること。 
 
 

６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

n プロジェクト実施後の排せ

つ物の管理区分 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告書

記載の区分を利用 

・生産記録、写真 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

k 家畜の種類 ・日本国温室効果ガスインベントリ報告書

記載の区分を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

NPJ,n,k プロジェクト実施後の管理

区分 n において飼養した家

畜種 kの平均飼養頭数（頭） 

・生産記録、出荷記録で計測 対象期間で累計  

DPJ,n,k プロジェクト実施後の排せ

つ管理区分 n において家畜

種 kを飼養した日数（日/年） 

・日報、生産記録で計測 対象期間で累計  

FPJ,process プロジェクト実施後の排せ

つ物管理設備における燃料

使用量（kL/年、t/年、m3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算定 

・重量計による計測 

対象期間で累計 

 

 

ELPJ,process プロジェクト実施後の排せ

つ物管理設備における電力

使用量（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

対象期間で累計 

 

 

FPJ,transport プロジェクト実施後の排せ

つ物の運搬における燃料使

用量（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算定 

・重量計によるで計測 

対象期間で累計 

 

 

NBefore,m,k プロジェクト実施前の排せ

つ管理区分 mにおいて飼養

した家畜種 k の平均飼養頭

・生産記録、出荷記録で計測 対象期間で累計  
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数（頭） 

DBefore,m,k プロジェクト実施前の排せ

つ管理区分 mにおいて家畜

種 kを飼養した日数（日/年） 

・日報、生産記録で計測 対象期間で累計  

m ベースラインの排せつ物の

管理区分 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告書

記載の区分を利用 

・生産記録、写真 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

FBL,process ベースラインの排せつ物管

理設備における燃料使用量

（kL/年、t/年、m3/年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算定 

・重量計による計測 

対象期間で累計 

 

 

ELBL,process ベースラインの排せつ物管

理設備における電力使用量

（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算定 

・電力計による計測 

対象期間で累計 

 

 

FBL,transport ベースラインの排せつ物の

運搬における燃料使用量

（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算定 

・重量計による計測 

対象期間で累計 

 

 

 

2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

EFCH4,n,k 家畜種 k の排せつ管理区

分 n の CH4 排出係数

（tCH4/t有機物） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告書

記載のデフォルト値を利用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

※1 

AMn,k 排せつ管理区分 n におい

て飼養した家畜種 k の 1

頭、1日当たりの排せつ物

量（kg/頭/日） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告書

記載のデフォルト値を利用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

※2 

CNn,k 排せつ管理区分 n におい

て飼養した家畜種 k の排

せつ物中に含まれる有機

物含有率（%） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告書

記載のデフォルト値を利用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

※3 

GWPCH4 CH4 の地球温暖化係数

（tCO2/tCH4） 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

EFN2O,n,k 排せつ管理区分 nのN2O

排出係数（tN2O-N/tN） 

・日本国温室効果ガスインベントリ報告書

記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

※4 

MNn,k 排せつ管理区分 n におい

て飼養した家畜種 k の 1

・日本国温室効果ガスインベントリ報告書

記載のデフォルト値を利用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

※2 



 方法論 AG-002 (ver.1.0) 家畜排せつ物管理方法の変更 

頭、1日当たりの排せつ物

中の窒素量（gN/頭/日） 

 ものを使用 

GWPN2O N2O の地球温暖化係数

（tCO2/tN2O） 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

HVPJ, process プロジェクト実施後の排

せつ物管理設備で使用す

る 燃料の 単位発 熱量

（GJ/kL, GJ/t, GJ/ m3

等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用す

る場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単

位ごと 

都市ガス：供給元変

更ごと 

CEFPJ, 

process,fuel 

プロジェクト実施後にお

いて排せつ物管理設備で

使用する燃料の単位発熱

量当たりのCO2排出係数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】検証申

請時に最新のものを

使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用す

る場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単

位ごと 

都市ガス：供給元変

更ごと 

CEFelectricity,t 電力の CO2 排出係数

（tCO2/kWh） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･f (t) 

ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（プロジェク

ト開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源 CO2排出係数 

Ca(t) : t年に対応する全電源 CO2排出係

数 

f (t) : 移行関数 
0   [0≦t<1年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請に基づき、

CEFelectricity,tとして全電源 CO2排出係数

を利用することができる 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

※5 

HVPJ,transport プロジェクト実施後の排

せつ物の運搬に使用する

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新の
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燃 料 の 単 位 発 熱 量

（GJ/kL） 

ものを使用 

CEFPJ,transport プロジェクト実施後の排

せつ物の運搬に使用する

燃料の単位発熱量当たり

の CO2 排 出 係 数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

HVBL,process ベースラインの排せつ物

管理設備で使用する燃料

の単位発熱量（GJ/kL, 

GJ/t, GJ/ m3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用す

る場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単

位ごと 

都市ガス：供給元変

更ごと 

CEFBL,process,fu

el 

ベースラインにおいて排

せつ物管理設備で使用す

る燃料の単位発熱量当た

り の CO2 排 出 係 数

（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】検証申

請時に最新のものを

使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使用す

る場合には、供給会社提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単

位ごと 

都市ガス：供給元変

更ごと 

HVBL,transport ベースラインの排せつ物

の運搬に使用する燃料の

単位発熱量（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

CEFBL,transport ベースラインの排せつ物

の運搬に使用する燃料の

単位発熱量当たりの CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
 
＜※1＞ 

 以下の値を使用する。 
牛、豚、採卵鶏、ブロイラーの排せつ物管理に伴う CH4 排出係数（tCH4/t 有機物） 

処理区分 
N2O 排出係数 

乳用牛 肉用牛 豚 採卵鶏 
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ブロイラー 

12. 貯留 3.90% 3.00% 8.7% － 

13. 天日乾燥 0.20% 0.20% 0.20% 0.20% 

14a. 火力乾燥 0% 0% 0% 0% 

14b. 強制発酵・ふん 0.044% 0.034% 0.080% 0.080% 

14c. 堆積発酵 3.80% 0.13% 0.16% 0.14% 

14d. 焼却 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 

14e. 強制発酵・尿 0.044% 0.034% 0.097% － 

14e. 強制発酵・ふん尿混合 0.044% 0.034% 0.080% － 

14f. 浄化 0.0087% 0.0067% 0.019% － 

14g. メタン発酵・ふん 3.80% 0.13% 0.16% 0.14% 

14g. メタン発酵・ふん尿混合 3.90% 3.0% 8.7% － 

14k. その他・ふん 3.8% 0.4% 0.4% 0.4% 

14k. その他・ふん尿混合 3.90% 3.0% 8.7% － 
出典：「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」（独）国立環境研究所 

＜※2＞ 
 以下の値を使用する。 

家畜種ごとの排せつ物排せつ量及び排せつ物中窒素量 

家畜種 
排せつ物量 [kg/頭/日] 窒素量 [g-N/頭/日] 

ふん 尿 ふん 尿 

乳用牛 搾乳牛 45.5 13.4 152.8 152.7 

乾・未経産 29.7 6.1 38.5 57.8 

育成牛 17.9 6.7 85.3 73.3 

肉用牛 2歳未満 17.8 6.5 67.8 62.0 

2歳以上 20.0 6.7 62.7 83.3 

乳用種 18.0 7.2 64.7 76.4 

豚 肥育豚 2.1 3.8 8.3 25.9 

繁殖豚 3.3 7.0 11.0 40.0 

採卵鶏 雛 0.059 － 1.54 － 

成鶏 0.136 － 3.28 － 

ブロイラー  0.130 － 2.62 － 
出典：「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」（独）国立環境研究所 

＜※3＞ 
 以下の値を使用する。 

家畜種ごとの排せつ物中の有機物含有率 

家畜種 
有機物含有率 

ふん 尿 
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乳用牛 16% 0.5% 

肉用牛 18% 0.5% 

豚 20% 0.5% 

採卵鶏 15% － 

ブロイラー 15% － 

出典：「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」（独）国立環境研究所 

＜※4＞ 
 以下の値を使用する。 
牛、豚、採卵鶏、ブロイラーの排せつ物管理に伴う N2O 排出係数（tN2O-N/tN） 

処理区分 

N2O 排出係数 

乳用牛 肉用牛 豚 
採卵鶏 

ブロイラー 

12. 貯留 0.10% 0.10% 0.10% － 

13. 天日乾燥 2.0% 2.0% 2.0% 2.0% 

14a. 火力乾燥 2.0% 2.0% 2.0% 2.0% 

14b. 強制発酵・ふん 0.25% 0.25% 0.16% 0.16% 

14c. 堆積発酵 2.4% 1.6% 2.5% 2.0% 

14d. 焼却 0.10% 0.10% 0.10% 0.10% 

14e. 強制発酵・尿 2.0% 2.0% 2.0% － 

14e. 強制発酵・ふん尿混合 2.0% 0.25% 0.16% － 

14f. 浄化 5.0% 5.0% 5.0% － 

14g. メタン発酵・ふん 2.4% 1.6% 2.5% 2.0% 

14g. メタン発酵・ふん尿混合 0.10% 0.10% 0.10% － 

14k. その他・ふん 2.4% 2.0% 2.5% 2.0% 

14k. その他・ふん尿混合 5.0% 5.0% 5.0% － 
出典：「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」（独）国立環境研究所 

＜※5＞ 
 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 

 
 

７．付記 
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＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件 1を満たすこと

を示す資料 

・プロジェクト実施前の家畜排せつ物の管理方法が分かる資料 

・プロジェクト実施後の家畜排せつ物の管理方法が分かる資料 

適用条件 2を満たすこと

を示す資料 

・生産記録や出荷記録等、プロジェクト実施前後の家畜の種類、飼料の種類及び給餌量

等が分かる資料 

適用条件 3を満たすこと

を示す資料 

・「畜産統計」に提供する報告データがある場合は当該データ 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施前後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を
以下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・ただし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
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方法論番号 AG-003 Ver.1.0 
方法論名称 茶園土壌への硝化抑制剤入り化学肥料の投入 

 
＜方法論の対象＞ 
 本方法論は、茶の栽培において、茶園に硝化抑制剤入りの化学肥料を投入し、それまで使用してい

た窒素含有化学肥料及び有機肥料の投入量を減らすことで、土壌からのN2O排出量を抑制する排出
削減活動を対象とするものである。 

 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：プロジェクト実施前に使用している石灰窒素以外の窒素含有化学肥料を、プロジェクト
実施後は硝化抑制剤であるジシアンジアミドが混合された化学肥料に代替すること。 

 条件 2：硝化抑制剤入り化学肥料を施肥する土壌で栽培する作物は、茶であること。 
 条件 3：プロジェクト実施前後で、肥料の施肥方法、茶樹の落葉の管理方法、剪定枝の管理方法
のいずれについても変更がないこと。  

 条件 4：窒素含有化学肥料及び有機肥料の平均施肥量について、プロジェクト実施前 1年間以上
のデータがあること。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
主に窒素含有化学肥料の施肥に起因する N2O 排出量を抑制するプロジェクトであることから、
プロジェクト実施前には窒素含有化学肥料を使用していることが前提となる。ただし、石灰窒素に

ついては、土壌中でジシアンジアミドを生成するため硝化抑制効果があることから、プロジェクト

実施前に使用していた場合は対象外となる。 
 
条件 3： 
プロジェクト実施前後で、肥料の施肥方法又は茶樹の落葉若しくは剪定枝の管理方法を変更する

と、N2O排出量がプロジェクト実施後に増加する可能性がある。したがって、プロジェクト実施前
後で肥料の施肥方法又は茶樹の落葉若しくは剪定枝の管理方法について、変更がないことを条件と

している。 
なお、施肥量、施肥時期、施肥回数等については、前年の経験及び天候等を踏まえ毎年微調整を

行うのが通例である実情を踏まえ、これらの変更については制限を設けない。 
 
 

２．排出削減量の算定 
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PJBL EM+EM=ER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2 /年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2 /年 
 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 

 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライ

ン排出量 

窒素含有化学肥料

及び有機肥料の施

肥 
N2O 【主要排出活動】 

窒素含有化学肥料及び有機肥料の施肥による排出量 

窒素含有化学肥料

及び有機肥料の運

搬 
CO2 

【付随的な排出活動】 
窒素含有化学肥料及び有機肥料の運搬に伴う化石燃

料の使用による排出量 

プロジェク

ト実施後排

出量 

硝化抑制材入り化

学肥料の施肥 N2O 【主要排出活動】 
硝化抑制剤入り化学肥料の施肥による排出量 

硝化抑制剤入り化

学肥料の運搬 CO2 
【付随的な排出活動】 
硝化抑制剤入り化学肥料の運搬に伴う化石燃料の使

用による排出量 
 「硝化抑制剤入り化学肥料の運搬」に伴う排出量については、ベースラインとプロジェクト実施後
で等しい、又は、プロジェクト実施後の方が小さいことが説明できる場合には、算定対象外とでき

る。 
 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJ,PJ,MPJ EM+EM=EM  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 
 
＜主要排出活動＞ 
a) プロジェクト実施後の硝化抑制剤入り化学肥料の施肥による排出量 

N2OfPJ,N2O,PJPJPJMPJ, GWPEFFNAFA=EM
28
44)(  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2e/年 

APJ プロジェクト実施後の硝化抑制剤入り化学肥料を施肥する面積 ha 

AFPJ プロジェクト実施後の硝化抑制剤入り化学肥料の平均施肥量 t/ha･年 

FNPJ プロジェクト実施後の硝化抑制剤入り化学肥料中の窒素量 tN/t 
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EFPJ,N2O,f プロジェクト実施後の硝化抑制剤入り化学肥料の排出係数 tN2O-N/tN 

44/28 N2O中に含まれる窒素重量（tN2O-N）を N2O重量（tN2O）に変換

するための係数 

tN2O/tN2O-N 

GWPN2O N2Oの地球温暖化係数 tCO2/tN2O 
 
＜付随的な排出活動＞ 
b) プロジェクト実施後の硝化抑制剤入り化学肥料を車両で運搬する際の化石燃料の使用に伴う排出量 

 付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度を算定し、影

響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 
b) プロジェクト実施後の硝化抑制剤入り化学肥料を車両で運搬する際の化石燃料の使用に伴う排出量 

transportPJ,transportPJ,transportPJ,SPJ, CEFHVF=EM  （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

FPJ,transport プロジェクト実施後の硝化抑制剤入り化学肥料の運搬に

おける燃料使用量 

kL/年 

HVPJ,transport プロジェクト実施後の硝化抑制材剤入り化学肥料の運搬

に使用する燃料の単位発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ,transport プロジェクト実施後の硝化抑制材剤入り化学肥料の運搬

に使用する燃料の単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 プロジェクト実施後の付随的な排出量（EMPJ,S）の算定に当たっては、燃費法又はトンキロ法を使

用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細については「モニタリング・算定規程」の別冊を参照

すること。 
 
 

４．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の茶園において、硝化抑制剤入り化学

肥料ではなく、ベースラインの硝化抑制剤入りではない肥料（化学肥料又は有機肥料）を施肥する場合

に想定される CO2排出量とする。 

PJBL A=A  （式 5） 
記号 定義 単位 
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ABL ベースラインの窒素含有化学肥料及び有機肥料を施肥する面積 ha 

APJ プロジェクト実施後の硝化抑制材入り化学肥料を施肥する面積 ha 

 
 

５．ベースライン排出量の算定 

SBL,MBL,BL EM+EM=EM  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMPJ ベースライン排出量 tCO2/年 

EMPJ,M ベースラインの主要排出量 tCO2/年 

EMPJ,S ベースラインの付随的な排出量 tCO2/年 
 
＜主要排出活動＞ 
a) ベースラインの窒素含有化学肥料及び有機肥料の施肥による排出量 

N2OfN2O,BL,BLBLBLMBL GWPEF)FNAF(A=EM
28
44

,  （式 7） 

記号 定義 単位 

EMBL,M ベースラインの主要排出量 tCO2e/年 

ABL ベースラインの窒素含有化学肥料及び有機肥料を施肥する面積 ha 

AFBL ベースラインの窒素含有化学肥料及び有機肥料の平均施肥量 t/ha･年 

FNBL ベースラインの窒素含有化学肥料及び有機肥料中の窒素量 tN/t 

EFBL,N2O,f ベースラインの窒素含有化学肥料及び有機肥料の排出係数 tN2O-N/tN 

44/28 N2O中に含まれる窒素重量（tN2O-N）を N2O重量（tN2O）に変

換するための係数 

－ 

GWPN2O N2Oの地球温暖化係数 tCO2/tN2O 
 
＜付随的な排出活動＞ 
b) ベースラインの窒素含有化学肥料及び有機肥料を車両で運搬する際の化石燃料の使用に伴う排出量 

 付随的な排出活動については、排出量の算定を省略してもよい。 
 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 
b) ベースラインの窒素含有化学肥料及び有機肥料を車両で運搬する際の化石燃料の使用に伴う排出量 

)CEFHV(F=EM transportBL,transportBL,transportBL,SBL,    （式 8） 

記号 定義 単位 

EMBL,S ベースラインの付随的な排出量 tCO2/年 

FBL,transport ベースラインの窒素含有化学肥料及び有機肥料の運搬に

おける燃料使用量 

kL/年 
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HVBL,transport ベースラインの窒素含有化学肥料及び有機肥料の運搬に

使用する燃料の単位発熱量 

GJ/kL 

CEFBL,transport ベースラインの窒素含有化学肥料及び有機肥料の運搬に

使用する燃料の単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 ベースラインの付随的な排出量（EMBL,S）の算定に当たっては、燃費法又はトンキロ法を使用して

もよい。燃費法及びトンキロ法の詳細については「モニタリング・算定規程」の別冊を参照するこ

と。 
 
 

６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応

じてモニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に

従い、モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングする

こと。 
 
1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

APJ プロジェクト実施後の硝化

抑制材入り化学肥料を施肥

する面積（ha） 

・実測、生産管理記録等で把握 施肥ごとに計測し累

計 

 

AFPJ プロジェクト実施後の硝化

抑制剤入り化学肥料の平均

施肥量（t/ha･年） 

・計量器で計測 施肥ごとに計測し累

計 

 

・購入量による推計 購買ごと 

FPJ,transport プロジェクト実施後の硝化

抑制材入り化学肥料の運搬

における燃料使用量（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  

ABL ベースラインの窒素含有化

学肥料及び有機肥料を施肥

する面積（ha） 

・実測、生産管理記録等で把握 プロジェクト実施前

に一回 

 

AFBL ベースラインの窒素含有化

学肥料及び有機肥料の平均

施肥量（t/ha･年） 

・計量器で計測 【要求頻度】 

プロジェクト開始直

近の 1年間以上の実

績を累計 

※3 

・購入量による推計 【要求頻度】 

プロジェクト開始直

近の 1年間以上の実
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績を累計 
 
 
2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

FNPJ プロジェクト実施後の硝

化抑制剤入り化学肥料中

の窒素量（tN/t） 

・肥料供給会社の提供データ 購買ごと  

・実測 【要求頻度】 

年 1回以上 

ただし、肥料の種類

に変更があった場合

には都度計測 
EFPJ,N2O,f プロジェクト実施後の硝

化抑制剤入り化学肥料の

排出係数（tN2O-N/tN） 

・デフォルト値を使用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

※1 

GWPN2O N2O の地球温暖化係数

（tCO2/tN2O） 

・デフォルト値を使用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

DdPJ プロジェクト実施後の硝

化抑制剤入り化学肥料中

のジシアンジアミド含有

量（tDd/t） 

・肥料供給会社の提供データ 購買ごと  

・実測 【要求頻度】 

年 1回以上 

ただし、肥料の種類

に変更があった場合

には都度計測 
HVPJ,transport プロジェクト実施後の硝

化抑制材入り化学肥料の

運搬に使用する燃料の単

位発熱量（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

CEFPJ,transport プロジェクト実施後の硝

化抑制材剤入り化学肥料

の運搬に使用する燃料の

単位発熱量当たりの CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

FNBL ベースラインの窒素含有

化学肥料及び有機肥料中

の窒素量（tN/t） 

・肥料供給会社の提供データ 購買ごと  

・実測 【要求頻度】 

年 1回以上 

ただし、肥料の種類

に変更があった場合

には都度計測 
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EFBL,N2O,f ベースラインの窒素含有

化学肥料及び有機肥料の

排出係数（tN2O-N/tN） 

・デフォルト値を使用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

※２ 

HVBL,transport ベースラインの窒素含有

化学肥料及び有機肥料の

運搬に使用する燃料の単

位発熱量（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

CEFBL, transport ベースラインの窒素含有

化学肥料及び有機肥料の

運搬に使用する燃料の単

位発熱量当たりのCO2排

出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新の

ものを使用 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
 
＜※1＞ 
「Akiyama, H., Yan, X., and Yagi, K.: Evaluation of effectiveness of enhanced-efficiency fertilizers as mitigation 

options for N2O and NO emissions from agricultural soils: meta-analysis. Global Change Biology (2010)」における、

Dd入り肥料による N2O削減率（26%～36%）のうち保守的な値（26%削減）を採用（0.029×0.074 = 0.02146 ≒ 0.022） 

＜※2＞ 
 「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2012年 4月」では 0.029と設定。 

＜※3＞ 

 AFBL,m及び AFBL,nは、プロジェクト実施前 1年間の累積値を把握することが必要である。 
 

 

７．付記 
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＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件 1を満たすこと

を示す資料 

・プロジェクト実施前に施肥されていた窒素含有化学肥料の内容（成分等）が分かる資

料 

・プロジェクト実施後に施肥された硝化抑制材（ジシアンジアミド）入り化学肥料の内

容（成分等）が分かる資料 

適用条件 2を満たすこと

を示す資料 

・生産管理記録や出荷記録等、プロジェクト実施前後の栽培作物が分かる資料 

適用条件 3を満たすこと

を示す資料 

・生産管理記録等、プロジェクト実施前後の施肥方法について分かる資料 

・プロジェクト実施前後での落葉・剪定枝の管理方法について分かる資料 

適用条件 4を満たすこと

を示す資料 

・プロジェクト実施前の窒素含有化学肥料及び有機肥料の購買記録 

・生産管理記録等、プロジェクト実施前の窒素含有化学肥料及び有機肥料の施肥量が分

かる資料 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 

 

 



 

方法論（廃棄物分野）（案） 

 

方法論番号 方法論名称 

WA-001 微生物活性剤を利用した汚泥減容による、焼却処理に用いる化石燃料の削減 

 

（資料３－２）別添５ 
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方法論番号 WA-001 Ver.1.0 
方法論名称 微生物活性剤を利用した汚泥減容による、焼却処理に用いる化石燃料の削減 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、微生物活性剤により汚泥を減容し、汚泥の焼却処理に用いる燃料の使用量を削減

する排出削減活動を対象とするものである。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：汚水処理設備へ好気性微生物を活性化させる微生物活性剤を使用して、発生する汚泥を
減容すること。 

 条件 2：プロジェクト実施前後で微生物活性剤による汚泥減容以外の汚水処理全般（汚水発生源
等）について、温室効果ガスの排出量に影響を及ぼすような変更がないこと。ただし、汚泥の

移送のためのエネルギー使用量の変化についてはこの限りではない。 
 条件 3：プロジェクト実施前後ともに汚泥は焼却処理されていること。また、焼却処理の方法に
変更がないこと。 

 条件 4：汚泥発生量、BOD等の量及び汚水処理施設への汚水流入量について、プロジェクト実
施前１年間のデータがあること。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 1： 
微生物活性剤は、汚泥を減容するものでなければならない。ここで、汚泥を減容するものかどう

かについては、例えば以下の点から確認する。 
・プロジェクト実施前後で同じ運転条件下（接続先が同一であること等）及び同じ計測条件下（単

位放流水当たりの BOD 等の量が増加していないこと等）において、プロジェクト実施前の汚
水処理設備内の水質と比較して、プロジェクト実施後の汚水処理設備内の BOD 等の量が増加
していること。 
・公的な研究機関等により客観的な立場から審査されていること。 
 
条件 2： 
 微生物活性剤による汚泥減容以外、プロジェクト実施前後で汚水処理全般に変更がないことを汚

水処理設備設置図面や汚水受入状況の記録等により確認する。汚水処理設備及び焼却設備の更新が

あった場合には、本方法論を適用することはできない。 
 汚泥の移送のためのエネルギー使用量については、プロジェクト実施前後での変化が認められる

ため、確認する必要はない。 
 
条件 3： 
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プロジェクト実施前後で焼却処理の方法に変更がないことを、汚泥の焼却施設の稼働記録及び仕

様書等によって確認する。 
 
条件 4：  
本方法論のベースライン排出量は、プロジェクト実施前後の汚泥発生原単位の変化から算定する。

従ってプロジェクト実施前の汚泥発生原単位が必要となる。汚泥発生原単位の算出には、汚泥発生

量、BOD等の量及び汚水処理施設への汚水流入量のデータが必要となる。 
本方法論を適用するプロジェクトは当該原単位の季節変動が大きいことが想定され、一部の期間

を認証対象期間から除外すると正確な算定ができないため、複数回の認証を受ける場合には、原則

として、モニタリング期間を途切れることなく設定する必要がある。 
 
 

2．排出削減量の算定 

PJBL EMEMER  （式 1） 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2e/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 

 
＜排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動＞ 

項 排出活動 温室効果ガス 説明 

ベースライン 
排出量 

汚泥の焼却 

CO2 
【主要排出活動】 

汚泥の焼却処理に伴う化石燃料の使用による排出量 

N2O 
【主要排出活動】 

汚泥が焼却処理に伴う排出量 

汚泥の移送 CO2 

【付随的な排出活動】 

汚泥を焼却設備までポンプ等で移送するための電力の使用に

よる排出量 

汚泥の運搬 CO2 

【付随的な排出活動】 

汚泥を焼却設備まで車両等で運搬する際の化石燃料の使用に

よる排出量 

プロジェクト

実施後排出量 

汚泥の焼却 

CO2 
【主要排出活動】 

汚泥の焼却処理に伴う化石燃料の使用による排出量 

N2O 
【主要排出活動】 

汚泥が焼却処理に伴う排出量 

微生物活性剤

投入機械の使
CO2 

【付随的な排出活動】 

微生物活性化剤投入機械の使用に伴う電力の使用による排出
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用 量 

汚泥の移送 CO2 

【付随的な排出活動】 

汚泥を焼却設備までポンプ等で移送するための電力の使用に

よる排出量 

汚泥の運搬 CO2 

【付随的な排出活動】 

汚泥を焼却設備まで車両等で運搬する際の化石燃料の使用に

よる排出量 

※「汚泥の移送」及び「汚泥の運搬」に伴う排出量については、ベースラインとプロジェクト実施後で

等しい又はプロジェクト実施後の方が小さいことが説明できる場合には、算定対象外とできる。 
 
 

3．プロジェクト実施後排出量の算定 

SPJMPJPJ EMEMEM ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2e/年 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2e/年 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2e/年 

 
＜主要排出活動＞ 

ONMPJCOMPJMPJ EMEMEM 2,,2,,,  （式 3） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2e/年 

EMPJ,M,CO2 汚泥の焼却による実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,M, N2O 汚泥の焼却による実施後排出量 tCO2e/年 

 
a) 汚泥の焼却によるプロジェクト実施後排出量 

fuelPJfuelPJfuelPJCOMPJ CEFHVFEM ,,,2,,        （式 4） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M,CO2 汚泥の焼却による実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,fuel プロジェクト実施後の汚泥の焼却処理における燃料使用

量 

t,kL,Nm3等 

HVPJ,fuel プロジェクト実施後の汚泥の焼却処理で使用する燃料の

単位発熱量 

GJ/t, GJ/kL,  

GJ/Nm3 等 

CEFPJ,fuel プロジェクト実施後の汚泥の焼却処理で使用する化石燃 tCO2/GJ 
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料の単位発熱量当たりの CO2排出係数 

 
b) 汚泥の焼却によるプロジェクト実施後排出量 

ONONPJONMPJ GWPCEFSLEM 222,, 　  （式 5） 

記号 定義 単位 

EMPJ,M, N2O 汚泥の焼却による実施後排出量 tCO2e/年 

SLPJ プロジェクト実施後の汚泥発生量 t/年 

CEFN2O 汚泥の焼却処理における N2O排出係数 tN2O/t 

GWPN2O N2Oの地球温暖化係数 tCO2e/tN2O 

 
＜付随的な排出活動＞ 
c) 微生物活性剤投入機械の使用の使用によるプロジェクト実施後排出量 
d) 汚泥の移送によるプロジェクト実施後排出量 
e) 汚泥の運搬によるプロジェクト実施後排出量 

 c) から e) の付随的な排出活動については、妥当性確認時に排出削減見込み量に対する影響度を
算定し、影響度に応じてそれぞれ以下のように取り扱う。 
①影響度が 5％以上の場合：モニタリングを行い排出量の算定を行う。 
②影響度が 1％以上 5％未満の場合：排出量のモニタリングを省略することができる。ただし、
省略した場合は、妥当性確認時に影響度を算定し、検証時に当該影響度を排出削減量に乗じ

ることで当該排出量の算定を行う。 
③影響度が 1％未満の場合：排出量の算定を省略することができる。 

 ただし、複数のモニタリングを省略する付随的な排出活動の影響度の合計を 5％以上にしてはな

らない（影響度の合計が 5％未満となるようにモニタリングを省略する付随的な排出活動を調整

しなければならない）。 
 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 

fueltransportSPJyelectricittransportSPJdropSPJSPJ EMEMEMEM ,,,,,,,,,  （式 6） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2e/年 

EMPJ,S,drop 微生物活性剤投入機の使用によるプロジェクト実施

後排出量 

tCO2/年 

EMPJ,S,transport,electricity 汚泥の移送によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

EMPJ,S,transport,fuel 汚泥の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

 
c) 微生物活性剤投入機の使用によるプロジェクト実施後排出量 
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tyelectricitdropPJdropSPJ CEFELEM ,,,,  （式 7） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,drop 微生物活性剤投入機の使用によるプロジェクト実施後排

出量 

tCO2/年 

ELPJ,drop プロジェクト実施後の微生物活性剤投入機における電力

使用量 

kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
d) 汚泥の移送によるプロジェクト実施後排出量 

tyelectricityelectricittransportPJyelectricittransportSPJ CEFELEM ,,,,,,  （式 8） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,transport,electricity 汚泥の移送によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

ELPJ,transport,electricity プロジェクト実施後の汚泥の移送における電力使用量 kWh/年 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
e) 汚泥の運搬によるプロジェクト実施後排出量 

fueltransportPJfueltransportPJfueltransportPJfueltransportSPJ CEFHVFEM ,,,,,,,,,   （式 9） 

記号 定義 単位 

EMPJ,S,transport,fuel 汚泥の運搬によるプロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,ftransport,fuel プロジェクト実施後の汚泥の運搬における燃料使用量 kL/年 

HV PJ,transport,fuel プロジェクト実施後の汚泥の運搬に使用する燃料の単位

発熱量 

GJ/kL 

CEFPJ,transport,fuel プロジェクト実施後の汚泥の運搬に使用する燃料の単位

発熱量単位発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 汚泥の運搬によるプロジェクト実施後排出量（EMPJ,S,transport,fuel）の算定に当たっては、燃費法

又はトンキロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ法の詳細は「モニタリング・算定規程」

を参照すること。 
 
 

4．ベースライン排出量の考え方 

本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後に処理された汚泥を、微生物活性剤を

活用せずに処理する場合の焼却プロセスで想定される CO2及びN2O排出量とする。 

PJBL PP  （式 10） 
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BLBL VV  （式 11） 

記号 定義 単位 

PBL ベースラインの汚泥処理設備に投入される汚水の BOD等

の量 

mg/L 

PPJ プロジェクト実施後の汚泥処理設備に投入される汚水の

BOD等の量 

mg/L 

VBL ベースラインの汚水処理設備に投入される汚水流入量 L/年 

VPJ プロジェクト実施後の汚水処理設備に投入される汚水流

入量 

L/年 

 
 

５．ベースライン排出量の算定 

SBLMBLBL EMEMEM ,,  （式 12） 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2e/年 

EM, BL,M ベースラインの主要排出量 tCO2e/年 

EMBLS ベースラインの付随的な排出量 tCO2e/年 

 
＜主要排出活動＞ 

ONMBLCOMBLMBL EMEMEM 2,,2,,,  （式 13） 

記号 定義 単位 

EMBL,M プロジェクト実施後の主要排出量 tCO2e/年 

EMBLM,CO2 汚泥の焼却による実施後排出量 tCO2/年 

EMBLM, N2O 汚泥の焼却による実施後排出量 tCO2e/年 

 
a) 汚泥の焼却によるベースライン排出量 

fuelPJfuelPJ
PJ

BL
fuelPJfuelMBL CEFHV

BU
BUFEM ,,,,,  （式 14） 

PJPJ

PJ
PJ VP

SLBU
　

 （式 15） 

beforebefore

before
BL VP

SL
BU  （式 16） 
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記号 定義 単位 

EMBLM,CO2 汚泥の焼却による実施後排出量 tCO2/年 

FPJ,fuel プロジェクト実施後の汚泥の焼却における燃料使用量 t,kL,Nm3等 

HVPJ,fuel プロジェクト実施後の汚泥の焼却で使用する燃料の単位

発熱量 

GJ/t, GJ/kL,  

GJ/Nm3 等 

CEFPJ,fuel プロジェクト実施後の汚泥の焼却で使用する燃料の単位

発熱量当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

BUBL ベースラインの汚泥発生原単位 t/mg 

BUPJ プロジェクト実施後の汚泥発生原単位 t/mg 

SLPJ プロジェクト実施後の汚泥発生量 t/年 

PPJ プロジェクト実施後の汚泥処理設備に投入される汚水の

BOD等の量 

mg/L 

VPJ プロジェクト実施後の汚水処理設備に投入される汚水流

入量 

L/年 

SLbefore プロジェクト実施前の汚泥発生量 t/年 

Pbefoere プロジェクト実施前の汚泥処理設備に投入される汚水の

BOD等の量 

mg/L 

Vbefore プロジェクト実施前の汚水処理設備に投入される汚水流

入量 

L/年 

 
b) 汚泥の焼却よるベースライン排出量 

ONONBLBLBLONMBL GWPCEFBUVPEM 222,,  （式 17） 

記号 定義 単位 

EMBLM, N2O 汚泥の焼却による実施後排出量 tCO2e/年 

PBL ベースラインの汚泥処理設備に投入される汚水の

BOD等の量 

mg/L 

VBL ベースラインの汚水処理設備に投入される汚水流入量 L/年 

BUBL ベースラインの汚泥発生原単位 t/mg 

CEFN2O 汚泥の焼却処理における N2O排出係数 tN2O/t 

GWPN2O N2Oの地球温暖化係数 tCO2e/tN2O 

 
＜付随的な排出活動＞ 
c) 汚泥の移送によるベースライン排出量 
d) 汚泥の運搬によるベースライン排出量 

 c) から d) の付随的な排出活動については、排出量の算定を省略してもよい。 
 
＜付随的な排出活動の算定例＞ 
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fueltransportSBLyelectricittransportBLPJSBL EMEMEM ,,,,,,,  （式 18） 

記号 定義 単位 

EMBL,S プロジェクト実施後の付随的な排出量 tCO2/年 

EMBL,S,transport,electricit

y 

汚泥の移送によるベースライン排出量 tCO2/年 

EMBL,S,transport,fuel 汚泥の運搬によるベースライン排出量 tCO2/年 

 
c) 汚泥の移送によるベースライン排出量 

 プロジェクト実施後排出量の算定において、d)を付随的な排出活動として算定した場合に限り、
ベースライン排出量に計上してもよい。 

tyelectricit
PJ

BL
transportPJyelectricittransportSBL CEF

BU
BUELEM ,,,,,  （式 19） 

記号 定義 単位 

EMBL,S,transport,electrici

ty 

汚泥の移送によるベースライン排出量 tCO2/年 

ELPJ,transport プロジェクト実施後の汚泥の移送における電力使用量 kWh/年 

BUBL ベースラインの汚泥発生原単位 t/mg 

BUPJ プロジェクト実施後の汚泥発生原単位 t/mg 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

 
d) 汚泥の運搬によるベースライン排出量 

 プロジェクト実施後排出量の算定において、e)を付随的な排出活動として算定した場合に限り、
ベースライン排出量に計上してもよい。 

fueltransportPJfueltransportPJ
PJ

BL
transportPJfueltransportSBL CEFHV

BU
BUFEM ,,,,,,,,  （式 20） 

記号 定義 単位 

EMBL,S,transport,fuel 汚泥の運搬によるベースライン排出量 tCO2/年 

FPJ,transport,fuel プロジェクト実施後の汚泥の運搬における燃料使用量 kL/年 

BUBL ベースラインの汚泥発生原単位 t/mg 

BUPJ プロジェクト実施後の汚泥発生原単位 t/mg 

HVPJ,transport,fuel ベースラインの汚泥の運搬に使用する燃料の単位発熱量 GJ/kL 

CEFPJ,transport,fuel ベースラインの汚泥の運搬に使用する燃料の単位発熱量

当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

 

 

 



 

9 

方法論WA-001(ver.1.0)  微生物活性剤を利用した汚泥減容による、焼
却処理に用いる化石燃料の削減 

６．モニタリング方法 

 ベースライン排出量とプロジェクト実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及

びモニタリング方法例等を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応じてモ

ニタリング項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に従い、

モニタリング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングすること。 
 
1) 活動量のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

FPJ,fuel プロジェクト実施後

の汚泥の焼却におけ

る 燃 料 使 用 量

（t,kL,Nm3等） 

・燃料供給会社からの請求書をも

とに算定 

・流量計による計測 

対象期間で累計  

SLPJ プロジェクト実施後

の汚泥発生量（t/年） 

・重量計による測定 対象期間で累計 ※1 

VPJ プロジェクト実施後

の汚水処理設備に投

入される汚水流入量

（L/年） 

・流量計による測定 対象期間で累計 ※2 

SLbefore プロジェクト実施前

の汚泥発生量（t/年） 

・重量計による測定 【要求頻度】 

プロジェクト開始直近の 1年間

以上の実績を累計 

※1 

※5 

Vbefore プロジェクト実施前

の汚水処理設備に投

入される汚水流入量

（L/年） 

・流量計による測定 【要求頻度】 

プロジェクト開始直近の 1年間

以上の実績を累計 

※2 

※5 

ELPJ,S,drop 微生物活性剤投入機

における電力使用量

（kWh/年） 

・電力会社からの請求書をもとに算

定 

・電力量計による計測 

・設備仕様（定格消費電力）と稼

働時間をもとに算定 

対象期間で累計 

 

 

ELPJ, 

transport,electricity 

プロジェクト実施後

の汚泥の移送におけ

る電力使用量（kWh/

年） 

・電力会社からの請求書をもとに算

定 

・電力量計による計測・設備仕様

（定格消費電力）と稼働時間を

もとに算定 

対象期間で累計  

FPJ,S,transport,fuel プロジェクト実施後

の汚泥の運搬におけ

る燃料使用量（kL/年） 

・燃料供給会社からの請求書をも

とに算定 

・重量計による計測 

対象期間で累計  
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2) 係数のモニタリング 

モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

PPJ プロジェクト実施後

の汚水の BOD等の量

（mg/L） 

・計測 【要求頻度】  

定期測定（1ヶ月ごと） 

※2 

※3 

※4 

Pbefoere プロジェクト実施前

の汚水の BOD等の量

（mg/L） 

・計測 【要求頻度】 

プロジェクト開始直近の 1年間

以上の実績を累計 

※2 

※3 

※5 

HVPJ,fuel プロジェクト実施後

の汚泥の焼却に使用

する燃料の単位発熱

量 （ GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3 等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・だたし、固体燃料又は都市ガス

を使用する場合には、供給会社

提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

CEFPJ,fuel プロジェクト実施後

の汚泥の焼却に使用

する燃料の CO2 排出

係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・だたし、固体燃料又は都市ガス

を使用する場合には、供給会社

提供値を利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

CEFN2O 汚泥の焼却処理にお

ける N2O 排出係数

（tN2O/t） 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新の値を使用 

※6 

GWPN2O N2O の地球温暖化係

数（tCO2e/tN2O） 

・デフォルト値を利用 【要求頻度】 

検証申請時に最新の値を使用 

 

HV PJ,transport,fuel プロジェクト実施後

の汚泥の運搬に使用

する燃料の単位発熱

量（GJ/kL） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

 

CEFPJ,transport,fue

l 

プロジェクト実施後

の汚泥の運搬に使用

する燃料の単位発熱

量当たりの CO2 排出

係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 

 

【要求頻度】 

検証時に最新のものを使用 

 

 

CEFelectricity,t 電力の CO2 排出係数

（tCO2/kWh/年） 

・デフォルト値を利用 

CEFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + 

Ca(t)･f (t) 

ここで、 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※7 
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t : 電力需要変化以降の時間

（事業開始日以降の経過年） 

Cmo : 限界電源CO2排出係数 

Ca(t) : t 年に対応する全電源

CO2排出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦ t<1

年]  

f (t) =    0.5   [1年≦t<2.5

年] 

             1   [2.5年≦t] 

・プロジェクト実施者からの申請

に基づき、CEFelectricity,tとして

全電源 CO2排出係数を利用す

ることができる 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 
 

＜※1＞ 
 汚泥の発生量とは汚泥固形分（乾燥汚泥）の発生量のことをいう。 

＜※2＞ 
 プロジェクト実施前後の汚水処理設備に投入される汚水流入量（VPJ及び Vbefore）並びにプロジ

ェクト実施前後の汚水の BOD 等の量（PPJ及び Pbefore）は、原則として、プロジェクト実施前

後で統一された条件で計測されたものであることが必要である。 
＜※3＞ 

 プロジェクト実施後の汚水のBOD等の量（PPJ及びPbefore）の計測は、関連JIS規格（JIS K 0102）
等に従い行うこと。 

＜※4＞ 
 BODの他、COD等を使用することができる。 

＜※5＞ 
 ベースラインの汚泥発生原単位に使用するプロジェクト実施前の汚泥発生量（SLbefore）、プロジ

ェクト実施前の汚水処理設備に投入される汚水流入量（Vbefore）、プロジェクト実施前の汚水の

BOD等の量（Pbefore）は、プロジェクト実施前１年間の累積値を把握することが必要である。 
＜※6＞ 

 日本国温室効果ガスインベントリ報告書における、汚泥の焼却処理におけるN2O排出係数は以
下のとおり。 
凝集剤の種類 炉の形式 焼却温度 排出係数（tN2O/t） 

高分子凝集剤 流動床炉 通常燃焼（燃焼温度約 800度） 0.001508 
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高分子凝集剤 流動床炉 高温燃焼（燃焼温度約 850度） 0.000645 
高分子凝集剤 多段炉 － 0.000882 
その他 － － 0.000882 
石灰系 － － 0.000294 

 

＜※7＞ 
 自家用発電機による発電電力を用いる場合は、附属書 Aに従い電力の CO2排出係数を求めるこ
と。 

 

 

７．付記 

 本方法論を適用するプロジェクトについては、投資回収年数をもって追加性を判断することができ

ない場合、一般慣行障壁があることを合理的に説明できれば、追加性を有することとする。 
 本方法論を適用するプロジェクトは原単位の季節変動が大きいことが想定され、一部の期間をクレ

ジット認証期間から除外すると正確な算定ができないため、クレジット認証期間は、原則、途切れ

なく設定すること。 
 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすこと
を示す資料 

・好気性微生物を活性化させる微生物活性剤を使用すること示す資料  
－微生物活性剤の購入伝票、使用記録、成分表等 

適用条件2を満たすこと
を示す資料 

・プロジェクト実施前後で微生物活性剤による汚泥減容以外の汚水処理全般に

変更がないことを示す資料  
－設備設置図書等 
－汚泥焼却用化石燃料の購買伝票等 
－汚水受入状況の記録等 

適用条件3を満たすこと
を示す資料 

・プロジェクト実施前後で汚泥が焼却処理されていることを示す資料 
－焼却施設の稼働記録、仕様書等 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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却処理に用いる化石燃料の削減 

附属書 A：自家用発電機による発電電力を用いる場合の取扱いについて（要求事項） 

プロジェクト実施後において自家用発電機による発電電力を用いる場合は、電力の CO2排出係数を以
下の式によって算定する。 

fuelgene
gene

fuelgenegene
tyelectricit CEF

EL
HVF

CEF ,
,

,  （式 a-1） 

記号 定義 単位 

CEFelectricity,t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

Fgene 自家用発電機に投入される燃料使用量 t/年, kL/年, Nm3/年等 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

ELgene 自家用発電機の発電電力量 kWh/年 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入される燃料の CO2排出係数 tCO2/GJ 

 
電力の CO2排出係数を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例等を下
表に示す。 
1) 活動量のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

Fgene 自家用発電機に投入

される燃料使用量

（t/年, kL/年, Nm3/

年等） 

・燃料供給会社からの請求書をもとに

算定 

・燃料計による計測 

 

対象期間で累計  

ELgene 自家用発電機の発電

電力量（kWh/年） 

・電力計による計測 対象期間で累計  

 
2) 係数のモニタリング 
モニタリング項目 モニタリング方法例 モニタリング頻度 注釈 

HVgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の単位発

熱量（GJ/t, GJ/kL, 

GJ/Nm3等） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・だたし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

CEFgene,fuel 自家用発電機に投入

される燃料の CO2

排出係数（tCO2/GJ） 

・デフォルト値を利用* 【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

 

・だたし、固体燃料又は都市ガスを使

用する場合には、供給会社提供値を

利用 

【要求頻度】 

固体燃料：仕入れ単位ごと 

都市ガス：供給元変更ごと 

 

* 化石燃料の単位発熱量及び排出係数は、供給会社からの提供値又は実測により把握することもできる。この場合、「モニ

タリング・算定規程」に示す要求頻度を満たしてモニタリングを実施すること。 



 

方法論（森林管理分野）（案） 

 

方法論番号 方法論名称 

FO-001 森林経営活動 

FO-002 植林活動 

 

（資料３－２）別添６ 
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方法論番号 FO-001 Ver.1.0 
方法論名称 森林経営活動 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、森林経営活動を実施する吸収活動を対象とするものである。 
 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1：プロジェクトが、森林法第 5条又は第 7条の 2に定める森林で実施されること。 
 条件 2：プロジェクトが、市町村長等の認定を受けている森林経営計画又は森林施業計画に沿っ
て実施され、かつ、森林経営計画又は森林施業計画単位で実施されること。 
ただし、1つの森林経営計画又は森林施業計画が複数の森林所有者により立てられている場合等
で、森林経営計画又は森林施業計画単位でのプロジェクト計画登録の申請が困難な場合は、森

林経営計画又は森林施業計画の中からプロジェクト実施者自らが所有又は管理する森林のみを

抽出してプロジェクト計画の登録を行うことができる。さらに、以下の要件をすべて満たす場

合には、プロジェクト実施者自らが所有又は管理する森林の一部のみをプロジェクト実施地と

することができる。 

 要件 1：プロジェクト実施者の所有又は管理する森林の面積が 500ha以上であること。 
 要件 2：恣意的に抽出したものでないと認められること。 
 要件 3：森林経営計画又は森林施業計画においてプロジェクト実施者自ら所有又は管理する
森林に主伐が計画されている場合は、プロジェクト実施地に主伐実施の林分を含むこと。 

 条件 3：条件 2に基づき定めたプロジェクト実施地に主伐実施の林分を含む場合は、認証対象期
間における年度単位の吸収見込み量の累計が常に正であること。 

 条件 4：認証対象期間内に森林経営計画又は森林施業計画に基づく間伐が計画されているプロジ
ェクトであること。 

 条件 5：森林経営計画又は森林施業計画において、プロジェクト実施地の土地転用（収用など避
けがたい土地転用を除く。）が計画されていないこと。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 2： 
「自らが所有又は管理する」とは、プロジェクト実施者自身が森林の所有者であれば、その所有

の範囲を指し、森林施業に関する受委託契約等に基づく管理者であれば、プロジェクト実施の合意

を得た委託者との契約の範囲を指す。ただし書に基づき、申請者自らが所有又は管理する森林のみ

抽出してプロジェクトを実施する場合、プロジェクト登録の申請の際に、森林経営計画又は森林施

業計画の全体の写しを提出しなければならない。 

また、計画登録申請時の森林経営計画又は森林施業計画において主伐が計画されている森林の所

有者がプロジェクトに参加できない場合は、その理由について記載した理由書を申請時に添付しな



 

2 

方法論 FO-001(ver.1.0)  森林経営活動 

ければならない。 

要件 2に定める「恣意的に抽出」とは、森林のまとまりのうち一部を除外する等の抽出が行われ
た場合で、例えば、成長の早い谷筋のみで尾根筋を排除する、尾根筋又は谷筋などの地形を無視し

て流域内を不自然に横断する、主伐箇所を意図的に少なく又は除外するなどが挙げられる。 
なお、一度設定したプロジェクト実施地を変更する場合は、変更の理由がやむを得ないものであ

ること及び変更後のプロジェクト実施地がすべての要件を満たすものであるかどうかについて、再

度妥当性確認を要する。 

  

 条件3： 
認証対象期間中の年度単位の吸収見込み量の累計が常に正となることの証明に当たっては、実績

データ等がない場合、例えば地位級を保守的に設定するなど簡易的な方法を用いてもよい。また、

妥当性確認機関において確証が得られる範囲において、森林簿、伐採届又は森林経営計画等の情報

を用いてもよい。 

 
 

2．吸収量の算定 

BLCutPJtotal CCCC   （式 1） 

記号 定義 単位 
Ctotal 吸収量 tCO2/年 
CPJ プロジェクト実施後吸収量 tCO2/年 
CCut プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 
CBL ベースライン吸収量 tCO2/年 

 
＜吸収量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出・吸収活動＞ 

 
排出活動 
吸収活動 

温室効果ガス 説明 

ベースライン 
吸収量 

地上部・地下部

バイオマス蓄

積 

CO2 
【主要吸収活動】 

森林経営活動が継続されなかった場合の吸収量 

プロジェクト

実施後 
吸収量 

地上部 

バイオマス蓄

積 
CO2 

【主要吸収活動】 

森林経営活動に伴い、地上部バイオマスが蓄積さ

れることによる吸収量   

地下部 

バイオマス蓄

積 
CO2 

【主要吸収活動】 

森林経営活動に伴い、地下部バイオマスが蓄積さ

れることによる吸収量   

プロジェクト

実施後 
主伐に伴う 

排出 
CO2 

【主要排出活動】 

森林経営活動に伴い、蓄積されていたバイオマス
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排出量 中からの排出量  
 

 
 

3．プロジェクト実施後吸収量の算定 

BGAGPJ CCC    （式 2） 

記号 定義 単位 
CPJ プロジェクト実施後吸収量 tCO2/年 

CPJ,AG 地上部バイオマス中の吸収量 tCO2/年 
CPJ,BG 地下部バイオマス中の吸収量 tCO2/年 

 
a)地上部バイオマス中の吸収量 

)12/44( ,,,,, CFBEFWDTrunkAreaCC iiiSCiForest
ii

iAGPJAGPJ  （式 3） 

記号 定義 単位 
CPJ,AG 地上部バイオマス中の吸収量 tCO2/年 
C PJ,AG,i 森林施業（植栽、間伐）に伴う階層 i における地

上部バイオマス中の CO2 吸収量 
tCO2/年 

AreaForest,i 階層i における森林施業（植栽、間伐）が実施さ
れた樹種別・林齢別の森林の面積  

ha 

TrunkSC,i 階層 i における単位面積当たりの幹材積成長量 m3/ha/年 
WDi 階層 i における幹材積（成長）量をバイオマス量

（乾燥重量）に換算するための係数 
t/m3 

BEFi 階層 i における幹のバイオマス量に枝葉のバイ
オマス量を加算補正するための係数 

― 

CF バイオマス量（乾燥重量）を炭素量に換算するた

めの炭素比率（乾燥重量から炭素量への換算に使

用） 

0.5 

i プロジェクトを実施する森林の樹種、地位等によ

る階層 
― 

 
＜補足説明＞ 

 AreaForest,iは、1990年 4月以降に森林施業（植栽、間伐）を行ったことを証明できる人工林の
面積とする。 

 
b)地下部バイオマス中の年間 CO2 吸収量 
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)( ,,,,,, iratioiAGPJ
ii

iBGPJBGPJ RCCC         （式 4） 

記号 定義 単位 
CPJ,BG 地下部バイオマス中の吸収量 tCO2/年 
C PJ,BG,i 森林施業（植栽、間伐）に伴う階層 i における地

下部バイオマス中の CO2吸収量 
tCO2/年 

CPJ.AG,i 森林施業（植栽、間伐）に伴う階層 i における地
上部バイオマス中の CO2 吸収量 

tCO2/年 

Rratio,i 階層 i における地上部バイオマス中の CO2 吸収
量に、地下部（根）を加算補正するための係数 

― 

i プロジェクトを実施する森林の樹種、地位等によ

る階層 
― 

 
 

4．プロジェクト実施後排出量（主伐による排出量）の算定 

BGCutAGCutCut CCC        （式 5） 

記号 定義 単位 
CCut プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

CCut-AG 主伐に伴う地上部バイオマス中の CO2 排出量 tCO2/年 
CCut-BG 主伐に伴う地下部バイオマス中の CO2 排出量 tCO2/年 

 
a) 主伐に伴う地上部バイオマス中の排出量の算定 

)12/44( ,,,,, CFBEFWDTrunkAreaCC iiicutSCicutForest
ii

iAGCutAGCut  （式 6） 

記号 定義 単位 
CCut-AG 主伐に伴う地上部バイオマス中の CO2 排出量 tCO2/年 
Ccut,AG,i 主伐に伴う階層 i における地上部バイオマス中

の CO2排出量 
tCO2/年 

AreaForest-cut,i 階層i における森林施業（主伐）が実施された樹
種別・林齢別の森林の面積  

ha 

TrunkSC-cut,i 主伐前の階層 i における単位面積当たりの幹材
積量 

m3/ha/年 

WDi 階層 i における幹材積（成長）量をバイオマス（乾
燥重量）に換算するための係数 

t/m3 

BEFi 階層 i における幹のバイオマス量に枝葉のバイ
オマス量を加算補正するための係数 

― 
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CF バイオマス量（乾燥重量）を炭素量に換算するた

めの炭素比率（乾燥重量から炭素量への換算に使

用） 

0.5 

i プロジェクトを実施する森林の樹種、地位等によ

る階層 

― 

 
＜補足説明＞ 

 AreaForest-cut,i については、プロジェクトを実施している森林がやむを得ない理由により、公道

用地、送電線用地等へ転用された場合、その時点で主伐が行われているか否かにかかわらず、

持続可能な森林経営の対象からはずれることとなるため、保守性の原則に立ち、当該面積は主

伐されたものとみなす。 
 
b) 主伐に伴う地下部バイオマス中の排出量の算定 

)( ,,,,,, iratioiAGCut
ii

iBGCutBGCut RCCC      （式 7） 

記号 定義 単位 
CCut-BG 主伐に伴う地下部バイオマス中の CO2 排出量 tCO2/年 
Ccut,BG,i 主伐に伴う階層 i における地下部バイオマス中

の CO2 排出量 
tCO2/年 

Ccut,AG,i 主伐に伴う階層 i における地上部バイオマス中
の CO2排出量 

tCO2/年 

Rratio,i 階層 i における地上部バイオマス中の CO2 排出
量に、地下部（根）を加算補正するための係数 

― 

i プロジェクトを実施する森林の樹種、地位等によ

る階層 
― 

 
 

4．ベースライン吸収量の考え方 

本方法論におけるベースライン吸収量は、適切な森林施業が継続されなかった場合の吸収量とする。 

0BLC  （式 8） 
記号 定義 単位 

CBL ベースライン吸収量 tCO2 /年 
 

 

5．モニタリング方法 

プロジェクト実施後吸収量、排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング

方法例等の一覧を下表に示す。プロジェクト計画書の作成時には、選択した算定式に応じてモニタリン
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グ項目を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に従い、モニタリ

ング計画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングすること。 
 

モニタリング項目 モニタリング方法 モニタリング頻度 注釈 

AreaForest,i 階層 i における森林施業（植栽、

間伐）が実施された樹種別・林

齢別の森林の面積（ha） 

コンパス測量等による実

測（既存の実測結果を使

用してもよい） 

初回検証時に１回 ※1 

AreaForest-cut 階層 i における主伐が実施され

た樹種別・林齢別の森林の面積

（ha） 

コンパス測量等による実

測（既存の実測結果を使

用してもよい） 

主伐実施時に１回  

TrunkSC,i 階層 i における単位面積当たり

の幹材積成長量（m3/ha/年） 

原則都道府県が作成して

いる、プロジェクト対象

の森林に適した収穫予想

表の値を使用 

検証時に１回 ※2 

TrunkSC-Cut 主伐前の階層 i における単位面

積当たりの幹材積量（m3/ha/年） 

原則都道府県が作成して

いる、プロジェクト対象

の森林に適した収穫予想

表の値を使用 

検証時に１回 ※2 

WDi 階層 i における幹材積（成長）

量をバイオマス量（乾燥重量）

に換算するための係数 

原則「京都議定書 3 条 3

及び4の下でのLULUCF 

活動の補足情報に関する

報告書」等で公表された、

かつ対象森林の特性にあ

った値を使用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※3 

BEFi 階層 i における幹のバイオマス

量に枝葉のバイオマス量を加算

補正するための係数 

Rratio,i 階層 i における地上部バイオマ

ス中の CO2 排出量に、地下部

（根）を加算補正するための係

数 

i プロジェクトを実施する森林の

樹種、地位等による階層 

胸高直径及び樹高を実測 初回検証時に 1回  

 
＜※1＞ 

 林業専用道と森林作業道は対象森林面積から除外すること。ただし、森林作業道については、

各都道府県の運用に従って作成された森林経営計画又は森林施業計画において森林面積に含ま

れる場合はこの限りではない。 

 

＜※2＞ 
 都道府県が作成している林分収穫表・収穫予想表以外に、収穫表作成システム LYCS（ライク
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ス）、文献・資料（例えば、学術論文、研究機関等が公表している紀要等）として公表されてお

り、かつ対象森林の特性を反映したことが第三者により確認された収穫予想表を使用すること

も可能。また、実測により独自で作成した収穫予想表が対象森林の特性を反映していれば、そ

れを使用することもできる。 
 森林総合研究所Webサイト： http://www2.ffpri.affrc.go.jp/labs/LYCS/index.html 

 
＜※3＞ 

 「京都議定書 3条 3及び 4の下での LULUCF 活動の補足情報に関する報告書」（モニタリング
に係る要求事項参照）以外に、学術論文、研究機関等が公表している紀要等を使用することも

可能。 
 

6．付記 

 本方法論における追加性は、以下の基準により判断を行う。 
プロジェクト実施地における認証対象期間中の収益 ＜ 認証対象期間中の森林経営に要する経費－

補助金＋銀行等借入利子 
※プロジェクト実施地の森林における森林経営による収益、森林経営に要する経費等については、収支

の実績が把握できる資料を用いて証明する。ただし、プロジェクト実施地の森林固有のデータがない

場合には、国及び都道府県等の公的機関による統計資料（林業経営費、山元立木価格など）、森林経営

収支を予測するプログラムソフト等を活用し、標準的な森林経営が実施された場合の収益、経費等を

算出してもよい。 
 本方法論に定めるプロジェクトを実施する場合は、検証ごとに、モニタリング対象の森林の写真撮

影を行い、モニタリング報告書に当該写真を添付しなければならない。 
【解説】 
①モニタリング対象の森林において、（斜面の下方からみて）左上隅付近に立ち、右下隅付近に向かっ

て撮影する（平坦地では任意の対角線方向）（図中①参照）。焦点距離 35ｍｍ程度の広角レンズを用
い、構図は横長とする。 
②対象森林の中央付近で、林内・林床の様子が分かるように 1 枚、さらに林冠の状態が分かるように
同じ方角の、水平又は斜め上向きでもう 1枚撮影する（図中②参照）。 
③撮影はフィルムカメラ又はデジタルカメラを用いて行うこととする。 
④撮影した写真は、林内・林床の様子が分かるサイズに焼き付けるか、同様の電子データを直接印刷

しモニタリング報告書に添付することとする。デジタルカメラの場合、プリンターの出力は長期保

存に不向きなので、電子データとして保管するか、写真店に画像データを持ち込み、印画紙に焼き

付けてもらうこととする。 
⑤フィルムカメラ・デジタルカメラいずれの場合も、プリントに日付を入れること。 
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図 写真撮影の方法（イメージ図） 
 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすこ
とを示す資料 

・当該林分が含まれる森林経営計画書又は森林施業計画書及び対応する認定書等 

・当該林分が含まれる森林計画図等 

適用条件2を満たすこ
とを示す資料 

・当該林分が含まれる森林経営計画書又は森林施業計画書及び対応する認定書等 

・当該林分が含まれる森林経営計画又は森林施業計画においてプロジェクトに参加しな

い森林所有者が存在する場合、プロジェクト実施者と森林の永続性担保について確

認、合意した証拠 

・計画登録申請時の森林経営計画又は森林施業計画において主伐が計画されている森林

の所有者がプロジェクトに参加できない場合は、その理由について記載した理由書 

適用条件3、4、5を満
たすことを示す資料 

・当該林分が含まれるプロジェクト計画登録の申請時の森林経営計画書又は森林施業計

画書及び対応する認定書等 

・当該林分が含まれる森林経営計画又は森林施業計画においてプロジェクトに参加しな

い森林所有者が存在する場合、プロジェクト実施者と森林の永続性担保について確

認、合意した証拠 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 
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方法論番号 FO-002 Ver.1.0 
方法論名称 植林活動 

 
＜方法論の対象＞ 

 本方法論は、植林活動を実施する吸収活動を対象とするものである。 
 

１．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
 条件 1： 地域森林計画や市町村森林整備計画等に含まれる樹種の植林活動であること。 
 条件 2：プロジェクトが 2013年 3月 31日時点で森林法第 5条又は第 7条の 2に基づく森林計
画対象森林でなく、かつ、京都議定書第１回締約国会議（COP/MOP1）における決議 16/CMP.1
に基づき我が国が設定した森林の定義を満たしていない土地で実施されること。 

 条件 3：検証申請時までに、プロジェクト実施地が森林経営計画又は森林施業計画に含まれるこ
と。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件 2： 
単位面積当たりの炭素ストックの小さい土地（例えば、農地や宅地から森林への土地利用変化等）

において、植林活動が実施されることで、CO2吸収量が増加する。元々は森林として利用されてい
た土地が、農地に転用された後に森林へ再転用されるなどのケースも想定されるため、2013 年 3
月 31 日において森林でなかった土地で行われる植林活動を対象とする。具体的には、京都議定書
第１回締約国会議（COP/MOP1）における決議 16/CMP.1に基づき我が国が設定した以下の定義を
満たさない土地を指す。また、2013年 3月 31日時点で森林法第 5条又は第 7条の 2に定める森林
でないことを条件とする。 

 最小森林面積：0.3ha 
 最小樹冠被覆率：30% 
 最低樹高：5m 
 最小の森林幅：20m 

 
条件 3：  
植林活動による CO2 吸収量の増加は、植林活動後に森林が持続的に管理されることで達成され
る。したがって、プロジェクト実施地において持続的な森林経営が行われることを証明するため、

検証申請時までに、森林経営計画又は森林施業計画に含まれることが必要である。 
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2．吸収量の算定 

BLstockPJtotal CCCC  （式 1） 

記号 定義 単位 
Ctotal 吸収量 tCO2 /年 
CPJ プロジェクト実施後吸収量 tCO2 /年 

Cstock プロジェクト実施後排出量 tCO2 /年 
CBL ベースライン吸収量 tCO2 /年 

 
＜吸収量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出・吸収活動＞ 

 
 

項 
排出活動 
吸収活動 

温室効果ガ

ス 
説明 

ベースライン 
吸収量 

地上部・地

下部バイオ

マス蓄積 
CO2 

植林活動前のプロジェクト実施地（例： 草地）の地
上部・地下部バイオマスが蓄積による吸収量 

プロジェクト

実施後 
吸収量 

地上部 
バイオマス

蓄積 
CO2 

植林活動に伴い、地上部バイオマスが蓄積されること

による吸収量 

地下部 
バイオマス

蓄積 
CO2 

植林活動に伴い、地下部バイオマスが蓄積されること

による吸収量  

プロジェクト

実施後 
排出量 

地上部・地

下部バイオ

マス 
CO2 

植林活動（伐採・刈払い）に伴い蓄積されていたバイ

オマス中からの排出量  

 
 

3．プロジェクト実施後吸収量の算定 

BGPJAGPJPJ CCC ,,  （式 2） 

記号 定義 単位 
CPJ プロジェクト実施後吸収量 tCO2/年 

CPJ,AG 地上部バイオマス中の CO2 吸収量 tCO2/年 
CPJ,BG 地下部バイオマス中の CO2 吸収量 tCO2/年 

 
a)地上部バイオマス中の CO2 吸収量 
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)12/44( ,,,,, CFBEFWDTrunkAreaCC iiiSCiForest
ii

iAGPJAGPJ （式 3） 

記号 定義 単位 
CPJ,AG 地上部バイオマス中の CO2 吸収量 tCO2/年 
CPJ.AG,i 植林活動に伴う階層 i における地上部バイオマ

ス中の CO2 吸収量 
tCO2/年 

AreaForest,i 階層 i における植林活動が実施された樹種別・林
齢別の森林の面積 

ha 

TrunkSC,i 階層 i における単位面積当たりの幹材積成長量 m3/ha/年 
WDi 階層 i における幹材積成長量をバイオマス量（乾

燥重量）に換算するための係数 
t/m3 

BEFi 階層 i における幹バイオマス量に枝葉のバイオ
マス量を加算補正するための係数 

― 

CF バイオマス量（乾燥重量）を炭素量に換算するた

めの炭素比率（乾燥重量から炭素量への換算に使

用） 

0.5 

i プロジェクト実施地の樹種、地位等による階層 ― 
 
b)地下部バイオマス中の年間 CO2 吸収量 

),( ,,,, iratioiAG
ii

iBGPJBGPJ RCCC        （式 4） 

記号 定義 単位 
CPJ,BG 地下部バイオマス中の CO2 吸収量 tCO2/年 
CPJ,BG,i 植林活動に伴う階層 i における地上部バイオマ

ス中の CO2 吸収量（t-CO2/年） 
tCO2/年 

CPJ.AG,i 植林活動に伴う階層 i における地上部バイオマ
ス中の CO2 吸収量 

tCO2/年 
 

Rratio,i 階層 i における地上部バイオマス中の CO2 吸収
量に、地下部（根）を加算補正するための係数 

― 

i プロジェクト実施地の樹種、地位等による階層 ― 
 
 

４．プロジェクト実施後排出量（伐採・刈払いによる排出量）の算定 

BGstockAGstockstock CCC ,,          （式 5） 

記号 定義 単位 
Cstock プロジェクト実施後排出量 tCO2  
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Cstock,AG 伐採・刈払いに伴う地上部バイオマスの CO2 排
出量 

tCO2 

Cstock,BG 伐採・刈払いに伴う地下部バイオマスの CO2 排
出量 

tCO2 

 
 

5．ベースライン吸収量の考え方 

転用のない草地、農地等は、現時点においては日本国温室効果ガスインベントリ上吸収量として計上

されていないため、ベースライン吸収量は、0とすることとする。 
0BLC         （式 6） 
記号 定義 単位 

CBL ベースライン吸収量 tCO2 /年 
 

7．モニタリング方法 

プロジェクト実施後吸収量を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタリング方法例

等の一覧を下表に示す。モニタリング計画書の作成時には、選択した算定式に応じてモニタリング項目

を特定し、実施規程（プロジェクト実施者向け）及びモニタリング・算定規程に従い、モニタリング計

画を作成する。モニタリング時には、モニタリング計画に従いモニタリングすること。 
 
モニタリング項目 モニタリング方法 モニタリング頻度 注釈 

AreaForest,i 階層 i における植林

活動が実施された樹

種別・林齢別の森林

の面積（ha） 

コンパス測量等による実測（既存の実

測結果を使用してもよい） 

初回検証時に 1回 ※1 

TrunkSC,

i 

階層 i における単位

面積当たりの幹材積

成長量（m3/ha/年） 

原則都道府県が作成しているプロジェ

クト対象の森林に適した収穫予想表の

値を使用 

検証時に 1回 ※2 

WDi 階層 i における幹

材積成長量をバイオ

マス量（乾燥重量）

に換算するための係

数 

原則「京都議定書 3条 3及び 4の下で

の LULUCF 活動の補足情報に関する

報告書」等で公表され、かつ、対象森

林の特性にあった値を使用 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※3 

BEFi 階層 i における幹

バイオマス量に枝葉

のバイオマス量を加

算補正するための係

数 
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Rratio,i 階層 i における地上

部バイオマス中の

CO2 吸収量に、地下

部（根）を加算補正

するための係数 

i プロジェクト実施地

の樹種、地位等によ

る階層 

樹高を実測 初回検証時に 1回  

Cstock,AG 伐採・刈払いに伴う

地上部バイオマスの

CO2 排出量（tCO2） 

・「日本国温室効果ガスインベントリ報

告書」等で公表され、かつ、対象地の

特性にあった値（単位面積当たりの

CO2蓄積量）を使用 

 

【要求頻度】 

検証申請時に最新のものを使用 

※4 

Cstock,BG 伐採・刈払いに伴う

地下部バイオマスの

CO2 排出量（tCO2） 

 
＜※1＞ 

 林業専用道と森林作業道は対象森林面積から除外すること。 ただし、森林作業道については、
各都道府県の運用に従って作成された森林施業計画書又は森林経営計画書において森林面積に

含まれる場合はこの限りではない。 
＜※2＞ 

 都道府県が作成している林分収穫表・収穫予想表以外に、収穫表作成システム LYCS（ライク
ス）、文献・資料（例えば、学術論文、研究機関等が公表している紀要等）として公表されてお

り、かつ対象森林の特性を反映したことが第三者により確認された収穫予想表を使用すること

も可能。また、実測により独自で作成した収穫予想表が対象森林の特性を反映していれば、そ

れを使用することもできる。 
 森林総合研究所Webサイト： http://www2.ffpri.affrc.go.jp/labs/LYCS/index.html 

＜※3＞ 
 「京都議定書 3条 3及び 4の下での LULUCF 活動の補足情報に関する報告書」（下表参照）
以外に、学術論文、研究機関等が公表している紀要等を使用することも可能。 
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＜※4＞ 

 伐採・刈払いに伴う地上部及び地下部バイオマスの CO2 排出量（Cstock,AG及び Cstock,BG）は、植

林活動前の土地利用状態における CO2蓄積量とみなす。「日本国温室効果ガスインベントリ報
告書」の値は以下のとおり。」 

 「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」以外に、IPCC ガイドライン、学術論文、研究機
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関等が公表している紀要等を使用することも可能。 
 なお、果樹などが植栽された土地から森林に土地利用転換する際には、式 5に定める地上部及
び地下部バイオマスの CO2 排出量を算定することが望ましいが、上表の土地利用ごとのバイ
オマスストック量からヘクタール当たりの CO2蓄積量を用いることも可能。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」より作成 

土地利用カテゴリー 
バイオマス

ストック量 
[t-dm/ha] 

炭素含有率 
（tC/t-dm） 

炭素から二

酸化炭素へ

の変換係数 

CO2 蓄積量 
（tCO2/ha） 

転 用

前 

農地 

田 
 

0.00 

0.5 
 

44/12 
 

0.00 
 

普通畑 0.00 0.00 
樹園地 30.63 56.16 

草地 13.50 24.75 

湿地、開発地、 そ
の他の土地 

0.00 0.00 

 

 

７．付記 

 本方法論の対象となるプロジェクトについては、追加性の証明を不要とする。 
 本方法論に定めるプロジェクトを実施する場合は、検証ごとに、モニタリング対象の森林の写真撮

影を行い、モニタリング報告書に当該写真を添付しなければならない。 
【解説】 
①モニタリング対象の森林において、（斜面の下方からみて）左上隅付近に立ち、右下隅付近に向かっ

て撮影する（平坦地では任意の対角線方向）（図中①参照）。焦点距離 35ｍｍ程度の広角レンズを用
い、構図は横長とする。 
②対象森林の中央付近で、林内・林床の様子が分かるように 1 枚、さらに林冠の状態が分かるように
同じ方角の、水平又は斜め上向きでもう 1枚撮影する（図中②参照）。 
③撮影はフィルムカメラ又はデジタルカメラを用いて行うこととする。 
④撮影した写真は、林内・林床の様子が分かるサイズに焼き付けるか、同様の電子データを直接印刷

しモニタリング報告書に添付することとする。デジタルカメラの場合、プリンターの出力は長期保

存に不向きなので、電子データとして保管するか、写真店に画像データを持ち込み、印画紙に焼き

付けてもらうこととする。 
⑤フィルムカメラ・デジタルカメラいずれの場合も、プリントに日付を入れること。 
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図 写真撮影の方法（イメージ図） 
 
 

 
＜妥当性確認に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件1を満たすこ
とを示す資料 

・植林樹種が記載されている地域森林計画や市町村森林整備計画等 

適用条件2を満たすこ
とを示す資料 

・プロジェクト対象の森林について、2013年3月31日に森林でなかったことを証明でき

る資料 

・対象地の過去の土地利用状況が確認できる空中写真又は確認可能な衛星イメージ 

・対象地の過去の土地利用状況が証明できる地図等の土地被覆情報 

・地上調査結果（土地利用・土地被覆に関する情報、土地台帳・所有者登録・その他の

地域登記簿からの情報等） 

適用条件3を満たすこ
とを示す資料 

・植林後に森林法第5条又は第7条の2の森林となることが証明できる書類 

 
＜検証に当たって準備が必要な資料一覧＞ 
必要な資料 具体例 

適用条件3を満たすこ
とを示す資料 

・当該林分が含まれる森林経営計画書又は森林施業計画書及び対応する認定書等 

・当該林分が含まれる森林計画図等 
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方法論 RO-002 (ver.1.0)  植林活動 

 
＜方法論の制定及び改定内容の詳細＞ 

Ver 制定／改定日 有効期限 内容 
1.0 H25.●.● ― 新規制定 

 

 


